
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「希少金属代替材料開発プロジェクト／Nd-Fe-B 系

磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複

合材料の開発／超軽量高性能モータ等向けイットリ

ウム系複合材料の開発」 

事後評価報告書 

 
 
 
 
 

平成２４年３月 
 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 

 

 



平成２４年３月 
 
 
独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 
理事長 古川 一夫 殿 

 
 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 委員長 西村 吉雄 

 
 
 
 
ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、別添のとおり

評価結果について報告します。 

 



 

 

 

 

目 次 

 

はじめに 1 

分科会委員名簿 2 

審議経過 3 

評価概要 4 

研究評価委員会におけるコメント 7 

研究評価委員会委員名簿 8 

 

第１章 評価 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 1-1 

１．１ 総論 

１．２ 各論 

２．個別テーマに関する評価結果 1-19 

２．１ 超長尺イットリウム系複合材料における 

希尐金属使用量低減技術開発 

２．２ イットリウム系複合材料の製造工程における 

希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

２．３ イットリウム系複合材料を用いた回転機要素 

技術開発 

３．評点結果 1-36 

 

第２章 評価対象プロジェクト 

１．事業原簿 2-1 

２．分科会における説明資料 2-2 

 

参考資料１ 評価の実施方法 参考資料 1-1 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 参考資料 2-1 

 

 



1 
 

はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 

 

本書は、「希尐金属代替材料開発プロジェクト／Nd-Fe-B 系磁石を代替する新

規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発／超軽量高性能モータ等向けイ

ットリウム系複合材料の開発」の事後評価報告書であり、第２８回研究評価委

員会において設置された「希尐金属代替材料開発プロジェクト／Nd-Fe-B 系磁

石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発／超軽量高性能

モータ等向けイットリウム系複合材料の開発」（事後評価）研究評価分科会にお

いて評価報告書案を策定し、第３１回研究評価委員会（平成２４年３月２８日）

に諮り、確定されたものである。 

 

 

 

平成２４年３月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 

● 第１回 分科会（平成２３年１０月１８日） 

公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法について 

４．評価報告書の構成について 

５．プロジェクトの概要説明 

６．プロジェクトの詳細説明 

 非公開セッション 

７．全体を通しての質疑 

公開セッション 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他、閉会 

 

● 現地調査会（平成２３年１０月６日） 

産業用超電導線材・機器技術研究組合 佐倉分室（千葉県佐倉市） 

 

● 第３１回研究評価委員会（平成２４年３月２８日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
本事業は、資源制約の克服という国家的課題に取り組んでおり、同時に省エ

ネルギー、CO2 削減などの地球環境負荷低減を伴う社会的効果も実現できるこ

とから、我が国の社会的背景・要請において、その意義は大きい。設定した研

究開発目標は世界をリードする高い水準にあり、開発スケジュール的にみても

難易度が高いが、これを約１年間という短期間で震災影響も含めて克服し、全

ての目標を達成しており、技術レベルおよび研究開発マネジメントの両方の観

点から高く評価できる。特に高特性長尺線材の製造技術という観点できわめて

重要な成果が得られ、高温超電導線材の実用化に向けて、日本が世界の先頭に

立つ基盤が確立された。 
しかしながら、本プロジェクトの本質は超電導線材の製造技術の開発であり、

超電導モータへの応用による希少金属削減を前面に打ち出したプロジェクト設

定には疑問が残る。超電導モータ向けに超電導線材の実用化を目指すためには、

コスト面などいくつかの指標で競合技術との比較評価が必要であるが、その点

に関してはさらに検討が必要である。また、個別テーマ②「イットリウム系複

合材料の製造工程における希少金属利用率等の効率向上技術開発」は基礎的技

術開発であり、単年度プロジェクトに向いておらず、複数年度の未来技術開発

課題として扱われるべき研究内容であった。 
 
２）今後に対する提言 
大きな成果を上げており高く評価できるが、現時点においても、まだイット

リウム系超電導線材は実用レベルには至っていない。今後、ここで行った研究

開発をさらに推し進めて実用化に結び付けることが強く望まれる。 
本プロジェクトは成果として完結したものを求めたものではなく、最終目的

に至るまでの材料開発、製造技術を加速させ基盤技術のレベルを高めることを

目指したものと見ることができる。実施者に対しては是非、本プロジェクトの

成果を材料開発の加速に生かしてほしい。 
また、プロジェクト終了後、設備が稼働しておらず、有効に活用されていな

い。制度面で早急に改善されるべきである。迅速な継続体制の構築が不可欠で、

これは今回のプロジェクトだけに限らない課題である。 
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２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

高温超電導線材の機能高度化と量産化は、資源制約の克服とともに、省エネ

ルギー、CO2 削減などの地球環境負荷低減を伴う社会的効果が期待でき、事業

目的として妥当である。社会的要請から取り組むべき国家的課題であり、大き

なリスクを伴うテーマであることから、NEDO の関与が必要と認められる。 

しかしながら、本プロジェクトは、その目的として超電導モータへの応用に

よる希尐金属削減を前面に打ち出した設定であったが、超電導線材の実用製造

技術の開発に予算と時間を集中して実施すべきであった。 

また、超電導モータの実現、実用化のためには、多くの技術的課題が存在し

ており、本プロジェクトから超電導モータの実用化による希尐金属の低減まで

には、相当の距離がある。今後、この距離をどのようにして埋めていくのかが

問題であろう。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

「超電導線材の開発」という観点からは、研究開発の目標、計画ともに妥当

であると認められる。特に個別テーマ①「超長尺イットリウム系複合材料にお

ける希尐金属使用量低減技術開発」（線材開発）は戦略的目標で世界トップレベ

ルであり、判断指標も定量的で明確である。また、高い技術力を有する企業と

超電導線材評価に実績のある大学を組み合わせた実施体制も妥当である。さら

に、プロジェクト期間が短く、大型生産設備導入後の運転期間がほとんどなか

ったなかで、東日本大震災による研究中断に対しても適切に対応しており、評

価できる。 

一方、モータ等向けイットリウム系複合材料の開発というように、既存モー

タ等の代替と位置づけられる開発の場合は、モータ等を含むシステムとして既

存のものより経済性、保守性等を総合的にみて優位であることが必要である。

このような観点で代替可能かどうかの検討が十分ではない。また、超電導モー

タの実用化のためには、コストの問題も含めて多くの技術的課題を克服する必

要があると考えられるが、これらの技術課題を克服して実用化につなげる戦略

や知財マネジメントの方針が必ずしも明確にはなっていない。 

 

３）研究開発成果について 

すべての数値目標をクリアしており、全体としての目標達成度は相当に高い。

また成果の中には、世界初あるいは世界最高水準のものがいくつか含まれてい

る。本技術開発は超電導線材の各種機器への実用化を大きく進展させるものと

して高く評価できる。これまで、線材特性では世界一であったが長尺化で遅れ
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をとっていた日本の状況を一変させ、特性、長尺化のいずれにおいても日本が

世界一となる可能性を示した点において、きわめて重要な成果が得られた。論

文発表、プレス発表、展示会発表はタイムリーで適切に行われている。 

しかしながら、超電導モータに限定すると、本技術開発が超電導モータの実

用化を大きく前進させた、とまでは言えない。従って超電導モータが、従来の

希尐金属使用のモータの代替になるかどうかは、現段階では必ずしも明らかで

ない。本来の希尐金属代替の目的には合致しているが、他の競合技術との重量・

体格比較に加えて、コスト比較評価など、置き換え需要を実現する評価が今後

必要である。 

 

４）実用化の見通しについて 

波及効果として、超電導応用機器全般に波及する可能性があることを示して

おり、本技術開発は超電導線材の様々な電力機器への実用化を大きく進展させ

るものとして高く評価できる。PLD（Pulsed Laser Deposition：パルスレーザ

蒸着）法による線材製造については、長尺製品開発の見通しが立ったといえる。 

しかしながら、超電導モータに関しては、実用化のイメージ・出口イメージ

は必ずしも明確でない。プロジェクト全体としても、実用化までの今後の研究

開発の見通しが必ずしも明確に示されていない。また、今後の進捗を見ながら

希土類代替技術への効果は再度検証されるべきものである。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第３１回研究評価委員会（平成２４年３月２８日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
本事業は、資源制約の克服という国家的課題に取り組んでおり、同時に省エ

ネルギー、CO2 削減などの地球環境負荷低減を伴う社会的効果も実現できるこ

とから、我が国の社会的背景・要請において、その意義は大きい。設定した研

究開発目標は世界をリードする高い水準にあり、開発スケジュール的にみても

難易度が高いが、これを約１年間という短期間で震災影響も含めて克服し、全

ての目標を達成しており、技術レベルおよび研究開発マネジメントの両方の観

点から高く評価できる。特に高特性長尺線材の製造技術という観点できわめて

重要な成果が得られ、高温超電導線材の実用化に向けて、日本が世界の先頭に

立つ基盤が確立された。 
しかしながら、本プロジェクトの本質は超電導線材の製造技術の開発であり、

超電導モータへの応用による希少金属削減を前面に打ち出したプロジェクト設

定には疑問が残る。超電導モータ向けに超電導線材の実用化を目指すためには、

コスト面などいくつかの指標で競合技術との比較評価が必要であるが、その点

に関してはさらに検討が必要である。また、個別テーマ②「イットリウム系複

合材料の製造工程における希少金属利用率等の効率向上技術開発」は基礎的技

術開発であり、単年度プロジェクトに向いておらず、複数年度の未来技術開発

課題として扱われるべき研究内容であった。 

 
〈肯定的意見〉 
○ 実用超長尺線材の開発は、装置研究であるという側面があり、大胆な研究

投資が無ければ、技術革新、研究開発に繋がらない。その点で、本プロジ

ェクトにより、大胆な装置への投資がなされ、初期の目標を達成できる目

途が立った事は、称賛に値する。ただ、電動機向け線材開発であるので、

繰返し応力、コギングトルク耐性などの線材特性評価をどのようにするか

の方向性が示されていれば、殊更、高評価となったであろう。 
○ 短期間のプロジェクトでありながら、予算的に単年度導入がやや難しい即

戦力となり得る長尺線材製造・評価装置群が導入できたという大きな成果

を残した。 
○ イットリウム系複合材料の開発において、米国が 2009 年 8 月に達成した

1065ｍ×282Ａを超える 1050ｍ×534Ａで達成されたことを評価する。 
○ 本事業は、資源制約の克服という国家的課題に取り組んでおり、同時に省

エネルギー、CO2削減などの地球環境負荷低減を伴う社会的効果も実現で

きることから、我が国の社会的背景・要請において、その意義は大きい。
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また国際的な位置づけにおいても将来的にその重要性と効果が期待でき

るものであり、日本が世界をリードする技術を構築することにもなる。 

設定した研究開発目標は世界をリードする高い水準にあり、開発スケジュ

ール的にみても難易度が高いが、これを短期間に震災影響も含めて克服し、

全ての目標を達成しており、技術レベルおよび研究開発マネジメントの両

方の観点から高く評価できる。 

プロジェクト実施自体が、当該分野の研究開発や人材育成等を促進してい

る。 

○ 短期間の研究開発であるにもかかわらず、全体として注目すべき成果をあ

げている。数値目標に対しては、すべて達成されているのみならず、いく

つかの目標に対しては、目標を大幅に上回る成果を上げており、高く評価

できる。 

○ 特に高特性長尺線材の製造技術という観点できわめて重要な成果が得ら

れ、高温超電導線材の実用化に向けて、日本が世界の先頭に立つ基盤が確

立されたものと考える。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 実用化見通しを明確にしていく上で、狙いとする置き換え需要を確実に実

現するには、コスト面など、いくつかの指標で競合技術との比較評価が必

要であるが、その点に関してはさらに検討が必要と思われる。総合効果を

算定・評価する上で、３テーマ①②③を融合し相乗効果を図るべきと考え

られるが、②「効率向上技術の開発」の成果は考慮されていない。開発内

容の位置づけからは①③による総合効果の評価は妥当と考えられるが、掲

げたテーマの全ての成果を総合的効果として反映していく考え方が、本来、

必要と考える。 

● 明確なターゲット設定という意味では理解できるが、あえて希尐金属使用

量削減や従来型モータの代替といった枠組みに超電導線材開発を組み込

む意義はそれほど感じられない。また、このような短期間ではなく 2-3 年

のスパンでの開発になじむテーマであると考える。 

● 本プロジェクトで試算されている希土類の削減量は 500kW 以上の電動機

が全てイットリウム系超電導巻線を用いた同期機に置き換わる前提であ

ると読み取れる。本プロジェクトとは並列に Nd-Fe-B 系磁石を代替する

新規永久磁石の開発がおこなわれており、その成果が上がれば、本プロジ

ェクトで対象としている電動機にも適用されると考えられる。すなわち、

他のプロジェクトの成果が上がらない事を前提としている。また既存技術

(常電導電動機)の技術革新も見込まなければならない。イットリウム系超
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電導電動機が導入されるためには、その制御性能の評価が欠かせないが、

本プロジェクトでは制御性能をどのような枠組みで確認していくかの道

筋が示されていない。また、なぜイットリウム系超電導線材が必要となる

のかの論理が組み立てられていない。イットリウム系超電導線材を開発し

たいための論理組み立てとなっている。He 冷却では効率が悪いと言うの

は、理論カルノー効率の 1/40 の効率しか出ていない現状の冷凍機を用い

た場合の評価であり、高効率冷凍機への研究投資が行われていないためで

ある。他のプロジェクトにおいても成果が上がる事を前提にし、それらの

成果を踏まえてイットリウム系超電導線材の開発が必要であると言う論

旨で、本プロジェクトの必要性を補強すべきである。 

● 高性能超電導モータ開発に使える超電導線材開発に集約しストレートに

プロジェクトを進めるべきであった。収率の改善に関する研究は、単年度

プロジェクトに向いておらず、モータの設計もプロジェクト期間内で得ら

れた成果が直接将来のモータ開発に使えるわけではない。 

● イットリウム系複合材料は、株式会社フジクラが 2008 年 2 月に 504ｍ×

350Ａを達成されていたことから、イットリウム系複合材料の線材単長を

その 2 倍程度、臨界電流を 300Ａ／ｃｍ幅にするという開発目標は高いと

は思えず、さらに、浅野克彦委員のご質問に対するご回答で、超電導／常

電導／超電導接続が低抵抗で実現できているということであれば、このプ

ロジェクトの第一研究項目である超長尺イットリウム系複合材料技術開

発を実施する理由はよくわからない。 

また、イットリウム系複合材料の製法として、エキシマレーザ PLD 法、

TFA-MOD 法、レーザ CVD 法、YAG レーザ PLD 法を取り上げられてお

り、それぞれの目標が異なるとしても、実用化が急がれているときに並列

的に実施する理由はよくわからない。 

さらに、同期機の界磁巻線の巻枠に極めて低抵抗になる銅を用いられてい

るが、同期機ではトルク変化等によって巻枠である銅に鎖交する磁束が変

化し、その結果、銅である巻枠に大きな渦電流が流れ、同期機に悪影響を

及ぼす可能性がある。このような観点の報告は見受けられなかったが、検

討が必要であると思う。 

一方、実用化に向けて必要な従来機との経済性、保守性、異常事態（例え

ば冷却能力喪失）対応性等における優位性をみつけることができなかった。

従って、実用化についてはみえてこなかった。 

● 今回の成果を更に発展させて実用化に結び付けるための具体的な方策が

示されていない。今後、この研究をどのように発展させるのか。大きな資

金を使った研究開発であるから、実用化までのシナリオを明確にすべきで
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あろう。 

 

〈その他の意見〉 

・ 希尐金属代替という目的に対して、その戦略を希土類 123 系線材を用いた

モータ開発とするのであれば、既に劇的な省希土類効果は明らかで、線材

の高性能化や量産化を追究するのが本筋である。 

・ プロジェクト名に「超軽量高性能モータ等向け」と付いているにも拘らず、

高性能モータの特性定義がされておらず、最終的に発電機への適用が強く

示唆された点は残念である。 

・ 希尐（希土類）金属削減期待効果は、イットリウム系複合材料に代替する

ことができるモータの永久磁石使用量と比較することで求められる。それ

は、希土類比率（0.266）や導入比率（仮定 0.25）に考慮されていると思

う。しかし、永久磁石を使ったモータで生産台数が多いのは数百ｋＷ以下

であろう。一方で、数百ｋＷ以下では経済性、保守性等からみて、永久磁

石に代わって 30Ｋ程度に冷却することが必要なイットリウム系複合材料

が使われることは多くないと思う。従って、イットリウム系複合材料に代

替可能な永久磁石の希土類比率（0.266）や導入比率（仮定 0.25）につい

ては十分検討されていると思うが、その妥当性についてはわからなかった。 

・ 実用化、波及効果では、置き換えが主体となっているが、それ以外にも、

超電導ならでは、或いはこのイットリウム系ならでは、の新規応用の狙い

も期待したい。 
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２）今後に対する提言 

大きな成果を上げており高く評価できるが、現時点においても、まだイット

リウム系超電導線材は実用レベルには至っていない。今後、ここで行った研究

開発をさらに推し進めて実用化に結び付けることが強く望まれる。 

本プロジェクトは成果として完結したものを求めたものではなく、最終目的

に至るまでの材料開発、製造技術を加速させ基盤技術のレベルを高めることを

目指したものと見ることができる。実施者に対しては是非、本プロジェクトの

成果を材料開発の加速に生かしてほしい。 

また、プロジェクト終了後、設備が稼働しておらず、有効に活用されていな

い。制度面で早急に改善されるべきである。迅速な継続体制の構築が不可欠で、

これは今回のプロジェクトだけに限らない課題である。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ 国益に結びつく産業を創出することは重要なことであり、超軽量高性能モ

ータ等向けイットリウム系複合材料の開発がそれに結びつけばよいと思

う。イットリウム系複合材料の開発は希尐（希土類）金属削減と省エネル

ギー化をもたらすと思うが、モータの高効率化は線材のみならずモータシ

ステム全体として捉えるべき問題であると思う。 

ご存知のように、数百 kW～数千 kW 級のモータが変圧器を経ないで

6600V 級配電線に直接接続された多レベルコンバータ／インバータで駆

動されるようになってきている。また、そのコンバータ／インバータに

SiC や GaN の低損失デバイスが経済的な問題が解決できるところから採

用され始めている。これらは電力変換効率やモータ効率を向上させ、変圧

器を用いないのでその損失も発生しない上に、モータシステム全体の小型

化ももたらしている。超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料

の開発はモータモータシステム全体でその意義を捉えることが重要であ

ると思う。 

・ 目標は達成しており付記的な意味合いになるが、今回の成果を踏まえて次

に向けた課題摘出と対策立案を継続的改善として提言され、より具体化し

たロードマップのために供されると、さらに価値が高まると考える。実用

化のために必要なことについて（コスト評価など）、さらに検討され見通

しを提示されると、より意義が高まると思う。 

・ 約 30 億円の予算を 1 年間のプロジェクトに投じ、その大半は設備の製造

に費やされたと思われるので、是非設備の有効利用を検討して欲しい。こ

れは、国民に対する義務でもある。本プロジェクトの設備についても早急

に再稼働が可能となることを期待している。評価者は詳細を把握してはい
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ないが、本プロジェクトに限らず、各研究開発プロジェクトの成果設備が

有効に活用されるスキームが確立されることを期待している。 

・ 大きな成果を上げており、高く評価できるが、現時点においても、まだイ

ットリウム系線材は実用レベルには至っていない。今後、ここで行った研

究開発をさらに推し進めて実用化に結び付けることが強く望まれる。その

ための新しいプロジェクトを早急に打ち立てるべく努力をすべきである。 

・ 本プロジェクトの投資による長尺製造装置の開発によって、初めて目標値

を達成する線材が作成されたのであるが、プロジェクト終了後、当該装置

が有効に活用されていない。プロジェクト実施者においても相応の投資を

しているはずであるが、新たに製造装置を設置するには 2 重の投資を強い

ることとなる。プロジェクトとしては、初期の目標を達成したと言う成果

が得られているので、投資効果が十分得られたと認められる。したがって、

当該資産を有効に活用できるようにすべきである。 

・ 本プロジェクトは成果として完結したものを求めたものではなく、最終目

的に至るまでの材料開発、製造技術を加速させ基盤技術のレベルを高める

ことを目指したものと見ることができる。よって本プロジェクト実施の効

果について、プロジェクト終了時までの成果から評価することはあまり意

味がなく、今後の進展をフォローすることによって有効な施策であったの

かどうかが明らかになる。実施者に対しては是非、本プロジェクトの成果

を材料開発の加速に生かしていただきたい。 

 

〈その他の意見〉 

・ 線材製造装置をプロジェクト終了後、停止させたままでなければならない、

という大きなブランクを強いていることは緊急性を要するプロジェクト

実施の動機と相反しており、広い意味で国益を損なっている。補正予算プ

ロジェクトの制度の緩和や、迅速な継続体制の構築が不可欠で、これは今

回のプロジェクトだけにとどまらない課題と考える。 

・ クラーク数の論点だけではなく、「可採埋蔵量」と「使用できる状態まで

への投入条件（エネルギー、コストなど）」を基にした評価が必要ではな

いだろうか。 

最新の希尐金属問題に関する動向を踏まえつつ、希尐金属代替に関連する

他プロジェクトの動向に留意しての連繋が、肝要かと思われる。 

・ 超電導は、希尐金属の低減に役立つだけでなく、エネルギー問題を解決す

る切り札の一つと考えられる。大金を投入した本プロジェクトをここで終

了させることなく、研究開発を継続して実用化に繋げていくことが必要で

あろう。その際、希尐金属の問題と結び付けることは、必ずしも必要ない
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と考える。送電ケーブルや強磁場マグネットなど、より実用が近いと思わ

れる超電導応用を全面に出してプロジェクトを立ち上げることはできな

いであろうか？ 

・ 上（総合評価）で、同期機の界磁巻線の巻枠に極めて低抵抗になる銅を用

いることは同期機に悪影響を及ぼす可能性があると述べたが、同期機全体

の電磁気的、機械的、熱的解析が動特性を含めて行われ、同期機系全体が

試作され、評価されないとこのプロジェクトを評価することは難しいと思

う。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

高温超電導線材の機能高度化と量産化は、資源制約の克服とともに、省エネ

ルギー、CO2 削減などの地球環境負荷低減を伴う社会的効果が期待でき、事業

目的として妥当である。社会的要請から取り組むべき国家的課題であり、大き

なリスクを伴うテーマであることから、NEDO の関与が必要と認められる。 

しかしながら、本プロジェクトは、その目的として超電導モータへの応用に

よる希尐金属削減を前面に打ち出した設定であったが、超電導線材の実用製造

技術の開発に予算と時間を集中して実施すべきであった。 

また、超電導モータの実現、実用化のためには、多くの技術的課題が存在し

ており、本プロジェクトから超電導モータの実用化による希尐金属の低減まで

には、相当の距離がある。今後、この距離をどのようにして埋めていくのかが

問題であろう。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 希土類材料の使用量削減については、効果がある事が示されており、妥当

であろう。 

○ 希尐金属の使用量を減尐させることができる可能性のある技術開発であ

ると認められる。また、エネルギー効率の向上（低炭素化）にかかわるテ

ーマで公共性が高いこと、しかしながら民間だけではリスクが大きすぎる

ことから、NEDO プロジェクトとして適当である。 

○ 高温超電導線材の機能高度化と量産化は、環境・エネルギー問題に対して

効果をもたらす様々な超電導応用に向けて不可欠な技術的課題である。し

かし、近未来に大量にニーズが発生するものではなく大型市場の形成にも

時間がかかる。このような課題に対して、NEDO の関与は適切でかつ必

要である。 

○ 資源戦略が重要となっている現状を考えれば、事業目的はほぼ妥当であり、

また、NEDO が担当する事業としても妥当であると考える。 

○ NEDO の関与により、世界と競争しているイットリウム系複合材料の開

発において 1050m×534A で達成されたことを評価する。 

○ 資源制約の克服とともに、省エネルギー、CO2削減などの地球環境負荷低

減を伴う社会的効果が期待でき、事業目的として妥当である。社会的要請

から取り組むべき国家的課題であり、大きなリスクを伴うテーマであるこ

とから、NEDO の関与が必要と認められる。グローバル化の流れの中で、

欧米ベンチャー企業にみられる研究開発資金の創出・事業化手段とは異な

る事業化スタイルとして、NEDO の担う役割は大きい。 
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〈問題点・改善すべき点〉 

● 他の代替手段と比べての位置づけをより明確にすべきと思う。 

効果は、500kW 回転機を中心とした置き換えとなっているが、対象範囲

と実現の上での条件を、より明確にされると良いと思う。本来の希尐金属

代替の目的には合致しているが、コスト評価などを含めた置き換え見通し

が十分にはみえず、従って、投じた予算と効果の比較ができない。 

● 超電導モータ（回転機）の実現（実用化）のためには、多くの技術的課題

が存在しており、本プロジェクトから超電導モータ（回転機）の実現によ

る希尐金属の低減までには、相当の距離がある。今後、この距離をどのよ

うにして埋めていくのかが問題であろう。 

● 製造エネルギー等ライフサイクルエネルギーの評価が示されていない。勿

論、プロジェクト終了時点でも評価は出来る段階ではないと推察されるが、

尐なくともライフサイクルエネルギーを評価することが必要であるとの

見解を示しておいていただきたい。 

● 超電導線材開発は、資源戦略の一面を有するとしても、環境・エネルギー

分野などそれのみにとどまらない側面をも有しており、より広い視点での

テーマ設定も可能であると考える。 

● 希土類代替技術を創出するための超電導線材開発というやや飛躍のある

プロジェクトであり、成果の優务によらず希土類代替技術への見通しが短

期にはっきりするものではない。本プロジェクトは補正予算であり短期に

明確な成果とその効果が期待されるものであるべきである。これは実施者

側に対してではなく、NEDO、経産省に再考をもとめるべきものであり、

今後、類似のケースに対しては社会に理解が得られやすくなるような配慮、

施策が必要と考える。 

● イットリウム系複合材料は、株式会社フジクラが 2008 年 2 月に 504m×

350A を達成されていたこと及び浅野克彦委員のご質問に対するご回答で、

超電導／常電導／超電導接続が低抵抗で実現できているということであ

れば、経済性の見通しが立てば民間活動のみで改善でき、達成可能な目標

であったようにみえます。 

浅野克彦委員のご質問に対するご回答で、経済的にも成り立つ見通しを立

てておられているようですが、これはこのプロジェクトの成果によるもの

ではないようにみえます。 

イットリウム系複合材料の開発は経済的に成り立つことかどうか不明で、

そのため、民間企業のみで実施するにはリスクが大きく、NEDO の関与

なしでは進められないと思っていましたが、以上の二つからそうではない

ようにみえます。従って、NEDO の関与が必要とされる事業かどうかが
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わからなくなりました。 

事業目的の妥当性については、同期機を含むシステム全体で経済性、保守

性等を総合的に検討することが必要ですが、同期機ができていないし、回

転もさせていない現段階では、評価することは難しい。 

 

〈その他の意見〉 

・ イットリウム系複合材料のみならず超電導材料は新しい材料、構造、製法

の報告が引き続きある状態である。さらに、新構造超電導モータの報告も

ある。その都度実用化・事業化に結びつき、開発に費やした費用に見合う

利益を生んでいれば何も問題ない。イットリウム系複合材料の開発や新構

造超電導モータの開発は実用化・事業化を目指して NEDO をはじめとす

る公金による多額の費用支援を受けて進められてきたが、費やしてきた費

用に見合う利益を生むような循環システムになることが望まれる時期に

来ていると思う。そうならなければ公費をつぎ込むことは続かないと思う。

さらに、モータは電力変換制御装置、センサ、減速機等を含むモータシス

テムとして成り立つので、小型化、高効率化、経済性、保守性等はモータ

システム全体として捉えることが必要であると思う。 

・ 効果の評価は「国内製造」のみを対象にした試算が出ているが、グローバ

ルな視点からは、海外生産・需要も含めた評価として、本成果を発展展開

させていく考えがあっても良いかと思う。 

とりあげる対象が Nd＋Dy か、或いは Dy だけか、若干、曖昧に感じた。

施策の効果およびその評価は、その点に依存する所もある。 
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２）研究開発マネジメントについて 

「超電導線材の開発」という観点からは、研究開発の目標、計画ともに妥当

であると認められる。特に個別テーマ①「超長尺イットリウム系複合材料にお

ける希尐金属使用量低減技術開発」（線材開発）は戦略的目標で世界トップレベ

ルであり、判断指標も定量的で明確である。また、高い技術力を有する企業と

超電導線材評価に実績のある大学を組み合わせた実施体制も妥当である。さら

に、プロジェクト期間が短く、大型生産設備導入後の運転期間がほとんどなか

ったなかで、東日本大震災による研究中断に対しても適切に対応しており、評

価できる。 

一方、モータ等向けイットリウム系複合材料の開発というように、既存モー

タ等の代替と位置づけられる開発の場合は、モータ等を含むシステムとして既

存のものより経済性、保守性等を総合的にみて優位であることが必要である。

このような観点で代替可能かどうかの検討が十分ではない。また、超電導モー

タの実用化のためには、コストの問題も含めて多くの技術的課題を克服する必

要があると考えられるが、これらの技術課題を克服して実用化につなげる戦略

や知財マネジメントの方針が必ずしも明確にはなっていない。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 「超電導線材の開発」という観点からは、研究開発の目標、計画ともに妥

当であると認められる。また、高い技術力を有する企業と超電導線材評価

に実績のある大学を組み合わせた実施体制も妥当である。 

○ 高温超電導の発見以来、我が国の超電導研究開発を牽引してきた ISTEC

を中心に据えた体制（iSTERA+大学）は妥当である。主たる開発目標は、

第二世代高温超電導線材開発において日本が世界のトップに立つという

野心的なものであり、評価できる。スケジュール的には、約 1 年のプロジ

ェクトであり、やや目標が高いと感じられる面もあるが、すべてのテーマ

において目標が達成されており、結果的に大いに評価できるものとなった。 

○ 開発体制やマネジメントについては、概ね適切なもので、短期プロジェク

トで震災の影響がありながら想定していた主な成果がほぼ得られている。

特に期間内に大型生産設備の導入およびその試運転における順調な動作

は評価できる。 

○ 東日本大震災による研究中断に対して適切に対応している。 

○ 500kW 級、1800rpm 級の同期機の界磁巻線に限定すれば、長さ 1km の

イットリウム系複合材料の研究開発目標は妥当である。株式会社フジクラ

が 2008 年 2 月に 504m×350A を達成されていたことから目標が達成で

きると予想できる研究開発計画を立てられたことで研究開発計画も妥当
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である。研究開発実施の事業体制についても、実用化シナリオに基づき、

成果の受け取り手に対して、関与を求める体制を整えているかがよくわか

らないことを除けば妥当である。 

○ 目標は高く、特に使用量低減技術（線材開発）は戦略的目標で世界トップ

レベルであり、判断指標も定量的で明確である。目標達成に必要な要素技

術を明確にしており、その関係や順序も適切である。実施体制は、基盤技

術や実績を有する関係者が適切な組合せで参画している。環境整備、実施

者間の連繋がとられ、成果の受け取り手の関与を求める体制も構築できて

いる。情勢変化の中で、震災による被災を克服した努力も認められる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 超電導モータの実用化のためには、コストの問題も含めて多くの技術的課

題を克服する必要があると考えられるが、これらの技術課題を克服して実

用化につなげる戦略や知財マネジメントの方針が必ずしも明確にはなっ

ていない。 

● 成立性と最適性の評価が必要と思われる。使用量低減技術（線材開発）で

は、特に、長さ 1km の必要性（必須ではなく望まれるという位置づけと

理解）をより明確にすべきと思われる。接続して対応することでも成立性

があるのではないか（特性が落ちても）。計画としてのスケジュールには

やや無理があったのではないかと思われる。実用化につなげる戦略はある

が、実現性やその前提が若干不明確と思われる。 

● 約 1 年間のプロジェクトに集中的に投じられた約 30 億円／年という開発

費については、もう尐し長い 2-3 年のスパンのプロジェクトの方が適切で

あったように感じられる。 

● プロジェクト期間が短く、大型生産設備導入後の運転期間がほとんどなか

ったなかでは、出来る限りの進捗を認めるが、この設備が安定に稼働し高

特性線材の量産、さらには希土類代替技術に展開できることを保証してい

るわけではない。このような確実な成果まで期間的に至れないプロジェク

トに対しての評価は、その後の進展をフォローしてから再度定められるも

のであるべきと考える。 

● 同期機の界磁巻線の長さは同期機の出力、毎分回転数によって異なり、イ

ットリウム系複合材料を用いた線材単長が 1000m を実現できたとしても

それで十分な場合もあればそうでない場合もあるだろう。そうでない場合

は接合してしようすることになると思う。接合技術が、浅野克彦委員のご

質問に対するご回答で、今後も研究開発を継続されていくものの超電導／

常電導／超電導接続が低抵抗で実現できているということであれば、株式
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会社フジクラで 2008 年 2 月に 504m×350A を達成されていたイットリ

ウム系複合材料を用いた線材を接合すればよいことになり、その意味では

研究開発目標は妥当でないかもしてない。 

成果をモータ等として実用化しようとするとき受け入れてくれる民間企

業も重要であるが、そのあたりについては明確になっていないように思う。 

この研究開発の中で個別テーマ②の必要性は実用化という観点ではわか

らない。 

この研究開発の中で個別テーマ③は同期機を含むシステムとして設計、試

作、評価しないとわからないことが多いと思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ 超長尺の超電導テープの製造期間が安定して確保できるかの検討がなさ

れるべきである。東日本大震災以後、それ以前の常識が適用できなくなっ

ている。 

・ モータ等向けイットリウム系複合材料の開発というように、既存モータ等

の代替と位置づけられる開発の場合は、モータ等を含むシステムとして既

存のものより経済性、保守性等を総合的にみて優位であることが必要であ

る。このような観点で代替可能かの検討が十分ではないように思う。 
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３）研究開発成果について 

すべての数値目標をクリアしており、全体としての目標達成度は相当に高い。

また成果の中には、世界初あるいは世界最高水準のものがいくつか含まれてい

る。本技術開発は超電導線材の各種機器への実用化を大きく進展させるものと

して高く評価できる。これまで、線材特性では世界一であったが長尺化で遅れ

をとっていた日本の状況を一変させ、特性、長尺化のいずれにおいても日本が

世界一となる可能性を示した点において、きわめて重要な成果が得られた。論

文発表、プレス発表、展示会発表はタイムリーで適切に行われている。 

しかしながら、超電導モータに限定すると、本技術開発が超電導モータの実

用化を大きく前進させた、とまでは言えない。従って超電導モータが、従来の

希尐金属使用のモータの代替になるかどうかは、現段階では必ずしも明らかで

ない。本来の希尐金属代替の目的には合致しているが、他の競合技術との重量・

体格比較に加えて、コスト比較評価など、置き換え需要を実現する評価が今後

必要である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 目標値は主に性能に対して設定されている。その意味で成果は目標値をク

リアしており、世界初あるいは世界最高水準にある。 

○ 設定した目標内容と目標値は、成果として確実に達成されており、確認・

検証手段も明確である。技術成果は世界最高水準であり、市場の拡大につ

ながる可能性はあり、その意義が大きい。汎用性については今後の課題で

あるが、取り組むべき価値がある成果が得られている。論文発表、プレス

発表、展示会発表はタイムリーで適切に行われている。一般への情報発信

もされている（成果発表会の開催など）。 

○ すべての数値目標をクリアしており、全体としての目標達成は相当に高い。

また成果の中には、世界初あるいは世界最高水準のものがいくつか含まれ

ている。本技術開発は超電導線材の各種電力機器への実用化を大きく進展

させるものとして高く評価できる。知的財産、論文発表等も満足すべきレ

ベルであると認められる。 

○ 全ての項目について設定された目標値をクリアまたはクリアできる見通

しが立っていることを認める。 

○ これまで、線材特性では世界一であったが長尺化で遅れをとっていた日本

の状況を一変させ、特性、長尺化のいずれにおいても日本が世界一となる

可能性を示した点において、きわめて重要な成果が得られたものと考える。 

○ 東日本大震災による停電の影響が無ければ、目標値を達成できた段階まで

進捗したと認められる。 



1-15 
 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 目標値の設定に根拠の乏しいものがあり、そのクリアが将来の材料化技術

として満足できるレベルであるものかどうかが不明である。特に希土類原

料の高収率化にかかわる研究については、現在の材料と同レベルの臨界電

流特性が前提となるべき課題であり、目標値の達成の実際の意義は乏しい。 

● 超電導モータ（回転機）に限定すると、本技術開発が超電導モータの実用

化を大きく前進させた、とまでは言えない。従って超電導モータが、従来

の希尐金属使用のモータの代替になるかどうかは、現段階では必ずしも明

らかでない。 

● 成果を担保する前提や条件を、より明確にしておくべき点があると思う。 

  －MOD 法のパッチ処理の妥当性 

  －収率向上を規定する前提（特性など） 

 本来の希尐金属代替の目的には合致しているが、他の競合技術とのコス

ト比較評価など、置き換え需要を実現する評価が網羅されてはいないと思

われ見通しが確実と言い切ることは難しい。導入比率仮定の妥当性の評価

も難しく、従って、投じた予算と効果の比較をすることが難しい。知財マ

ネジメントの方針は良いとして（ノウハウ秘匿）、周辺特許をおさえると

か、顕現性が出しやすい回転機構造などは出願権利化するといった戦略も

あるのではないかと思う。 

● プロジェクト終了後、長尺線材製造設備が稼働していない点は、制度面で

早急に改善されるべきものと考える。 

● 本プロジェクトでは、継続的に超長尺線材が製造できるかを示す時間が無

かった。 

● 成果が、他の競合技術と比較して優位性があるかについては、性能が世界

初あるいは世界最高水準にあればよいというものではない。経済性等他の

こともまた技術の中に含まれる。それについて今後も技術開発が必要なよ

うで、成果が市場の拡大或いは市場の創造につながるかどうかはわからな

い。 

原理的なところはノウハウでなく特許として知的財産権を取得すべきで

ある。それがないのは原理的な技術開発は済んでいるというようにみえる。

成果の普及という点ではこれからというところと思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ 目標は達成しているが、成果を踏まえて次に向けた課題摘出と対策立案を

提言されると、今後に向けてより意義が高まると思う。 

・ 個別テーマ③でも述べているが、界磁に鎖交する磁束は変化する。界磁巻
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線の巻枠に銅を用いておられるが、銅は 40K 程度の低温では極めて低抵

抗で、銅に鎖交する磁束が変化すると大きな渦電流を流れ、それが消滅す

るのに長時間かかり、制動力を発生させる可能性がある。このことについ

て検討していく必要があると思う。 

・ 超長尺線材の継続的製造経験を積み、安定した製造が出来ることが示され

る様、今後の取り組みに期待される。また、成果物(線材)が多く学界に提

供され、望外の使用方法や対象が生れることに期待した。 
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４）実用化の見通しについて 

波及効果として、超電導応用機器全般に波及する可能性があることを示して

おり、本技術開発は超電導線材の様々な電力機器への実用化を大きく進展させ

るものとして高く評価できる。PLD（Pulsed Laser Deposition：パルスレーザ

蒸着）法による線材製造については、長尺製品開発の見通しが立ったといえる。 

しかしながら、超電導モータに関しては、実用化のイメージ・出口イメージ

は必ずしも明確でない。プロジェクト全体としても、実用化までの今後の研究

開発の見通しが必ずしも明確に示されていない。また、今後の進捗を見ながら

希土類代替技術への効果は再度検証されるべきものである。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 長尺、高臨界電流特性の線材が製造できそうな装置が設置されたことにつ

いては、実用材料開発のイメージを強くしたものと考える。線材製造につ

いては尐なくとも PLD 法線材は長尺製品開発の見通しが立ったといえる。

長尺線材の開発を経ての応用研究、機器開発の加速など波及効果は十分に

見込める。 

○ 波及効果として、本技術開発は超電導線材の様々な電力機器への実用化を

大きく進展させるものとして高く評価できる。また震災で変更があったも

のの、マイルストーンも明確に示されている。 

○ 開発したイットリウム系複合材料は超軽量高性能モータ向けにこだわら

なければ出口はあるかもしれない。低温超電導材料を用いた線材は現在で

もその材料でしかできない強磁場を必要とする特定の用途に使用されて

いる。経済性で勝ればそこに出口はあるのではないか。 

○ 実用化シナリオを段階的に設定し、また実施者（事業化の主体）を明確に

していることは、妥当な内容である。波及効果として、超電導応用機器（磁

石関係）全般に波及する可能性があることを示しており、汎用複合材の提

供が実現していけば、妥当な構想と考える。プロジェクト実施自体が当該

分野の研究開発や人材育成等を促進している。 

○ 実用化の必須要件として長尺・高特性線材の製造技術開発があり、その意

味で本プロジェクトの成果（特にテーマ①）はきわめて重要である。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 本プロジェクトでは超電導モータを出口イメージとして想定しているが、

それにとらわれると他分野応用への適用に妨げになりかねないことを危

惧する。広範な応用分野を視野に入れた今後の進展を期待する。 

● 超電導モータに関しては、実用化のイメージ・出口イメージは必ずしも明
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確でない。また、プロジェクト全体としても、実用化までの今後の研究開

発の見通しが必ずしも明確に示されていない。 

● 実用化のためのマイルストーン設定の根拠、課題をさらに具体的に示され

ると、実現性に向けての施策がより明確になってくると思う。 

波及効果における「永久電流モード用途」について、技術的に厳しい点も

あるかと思うが、基礎特性から評価検討されている点は確認できた。長尺

化と接続数の関係からの最適化（機種に依存するが）が今後の課題の一つ

にもなると考える。 

● プロジェクトの目的である希土類代替技術への展開についての出口イメ

ージはほとんど見えていないが、これは基盤技術開発までという短期間プ

ロジェクトでの了解事項である。但し、今後の進捗を見ながら希土類代替

技術への効果は再度検証されるべきものである。 

● 開発したイットリウム系複合材料がモータ向けとなると、代替材料に過ぎ

ないから、経済性等総合的に問題ないということにならなければ出口イメ

ージは描けない。1000kW 級の大出力モータや風力発電用大型発電機の我

が国の世界シェアは高くはないと聞いている。開発したイットリウム系複

合材料を用いた超軽量高性能モータや発電機で巻き返すことができれば

よいが、そのような出口イメージは明確になっていないと思う。 

イットリウム系複合材料の開発、その応用開発を担っている人材は限られ

ている。かなり長い期間にわたって研究開発が進められているが、プロジ

ェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの

波及効果を生じているかは不明である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 同期機の界磁巻線を設計、試作、評価しただけで、同期機として設計、試

作、評価したわけでもないのでわけではないので実用化の見通しについて

述べるのは早いのではないかと思う。 

・ 実用化、波及効果では、置き換え需要が主体となっているが、それ以外に

も、超電導ならでは、或いはこのイットリウム系ならでは、といった観点

での新規応用の狙いも期待したい。 

 

 



1-19 
 

２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

 

１）研究開発成果についての評価 

エキシマレーザ PLD 法では、目標値を大幅に超えて達成した成果のみならず

課題への解決策を確実に実現し、結果として更なる長尺化の可能性も示してお

り意義が大きい。高く評価できる成果である。一方、TFA-MOD（Trifluoroacetic 

acid- Metal Organic Deposition：三フッ化酢酸塩を原料に用いた有機酸塗布熱

分解）法では、プロセス開発を通して課題を解決し目標を達成した。更に同時

に開発した長尺複合材料の高速評価技術により、製造・プロセス条件を特性に

反映できる手法を確立した。今後に向けて意義ある開発と評価できる。 

しかしながら、PLD 法の連続成膜で、随所に現れる特性低下・バラツキの原

因が必ずしも明確になっていない。今回の新規開発技術との関連の有無も含め

て、具体的な原因の究明とともに安定生産の見通しを得ることを期待したい。 

なお、時間的制約が大きかった点は考慮されるべきであるが、TFA-MOD 法

による線材作製において長尺線材作製がパッチ型線材にとどまった点にやや残

念な印象が残る。超長尺線材の継続的製造経験を積み、安定した製造が出来る

ことが示される様、今後の取り組みに期待する。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 成果は目標値をクリアしており、世界初で世界最高水準であると思う。 

○ PLD 法では、数値目標を大幅に上回る線材の作製に成功し、高く評価で

きる。また、TFA-MOD 法においても目標は達成されており、評価できる。

これらの成果はいずれも世界最高レベルであり、今後の実用化に向けたコ

ーテッドコンダクタ開発の基盤になると期待される。 

○ PLD 法においては、最長 3km までの線材作製可能な装置が設計、導入さ

れ、初期稼働に一応成功している。MOD 法においてはバッチ式 1km 長

の焼成設備が納品され初期稼働を経験した。 

○ 東日本大震災による停電の影響が無ければ、目標値を達成できた段階まで

進捗したと認められる。 

○ エキシマレーザ PLD 法による線材作製において、高い目標を設定したに

もかかわらず 1km 長線材作製に一定のめどをつけ、また線材特性及び線

材長のいずれにおいても世界最高レベルに肉迫する値を得た点は大いに

評価すべきと考える。また、TFA-MOD 法による線材作製については、バ

ッチ炉において一定の成果を上げるととともに、RTR 長尺炉の作製にま

で踏み込んだ点は評価できる。 
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○ エキシマレーザ PLD 法では、目標値を大幅に超えて達成した成果のみな

らず課題への解決策を確実に実現し、結果として更なる長尺化の可能性も

示しており意義が大きい。高く評価できる成果である。 

一方、TFA-MOD 法では、課題をプロセス開発を通して解決し目標を達成

したが、更に同時に開発した長尺複合材料の高速評価技術により、製造・

プロセス条件を特性に反映できる手法を確立した。今後に向けて意義ある

開発と評価できる。 

1 年間という短期間で、且つ震災影響を乗り越えて、世界最高レベルの目

標を達成した実施者のご努力、開発アプローチ・マネジメントの高さは評

価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 長尺線材における Ic（臨界電流）バラツキの原因が必ずしも明確になって

いない。この原因究明を第一にやる必要があるのではないか。TFA-MOD

法では、パッチ式成膜であり、1km 線材全体にわたっての成果ではない。 

● 主たる目標値が線材単長および臨界電流に設定されており、それは達成さ

れたが、研究開発の世界比較にある過去の成果 504m×350A や 1065m×

282A の開発で市場の拡大或いは市場の創造につながる兆しが見られない

あるいは限定的なことは、それが難しいことを示していると思う。 

知的財産権のうち特許出願がないということは特許で優位性を維持する

ような基本的な技術開発はほぼ終わっているということのように思う。 

● PLD 法の連続成膜で、随所に現れる特性低下・バラツキに関して、分科

会席上、「生産段階では解決、問題無い」旨ご回答頂いたが、今回の新規

開発技術との関連の有無も含めて具体的な原因とともに安定生産の見通

しを示されると、実用化に向けての不安要素を払拭でき、より価値が高ま

ると思う。MOD 法のパッチ処理はやむを得ない方策として、長さに対す

るプロセス処理の安定性・信頼性を別途確認するなど（1km でなく適切

な長さで／超電導特性を測定せずとも成膜の評価とか）、方策の妥当性評

価を行うと良かったと考える。 

● 時間的制約が大きかった点は考慮されるべきであるが、TFA-MOD 法によ

る線材作製において長尺線材作製がパッチ型線材にとどまった点にやや

残念な印象が残る。 

● 今後、超長尺だけでなく高臨界電流特性と高歩留まりの条件をクリアしな

いと実用的な技術とならない。PLD 法では複数ターゲットの使用方法、

MOD 法では全長にわたる 2 軸配向基板上での反応条件の把握が鍵になる。 

● 本プロジェクトでは、継続的に超長尺線材が製造できるかを示す時間が無
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かった。 

 

〈その他の意見〉 

・ 超長尺線材の継続的製造経験を積み、安定した製造が出来ることが示され

る様、今後の取り組みに期待される。また、成果物(線材)が多く学界に提

供され、望外の使用方法や対象が生れることに期待したい。 

・ モータ等向けに開発したというのであれば、線材としてモータ向け等に必

要な電気的、磁気的、機械的特性が示されるべきものと思う。 

・ 本プロジェクトで設置した装置の初期稼働状況までは明らかになったが、

生産装置としての実績を見ないと、装置導入の真の効果は見極められない。 

・ PLD 法では Gd、MOD 法では Y を使用しており、Gd と Y の特性の違い

を目標値との関係も含めて明確にされることも必要かと思う（Gd と Y の

希尐度の違いと特性の違いをあわせての選択といった観点から）。 

諸外国の最新の開発状況と“将来予想”とあわせて、今回の成果の位置づ

け・優位性を可能な範囲で示して頂くと、成果の意義がより高いものにな

ると思う。 
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２）実用化の見通しについての評価 

1km を超える高特性線材の実現という本テーマの成果は、モータのみならず

より広範囲の超電導線材応用に道を拓くものであり、実用化に大きな期待を抱

かせる。モータに限ることなく、個別機器ごとに明確な開発目標を今後設定し、

実用化を目指すことが望ましい。 

一方、モータにおいては、永久磁石の研究開発も進められているし、永久磁

石を用いず銅線と鉄心を用いたモータの研究開発も進められている。経済性、

保守性等を総合的にみて優位に立てなければ実用化は進まない。素材事業は需

要先の事業と強く連携するので、相互の関係での時間軸設定が妥当か、さらに

検討していく必要がある。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 1km を超える高特性線材の実現という本テーマの成果は、モータのみな

らずより広範囲の超電導線材応用に道を拓くものであり、実用化に大きな

期待を抱かせる。モータに限ることなく、個別機器ごとに明確な開発目標

を今後設定し、実用化を目指すことが望ましい。 

○ 開発したイットリウム系複合材料がモータ向けと出口イメージは明確に

なっている。 

○ 目標達成度の高さから、実用化に向けての必要とされる条件により近づい

たことは評価できる。プロジェクト実施自体が、当該分野の設備技術の発

展とともに研究開発、人材育成等を促進していると言える。 

○ 長尺 1km 長以上の線材の用途は多い。つまり出口はあるので高性能、高

均一性、高歩留まりの線材開発に結び付けば、前途は明るい。また線材量

産によるモータなど機器開発の加速も期待できる。 

○ 長尺製造装置を導入できたのであるから、数 10 バッチ処理して、安定的

に供給できる事を示すべきである。副産物として、イットリウム系線材が

供給され、線材の応用研究が促進される。 

○ 今回の成果により、コーテッドコンダクタを用いた将来の様々な実用超電

導機器のイメージが、かなり明確になってきたと思われる。今回の優れた

成果は、高温酸化物超伝導線材の製造や、その応用を志向した研究開発に

大きな波及効果を及ぼすと考えられる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 実用化のためのマイルストーン設定の根拠、課題をさらに具体的に示され

ると、実現性に向けての施策がより明確になってくると思う。 

「安定製造技術」が、どのレベル（長尺化、特性）で実現するという前提
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かを示して頂くと、実用化に向けての姿がより明確になると思う。 

● 今回の成果を踏まえた今後の研究開発の見通しが必ずしも明確でない。

TFA-MOD 法はコストの面で PLD 法よりも有利と考えられるが、現在の

バッチ式の熱処理では、より長尺線材の熱処理に限界があるのではないか。

Reel-to-Reel の研究を進めるべきである。 

● 前コメントとはやや矛盾するが、プロジェクトの評価として考えれば、本

プロジェクトの出口が従来型モータの代替に設定されている以上、そのた

めに必要な線材形態や機械特性等まで考慮された目標設定がなされるべ

きであったと考える。 

● 出口イメージが明確になっておれば実用化に結びつくとは限らない。モー

タ向けが出口であれば開発されたイットリウム系複合材料は永久磁石や

銅線の代替に過ぎない。永久磁石の研究開発も進められているし、永久磁

石を用いず銅線と鉄心を用いたモータの研究開発も進められている。経済

性、保守性等を総合的にみて優位に立てなければ実用化は進まないと思う。

これを進むと思えるだけのマイルストーンが明確になっているかどうか

よくわからなかった。市場の拡大ということであれば、株式会社フジクラ

の 2008 年 2月の 504m×350A線材の開発や米国の 2009 年 8月の 1065m

×282A 線材の開発でその兆候が見られるはずで、それが見られないある

いは限定的であると思うので、市場の拡大が期待できないそうにないと思

う。従来の材料では市場拡大に至らなかったが、今回の材料ではできると

いうのであれば、市場の拡大ができる理由を示してもらう必要がある。 

 

〈その他の意見〉 

・ 複合材料（線材）の事業化が、高性能回転機（機器）事業化に先立って設

定されるのは理解できるが、素材事業は需要先の事業と強く連携するので、

相互の関係での時間軸設定が妥当か、さらに検討していく必要があると思

われる。 

・ 試用実績を稼ぐべく、広くユーザーに扱われる機会が増えることが実用化

の広がりや普及の速度に影響する。国内の各種研究プロジェクトなどで積

極的に取り扱われる機会が増えることが望ましい。 

・ 成果はモータ向けというと永久磁石や銅線の代替に過ぎないということ

になり、実用化に際しては経済性、保守性が問題になる。成果が代替では

ない新規分野に展開できれば波及効果が望めると思う。 
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３）今後に対する提言 

優れた成果が得られているが、超電導線材としてはまだ実用レベルに届かな

い。出口であるモータの競合技術に対して、差別化できる性能、使いやすさ、

価格など何らかの特長を備えた線材開発に結び付けていかなければならない。

日本は現在、世界最大の超電導線材供給元となり得る状況にあり、その意味で、

本テーマの成果が早期の実用化として結実し、産業として成立するよう研究開

発をさらに迅速に進めていくべきである。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ PLD法とMOD 法の棲み分けなど、分科会でご説明頂いた通りと思うが、

適用先製品の異なる要求・仕様に対して、評価指標と各々が持つ特長をさ

らに明確にして整理頂くと、今後の応用展開に有益な情報になると思う。 

・ 優れた成果が得られているが、超伝導線材としてはまだ実用レベルに届か

ない。予算措置もふくめて、今後は説得力のある研究開発計画を提示する

ことが必要であろう。また、コスト面で有利な MOD 法による長尺線材の

開発を急ぐべきではないだろうか。 

・ モータ向けの場合、線路単長が 1000m 程度あればよいというものではな

い。コイルに用いる線路長はモータ出力によって変わるので、さらに長い

線路長が必要な場合が生じる。超電導／常電導／超電導の接続が低抵抗で

できるということなので、それに期待している。 

界磁巻線のみならず電機子巻線への展開を考えると、モータ出力によって

電流値も変わり、大電流を流すことが必要になる場合もあると思うが、こ

れについては今後の課題ということでしょうか。 

・ 競合技術に対して、差別化できる性能、使いやすさ、価格など何らかの特

長を備えた線材開発に結び付けていかなければならない。 

・ 日本は現在、世界最大の超電導線材供給元となり得る状況にあり、その意

味で、本テーマの成果が早期の実用化として結実し、産業として成立する

よう研究開発をさらに迅速に進めていくべきと考える。 

 

〈その他の意見〉 

・ エキシマレーザPLD法とTFA-MOD 法の両方で超長尺イットリウム系複

合材料を開発されたのは、将来両方とも生き残る技術ということでしょう

か。 

・ 開発された設備を今後、効果的に活用・運用することで、当該分野の伸張・

発展に貢献頂きたいと思う。 
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２．２ イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率

向上技術開発 

 

１）研究開発成果についての評価 

レーザ CVD 法、ならびに YAG レーザ PLD 法ともに、原料収率の数値目標

をクリアしており、今後の発展が期待される新しいプロセスを採用し、一定の

特性の線材作製に成功した点は評価できる。 

しかしながら、線材製造方法の改善による希土類利用率向上という形での節

約は、希土類使用量の対永久磁石比の低減が難しい場合には意味を持つが、こ

のプロジェクトでは性能（＝臨界電流特性）×収率の観点からの効果が認めら

れない。超電導線材におけるレアアースの使用量は臨界電流特性にも大きく依

存し、利用率が高くても特性が低ければ、使用量は増大させざるを得ない。従

って利用率と特性との双方を考慮に入れた議論が必要である。 

本テーマは、複数年度の未来技術開発課題として扱われるべき研究内容であ

る。 

 

〈肯定的意見〉 

○ LCVD 法、Nd:YAG-PLD 法という今後の発展が期待される新しいプロセ

スを採用し、一定の特性の線材作製に成功した点は評価できる。 

○ 設定された目標を達成する成果をあげている。目標達成のためのアプロー

チも、固体原料・固体成膜（レーザ CVD 法）といった挑戦的課題や高度

なプロセス条件最適化や成膜制御技術（YAG レーザ PLD 法）に取り組ん

でいる。 

○ レーザ CVD 法、ならびに YAG レーザ PLD 法ともに、原料収率の数値目

標をクリアしており評価できる。特に YAG レーザ PLD 法では高い収率

が達成された。また、両手法ともに小型ながらも長尺化を念頭に置いた

Reel-to-Reel の装置を用いて評価している点も評価できる。 

○ 成果は目標値をクリアしていると思う。 

○ 収率は目標値まで向上している。 

○ 収率の改善目標という点は達成された。但し、あくまでも数値上のことで

あり、塗布法であれば原理的に 100%に達し得る。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 超電導線材におけるレアアースの使用量は臨界電流特性にも大きく依存

する。利用率が高くても特性が低ければ、使用量は増大させざるを得ない。

従って利用率と特性との双方を考慮に入れた議論が必要である。 
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● ターゲットを近づける、反応領域に対してターゲットを広く取る等は収率

を上げる常套であるが、製膜された超電導特性の評価が定まっていない。

今後の展開でどのような方向性になるかが示されているとなお良くなる。 

● 収率向上の目標設定において、同時に規定すべき前提や条件が明確になっ

ていなかったかと思うが（自主的に Jc（臨界電流密度）≧1MA/cm2を設

定していたとのご説明を頂いたが）、特性、寸法、スループットの規定条

件がある程度必要かと思う。 

● 線材製造方法の改善による希土類利用率向上という形での節約は、希土類

使用量の対永久磁石比の低減が難しい場合には意味を持つが、このプロジ

ェクトでは性能（＝臨界電流特性）×収率の観点からの成果が全く認めら

れない。 

● 収率において、目標値を従来値以上とした点はやや説得力に欠ける印象が

否めない。目標値の設定根拠は明確であることが望ましいと考える。 

● イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向

上技術開発により、経済性が改善できるのであればこのテーマを取り上げ

ることに大きな意義があり、成果は市場の拡大或いは市場の創造につなが

ることが期待できると思うが、その見通しは不明で、この個別テーマで市

場の拡大或いは市場の創造を期待する時期ではないと思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ Nd:YAG-PLD 法の収率向上効果については、真に YAG レーザによる効果

かどうかやや曖昧であると感じられる。今後その検証がなされることを期

待する。 

・ レーザ CVD 法と YAG レーザ PLD 法の両方でイットリウム系複合材料の

製造工程における希尐金属利用率等の効率向上を図ろうとされたのは、将

来両方とも生き残る技術ということでしょうか。 

・ 複数年度の未来技術開発課題として扱われるべき研究内容であるが、劇的

な収率向上が達成されたとしても、インパクトは大きくない。 
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２）実用化の見通しについての評価 

レーザ CVD 法は従来の MOCVD 法と容易に組み合わせることができ、また

YAG レーザ PLD 法は従来のエキシマレーザ PLD 法におけるレーザを容易に代

替できる。現時点では比較的収率が高い新規成膜手法を増やしたというレベル

に留まっており、実用化が強く推せるような長所は見いだせていないが、今後

の進展により、実用化において重要な役割を果たす可能性もあり、引き続き開

発が進められることを期待する。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 収率が増える事が示されているが、他の方法との比較検討が出来るように

なる準備ができたと考えられる。 

○ LCVD 法は従来の MOCVD 法と容易に組み合わせることができ、また

Nd:YAG-PLD 法は従来のエキシマレーザ PLD 法におけるレーザを容易

に代替できる。今後の進展により、実用化において重要な役割を果たす可

能性もあり、引き続き開発が進められることを期待する。 

○ 今回の手法をベースにして高臨界電流密度を有する線材の開発に成功す

れば、希尐金属使用量の大幅な低減が実現し、大きなコスト低減効果が得

られて、応用超電導機器の拡大につながる成果となり得る。 

○ 出口イメージは明確になっている。 

○ プロジェクト実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進してい

るとは言える。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 現段階の技術動向で本プロジェクトの 1 テーマとすることにはやや違和

感があり、より基礎的なステージでの開発が好ましいと考える。 

● レーザ CVD 法、ならびに YAG レーザ PLD 法ともに長尺化に適応し得る

手法であると思うが、km 級線材作製に応用する場合の見通しが明確でな

い。km 級線材に適用しようとする場合、困難に直面することはないか。 

● 比較的収率が高い新規成膜手法を増やしたというレベルに留まっており、

実用化が強く推せるような長所はこのプロジェクト期間内には見いだせ

ていない。 

● 得られた製膜の超電導特性の評価をする手順(今後の展開)を示されるべき

である。 

● 実用化イメージはない。 

● 実用化に向けての主体は、組合、線材メーカということだが、実際に本開

発内容や成果をどう活用していくか、さらに明確にして頂くと、より具体
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性が高まると思う。波及効果に至る点も含めて、複合材料技術との関連を

今後どう考えていくかを明確にされると、今後に向けての具体性が高まる

と思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ 個別テーマ①が実用化を意識したテーマであるように見えるのに対し、こ

の個別テーマ②は実用化を意識したテーマには見えない。イットリウム系

複合材料を用いた線材をコスト分析したとき希尐金属の占める割合が高

ければこのテーマを取り上げる意義があり、これにより実用化が早まると

いうのであれば開発を促進しなければならないが、そうではなく、当面個

別テーマ①で実用化を目指すというのなら、並行的に取り上げなければな

らない理由が明確でない。 
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３）今後に対する提言 

このプロジェクトで試された 2 つの手法は、希土類収率を格別に高くするも

のではない。むしろ、新しい高臨界電流特性線材の製造手法としての可能性を

探り、既存技術を超えるような要素が見つかるかどうかが検討されるべきであ

る。超電導線材開発においていまだ萌芽的な段階にある技術（プロセスに限ら

ず）は多くあると考えられ、それらの基礎的技術開発に広く種を蒔くような施

策も重要である。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ 超電導線材開発においていまだ萌芽的な段階にある技術（プロセスに限ら

ず）は多くあると考えられ、それらの基礎的技術開発に広く種を蒔くよう

な施策も重要であると考える。 

・ 基礎、基盤技術として理解しており、今回の対象範囲に留まらず、他の分

野へ当該技術を適用・応用できないか、ご検討頂くと（示されると）良い

と思う。 

・ 個別テーマ①のエキシマレーザ PLD 法や TFA-MOD 法に比べて、性能、

経済性等総合的にみて優位に立てる見通しがあれば実用化開発を促進す

べきと思う。 

・ このプロジェクトで試された 2 つの手法は、希土類収率を格別に高くする

ものではない。むしろ、新しい高臨界電流特性線材の製造手法としての可

能性を探り、既存技術を超えるような要素が見つかるかどうかが検討され

るべきであろう。 

・ 原料の使用量と臨界電流特性の双方を睨んだ線材開発を進める必要があ

る。また、なるべく早く km 級線材の製造に適用して、km 級線材でも高

い収率が得られることを確認する必要がある。 

 

〈その他の意見〉 

・ エキシマレーザ PLD 法、TFA-MOD 法、レーザ CVD 法、YAG レーザ PLD

法が取り上げられているが、将来、互いの長所を生かしてともに実用化さ

れるものでしょうか。それとも発展性を期待するとか知的財産を保有する

というような別の観点で開発を実施されているのでしょうか。 
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２．３ イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

 

１）研究開発成果についての評価 

短期間で概念設計、小型モデルコイルの試作と評価を実施し、目標を超える

成果を得たことは評価できる。また、界磁巻線構造の比較評価、特性を左右す

る技術である冷却技術に関する基礎データの取得など、回転機としての重要技

術の高度化に着実な取り組みをしている。 

しかしながら、技術面だけでなく、今後はコストの面も含めた総合的な検討

に基づいて、イットリウム系線材を用いた回転機で、永久磁石を用いた多くの

回転機を置きかえることが可能になるのかの検討が重要である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 設定された目標を達成する成果をあげている。目標達成のためのアプロー

チも、界磁巻線構造の比較評価、特性を左右する技術である冷却技術に関

する基礎データの取得など、回転機としての重要技術の高度化に着実な取

り組みをしている。 

○ 成果は目標値をクリアされているようにみえるが、同期機として評価され

ていないので不明であるが、界磁巻線の巻枠に使われた銅に制動電流が流

れることが問題になる可能性がある。 

○ 短期間での概念設計、小型モデルコイルの試作と評価を実施し、目標を大

きく超える成果を得たことは評価できる。 

○ 2 相流ネオンの実験装置が出来た事は評価できる。 

○ あくまでも設計上のものであるが、性能、希土類使用量の節約の点で、回

転機設計に無理がないことが確認されている。 

○ 500kW 級という実規模の回転機において、希尐金属使用量が従来の 1/130

と、目標値の 1/10 よりも大幅な低減が可能になることを示した。このよ

うな定量的な評価は世界初の成果である。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 技術面だけでなくコストの面も含めた総合的な検討にはなっていない。こ

のため、実際にイットリウム系線材を用いた回転機で、永久磁石を用いた

多くの回転機を置きかえることが可能になるのか、必ずしも明確ではない。 

● 現時点では不要ではあるが、将来的には線材性能の改善を考慮した際の回

転機の仕様の最適化のポイントを明らかにしていく必要がある。また冷却

の問題は効率だけでなく運転技術や設備の維持管理にも影響する。超電導

モータの優位性だけでなく不利な点も明らかにしながら、選ばれる技術に
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育てていかなければならない。 

● 超電導回転機としての設計成立性を否定するものではないが、最適化され

ているかどうか（されていなければどの点かも含めて）を明確にされると

今後の展開のためにも意義がさらに高まると思う。 

● バックグラウンド侵入熱の評価を今後すべきである。また、サーモサイフ

ォン冷却の限界熱流束を評価が次の課題として挙げられていない。コイル

全体としての検討が行われたが、超電導テープへの要求仕様が検討されて

いない。 

● 高温超電導材料を用いた線材で永久磁石または銅線材に代わる回転界磁

を、冷却系を含めて開発することは既に行われていることである。回転界

磁に用いられる線材に求められる電気的、磁気的及び機械的特性を解析す

ることも既に行われている。解析結果と線材の特性を勘案して界磁を設計

することも既に行われている。従って、目標値をクリアされたことは評価

するが、高温超電導材料としてモータ等向けに開発されたイットリウム系

複合材料を用いられた回転界磁を、冷却系を含めて設計され、試作された

としても、できなかったことを達成されたというような良い評価すること

は難しい。 

複合材料の異方性を考慮した設計によるイットリウム系超電導回転機の

使用希尐金属量の定量的評価は世界初、イットリウム系複合材料の機械特

性上の課題に対応し、高 Ic（臨界電流）を保ちつつ、回転機用傘型コイル

試作、評価は世界初と主張されても、それは他の超電導材料を用いる場合

でも普通に行う設計、試作、評価業務の範囲と思う。 

● 定量的評価はもちろん重要であるが、PM モータを超電導モータで代替す

れば、RM（RE）使用量が激減するのはある意味自明である。尐量であっ

ても使用せざるを得ない現状と、トータルコスト面での得失についての考

察があれば、より意義の大きな成果となったと考える。 

 

〈その他の意見〉 

・ 資料 5-2、ページⅢ-116 によると界磁巻線の巻枠を熱伝導率が良好な銅で

構成したとありますが、銅は40K程度の低温では抵抗率が非常に小さく、

尐しの磁束変化でも大きな渦電流が発生するとともにそれが持続します。

これは、界磁巻線電流の変化を見かけ上遅くします。また、電機子巻線が

作る回転磁界のうち銅に対して変動する分があると渦電流を発生し、ひい

ては制動力を発生させます。常電導同期機の制動巻線と同様な働きをする

のですが、40K 程度の低温では銅の抵抗率が非常に小さく、それが強すぎ

るのではないかと思っております。この点について検討されたのでしょう
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か。懸念に終われば問題ありませんが、この問題は深刻になると同期機と

して成立しない場合もあります。 

・ 液体Ne冷却という方式の妥当性について評価者は知識を持ち合わせない

が、その実機における妥当性（コスト面その他で成立するか否か）の検証

が今後必要なのではないか、という印象を受けた。 

・ 知財マネジメント戦略方針は理解したが、当該分野（回転機）に関しては、

顕現性などの観点も踏まえて、知財（特許権利化）によるオープン戦略も

可能かと思う。 

・ 電動機向けイットリウム系超長尺線材の開発がターゲットであるので、そ

の線材への要求仕様について触れられているべきである。すなわち、変動

応力、リップル電流特性、リップル磁界特性、テープ幅上の Jc（臨界電

流密度）特性等についてである。 
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２）実用化の見通しについての評価 

本プロジェクトで概念設計と小型モデル試作までを終えており、また、実規

模試作を主眼とした助成事業が進められているとのことであり、今後の進展に

期待する。 

超電導回転機は、冷却の問題も含めて実用化までに解決すべき多くの技術的

課題がある。希尐金属使用量の低減は、超電導回転機にとって有利となる大き

な要素であるが、これだけでは、イットリウム系線材を用いた超電導回転機の

実用化は進まない。希尐金属使用量の低減とともに、やはり線材特性（超電導

特性、機械的特性、安定性、等）の向上が、コスト低減の大きな要因となり、

実用化の前提条件となる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 超電導モータの実用化のイメージは、本プロジェクトの有無によらないも

ので、長尺線材開発が可能になりつつあることを背景とした設計によって、

説得力がいくらか増した印象がある。 

○ 風力発電機など、最近において低炭素化技術として注目されている技術分

野への応用の可能性を示すもので、波及効果が認められる。 

○ 出口イメージは明確になっている。 

○ プロジェクト実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進してい

るとは言える。広く実用化の可能性を示されている点は評価できる。 

○ 本プロジェクトで概念設計と小型モデル試作までを終えており、また（後

継プロジェクトの位置づけではないものの）、実規模試作を主眼とした助

成事業が進められている（Ⅳ-3）とのことであり、今後の進展に期待する。 

○ 回転状態における気液対抗流における気液間の熱流束を評価に進む機運

を作った。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 事業原簿中でも言及されているが（Ⅳ-3）、今後の開発の方向性が必ずし

も明確ではないようである。得られた成果が有効に活用されるような施策

を期待したい。 

● 実用化イメージは冷却系を含めて経済性、保守性等が明確にされていない

のでわからない。 

● 超電導回転機は、冷却の問題も含めて実用化までに解決すべき多くの技術

的課題がある。希尐金属使用量の低減は、超電導回転機にとって有利とな

る大きな要素であるが、これだけでは、イットリウム系線材を用いた超電

導回転機の実用化は進まないであろう。希尐金属使用量の低減とともに、
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やはり線材特性（超電導特性、機械的特性、安定性、等々）の向上が、コ

スト低減の大きな要因となり、実用化の前提条件となるであろう。 

● とりあえずの最適設計が提案されたが、モータの設計については世界中に

競合相手がおり、仕様、用途も多様である。モータ設計、製作技術におい

ても他をリードすることまで視野に入れているのであれば、それは容易で

はない。 

● 実用化のためのマイルストーン設定の根拠、課題をさらに具体的に示され

ると、実現性に向けての施策がより明確になってくると思う。 

実用化、波及効果の検討で、置き換え需要が基本である場合、コスト優位

性もしくは成立性（競合に対する優位性もしくは事業が成立するコスト）

も重要であるので、仮定・前提があっても何らかの形で評価結果を示され

ると、検討内容の価値がより高まると思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ 同期機としての試作、評価が終わっておりませんので、成果についての評

価の＜その他の意見＞の１項目に述べた理由により実用化できるかどう

かはわからない。 
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３）今後に対する提言 

線材の特性によって超電導回転機の設計や応用も変化するので、まずは線材

の高性能化に研究開発を集中した方が良い。超長尺線材の開発動向に即したモ

ータの設計、開発が行われることから、結果的に超電導モータの普及につなが

ることを期待する。このときに希尐元素代替の効果も同時に伴うはずであるが、

むしろ、超電導モータならではの高エネルギー密度、軽量、小型という特徴を

強くアピールできるという観点からの試作機の開発が望まれる。H23 年度から

スタートしている他プロジェクト（「希尐金属代替・削減技術実用化開発助成事

業（イットリウム系超電導回転機用電磁石の開発）」）へ、今回の成果・課題を

有効に活かして、より高い成果を実現してほしい。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ 同期機として試作、評価ください。 

・ 実際の応用においては、製作性・信頼性なども重要な指標となるので、今

回の開発でのコイル試作開発を通しての課題整理などをされると、今後に

向けて意義がより高まると思う。 

・ 線材の特性によって超電導回転機の設計や応用も変化するので、まずは線

材の高性能化に研究開発を集中した方が良いと思われる。 

・ 線材と実機を結びつける本テーマのような設定は開発の迅速化に有効と

考えられる。いわば材料サイドと機器サイドとの協同開発であるが、この

ような方式は今後のプロジェクトにおいても引き続き検討されるべき方

式であると考える。 

・ 超長尺線材の開発動向に即したモータの設計、開発が行われることから、

結果的に超電導モータの普及につながることを期待する。なお、このとき

に希尐元素代替の効果も同時に伴うはずであるが、数量的に見てその大き

な低減を期待するのは酷である。むしろ、超電導モータならではの高エネ

ルギー密度、軽量、小型の特徴を強くアピールできるという観点からの試

作機の開発が望まれる。 

 

〈その他の意見〉 

・ H23 年度からスタートしている他プロジェクト（「希尐金属代替・削減技

術実用化開発助成事業（イットリウム系超電導回転機用電磁石の開発）」）

へ、今回の成果・課題を有効に活かして頂き、より高い成果を実現して頂

きたいと思う。 

・ 場合によっては、先に述べた銅を用いることに問題があれば、冷却系を見

直す必要があるかもしれません。 
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３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体 

1.7 

2.7 

1.8 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.0 C B A A B C 

２．研究開発マネジメントについて 1.8 B B B B B C 

３．研究開発成果について 2.7 A B A A A B 

４．実用化の見通しについて 1.7 C B A B C C 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 

 

平均値 
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３．２ 個別テーマ 

 

３．２．１ 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術

開発 

2.2 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

３．２．２ イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の

効率向上技術開発 

1.2 

1.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

３．２．３ イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

1.7 

1.8 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開

発 

 １．研究開発成果について 2.7 A B A A A B 

 ２．実用化の見通しについて 2.2 B A A B C B 

３．２．２ イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効

率向上技術開発 

 １．研究開発成果について 1.7 B C B B C B 

 ２．実用化の見通しについて 1.2 C C C B C C 

３．２．３ イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

 １．研究開発成果について 1.8 B B B B B C 

 ２．実用化の見通しについて 1.7 B B B B C C 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉  

１．研究開発成果について ２．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 
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１．事業原簿 

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発） 
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・技術戦略マップ（ナノテクノロジー分野） 

・技術戦略マップ（超電導技術分野） 

・特許論文等リスト 
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概 要 

最終更新日 平成２３年９月２０日 

プログラム（又は施

策）名 

ナノテク・部材イノベーションプログラム 

環境安心イノベーションプログラム（資源制約克服／３Ｒ) 

プロジェクト名 

「希少金属代替材料開発プロジェクト」 

Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材

料の開発（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発） 

プロジェクト番号 Ｐ０８０２３ 

担当推進部/担当者 

省エネルギー部     三輪 肇 （平成２３年１０月現在） 

エネルギー対策推進部  川上 耕司（平成２２年７月～平成２２年１２月） 

新エネルギー技術開発部 川上 耕司（平成２１年３月～平成２２年６月） 

０．事業の概要 

イットリウム系複合材料は、ディスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる可能性があ

ると期待されており、当開発を実施することで希少金属使用量の削減を図る。次世代超軽量高性能

モータ等を実現するイットリウム系複合材料について、(1)超長尺イットリウム系複合材料におけ

る希少金属使用量低減技術開発、(2)イットリウム系複合材料の製造工程における希少金属利用率

等の効率向上技術開発 (3)イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発、を実施した。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性につ

いて 

 

【NEDO が関与する意義】 

本研究開発は、「ナノテク・材料分野」に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資源

問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものであり、文部科学

省の元素戦略プロジェクトと連携し基礎から実用化までの間隙のない支援体制を確立して行う

もので、我が国の科学技術力の向上という観点からも極めて意義が高いものである。 

よって、政策的な位置付けであること、資源セキュリティに係ること、高度な技術開発が必要

であること、更に開発リスクが非常に高いこと等の観点からＮＥＤＯが推進すべき研究開発プロ

ジェクトである。 

 

【事業の背景・目的・位置付け】 

現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界を勝

ち抜いていくために、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・加工との水平連携）

による研究開発の推進により、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な高品質・

高性能の部品・部材をタイムリーに提供し、又は提案することができる部材の基盤技術を確立す

ることを目的とした「ナノテク・部材イノベーションプログラム」、及び環境・資源制約を克服

し循環型経済システムを構築することを目的とした「環境安心イノベーションプログラム」の一

環として本プロジェクトを実施する。 

希少金属は、我が国産業分野を支える高付加価値な部材の原料であり、近年その需要が拡大し

ている。しかし、途上国における著しい需要の拡大や、そもそも他の金属と比較して、金属自体

が希少であり、代替性も著しく低く、その偏在性ゆえに特定の産出国への依存度が高いこと等か

ら、我が国の中長期的な安定供給確保に対する懸念が生じている。これに対する具体的な対策と

して、平成１８年６月、資源エネルギー庁から報告された「非鉄金属資源の安定供給確保に向け

た戦略」において、①探鉱開発の推進、②リサイクルの推進、③代替材料の開発、④備蓄、等が

整理され、現在それぞれにおける具体的な対策が進められている。 

本研究開発は、この総合的な対策の一部として非鉄金属資源の代替材料及び使用量低減技術の

確立を目的としている。 

その中でも、本研究開発項目では、ディスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる

可能性のある次世代モータ部材を実現するイットリウム系複合材料の開発を行う。イットリウム

は光学ガラス、赤色蛍光体、自動車の排ガス処理用触媒等に利用されている稀少金属である。イ

ットリウムを用いた複合材料は、ディスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる可能

性があると期待されている。高温超電導材料であるイットリウム系複合材料は、線材形状をして

いることから界磁巻線同期回転機への適用が可能であり、超電導材料は電気抵抗が零であること

から損失なく電流を流すことができる。約90 K以上の臨界温度（Tc）を有し、特に磁場中で高い

臨界電流（Ic）特性を示すことから電動機等の回転機の磁場中での応用に適した材料である。 

イットリウム系複合材は、次世代モータ、発電機、医療診断機器等の実現には不可欠な材料で

あり、この開発を行う必要がある。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目標 

イットリウムを用いた複合材料は、ディスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる可

能性があると期待されている。このイットリウム系複合材料は、次世代モータ、発電機、医療診

断機器等の実現には不可欠な材料であり、当開発を実施することで希少金属使用量の削減を図る。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ２１fy Ｈ２２fy Ｈ２３fy 総額 

Nd-Fe-B 系磁石を

代替する新規永久

磁石及びイットリ

ウム系複合材料の

開発（超軽量高性

能モータ等向けイ

ットリウム系複合

材料の開発） 

 

  2996 百万円 

成果とりまとめ  
 

  

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

 

 
契約種類： 
○をつける 
（委託（○）助

成（ ） 共

同研究（負担

率（ ） 

会計・勘定 Ｈ２１fy Ｈ２２fy Ｈ２３fy 総額 

一般会計 2996   2996 

特別会計 

（電源・需給の別） 
    

加速予算 
（成果普及費を

含む） 
    

総予算額    2996 

（委託）     

（助成） 
：助成率△/□ 

    

（共同研究） 
：負担率△/□ 

    

開発体制 

経産省担当原課 産業技術環境局研究開発課 

プロジェクトリ

ーダー 

産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 和泉輝郎（兼テーマリーダー） 

東北大学 教授 後藤孝 

名古屋大学 准教授 吉田隆 

九州大学 准教授 岩熊成卓 

早稲田大学 教授 石山敦士 

委託先（＊委託先

が管理法人の場

合は参加企業数

および参加企業

名も記載） 

産業用超電導線材・機器技術研究組合（参加３社） 

（㈱フジクラ、昭和電線ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱、(財)国際超電導産業技術研究ｾﾝﾀｰ） 

国立大学法人 東北大学 

国立大学法人 名古屋大学 

国立大学法人 九州大学 

学校法人 早稲田大学 

情勢変化への対

応 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災により、研究開発設備およびユーティリティに損壊被害が生じ、

加えて震災直後から実施された計画停電により連続運転設備の長時間稼働が不可能になるなどの障害

があり、被害状況把握及び復旧には１ケ月以上の期間を要することとなった。このような状況のため、プ

ロジェクト期間を約2ヶ月延長した。比較的多くの予算を必要とする1km長試験において再度の試験に関

して新たな予算措置が困難であることから、「1km長複合材料を作製し、平均 Icが 200A/cm幅以上（@77 

K, 自己磁場）であることを実証する。」との超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減

技術開発での具体的な目標値に関して、1km 長のパッチ試験において代用することでこれを証明するこ

ととした。 

中間評価結果へ

の対応 
中間評価未実施 
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評価に関する事

項 

事前評価 未実施 （Ｈ１９年度はＭＥＴＩ直執行） 

中間評価 
本研究開発項目については未実施 （研究開発項目①―⑤については平成２１年実

施） 

事後評価 平成２３年度 事後評価実施 

Ⅲ．研究開発成果に

ついて 

 

超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

300 A/cm 幅
（@77K, 自己磁場）
の特性を有し、1 
km を超える超長尺
線材作製を見通
す。 

・1km 長複合材料を作製
し、平均 Icが 200A/cm
幅以上（@77 K, 自己磁
場）であることを実証す
る。 
・同条件で作製した 10m
長以上の複合材料で Ic
が 300A/cm 幅（@77 K, 
自己磁場）以上を実証
する。 

エキシマレー
ザ PLD 法に
よる複合材料
作製プロセス
開発 

達成度100% 
・ 1050m 長 線 材 ― 平 均

Ic=534A/cm幅 
・10m長―Ic=300A/cm幅以上 

TFA-MOD 法
による複合材
料作製プロセ
ス開発 

達成度100% 
・1000m 長パッチ線材―平均

Ic≧300A/cm幅 
・10m長―Ic=300A/cm幅以上 

 

イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

超電導層の連続形
成プロセスにおい
て原料収率40％以
上を見通す。 

・全成膜領域に対し、
静止成膜により原料収
率 40%以上を実証す
る。 
・成膜領域の一部を通
過する移動成膜によ
り、静止成膜結果から
予想される成膜量を実
証する。 

ﾚｰｻﾞ CVD 法
による希尐金
属利用率向
上技術開発 

達成度 100% 
・原料収率 45.7% 
・超電導特性 
 Jc>3MA/cm2, Ic >100A/cm幅 

YAG ﾚｰｻﾞ
PLD 法による
希尐金属利
用率向上技
術開発 

達成度 100% 
・原料収率 56.1% 
・超電導特性 
 Jc>1.4MA/cm2 

 
 

Ⅲ．研究開発成果に

ついて 

 
 

イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

500kW級回転機の
概念設計によりイッ
トリウム系の優位性
を見通す。 

・希土類元素(RM)量など
500kW級回転機におけ
るY系適用の優位性を
示す 

回転機適正
構造の概念
設計 

達成度 100% 
・設計用シミュレータを開発し、
RM使用量が1/130に低減でき
ることを示した 

傘型界磁巻線の試
作・評価、サーモ サ
イフォン式冷却の特
性評価により、回転
機の設計に資する
データを得る 

・要素技術（界磁コイル、
冷却）の開発を行い、設
計・製作の見通しを得る 
 

界磁巻線およ
び冷却要素
技術開発 

達成度 100% 
・劣化なくY系傘型界磁モデル
コイルを製作でき、回転機設
計の見通しがたった 
・液体Neを用い、高速回転時

30K安定冷却と界面の熱伝達
係数を得て、冷却設計の見通
しがたった 

 
 

投稿論文 「査読付き」５件、「その他」２２件 

特  許 「出願済」０件、「登録」０件、「実施」０件（うち国際出願０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
「新聞雑誌等」２件  「展示会」 ２件 

Ⅳ．実用化の見通し

について 

本プロジェクトで超長尺線材製造技術開発に見通しを得たことから、技術研究組合員(線材メー

カ)における製造条件のさらなる検討を進め、線材の良品単長改善や歩留改善によるコストダウン

を図っていくことで、超電導回転機市場等への 1km 超長級線材供給事業の見通しが得られた。ま

た、希少金属利用率等の効率向上技術につては、線材作製プロセス開発をさらに推し進め、核と

なるプロセス技術を線材メーカへ移管することで実用化に貢献する。超電導回転機の実用化に関

しては、概念設計による超電導回転機の有用性を証明すると共に要素技術によりそのキーテクノ

ロジーの実現性を確認できたことにより、これらの概念を統合し、実際に超電導回転機の試作、

実証を進めて行く。 
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Ⅴ．基本計画に関す

る事項 

 

作成時期 平成２０年３月制定 

変更履歴 

平成２０年 ７月 イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研

究開発の目的」の記載を改訂。 

平成２１年 ３月 新鉱種追加により改訂。 

平成２１年１２月 研究開発項目⑥～⑧の委託者決定に伴う詳細目標と事業実施内

容の確定による改訂。「明日の安心と成長のための緊急経済対策

（平成２１年度補正予算（第２号））」係る研究開発項目⑨の追

加。 

平成２２年 ３月 研究開発項目⑦-2 目標の細分化に伴い改訂。 

平成２２年 ６月 採択条件等反映のため、研究開発項目⑨-1 および⑨-2 の最終目

標等を改訂。 

平成２２年１２月 「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策（平成２２年度

補正予算（第１号））」係る研究開発項目⑩の追加。 

平成２３年 ７月 研究開発項目⑨－１の後続テーマとして研究開発項目⑨－３を

追加 



 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト用語集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



プロジェクト用語集 - 1 

用語集 (50 音順) 

 

[あ] 

 

アキシャルギャップ型 

円板形状に配置した界磁子と電機子を軸方向に対向させた構造。面対向構造とも呼ばれる。 

 

アモルファス(amorphous) 

非晶質。結晶のような長距離秩序はないが、短距離秩序はある物質の状態。熱力学的には自由エネルギの極

小（非平衡準安定状態）にある状態のこと。 

 

安定化銀 

銀を用いた安定化層。 

 

安定化材（安定化層） 

超電導体に複合化され超電導体の熱的安全性、磁気的安全性を増加させる常電導金属材料。銀、銅やアルミ

ニウムなどは極低温で電気抵抗が低く、熱伝導が良いために、超電導導体を冷却して臨界温度以下に保つと

ともに外部磁束変動をダンピングし、超電導から常電導への転移を抑える。また、常伝導転移したときでも

電流をバイパスして発熱を抑え、冷媒に熱を伝達して、冷却するので安定化材として用いられる。 

 

[い] 

 

イオンビーム 

原子や分子から電子衝撃などによってつくられたイオンを、電場や磁場によって制御して方向性を整えた流

れ。イオン源、加速部電磁レンズ、偏向部などから構成される装置を用いる。IBAD 法において中間層を配

向させるために、中間層元素をスパッタ蒸着する際に、Ar 等をイオン化しアシストイオンビームとして材料

に応じたある特定の角度から同時に照射する。→ IBAD 

 

イットリウム 

元素記号 Y、原子番号 39 の元素。常温、常圧で安定な結晶構造は六方最密充填構造 (HCP)、密度 4.472 

kg/cm3、融点 1520℃、沸点 3300℃。 

 

イットリウム系複合材料 (Y 系複合材料) 

YBa2Cu3O7-δ (YBCO)あるいは Y のサイトを希土類元素で置き換えた REBa2Cu3O7-δ (RE:希土類元素)の超

電導材料を構成層に有する複合材料。一般的に、テープ状であり、超電導部分は薄膜形状になっておりCoated 

Conductor とも呼ばれている。 

 

インバータ 

直流電力から交流電力を電気的に生成する(逆変換する)電源回路、またはその回路を持つ電力変換装置。逆変

換回路、逆変換装置などとも呼ばれる。Inverter。 

 

インプルーム法 

パルスレーザ蒸着(PLD)法において、ターゲットと基板の距離を小さくすることにより、レーザープルーム

の中に基板を保持し、単位時間・面積あたりの原料供給量と原料収率を増加させることを目的としたPLD蒸

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%95%B7%E8%B7%9D%E9%9B%A2%E7%A7%A9%E5%BA%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9F%AD%E8%B7%9D%E9%9B%A2%E7%A7%A9%E5%BA%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8A%B6%E6%85%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E5%8A%9B%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%BA%96%E5%AE%89%E5%AE%9A%E7%8A%B6%E6%85%8B
http://www.weblio.jp/content/%E5%8E%9F%E5%AD%90
http://www.weblio.jp/content/%E5%88%86%E5%AD%90
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E5%AD%90
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E5%AD%90
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%A4%E3%82%AA%E3%83%B3
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E5%88%B6%E5%BE%A1
http://www.weblio.jp/content/%E6%96%B9%E5%90%91%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E6%B5%81%E3%82%8C
http://www.weblio.jp/content/%E6%B5%81%E3%82%8C
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%A4%E3%82%AA%E3%83%B3
http://www.weblio.jp/content/%E5%8A%A0%E9%80%9F
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E7%A3%81
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E7%A3%81
http://www.weblio.jp/content/%E5%81%8F%E5%90%91
http://www.weblio.jp/content/%E6%A7%8B%E6%88%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9B%B4%E6%B5%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%A4%E6%B5%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%BA%90%E5%9B%9E%E8%B7%AF
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着法。 

 

[う] 

 

渦電流損失 

電磁誘導により発生する渦電流によって生じるジュール損失。 

 

[え] 

 

永久電流モード 

超電導体でできたループ状の回路に直流電流を流すと，完全導電性（電気抵抗ゼロ）により電流が減衰する

ことなく流れ続ける。これを永久電流と呼ぶ。通電中の超電導コイル巻線の両端を永久電流スイッチ等を用

いて短絡すると超電導コイルに電流が流れ続けることになり永久電流モード（永久電流運転）と呼ぶ。 

 

エキシマレーザ 

希ガスやハロゲンなどの混合ガスを用いてレーザ光を発生させる装置。希ガスはアルゴン、クリプトン、キ

セノンが、ハロゲンはフッ素、塩素が一般に使用される。混合ガス中でのパルス放電によって生成する励起

状態希ガス原子とハロゲン原子によって形成されるエキシマからの放射光によってパルス発振する。 

 

液体窒素 

冷却された窒素(N2)の液体。無色透明、密度 0.81 g/cm3 沸点- 195.79℃、蒸発潜熱 47 kcal/kg。液化空気の

分留により工業的に大量に製造される。LN2とも記述される。 

 

液体ヘリウム 

ヘリウム(He)は標準沸点が 4.21K と最も液化しにくい気体であるため液体ヘリウムとして極低温冷媒として

用いられる。液体ヘリウムは高価であるが、臨界温度の低い従来の金属系超電導体の冷媒として用いられる。 

 

エネルギ分散X 線分光法 (Energy Dispersive X-ray Spectroscopy: EDS) 

試料に電子線を照射した際、試料から発生した特性 X 線を直接半導体検出器で検出し、電気信号に変えて分

光分析する手法。電子線照射した領域を構成する元素を識別することができる。 

 

エピタキシャル成長 

結晶成長様式のひとつであり、基板、壁面、粒子状など固体に接して核発生した結晶が、その核発生サイト

となった固体の結晶面と同じ方位で成長する様式である。下地と成長する物質が同じである場合をホモエピ

タキシャル、異なる物質である場合をヘテロエピタキシャルと呼ぶ。 

 

延性 

固体の物質の力学的特性（塑性）の一種で、材料が破損せずに塑性変形を生じる性質および程度のこと。 

 

[お] 

 

応力集中 

部材の形状が一様でない場合、引張りや圧縮の加重が加わった際に応力が一様に分布せず、局所的に集中し

高くなる現象。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%B6%B2%E5%8C%96%E7%A9%BA%E6%B0%97&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%86%E7%95%99
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E9%9D%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BA%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A1%91%E6%80%A7
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[か] 

 

界磁巻線（界磁コイル） 

発電機および電動機の固定磁界を発生させるための巻線(field winding）｡これに対し、変動磁界又は回転磁

界を発生させるための巻線を電機子巻線(armature winding)と呼ぶ。 

 

回転機 

モータや発電機など軸を中心として回転する機械の総称。往復型機械に対する総称である。 

 

化学気相蒸着法 (CVD 法) 

原料となる物質をガス状態で供給し、これを固体表面で反応させることにより尐なくとも 1 種類の固体反応

生成物を獲る手法をいう。原料ガスには生成物元素を含むガス(複数のことがある)とキャリアガス(用いられ

ないこともある)の混合ガスが使用される。YBa2Cu3O7-δ超電導体の合成の際には、有機金属を原料ガスとし

て用いる、MOCVD (Metal Organic Chemical Vapor Deposition) 法が多く用いられる。 

 

ガウス関数 

ガウシアン関数、あるいは単にガウシアンとも呼ばれる。正規分布関数（正規分布の確率密度関数）は、ガ

ウス関数の1種である 

 

化学ポテンシャル 

熱力学で用いられる示強性状態量。一成分系におけるモル(mol)あたり（あるいは 1 分子あたり）に潜在して

いるギブズエネルギーを意味し、多成分系では成分ごとに分けて考える。 

 

化学溶液法 

溶液の化学反応を用いるプロセス全般を指す。特に MOD 法の別称として使われることがあり、有機金属化

合物を原料として、アモルファス状の活性な前駆体を基板表面に形成し、これを熱処理し結晶化することに

より超電導相を得るための手法。→MOD 法 

 

核生成 

ある相から異なる相へ変化する際(特に液相→固相)のきっかけとなる過渡状態。融液中には、結晶相に近い

構造の小さなクラスターがたえず形成され消滅するといった局所的な揺らぎが存在する。融点以下の融液で

も、このゆらぎによって形成されたクラスターが臨界サイズよりも大きければクラスターは消滅することな

く成長し、ついには相全体を結晶に変える。このような臨界サイズのクラスターを作るゆらぎのプロセスの

こと。核生成には均一核生成と不均一核生成があるが、現実では不均一核生成がほとんどである。 

 

核沸騰 

液体の温度が上昇して部分的に沸点に達すると沸騰が始まり急激に熱流束が高まる。沸騰は特定の点(発泡

核)から蒸気泡が発生する核沸騰（Nucleate boiling）と呼ばれる状態になる。 

 

仮焼 

原料(粉末、前駆体等)の予備的な熱処理。MOD の前処理も含む。 

 

ガス循環冷却 

http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%AD%E5%BF%83
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%9E%E8%BB%A2
http://www.weblio.jp/content/%E6%A9%9F%E6%A2%B0
http://www.weblio.jp/content/%E7%B7%8F%E7%A7%B0
http://www.weblio.jp/content/%E5%BE%80%E5%BE%A9
http://www.weblio.jp/content/%E6%A9%9F%E6%A2%B0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AD%A3%E8%A6%8F%E5%88%86%E5%B8%83
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A2%BA%E7%8E%87%E5%AF%86%E5%BA%A6%E9%96%A2%E6%95%B0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E5%8A%9B%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A2%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AE%E3%83%96%E3%82%BA%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E5%8E%9F%E6%96%99
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%A2%E3%83%A2%E3%83%AB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%B9
http://www.weblio.jp/content/%E6%B4%BB%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E5%89%8D%E9%A7%86%E4%BD%93
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E5%BD%A2%E6%88%90
http://www.weblio.jp/content/%E7%86%B1%E5%87%A6%E7%90%86
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E5%8C%96
http://www.weblio.jp/content/%E8%B6%85%E9%9B%BB%E5%B0%8E
http://www.weblio.jp/content/%E6%89%8B%E6%B3%95


プロジェクト用語集 - 4 

液相の冷媒を用いず、冷凍機、熱交換器、コントロール用バルブ等を組み合わせた閉ループにより低温冷媒

ガスを循環供給する冷却方法。 

 

[き] 

 

希ガス 

元素長周期表第 18 族のことで、具体的にはヘリウム(He) 、ネオン(Ne)、アルゴン(Ar)、クリプトン(Kr)、

キセノン(Xe)、ラドン(Rn)を指す。最外殻電子が閉殻しているため、他の元素とほとんど反応せず化学的に

安定している。稀ガス、貴ガスともいう。 

 

基材 (基板) 

多層構造(基板、中間層、超電導層)からなるイットリウム系複合材料において、基板は基本的な線材の強度保

持を担う。また配向基板では、超電導相の結晶配向性も担う。更に配向基板以外においても作製プロセス上、

その表面平坦性が中間層を介して超電導層の結晶配向性に影響するため、その臨界電流特性を左右する因子

となる。 

 

希尐金属 

非鉄金属全体を呼ぶ場合もあるが、狭義では、鉄、銅、亜鉛、アルミニウム等のベースメタル(コモンメタル

やメジャーメタルとも呼ばれる)に対し、金、銀などの貴金属以外で、産業に利用されている非鉄金属を指し、

レアメタルとも呼ばれる。経済産業省では現在、将来に渡り工業用需要がある 30 鉱種(リチウム、ベリリウ

ム、ホウ素、チタン、バナジウム、クロム、マンガン、コバルト、ニッケル、ガリウム、ゲルマニウム、セ

レン、ルビジウム、ストロンチウム、ジルコニウム、ニオブ、モリブデン、パラジウム、インジウム、アン

チモン、テルル、セシウム、バリウム、ハフニウム、タンタル、タングステン、レニウム、白金、タリウム、

ビスマス)に、レアアース(Rare Earth; RE、生産が特定尐数国に偏っていたり、埋蔵量が尐なかったりする

金属で、17 鉱種をまとめて１鉱種と数える)を加えた 31 種類を希尐金属と定義している。 

 

気体媒質レーザ 

媒体によるレーザ発振の分類で、媒体にガスを用いるもの(ガスレーザ)。炭酸ガスレーザ（赤外）、ヘリウム

ネオンレーザ（He-Ne；赤色）、アルゴンイオンレーザ（Ar-ion；主に青色または緑色）、エキシマレーザ（励

起二量体(Excimer)；主に紫外）などがある。 

 

希土類元素 (RE: Rare-earth element) 

ランタン(La)からルテチウム(Lu)までの一連の元素はいずれも 3 価が主な原子価で性質が類似している。こ

れらの元素をランタノイドと総称し、周期表では、ランタンと同じ位置に全部いれている。希土類として元

素を分類したときは、ランタノイドとスカンジウム(Sc)とイットリウム(Y)を含めている。(近角聡信等、「最

新元素知識」より)ランタノイド類の中で、Gd よりも元素重量が軽い元素を軽希土類元素(LRE: light 

rare-earth elements)と呼び、通常、(LRE)Ba2Cu3O7-δ系材料とした際に超電導体となる、La, Nd, Sm, Eu, Gd

を指す。これらの元素を用いた場合には、(LRE)とBa が置換した固溶体を形成しやすく、超電導特性が変化

する。 

 

キャップ層 

バッファ層(中間層)の上に格子定数調整と平坦性を持たせるために設けられる層。 

 

キャリアガス 

http://dic.nicovideo.jp/a/%E5%91%A8%E6%9C%9F%E8%A1%A8
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%D8%A5%EA%A5%A6%A5%E0
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%CD%A5%AA%A5%F3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%A2%A5%EB%A5%B4%A5%F3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%AF%A5%EA%A5%D7%A5%C8%A5%F3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%AD%A5%BB%A5%CE%A5%F3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%E9%A5%C9%A5%F3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%B8%B5%C1%C7
http://dic.nicovideo.jp/a/%E5%8C%96%E5%AD%A6
http://dic.nicovideo.jp/a/%E5%AE%89
http://dic.nicovideo.jp/a/%E3%82%AC%E3%82%B9
http://dic.nicovideo.jp/a/%E8%B2%B4
http://dic.nicovideo.jp/a/%E8%B2%B4
http://ejje.weblio.jp/content/%E5%8A%B1%E8%B5%B7%E4%BA%8C%E9%87%8F%E4%BD%93
http://ejje.weblio.jp/content/%E5%8A%B1%E8%B5%B7%E4%BA%8C%E9%87%8F%E4%BD%93
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化学気相成長法(CVD)において、複合材料膜の主成分となる材料の原料ガスを反応室に搬送するための例え

ばアルゴンや酸素を混合したガスを指す。 

 

銀安定化層 

銀を用いた安定化層。 → 安定化層 

 

金属系超電導線材 

臨界温度が液体窒素温度を超す高温超電導物質を線材の形状に加工した「酸化物超電導線材(高温超電導線

材)」に対し、臨界温度が低く、液体ヘリウムなどの極低温の冷媒を用いて冷却する金属系超電導物質を用い

た線材を金属系超電導線材と呼ぶ。Nb-Ti 合金やNb3Sn 金属間化合物を超電導材料に用いるものが主流であ

る。 

 

[く] 

 

空芯コイル 

電線を円、矩形等ある断面を持つ形状に巻き、巻線中に何も入れない、あるいは FRP などの非磁性体

で巻線を保持するコイル 

 

鞍型ピックアップコイル法 

鞍型ピックアップコイルは、異方性を持つ超電導線材の線材軸に垂直な磁場に対する磁化、交流損失

測定に用いられるピックアップコイルの一種。線材端部の影響を排除し、無限長線材としての磁化、

交流損失特性を得るために、両端が開いた鞍型形状をしている。磁界印加角度に関係なく、線材全周

のポインチングベクトルを検出できるように詳細な形状設計がなされており、外部変動磁界の１周期

にわたるポインチングベクトルの積算により交流損失を求める。 

 

[け] 

 

結晶粒 

多結晶体を構成する、結晶粒界で区分された個々の単結晶をいう。 

 

結晶粒配向 

超電導層及び中間層等の結晶軸の揃い方の程度を示したものが配向度である。値が小さい方が配向性が優れ

ていると言える。基板に垂直な方向(膜厚方向，c 軸方向)への配向が面外配向、他の(a-b 面)の配向が面内配向

である。YBa2Cu3O7-δの面外配向度()は、(005)または(006)面のX 線回折ロッキングカーブ測定の半値全幅

で、面内配向度()は、(103)面のX 線極点図測定を行い，そのスキャンピークの半値全幅で評価する。 

 

原料収率 

投入原材料と完成品に利用された原材料の量的な比率。 

 

[こ] 

 

高温超電導体 

1986 年以降に発見された酸化物を中心とした超電導材料の総称。それ以前の超電導体の使用が液体ヘリウム

温度で行われていたことに対して、高温超電導材料は液体窒素温度以上にて超電導特性を示すことから、相

http://kotobank.jp/word/%E5%A4%9A%E7%B5%90%E6%99%B6?dic=daijisen
http://kotobank.jp/word/%E5%8D%98%E7%B5%90%E6%99%B6?dic=daijisen
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対的な意味で「高温」と名づけられた。 

 

交流損失 

超電導体、超電導導体、又は超電導マグネットなどを変動磁界中に置いたときに発生する損失。超電導体の

ヒステリシス損失、導体の結合損失及び渦電流損失、構造材料の渦電流損失などを含む。 

 

固体媒質レーザ 

媒体によるレーザ発振の分類で媒体に固体を用いるもの。通常、結晶を構成する原子の一部が他の元素に置

き換わった構造を持つ人工結晶が用いられ、代表的なものにクロムを添加したルビー結晶によるルビーレー

ザや、YAG 結晶中のイットリウムを他の希土類元素で置換した種々のYAG レーザがある。 

 

コールドウォール 

基板台のみを加熱して反応室は冷却する方式。反応室全体を加熱する方式はホットウォール型と呼ぶ。 

 

コールドボックス 

低温となる配管、熱交換器、膨張タービンなどを真空断熱容器に収納し、熱侵入を最小限に抑えた冷凍用コ

ンポーネント。 

 

コンター図 

有限要素法において、同じ値を持つ点を結んでできる曲線を示した図。広義には等高線図のことで、天気図

や地形図などもコンター図である。 

 

コントロールボリューム 

流体解析で多く使われる有限体積法（finite volume method）において定義されるセルの格子点を中心とす

る領域。 

 

コンプレッサ 

気体を圧縮する流体機械。圧縮機。 

 

[さ] 

 

再結晶 

塑性ひずみを受けた多結晶が加熱されると、転位や空孔が減尐し内部応力が減尐する「回復」過程に続いて、

ひずみが残っている元の結晶粒から内部ひずみのない新しい等軸粒が核発生するとともに、各々の核は次第

に成長して、元の結晶粒と置き換わっていく現象。再結晶過程に続き結晶粒界移動により結晶粒が成長(粗大

化)する。 

 

鎖交磁束 

巻線に鎖交する磁束。発電機の場合、ファラデーの法則に従い、この時間微分が発生する誘導起電力

を与える。 

 

酸化物超電導材料 

化合物超電導材料の中で、特に、酸素を構成元素とする材料。主に、結晶構造はペロブスカイト構造(金属イ

オン A、B と酸素イオンで構成され、ABO3の組成を表す。)で、各サイトの金属イオンの置換により多様な

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%83%AD%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/YAG
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AA%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%97%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B5%81%E4%BD%93%E6%A9%9F%E6%A2%B0
http://www.weblio.jp/content/%E5%A1%91%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://www.weblio.jp/content/%E5%8A%A0%E7%86%B1
http://www.weblio.jp/content/%E5%86%85%E9%83%A8
http://www.weblio.jp/content/%E5%86%85%E9%83%A8
http://www.weblio.jp/content/%E6%B8%9B%E5%B0%91
http://www.weblio.jp/content/%E9%81%8E%E7%A8%8B
http://www.weblio.jp/content/%E7%B6%9A%E3%81%84%E3%81%A6
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://www.weblio.jp/content/%E5%86%85%E9%83%A8
http://www.weblio.jp/content/%E3%81%A8%E3%81%A8%E3%82%82%E3%81%AB
http://www.weblio.jp/content/%E5%90%84%E3%80%85
http://www.weblio.jp/content/%E6%A0%B8
http://www.weblio.jp/content/%E6%AC%A1%E7%AC%AC
http://www.weblio.jp/content/%E6%AC%A1%E7%AC%AC
http://www.weblio.jp/content/%E6%88%90%E9%95%B7
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://www.weblio.jp/content/%E7%8F%BE%E8%B1%A1
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変形が可能なもの。 

 

[し] 

 

磁化法 

試料の磁化(M)を測定することで超電導体や磁性材料の電磁気特性を評価する方法。

 

磁気顕微鏡 

SQUID やHall 素子などの微尐な磁気センサを用いて試料表面を走査し、磁束分布を像として得る顕微法を

指す。量子化磁束挙動など直接的な磁束の測定に加え、電流印加時の自己磁界分布を観測することで、ビオ

サバールの逆変換により試料表面のシート電流密度ベクトルを得ることが出来る。 

 

磁気装荷 

電気機械の出力は磁気装荷と電気装荷の積に比例する．磁気装荷は鉄心に磁束を通すために必要な磁気回路

に相当する。 

 

自己磁場 

導体に通電することにより導体周囲に発生する磁場。 

 

磁束ピン止め点 

量子化磁束が第二種超電導体の内部にある非超電導相、ひずみ、不純物などの常電導部分に捕捉され、ピン

で止めたように動かなくなる現象を磁束のピン止めと呼び、補足する常電導部をピン止め点と呼ぶ。第二種

超伝導体において、外部磁場が臨界磁場Hc1とHc2の間にあるときに起こる。 

 

磁束密度 

単位面積当たりの磁束の面密度のこと。単に磁場と呼ばれることも多い。記号 B で表され、透磁率 μ と磁

場の強さ H の積である。磁場はベクトル量であるので、磁束密度もまたベクトル量である。単位はテスラ(T)、

もしくはウェーバ毎平方メートル（Wb/m2）。 

 

ジュール損失 

電気抵抗 R [Ω] の物体に、 I [A] の電流を t 秒間流したときに発生する損失Q(発熱)。Q=RI2t 

 

衝撃波 

気体中を伝播する、圧力などの不連続な変化のこと。圧力波の一種。 

 

焼結 

仮焼を終えた粉末を用い金型等でプレス成形し、粉体の固相拡散、ネック部の成長、結晶粒界の移動などに

よって連結したバルク材料を得る熱処理。MOD 法のYBa2Cu3O7-δの結晶化処理は本焼という。 

 

蒸着 

金属または非金属材料を高真空中で加熱等により蒸発させて、ガラス、水晶板、へき開した結晶、金属など

の基板表面に薄膜として凝着させること。 

 

蒸発潜熱 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%9D%9F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%BA%8C%E7%A8%AE%E8%B6%85%E4%BC%9D%E5%B0%8E%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%B8%E4%BC%9D%E5%B0%8E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%94%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%94%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%A8%E7%95%8C%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%8D%98%E4%BD%8D%E9%9D%A2%E7%A9%8D&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%9D%9F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AF%86%E5%BA%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%8F%E7%A3%81%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/SI%E7%B5%84%E7%AB%8B%E5%8D%98%E4%BD%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%86%E3%82%B9%E3%83%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E6%8A%B5%E6%8A%97
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%9A%E3%82%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%B5%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A7%92
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%9C%A7%E5%8A%9B%E6%B3%A2&action=edit&redlink=1
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物質が蒸発するときに必要とされる熱エネルギーの総量。潜熱には融解に伴う融解熱と、蒸発に伴う蒸発熱

（気化熱）がある。潜熱の概念は 1750 年にジョゼフ・ブラックが導入した。液体から気体に相転移するとき

には吸熱が起こる。 

 

除害装置 

人体や環境に有害な物質成分を除去する装置。 

 

シリンダ巻 

円筒状の巻き枞に長尺材料等を螺旋状に巻くこと。 

 

人工ピン (Artificial Pinning Center : APC) 

単結晶も含めた全ての高温超電導体において、混合状態でも電気抵抗がゼロになるという事象はピンニング

センターとして作用する欠陥が存在することを示している。特に Y 系超電導薄膜では、膜中に自然に形成さ

れる欠陥(転位、結晶粒界、不純物等)がピンニングセンターとして高密度で存在することにより高い磁場中特

性を実現している。人工ピンは，さらに優れた磁場特性を得るために Y 系超電導薄膜中に人工的な結晶欠陥

を導入、制御することでピンニングセンターとして機能させる手法で，特に高温で有効である。 

 

浸漬冷却（しんしれいきゃく） 

液体ヘリウムなどの沸点にある液体冷媒に超電導体を直接浸して冷却する方法。コイルを周囲から冷却する

ため、温度を均一に保持しやすく、ポンプなどの特別な設備も必要としないため、構造が単純になるなどの

特長がある。 

 

伸線 

塑性加工法のひとつで、太径線材を線引き加工により細径線材に縮径加工すること。主に丸線のダイス引き

抜き加工を指し、圧延加工と区別している。 

 

[す] 

 

スカラーポテンシャル 

電磁場に対して、電場をその勾配として導くポテンシャルを、磁場を導くベクトル-ポテンシャルと区別して

スカラーポテンシャルと呼ぶ。 

 

スキュー 

磁気回路を軸方向に斜めになるように配置することにより、急激な磁束の変化を抑制すること。 

 

スタイキャスト TM 

Emerson & Cuming 社が製造するエポキシ樹脂系の接着剤。特に型番 2850-GT など、絶縁性に優れ、熱伝

導率が大きく熱膨張係数が比較的小さいものは低温応用分野で良く利用される。 

 

スパッタリング (Sputtering) 

原子あるいはイオンを固体(ターゲット)表面に衝突させた際に、その個体表面原子が外部に放出される現象を

いい、この放出された原子を対向する基板に堆積することにより薄膜を形成する。種々の材料を比較的容易

に作製でき、回路素子構成等のための技術として工業的に積極的に利用されている。スパッタリングの手法

として、マグネトロンスパッタリング、高周波(RF)スパッタリングなどがある。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E8%A7%A3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E8%A7%A3%E7%86%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%92%B8%E7%99%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%92%B8%E7%99%BA%E7%86%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%92%B8%E7%99%BA%E7%86%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/1750%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%82%BC%E3%83%95%E3%83%BB%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%83%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%97%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9B%B8%E8%BB%A2%E7%A7%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%B8%E7%86%B1
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E5%8B%BE%E9%85%8D
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%9D%E3%83%86%E3%83%B3%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB
http://www.weblio.jp/content/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%99%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%AB-%E3%83%9D%E3%83%86%E3%83%B3%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB
http://www.weblio.jp/content/%E5%8C%BA%E5%88%A5
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[せ] 

 

脆性（ぜいせい） 

物質のもろさを意味し、変形をほとんど起こさずに破壊する性質のこと。対語としてじん性(靭性)と展延性

がある。 

 

[そ] 

 

走査型電子顕微鏡 (Scanning Electron Microscope、SEM） 

電子顕微鏡の一種である。電子線を絞って電子ビームとして対象に照射し、対象物から放出される二次電子、

反射電子、透過電子、X 線、カソードルミネッセンス（蛍光）、内部起電力等を検出する事で対象を観察する。 

 

相図 

物質や系（モデルなどの仮想的なものも含む）の相と熱力学的な状態量との関係を表したもの。状態図とも

呼ばれる。 

 

[た] 

 

ターゲット 

スパッタリング法やレーザーPLD 法においては、プラズマ放電やイオンガンで発生した Ar イオン等を電界

で加速し高エネルギー化して、蒸着したい元素や化合物からなる固体の蒸着原料に照射することで、蒸着粒

子を蒸着原料から弾きだし基材上に堆積させる。この固体蒸着原料をターゲットと呼ぶ。 

 

ターゲット機構 

レーザ蒸着法等において、ターゲットはレーザ光等が照射された部分から蒸発する。その結果、ターゲット

表面でその部分だけがえぐれ凹凸が生じやすい。ターゲット表面に大きな凹凸が生じると成膜条件が変化す

る等の悪影響が生じるため、長時間安定して均質な膜を成膜するためには、レーザ光がターゲット全面に平

均してあたるように、ターゲットを回転・並進移動する等の駆動制御機構。 

 

第 1 次エネルギ 

石油、天然ガス、石炭、水力など、自然界にあるままの形状で得られるエネルギ。これに対して、電気、ガ

ソリン、など加工され使いやすしたエネルギを第二次エネルギという。 

 

ダンパーシールド 

変動磁界により誘起される渦電流を活用して侵入しようとする変動磁界を減衰させ、回転子内部への

外部変動磁界の侵入を防ぐ電磁遮蔽シールド。 

 

[ち] 

 

置換 

結晶内部に結晶を構成する原子とは異なる種類の原子を添加し、結晶構造を維持したまま元の原子を置き換

えること。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
http://kotobank.jp/word/%E5%A4%89%E5%BD%A2
http://kotobank.jp/word/%E7%A0%B4%E5%A3%8A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%98%E3%82%93%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B1%95%E5%BB%B6%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B1%95%E5%BB%B6%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E9%A1%95%E5%BE%AE%E9%8F%A1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E4%BA%8C%E6%AC%A1%E9%9B%BB%E5%AD%90&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%8F%8D%E5%B0%84%E9%9B%BB%E5%AD%90&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%80%8F%E9%81%8E%E9%9B%BB%E5%AD%90&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/X%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9B%8D%E5%85%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9B%B8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8A%B6%E6%85%8B%E9%87%8F
http://eco.goo.ne.jp/word/energy/S00089.html
http://eco.goo.ne.jp/word/ecoword/E00501.html
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90
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窒素 

原子番号 7 の元素、元素記号はN 。空気中に約 78.08 %含まれる。一般に「窒素」という場合は、窒素の単

体である窒素分子（窒素ガス、N2）を指すことが多い。窒素分子は常温では無色無臭の非常に安定な気体。

液化した窒素分子（液体窒素）は空気中から分離採取される。沸点 77K，凝固点 63K であり高温超電導体の

冷却に広く用いられる。 

 

チャンバー 

減圧、酸化性、還元性、不活性ガス等の雰囲気を制御するための真空容器。チェンバーと呼ぶこともある。 

 

中間層 

基板と超電導層の間にあり、線材作製プロセスにおける加熱処理における基板と超電導層との反応を防ぐ役

割を持つ。また中間層配向型線材においてはプロセス制御により中間層を配向させる。かつ中間層の結晶配

向性、平坦性などはその上にのる超電導層の結晶配向、超電導特性に大きく影響を与える。 

 

超電導体 

ある条件の下で電気抵抗がゼロとなる物質。ある条件とは臨界温度、臨界磁場、臨界電流密度を超えない範

囲を指す。超電導体は，完全導電性、完全反磁性(マイスナー効果)、磁束の量子化、ジョセフソン効果などの

他に類を見ない特性を示すため，希尐金属使用料削減や省エネルギ技術など様々な応用が期待されている。

また，高温超電導は 25 K(ケルビンは絶対温度の単位で、0K=-273℃)以上に臨界温度(Tc)をもつ物質で，主に

銅酸化物系材料である。  

 

[つ] 

 

[て] 

 

定常伝熱 

ある場所の温度が時間的に変化しない状態での伝熱。 

 

ディスプロシウム 

元素記号Dy (dysprosium) 、原子番号 66、希土類元素の 1 つ（ランタノイドにも属す）。産出地がきわめ

て偏在しており、現在ほとんどが中国で産出されている。銀白色の金属で、常温、常圧で安定な結晶構造は

六方最密充填構造 (HCP)。比重 8.56g/cm3、融点 1407 °C、沸点 2562 °C。 

低温では強磁性を示し強磁性転移温度 TN は−188 °C (85 K) である。近年はネオジム磁石の保磁力を高める

ための添加物としての利用が急増しており、安定供給の確保に懸念が生じている 

 

テトラヒドロフラン 

Tetrahydrofuran(THF)。飽和の 5 員環に酸素を 1 つ含んだ環状エーテル化合物。芳香を持つ無色の液体で、

テトラメチレンオキシド、オキソラン、オキサシクロペンタンとも呼ぶ。 

 

転位導体 

複数本の平角導体の位置を、長手方向に対し一定ピッチで順次入れ替える構造を持つ導体。転位によ

り、素線となる平角導体間の鎖交磁束を打ち消されるため、平角導体同士の電流が均一になるととも

に、遮蔽電流が誘起されないため低損失でもある。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0%E8%A8%98%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%98%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%98%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%B8%E6%B8%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%97%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B6%B2%E4%BD%93%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%B8%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E7%A3%81%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B1%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E7%A3%81%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%85%B8%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%92%B0%E7%8A%B6%E3%82%A8%E3%83%BC%E3%83%86%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B6%B2%E4%BD%93
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電機子 

整流子機や同期機を発電機や電動機として使用するときに、界磁と相互作用させトルク（回転力）を

得るための磁界を発生させるものである。現在想定している同期超電導モータの場合、直流一定磁界

を発生する回転超電導界磁子に対し、周囲の固定電機子は、３相交流通電により回転磁界を発生させ、

界磁子との反発、吸引作用により、超電導界磁子を回転させる。 

 

電気装荷 

電気機械の出力は磁気装荷と電気装荷の積に比例する．電気装荷は巻線に電流を通すために必要な電気回路

に相当する。 

 

電子顕微鏡 

電子線を用いて試料の拡大像を得る装置。この中には試料を透過した電子を電子レンズを用いて結像する透

過型(TEM)、試料表面で反射した電子を結像する反射型、集束電子線を試料表面上に走査して各走査点から

の２次電子を用いて像をつくる走査電子顕微鏡(SEM)、加熱あるいはイオン照射によって試料から放出され

る電子を結像する表面放出型(電界イオン顕微鏡)などがある。また、入射した電子によって試料から放出され

る特性Ｘ線または試料による電子エネルギ損出スペクトルを用いて微小領域の元素分析を行うこともできる 

 

電磁力 

アンペアが右ネジの法則に関連して電流の流れている二導線間に働く力について、両導線に流れる電流の積

に比例し、両導線の間隔に反比例する力が働くことを発見した。両導線に流れる電流の向きが同方向のとき

は吸引力に反対方向のときは反発力になる。 

 

電動機 

電気エネルギーを機械エネルギーに変換する電気機器、原動機の総称。回転する電動機は、軸を持ち

回転する回転子（ロータ）と、回転子と相互作用 して回転モーメントを発生させる固定子（ステータ）、

回転子の回転を外部に伝える回転軸、回転軸を支える軸受、などから構成される。 

 

伝導冷却 

超電導コイルを冷却する際に、液体ヘリウムや液体窒素などの冷媒や冷凍機などで発生した低温を熱伝導で

超電導コイルまで伝えることにより冷却する方法。 

 

デンドライト 

複数に枝分かれした樹の枝のような形状を有する結晶組織。 

 

電流密度 

電気導体に電界が与えられたときに、単位面積に垂直な方向に単位時間に流れる電気量(電荷)のこと。 

 

[と] 

 

トリフルオロアセテート (TFA:Trifluoroacetate) 

トリフルオロ酢酸(CF3COOH)。酢酸と同様の構造で、炭素と直接結合している水素がフッ素に置き換わった

化合物。溶液原料から超電導線材を作製する際に使用する。 

 

ドラム 
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円柱形状の巻枞、巻胴。 

 

トルクリップル 

モータ回転の際のトルク変動幅。 

 

[な] 

 

ナノボルトメータ 

ナノボルト (1nV=1×10-9V=0.001μV) 領域の微小電圧を測定することができる高分解能精密電圧計。 

 

ナノ粒子 

ナノメートル (1nm=1×10-9m=0.001μm) 領域の微細粒の呼称。 

 

[に] 

 

ニュートン・ラフソン法 

方程式系を数値計算によって解くための反復法による求根アルゴリズムのひとつ。対象とする方程式系に対

する条件は、領域における微分可能性と 2 次微分に関する符号だけであり、線型性などは特に要求しない。 

 

[ぬ] 

 

[ね] 

 

熱電対 

異種金属の 2 接点間の温度差によって熱起電力が生じる現象(ゼーベック効果)を利用した温度センサ。 

 

熱CVD 

化学気相成長法(CVD 法)の一種で、熱分解による生成物や化学反応によって薄膜を形成する手法。 

 

熱伝達係数 

熱伝導において２種類の物質間での熱エネルギーの伝熱を表す値で、熱流束密度を温度差で除したもの。 

 

熱流束 

ある領域を移動する単位面積・単位時間当たりの熱量（W/m2）。 

 

[の] 

 

[は] 

 

バイアス 

動作の基準としてあらかじめ回路に付加しておく電圧・電流・磁気のこと 

 

配向金属基板 

Ni や Ni 基合金に圧延強加工を加えると塑性変形の際に一方向に延ばされた集合組織を形成する。特定の条

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%96%B9%E7%A8%8B%E5%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%8D%E5%BE%A9%E6%B3%95_%28%E6%95%B0%E5%80%A4%E8%A8%88%E7%AE%97%29
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B1%82%E6%A0%B9%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%82%B4%E3%83%AA%E3%82%BA%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B7%9A%E5%9E%8B%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E5%AD%A6%E6%B0%97%E7%9B%B8%E6%88%90%E9%95%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E4%BC%9D%E5%B0%8E
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%86%B1%E6%B5%81%E6%9D%9F&action=edit&redlink=1
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件で再結晶化熱処理する事により、REBCO 超電導体の結晶格子と格子整合性が高い(100)を優先配向させた

組織を作ることができる。 

 

ハステロイ TM  

ニッケル合金の一種で、アメリカのHaynes Stellite Co.で製造している耐熱性ニッケル合金の商品名。組成

は(54.5〜66.5)Ni-(15〜30)Mo-C-Fe(-Cr-W)系。析出硬化型のニッケル基合金に属し、耐酸化性の高いものや

耐熱性が高い金属であるため、腐食性環境や高温環境での使用に向く。イットリウム系複合材料線材の基板

に使用されている。 

 

バッチ式 

1 回に 1 ロットのみの処理を行う方法。batch。 

 

パルスレーザ蒸着法 

→PLD (Pulsed Laser Deposition) 法 

 

ハロゲン 

周期表において第 17 族に属する元素の総称。フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、アスタチン、ウンウンセプチウ

ムがこれに分類される。 

 

パンケーキコイル 

渦巻き状に単層または多層に巻線した形状のコイル。語源は食品のパンケーキ（ホットケーキ）で、円盤状

の外見に由来する。 

 

半値幅（半価幅） 

山形の関数の広がりの程度を表す指標。半値全幅 (full width at half maximum, FWHM) と、その半分の値

の半値半幅 (half width at half maximum, HWHM) とがある。単に半値幅と言うと半値全幅のことが多い。 

 

パンチング加工 

金属等の板を金型で打抜加工して多数の穴を開けること。 

[ひ] 

 

ビスマス系複合材料、ビスマス系線材 

主にBi2Sr2Ca2Cu3O10+δを用いた超電導複合材料線材。超電導臨界温度は-163℃(110K)。 

 

微結晶 

微細な結晶粒、またはそのような結晶粒で構成される多結晶体。定量的な定義は無い。 

 

非晶質 

→ アモルファス  

 

ビーンモデル 

超電導体の臨界状態を電磁気的に記述するモデルで、臨界電流密度を一定としたもの。C. Bean により提案

された。→Magnetization of Hard Superconductors, C.P. Bean, Phys. Rev. Lett. 8, 250 (1962) 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%91%A8%E6%9C%9F%E8%A1%A8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%83%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A1%A9%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AD%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A8%E3%82%A6%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%81%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%83%B3%E3%82%A6%E3%83%B3%E3%82%BB%E3%83%97%E3%83%81%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%83%B3%E3%82%A6%E3%83%B3%E3%82%BB%E3%83%97%E3%83%81%E3%82%A6%E3%83%A0
http://www.weblio.jp/content/%E6%B8%A6%E5%B7%BB%E3%81%8D
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%98%E5%B1%A4
http://www.weblio.jp/content/%E5%A4%9A%E5%B1%A4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%A2%E6%95%B0_%28%E6%95%B0%E5%AD%A6%29


プロジェクト用語集 - 14 

 

[ふ] 

 

プラズマ 

気体を構成する分子が部分的に、または完全に電離し、陽イオンと電子に別れて自由に運動している状態 

 

プルーム (アブレーションプラズマ) 

ターゲット等の固体材料に強度のレーザや粒子ビーム等を照射した際、材料を構成する元素が様々な形態(原

子、分子、イオン、クラスタ等)で爆発的に放出され、表面上にプラズマが形成される。レーザアブレーショ

ン法は、固体ターゲットに大出力のパルスレーザ(エキシマレーザ等)を照射することにより、プルームと呼ば

れるアブレーションプラズマを生成させる方法であるが、このアブレーションプラズマ中に含まれる粒子は，

再結合や雰囲気ガスとの衝突･反応などにより状態を変化させながら、対面に位置している基板へと移動する。

この際に生じる発光をプルームという。基板に到達した粒子は、基板上を拡散し、安定なサイトに落ち着い

て薄膜を形成する。 

 

[へ] 

 

ベクトルポテンシャル 

磁場に対して定義される位置の関数で、その微分を通して磁場を与えるベクトル量。 

 

ベッド層 

IBAD-MgO 法では、MgO 層を配向させるためにY2O3, GZO などの特殊なアモルファス状態の下地層が必要

であることがわかっている。この層をMgO のためのベッド層と言う。 

 

ヘリウム 

分子量 2 の単原子分子。元素記号 He。 極めて安定であり他の物質と化学反応を起こすことはない。沸点が

4.2K とあらゆる物質中で最も低く，極低温冷凍機の動作ガスとして用いられる。天然ガス中から分離採取さ

れるが日本は全量を米国から輸入している。 

 

[ほ] 

 

飽和磁化 

強磁性体に磁場をかけると磁場に沿った磁化を持つ磁区が拡大し、それ以外の磁区が縮小するように磁壁が

移動する。その結果磁場に沿った磁化が打ち消されなくなり、物 質全体と磁化が生じる。ある程度より強い

磁場をかけると物質内がただ 1 つの磁区となるため、それ以上磁化が増えなくなる。この時の磁化を飽和磁

化という。 

 

ホール素子 

磁界を測定する為の一般的なセンサで、電流に垂直に磁場をかけると電流と磁場の両方に直交する方向に起

電力が現れるホール効果を利用して磁界を検出する。 

 

ホール素子法 

ホール素子アレーによって、線材に侵入する磁場を測定し、その分布から臨界電流値を求めるものである。

電極を用いた直接通電ではないので、非破壊測定が可能な点にメリットがある。これを応用した、TapestarTM

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%86%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E9%9B%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%99%BD%E3%82%A4%E3%82%AA%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90
http://www.weblio.jp/content/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E4%BD%8D%E7%BD%AE
http://www.weblio.jp/content/%E9%96%A2%E6%95%B0
http://www.weblio.jp/content/%E5%BE%AE%E5%88%86
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9A%E3%81%97%E3%81%A6
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9A%E3%81%97%E3%81%A6
http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%8E%E3%81%88
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%99%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%AB%E9%87%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E7%A3%81%E6%80%A7
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装置(THEVA 社商標)がある。 

 

ホットウォール 

反応室全体を加熱する方式。基板台のみを加熱して反応室は冷却する方式はコールドウォール型と呼ぶ。 

 

保護層 

狭義には、イットリウム系複合材料の超電導層の表面に形成する銀などの金属層のこと。この低抵抗金属層

は、熱的・電磁気的な「安定化材」の機能と同時に、超電導層の機械的・化学的保護機能を担うことから保

護層と呼んでいる。 

 

保磁力 

磁化された磁性体を磁化されていない状態に戻すために必要な反対向きの外部磁場の強さをいう。 抗磁力

とも呼ぶ。 

 

本焼 

原料に含まれる炭酸や硝酸を離脱させる「仮焼」に対し、所定の酸化物等を合成するための熱処理を指す。 

 

[ま] 

 

膜沸騰 

液体中の伝導面の全面が沸騰した蒸気の膜で覆われ、やがてその蒸気膜と液体との接触面から直接に沸騰を

始める状態。 

 

マルチターン 

Reel-to-Reel を用いたPLD による成膜を行う際、ガイドリールを用いて基板加熱ヒータに基板を複数回巻き

まして成膜を行う手法。成膜レートと材料収率の向上を目的としている。 

 

マルチターン・マルチプルーム法 (MTMP 法) 

複合材料製造速度の高速化を実現するために、蒸着エリアに複数のプルームを立て、一本の配向中間層付き

基材テープを螺旋状に複数回通す方式。 

 

マルチプルーム 

Reel-to-Reel を用いたPLD による成膜を行う際、レーザの発振周波数と光学系のミラーを同期させてスキャ

ンすることで、見掛け上複数のプルームを線材長手方向及び幅方向に発生させる手法。PLD 法による成膜で

は、一般的にレーザ発振周波数が高い程単位時間あたりに基板表面に到達する粒子数が多くなるため製造速

度は向上する。しかしながら、単位面積当たりの過飽和度が高くなるため結晶成長時において核生成頻度が

高くなり、膜表面の粗れ、a 軸配向粒の増加、結晶面内及び面外配向度の低下等の要因となり膜の特性は劣

化する。そのため、高いレーザ発振周波数を用いた高製造速度と、膜の高特性を両立させるためマルチプル

ームが用いられる。 

 

[み] 

 

[む] 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%80%A7%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%AD%E9%85%B8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A1%9D%E9%85%B8
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[め] 

 

メッシュ 

計算格子（英: computational mesh）とも呼ばれ、コンピュータを用いて計算を行う際の分割単位のこと。

解析対象をメッシュと呼ぶ細かな要素に分割し、その要素の集まりとして全体の形状を表現する。メッシュ

の形状は 2 次元であれば三角形や 4 角形、3 次元であれば 4 面体や 6 面体など、数学的に表現できる単純な

形である。 

 

[も] 

 

[や] 

 

[ゆ] 

 

有機金属化合物（有機金属塩） 

アルキル基のような炭化水素基や一酸化炭素などが直接の金属—炭素結合によって、金属原子と結合した化

合物（金属塩）をいう。 

 

有機酸塩 

有機酸と金属イオンが結合してできた塩(化合物)。 

 

有機酸塩堆積法（MOD; Metal Organic Deposition) 

有機金属化合物を原料として、アモルファス状の活性な前駆体を基板表面に形成し、これを熱処理し結晶化

することにより超電導相を得るための手法。イットリウム系複合材料作製において用いられる有機金属化合

物としては、オクチル酸塩、TFA 金属塩などがある。 

 

有限要素法 

数値解析手法の一つで、解析的に解くことが難しい微分方程式の近似解を数値的に得る方法の一つである。

方程式が定義された領域を微小領域（要素）に分割し、各微小領域における方程式を比較的単純で共通な補

間関数で近似する。構造力学、流体力学、電磁気、熱伝達などの分野で広く使われている。 

 

誘導機 

交流電動機のひとつで、 固定子の作る回転磁界により、電気伝導体の回転子に誘導電流を発生させ滑りに対

応した回転トルクを発生する回転機。 

 

誘導結合プラズマ分光分析(ICP) 

気体に高電圧をかけることによってプラズマ化させ、さらに高周波数の変動磁場によってそのプラズマ内部

に渦電流によるジュール熱を発生させることによって得られる高温のプラズマを利用した分光分析。サンプ

ルを原子単位で熱励起し、これが基底状態に戻る際の発光スペクトルから元素の同定・定量を行う方法 

 

[よ] 

 

洋上大型風力発電 

海上に風力発電機を設置することを洋上風力発電（オフショア風力発電、海上風力発電、海洋風力発電）と

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8B%B1%E8%AA%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BF
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E5%8E%9F%E6%96%99
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%A2%E3%83%A2%E3%83%AB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%B9
http://www.weblio.jp/content/%E6%B4%BB%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E5%89%8D%E9%A7%86%E4%BD%93
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E5%BD%A2%E6%88%90
http://www.weblio.jp/content/%E7%86%B1%E5%87%A6%E7%90%86
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E5%8C%96
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E5%8C%96
http://www.weblio.jp/content/%E8%B6%85%E9%9B%BB%E5%B0%8E
http://www.weblio.jp/content/%E6%89%8B%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E4%BD%9C%E8%A3%BD
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/TFA
http://www.weblio.jp/content/TFA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%95%B0%E5%80%A4%E8%A7%A3%E6%9E%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BE%AE%E5%88%86%E6%96%B9%E7%A8%8B%E5%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%9C%E9%96%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%9C%E9%96%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A7%8B%E9%80%A0%E5%8A%9B%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%A4%E6%B5%81%E9%9B%BB%E5%8B%95%E6%A9%9F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BA%E5%AE%9A%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%9B%9E%E8%BB%A2%E7%A3%81%E7%95%8C&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E4%BC%9D%E5%B0%8E%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%9E%E8%BB%A2%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%AA%98%E5%B0%8E%E9%9B%BB%E6%B5%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8C%E6%9C%9F%E9%80%9F%E5%BA%A6#.E6.BB.91.E3.82.8A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%AB%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%BA%E3%83%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A6%E9%9B%BB%E6%B5%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%AB%E7%86%B1
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呼び、地形や建物による影響が尐なく、より安定した出力の大きな風力発電が可能となる。 

 

ヨーク 

磁気回路を構成する部品で、回転機では外周に配置され適切な磁束分布を形成するとともに、外部へ

の漏れ磁界を遮蔽する。 

 

[ら] 

 

ラジアルギャップ型 

電動機の場合、回転子の周囲に固定子を同軸上に配置し、半径一定の両者のギャップ間でトルクを発

生させ、回転子を回転させる構造。 

 

ラプチャー強度 

クリープ現象において、ある一定の温度と一定のひずみ条件下において、一定の時間で破壊に至る応力。 

 

[り] 

 

リール式 

テープ形状の複合材料を巻き枞リール(Reel)に積層巻きし、テープを送出側から巻取側に連続的に移動させる

方式。 

 

リニアサーボモータ 

回転運動ではなく、直線状に往復運動するモータ(リニアモータ)で、位置や速度等を制御できるサーボ機構

を有する。 

 

リボンヒータ 

帯状の発熱体を絶縁被覆したヒータ。可とう性があるため形状が複雑な容器などに巻き付けて加熱すること

ができる。 

 

粒界拡散 

多結晶体の結晶粒界に沿って原子が拡散する現象。結晶粒界は格子欠陥が結晶粒内より多いため拡散係数が

大きい。 

 

リラクタンス機 

電磁石の吸引力（磁気エネルギーの位置に対する変化）によって発生する力（リラクタンストルク）を利用

する回転機。 

 

臨界温度(Tc) 

温度上昇に伴い超電導状態(電気抵抗ゼロ)から常電導状態(電気抵抗を生じる)へと相転移する温度のこと。 

 

臨界磁場(Hc) 

第一種超電導体では超電導状態から常電導状態へ転移を起こすときの磁場のことを示す。また、第二種超電

導体ではマイスナー状態から混合状態への転移を起こすときの下部臨界磁場(Hc1)、混合状態から常電導状態

へ転移を起こすときの上部臨界磁場(Hc2)の総称のことを示す。 
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臨界電流密度(Jc) 

単位断面積当たりの超電導体に抵抗ゼロで流すことのできる最大の電流値のこと。臨界温度、臨界磁場と並

んで超電導の基本特性を示す３要素の一つで、実用上重要な値。通常 Jcと略す。超電導体の Jcが高ければ、

バルク超電導体に捕捉できる磁場強度が向上する。また、線材では、同じ断面積で大電流が流せるし、同じ

電流値を流すのであれば、線材の断面積、すなわち、線材の量が尐なくてすむ。同じ磁場発生なら、高い Jc

をもつ超電導線で作ったコイルはコンパクトにできる。 

 

[る] 

 

[れ] 

 

レアメタル 

→ 希尐金属 

 

冷間強加工 

塑性変形を利用する加工のうち、常温もしくは再結晶温度未満で行なう塑性加工を冷間加工と呼ぶ。加工度

が高く、歪や格子欠陥を内部に多く残留させるものが冷間強加工である。 

 

励起ガス 

気体レーザーは、励起物質となるガスを封入した励起管と、封入ガスの中に電流を通す電極から構成される。

この気体を励起ガスと呼ぶ。励起されたガスが基底状態および低レベル状態へ戻る際にレーザ光が放出され

る。N2、CO2、F2など代表的な励起ガスである。 

 

励磁率 

電磁石に通電する際の定格電流値に対する通電電流値の比率。あるいは、電磁石に用いた線材の臨界電流値

に対する電磁石の通電電流の割合にも使う。 

 

冷凍機 

対象となる物質から熱を奪い、それを水や空気などに移送する機械または装置の総称。対象物の温度を下げ

る働きをする。熱の輸送に使用すされる冷媒の種類、それを圧縮する方法、膨張により吸熱作用を発生させ

る工程などによっていくつかの冷凍方式に分類される。液体窒素温度冷却においては、スターリング方式、

GM 方式がよく用いられる。 

 

レーザCVD 

レーザによる励起により、原料気相からの析出を効率的に行うCVD 法。従来のレーザCVD は、ナノドット、

ウィスカー、薄膜などの作製に用いられてきたが、東北大学 (後藤孝教授ら) は、結晶配向を制御した高速成

膜が可能な手法を開発した。本手法は、Y 系超電導膜形成法として有望視される。 

 

レーザーアブレーション法 （レーザ蒸着法） 

ターゲットと呼ばれる高温超電導体の塊に高エネルギのレーザを照射し、飛散した粒子を基板上に積層させ

る方法。ターゲット表面層を一気に吹き飛ばすと同時に、基板とターゲットの間に一時的にプラズマを発生

させ、酸素を活性化する。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A1%91%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%8D%E7%B5%90%E6%99%B6
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レーストラック形 

真円を二等分し、その半円の端を直線でつないだ二次元形状。競技場のトラック形状に由来する。代表的な

超電導コイルの巻線形状である。 

 

レーン 

複数のテープを平行に配置する場合の区分。 

 

連成シミュレータ 

二つ以上の場（構造、熱、流体、電場、磁場等）の物理的な連成現象を取り扱い、相互連成場での定常及び

過渡の状態を計算によりシミュレーションするプログラムおよび装置システム。 

連続成膜 

複合材料形成のために長尺金属基板を移動させながら中間層、超電導層、安定化層等を成膜すること。 

 

[ろ] 

 

ロータリポンプ 

油回転真空ポンプとも呼ばれる。回転する内部の羽が気体をかき出すように排気する、真空ポンプの一種で、

到達真空度は 10-1 Pa (10-3 Torr) 程度である。 

 

ロードライン 

電磁石の励磁における、通電電流と磁束密度の関係を示す一次関数。 

 

ロックインアンプ 

増幅機能と特定信号検出(ロックイン)機能を併せ持ったアンプ。特定の周波数の信号を検出して増幅ため、

高感度の信号検出が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9C%9F%E7%A9%BA%E3%83%9D%E3%83%B3%E3%83%97
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%82%B9%E3%82%AB%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%AB
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用語集(英字・ギリシャ文字順) 

 

[A] 

 

Ag 

銀の元素記号。遷移金属元素、原子量 107.9 融点 1235.08K 沸点 2485K。室温における電気伝導率と熱伝

導率、可視光線の反射率は、いずれも金属中で最大である。 

 

[B] 

 

Bi 系複合材料 

ビスマス(Bi)系超電導材料を用いた複合材料。 

 

[C] 

 

CeO2 

酸化セリウム。超電導線材の中間層(IBAD 法)に用いられる。 

 

CVD 法 (Chemical Vapor Deposition) 

CVD 法は化学的気相蒸着法のことで、気相プロセスによる薄膜形成技術の一つ。加熱した基板の表面に薄膜

の原料となるガスを供給して薄膜を堆積させる。この際、原料ガスの化学的反応は基板表面、或いは気相で

生じる場合もある。原子レベルでの多様な微細構造制御と結晶配向制御が可能。被覆性が高く、実用コーテ

ィング法として工業的に広く用いられている。 

 

[D] 

 

Dy 

ジスプロシウム (dysprosium) の元素記号、原子番号 66。希土類元素の 1 つ（ランタノイドにも属す）。産

出地がきわめて偏在しており、現在ほとんどが中国で産出されている。銀白色の金属で、常温、常圧で安定

な結晶構造は六方最密充填構造 (HCP)。比重は 8.56、融点は 1407 °C、沸点は 2562 °C。 

空気中で表面が酸化され、高温で燃焼して Dy2O3 となる。低温では強磁性を示し強磁性転移温度 TN は

−188 °C (85 K) である。近年はネオジム磁石の保磁力を高めるための添加物としての利用が急増しており、

安定供給の確保に懸念が生じている 

 

[E] 

 

[F] 

 

[G] 

 

Gd 

ガドリニウム (gadolinium) の元素記号、原子番号 64。希土類元素の 1 つ（ランタノイドにも属す）で単体

は銀白色（白色）の金属、常温、常圧で安定な結晶構造は、六方最密充填構造 (HCP)。密度 7.9g/cm3、融点

1312 °C、沸点は約 3000 °C。室温以下で強磁性も示しキュリー点は 20 °C (292 K) である。ジャン・マリニ

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E4%BC%9D%E5%B0%8E%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E4%BC%9D%E5%B0%8E%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E4%BC%9D%E5%B0%8E%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%AF%E8%A6%96%E5%85%89%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%8D%E5%B0%84%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0%E8%A8%98%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%B8%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E7%A3%81%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B1%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E7%A3%81%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%8E%E3%82%A4%E3%83%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%B8%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E7%A3%81%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%AA%E3%83%BC%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B1%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%83%9E%E3%83%AA%E3%83%8B%E3%83%A3%E3%83%83%E3%82%AF
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ャック (J.C.G.de Marignac) が 1880 年に発見。語源は、ガドリニウムを分離した鉱石、イットリア鉱石の

主成分イットリウムの発見者である、フィンランドの鉱物学者ヨハン・ガドリン (J.Gadolin, 1760-1852) か

ら。 

 

GdBCO 

YBa2Cu3O7-δ の Y(イットリウム)を希土類元素である Gd(ガドリニウム)で置き換えたイットリウム系超電導

材料。 

 

GM (Gifford-McMahon) 冷凍 

GM(G-M)方式冷凍サイクルは 1950 年代の終わりに Gifford により開発され、ガスの断熱膨張と蓄熱材を用

い、寒冷を発生する方式である。断熱膨張をさせるディスプレーサーの駆動方法には、機械的に駆動する方

法と、作業ガスの圧力差を利用して駆動する方法とがある。GM 方式冷凍サイクルは効率が良いためディス

プレーサーの駆動速度が遅くでき、また、内部に使用しているシールにかかる負荷も軽いため、高性能で信

頼性の高い冷凍サイクルである。 

 

[H] 

 

HastelloyTM 

→ ハステロイ 

 

He  

ヘリウム(Helium)。原子番号 2 の元素。単原子分子として存在し、分子量は 4.00。無色無臭で、最も軽い希

ガス元素である。すべての元素の中で最も沸点が低く、超高圧下でしか固体にならない。沸点は-268.9℃で、

大気圧、0℃での密度は 0.1785kg/m3。空気中に 0.0005％含まれ、天然ガス中に多く含まれるため天然ガス

の液化・分留の過程で作られる。 

 

HF 

フッ化水素（弗化水素、hydrogen fluoride）の分子式。水素とフッ素とからなる無機化合物で、常温では無

色の気体で沸点は 19.54 ℃。毒物。 

 

[I] 

 

IBAD  

Ion Beam Assisted Deposition 法の略。成膜中にイオンビームを材料に適した角度から照射する事により、

無配向の下地に 2 軸配向結晶を成膜する手法で、材料により高速かつ高配向が得られる。金属基板とY 系超

電導体との間に設けられる中間層(YSZ、GZO、MgO 等)を面内配向させる技術。これにより中間層の上に成

膜されるY 系超電導体膜は、十分面内配向したものが得られる。したがって中間層上のY 系超電導体の成膜

手段は、レーザ蒸着法(PLD)でも化学蒸着法(CVD)でも可能となる。 

 

Ic 

→臨界電流 

 

[J] 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AA%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%B1%E7%89%A9%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A8%E3%83%8F%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%AC%E3%83%89%E3%83%AA%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%B4%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%83%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E6%A9%9F%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%92%E7%89%A9
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Jc 

→臨界電流密度 

 

Jc-B 特性 

臨界電流密度(Jc)と磁束密度(B)の関係。超電導体の臨界電流密度は、磁場の大きさに対して減尐する特性を

示す。臨界磁場近くで急激に減尐し、臨界磁場(Bc2)でゼロとなる。 

 

[K] 

 

K 熱電対 

温度を測定するセンサ。異なる二種の金属を接合すると、それぞれの熱電能の違いから接合点を異なる温度

に応じた電圧が発生し一定の方向に電流が流れる。異種金属の 2 接点間の温度差によって熱起電力が生じる

現象（ゼーベック効果）を利用した温度センサ。JIS によりアルファベットで識別され、アルメル合金とク

ロメル合金を接合した熱電対を K 熱電対と呼ぶ。K 熱電対の他に、R 熱電対(白金ロジウム合金（ロジウム

13%）と白金)、T（銅とコンスタンタン合金）などがある。 

 

[L] 

 

LCVD 

→レーザCVD（Laser CVD の略称）。 

 

[M] 

 

Maxwell 方程式 

電磁場のふるまいを記述する古典電磁気学の基礎方程式。マイケル・ファラデーが幾何学的考察から見出し

た電磁力に関する法則から 1864 年にジェームズ・クラーク・マクスウェルが数学的形式として整理し導いた。

マクスウェル-ヘルツの電磁方程式、電磁方程式などとも呼ばれる。 

 

MgO 

酸化マグネシウム、マグネシアともいう。無色の立方晶系結晶。空気中に放置すると水、二酸化炭素を吸収

し、徐々に水酸化炭酸マグネシウムになる。代表的塩基の一つで一般には炉材、耐熱材の重要成分である。 

 

Mo 

モリブデン (molybdenum) の元素記号。 は原子番号 42 の元素でクロム族元素の 1 つ。銀白色の硬い金属

（遷移金属）。常温、常圧で安定な結晶構造は体心立方構造で、密度は10.28g/cm3、融点2620 °C、沸点4650 °C。 

 

MOCVD 法 

有機金属気相成長法(Metal Organic Chemical Vapor Deposition）。原料として有機金属やガスを用いた

CVD(Chemical Vapor Deposition)法。 →CVD 法 

 

MOD 法 (Metal Organic Deposition) 

→ 有機酸塩堆積法 

 

mol 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E9%9B%BB%E8%83%BD
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%86%B1%E8%B5%B7%E9%9B%BB%E5%8A%9B&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BC%E3%83%BC%E3%83%99%E3%83%83%E3%82%AF%E5%8A%B9%E6%9E%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%99%BD%E9%87%91
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%99%BD%E9%87%91
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E7%A3%81%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E7%A3%81%E6%B0%97%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9F%BA%E7%A4%8E%E6%96%B9%E7%A8%8B%E5%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%82%B1%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%A9%E3%83%87%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/1864%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%A0%E3%82%BA%E3%83%BB%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%83%9E%E3%82%AF%E3%82%B9%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0%E8%A8%98%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%83%AD%E3%83%A0%E6%97%8F%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%93%E5%BF%83%E7%AB%8B%E6%96%B9%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%B8%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%AD%A6
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国際単位系(SI)における物質量の単位で SI 基本単位の一つで、0.012kgw の炭素 12 の中に存在する原子の数

と等しい構成要素を含む系の物質量である。1 モルに含まれる要素粒子の数は、要素粒子の種類にかかわら

ず一定（約 6.02×1023個＝アボガドロ数）である。 

 

MPa 

メガパスカル(1×106Pa)。 →Pa 

 

MRI  

Magnetic Resonance Imaging の略称、磁気共鳴イメージング。磁界中に置かれた原子核が特定の周波数で

共鳴する現象(NMR、Nuclear Magnetic Resonance、核磁気共鳴)を利用し、生体内部の生理現象を画像化す

る方法。 

 

ｍT 

ミリテスラ(1×10-3T)。→ T 

 

[N] 

 

NAVY 

アメリカ海軍(the United States Navy、the U.S.Navy）、語源はラテン語の navis。Office of Naval 

Research(ONR)はアメリカ政府が長期的視野に立った科学技術政策のもとで海軍省に設置した海軍研究事

務所で、海軍研究所(Naval Research Laboratory)を有する。 

 

NbTi 

代表的な金属系超電導材料のひとつで、ニオブ(Nb)とチタン(Ti)の比率がほぼ 1:1 の合金。臨界温度 9.3K、

臨界磁場@4.2K、11.4T を持つ。NbTi 超電導材料は塑性加工性に優れるため、銅や銅合金の中に NbTi 超電

導体の極細フィラメントが多数埋め込まれツイスト(捩り）加工された線材として使用される。 

Nd 

ネオジム (neodymium) 。原子番号 60 の金属元素。希土類元素のひとつで、ランタノイドにも属する。銀白

色の金属で、常温、常圧で安定な結晶構造は、複六方最密充填構造（ABAC スタッキング）。密度 7.0g/cm3、

融点 1,024 °C、沸点 3,027 °C。ネオジムの用途で特に重要なのは、強い磁力を持った永久磁石を生産するた

めに使用されることである。ネオジム、鉄、ホウ素の化合物 (Nd2Fe14B) は、大変強力な永久磁石である。

ネオジムを含む希土類元素の生産量は中国が約 98 %を占めるが、その埋蔵量は 30 %程度である。 

 

Nd:YAG レーザ 

YAG(yttrium-aluminium-garnet)の結晶を製造する過程でイットリウムを数%のネオジム（Nd）でドープ（添

加）した結晶を用いるYAG レーザー。 

 

Nd-Fe-B 系永久磁石 

ネオジム(Nd)､鉄(Fe)、ホウ素(B)を主成分とする希土類永久磁石で、磁束密度が高く、非常に強い保磁力を

持つが高温では熱減磁を生じやすい。主相は Nd2Fe14B で、希尐金属であるジスプロシウム(Dy)を添加する

ことで熱減磁が改善される。1984 年に日本で発明された。 

 

Ne 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%8D%98%E4%BD%8D%E7%B3%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA%E9%87%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%98%E4%BD%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/SI%E5%9F%BA%E6%9C%AC%E5%8D%98%E4%BD%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%AD%E7%B4%A012
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90
http://ejje.weblio.jp/content/Naval+Research+Laboratory
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%8E%E3%82%A4%E3%83%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%8D%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%B8%E7%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%B8%E4%B9%85%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9B%E3%82%A6%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/YAG
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AA%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/YAG%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%82%B6%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9B%E3%82%A6%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%9D%9F%E5%AF%86%E5%BA%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%B8%9B%E7%A3%81&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%82%B9%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B7%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/1984%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
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ネオン(Neon)、原子番号 10 の元素。単原子分子として存在し、分子量は 20.18。常温常圧で無色無臭の気体。

融点－248.7℃、沸点-245.9℃。大気圧、0℃での密度は 0.8999kg/m3。空気中に 18.2ppm 含まれ、希ガスと

してはアルゴンに次ぐ。空気を液化・分留して作られる。 

 

Ni 

ニッケル (nickel) 、原子番号 28 の金属元素で鉄族に属する遷移元素のひとつである。銀白色の金属で鉄族

に分類され、原子量約 58.69、常温で安定な結晶格子は面心立方構造 (fcc) 。 

 

n 値  

超電導線材の電流－電圧特性を、電流を横軸として両対数グラフ化した場合の傾き。ｎ値が大きいほど、電

流の増加に伴う電圧の発生が急激に起こる。 

 

[O] 

 

[P] 

 

Pa 

パスカル(Pa)、国際単位系(SI)の圧力・応力の単位である。1Pa は 1 平方メートル（m2）の面積につき 1 ニ

ュートン（N）の力が作用する圧力または応力と定義される。1 気圧は約 0.1MPa。 

 

PLD (Pulsed Laser Deposition) 法 

パルスレーザー蒸着法。物理気相蒸着法の一種で、真空チャンバー内のターゲット(酸化物の焼結体等)に高出

力のパルスレーザ(エキシマレーザ等)を断続的に照射し、ターゲットをアブレーションすることにより爆発的

に放出されるイオン、クラスタ、分子、原子等を、ターゲットに対向して設置された基板上に堆積させて成

膜を行う手法。比較的ターゲットと膜の組成ずれが尐なく、高特性の膜を得易い手法として知られている。 

 

[Q] 

 

[R] 

 

RABiTSTM 

Rolling Assisted Bi-axially Textured Substrate の略称。金属テープの結晶粒を 2 軸配向させる手法で、Ni

やNi 合金に圧延加工と熱処理を繰り返し、再結晶過程を利用して金属テープ自体を結晶配向させる方法。配

向金属基板参照。 

 

Reel to Reel 

PLD 法、MOD 法による線材作製において、長尺基板上に成膜する際、左右のリールで送り・巻き取りを行

い、基板を動かしながら成膜を行う手法。リール式。 

 

Reel to Reel 式焼成 

特に、MOD 方式での仮焼、本焼で用いた際の合成プロセスの呼称。超電導膜作製法の１つであるMOD(Metal 

Organic Deposition)プロセスにおいて、一般に用いられている。予め熱処理パターンが設定された炉内に、

送り出しリールでテープを通し連続的に巻取りリールで巻き取る方式。長尺化に有利であることに加え、装

置をコンパクトに出来る等の利点がある。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%95%AA%E5%8F%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%85%83%E7%B4%A0
http://www.weblio.jp/content/%E9%89%84%E6%97%8F
http://www.weblio.jp/content/%E5%B1%9E%E3%81%99
http://www.weblio.jp/content/%E9%81%B7%E7%A7%BB%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84%E6%97%8F%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%84%E6%97%8F%E5%85%83%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E9%87%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A0%BC%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%A2%E5%BF%83%E7%AB%8B%E6%96%B9%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%8D%98%E4%BD%8D%E7%B3%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%A7%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BF%9C%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%98%E4%BD%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%B3
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RE 

レアアース(Rare Earth)の略。 → 希土類元素 

 

RE 系超電導線材 

「次世代高温超電導線材」と呼ばれるYBa2Cu3O7-δ(YBCO)に代表されるREBa２Cu3O7-δ系(RE : rare earth，

希土類酸化物Gd，Sm，Er，Nd 等)超電導線材。RE 系超電導体はRE(希土類)元素をイオン半径の大きいネ

オジム(Nd)、サマリウム(Sm)等としたもので、臨界温度 Tcや高磁場での臨界電流密度 Jcがイットリウム(Y)

とした系に比べ優れており、液体窒素温度(77 K)での高磁場応用にとって重要な材料である。これらは、磁

場中での臨界電流(Ic)・臨界電流密度(Jc)が高く、また，Bi 系線材のような貴金属(銀)シースを不要とする構造

であるため低コスト化が可能であり、さらに線材の構造上後加工が容易なため、モータ、発電機、超電導ケ

ーブル、変圧器、SMES 等の産業応用に対し極めて有望な高温超電導線材である。 

 

RM 

Rare Metal の略語。→ レアメタル。 

 

[S]  

 

Sm-Co 磁石 

サマリウム(Sm)元素とコバルト(Co)元素で構成されている1970年代に開発された希土類永久磁石。Nd-Fe-B

系永久磁石に次ぐ磁力を持つが、ネオジム磁石の方が価格が安く磁気特性に優れる。ただし磁性がなくなる

温度であるキュリー温度が Sm-Co 磁石では 700 度から 800 度と非常に高く、350℃程度までの高温用途で使

われる。 

 

SrTiO3 

チタン酸ストロンチウム。ストロンチウム(Sr)とチタン(Ti)の複合酸化物で、ペロブスカイト構造をとる化合

物。単結晶基板は高温超電導体のエピタキシャル成長用途に使用される 

 

[T] 

 

T(テスラ) 

テスラ(tesra)は国際単位系（SI）の磁束密度の単位でCGS 単位系に基づくガウスを SI 単位系に置き換える

ために定められた。1 テスラ(T)は、「磁束の方向に垂直な面の 1 平方メートルにつき 1 ウェーバの磁束密度」

と定義され、ウェーバ毎平方メートル(Wb/m2)に等しい。1T=104G (G:ガウス)。 

 

Tc 

→臨界温度 

 

TFA-MOD 法 

MOD(Metal Organic Deposition)法において、トリフルオロ酢酸塩から得られるトリフルオロ酢酸(TFA)塩

を前駆体として、水蒸気雰囲気中で熱処理することによりY 系超電導相膜を成膜する手法。 

 

THF 

→テトラヒドロフラン 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%9E%E3%83%AA%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%90%E3%83%AB%E3%83%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/1970%E5%B9%B4%E4%BB%A3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%8C%E5%9C%9F%E9%A1%9E%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8D%E3%82%AA%E3%82%B8%E3%83%A0%E7%A3%81%E7%9F%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%AA%E3%83%BC%E6%B8%A9%E5%BA%A6
http://ejje.weblio.jp/content/%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%AD%E3%83%B3%E3%83%81%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ejje.weblio.jp/content/%E3%83%81%E3%82%BF%E3%83%B3
http://ejje.weblio.jp/content/%E8%A4%87%E5%90%88%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%89%A9
http://ejje.weblio.jp/content/%E3%83%9A%E3%83%AD%E3%83%96%E3%82%B9%E3%82%AB%E3%82%A4%E3%83%88%E6%A7%8B%E9%80%A0
http://ejje.weblio.jp/content/%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://ejje.weblio.jp/content/%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%8D%98%E4%BD%8D%E7%B3%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A3%81%E6%9D%9F%E5%AF%86%E5%BA%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E7%90%86%E5%8D%98%E4%BD%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/CGS%E5%8D%98%E4%BD%8D%E7%B3%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AC%E3%82%A6%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%90
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[U] 

 

[V] 

 

[W] 

 

[X] 

 

XRD 

X 線回折（X-ray diffraction）の略称。X 線が結晶格子により回折を示す現象を利用して物質の結晶構造を調

べる方法。結晶内部で原子がどのように配列しているかを知ることができる。X 線結晶構造解析あるいは X

線回折法とも呼ぶ。 

 

[Y] 

 

Y 

→イットリウム 

 

Y (Yttrium) 系超電導導体 

化学式YBa2Cu3O7-δで表される超電導体、および、Yのサイトを他の希土類元素で換えたもので超電導を示す

超電導体を用いて作製した超電導線材、超電導導体。 

 

YAG レーザ 

Nd３＋(ネオジウムイオン)を活性イオンとして含むYAG 結晶(Y３Al５O１２：Yttrium Alminum Garnet)に、励

起光を照射し得られる波長 1064 nm の近赤外光を発振する固体レーザ。YAG レーザは、正式には Nd３＋：

YAG レーザと書くが、一般にはYAG レーザと称されている。固体レーザの中で最も幅広く使用されている 

 

YBCO 

YBa2Cu3O7-δ 

 

YSZ 層 (イットリア安定化ジルコニア層) 

多層構造線材に用いられる中間層の一つ。作製プロセス中に高温加熱処理があり、そのときに基板と超電導

層との反応を防ぐ役割と、ISD 法、IBAD 法において配向を得るために用いられる。中間層の結晶配向は超

電導膜を形成するときの結晶配向性に影響を与える。 

 

[Z] 

 

 

[略記号] 

 

Nd123，Gd123，Dy123，  

RE Ba2Cu3O7-δにおける希土類元素(RE)をそれぞれネオジム(Nd)，ガドリニウム(Gd)，ジスプロシウム(Dy)

とした化合物の略記。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/X%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A0%BC%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%9E%E6%8A%98
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
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[α] 

 

α-Al2O3 

酸化アルミニウム（Al2O3、アルミナ) のうち、菱面体晶のコランダム型構造を有するもの。 

 

[φ] 

 

φスキャン 

結晶の配向性をX線回折により定量的に測定する手法の一つ。あるα軸に固定し、β角スキャンを行った場合

の回折強度の分布をプロットしたものをある極のφスキャンと呼び、面内方向への配向を評価するときに用

いる。α角を固定するために、特に補正の必要がなく回折強度そのものが、極の密度をあらわす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.weblio.jp/content/%E9%85%B8%E5%8C%96%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%83%9F%E3%83%8B%E3%82%A6%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%A7%8B%E9%80%A0
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用語集(数字順) 

  

[0] 

 

[1] 

 

123 系結晶構造 

構成するカチオンの組成比から 123 系と呼称されているYBa２Cu3O7-δあるいはREBa２Cu3O7-δ (RE：希土類

元素)に共通な結晶構造。ペロブスカイト型構造から派生した構造で、Y を挟んで上下に超電導のキャリアが

存在する Cu と O からなる 2 次元正方格子 CuO2面を配置し、さらにその上下に BaO 層を有する。２つの

BaO 層間にも CuO2面を有するが、この面では a 軸方向に酸素が欠損しており、b 軸方向に Cu-O 鎖を形成

していることがわかる。この Cu-O 鎖の酸素原子は、酸素分圧や温度を変化させることで、可逆的に結合・

解離が起こり、その結果、酸素欠損量 δ は約 0〜1 まで変化する。 

 

[2] 

 

2 軸配向 

結晶の a-b 面(a，b 軸)と c 軸の方位を揃えた構造。Y 系超電導は結晶粒界における傾角依存性が大きく，隣

り合う結晶方位のずれが大きいと臨界電流密度が大幅に減尐するため，結晶の方位を揃え，隣接する結晶間

の角度を出来るだけ小さくさせる必要がある。 

 

2 倍波  

レーザ基本波の 2 倍の周波数（波長の 2 分の 1）の総称。YAG レーザの場合は 1064nm の 1/2 で 532nm と

なる。 

 

[3] 

 

[4] 

 

4 倍波  

レーザ基本波の 4 倍の周波数（波長の 4 分の 1）の総称。YAG レーザの場合は 1064nm の 1/4 で 266nm と

なる。 

 

[5] 

 

[6] 

 

[7] 

 

[8] 

 

[9] 

 

以上 
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Ⅰ 事業の位置付け・必要性について 

 １． NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

１ . １ NEDO が関与することの意義 

本研究開発は、「ナノテク・材料分野」に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資

源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものであり、文部

科学省の元素戦略プロジェクトと連携し基礎から実用化までの間隙のない支援体制を確立して

行うもので、我が国の科学技術力の向上という観点からも極めて意義が高いものである。 

よって、政策的な位置付けであること、資源セキュリティに係ること、高度な技術開発が必

要であること、更に開発リスクが非常に高いこと等の観点からＮＥＤＯが推進すべき研究開発

プロジェクトである。なお、府省連携とＮＥＤＯの関係を図Ⅰ -1-1 に、ＮＥＤＯが関与する

ことの意義について、図Ⅰ -1-2 に示す。 
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また、本研究開発項目の政府予算要求書の開発目的には、「超軽量且つ高性能な次世代電気

自動車用モータや、次世代医療診断機器等の実現に向け、イットリウム系複合材料の開発が期

待されている。この開発・製造技術、希少金属であるイットリウムの使用量低減技術等の確立

に向けた研究開発を行い、革新的部材・機器の実現により国際競争力の強化につなげる」とあ

る。本事業はこの目的に沿ったものである。 

 

１ . ２  実施の効果 

本プロジェクトの対象とする希少金属であるインジウム（ In ）、タングステン（W ）、白

金族（ Pt ）、セリウム（ Ce ）、および希土類元素に含まれるディスプロシウム（ Dy ）、

テルビウム（ Tb ）ユウロピウム（ Eu ）は、日本の基幹産業である自動車、電子・電気機器

の開発にとって不可欠なものである。また、日本の資源セキュリティの確保、あるいはハイテ

ク産業を支える高度部材の安定供給による国際競争力の向上の観点からも、これらの代替・低

減技術の開発の波及効果は極めて大きい。 

これら希少金属は産出国が偏在しており、例えば希少金属の中の希土類元素全般では、一位

の中国が９３％のシェアを占め、インド、タイをあわせて９８％の世界シェアを占めている。

また、中国は In で５５％、Wで９０％のシェアを握っており、近年は中国が自国の産業保護

のために資源輸出を制限する傾向にあり、これら希少金属の市場への供給不足と価格高騰を招

いている。 

一方、省資源および省エネルギー、CO2排出削減のために普及が促進され、我が国が世界の

開発競争の先頭を走っているハイブリッドカーや電気自動車には、駆動用のモータとして

Nd-Fe-B系磁石を用いた高性能モータが搭載されており、また、こうした高性能モータは産業

用モータとして広く普及することが見込まれている。 Nd を使用した高性能磁石では、 Nd の

結晶粒界への編析により保磁力の低下を招いていたが、少量の Dy を添加することにより、

Nd の編析を防ぎ保磁力を維持することが出来るようになっている。 Dy は希土類元素の中で

も特に希少な元素であり、地殻中のシリコン（Si）の存在量を 100万とした場合の各元素の存

在割合を示したクラーク数は、わずかに３となっている。（図Ⅰ -2-1 参照） 

 

図Ⅰ -2- １ 関連各元素の地殻存在度＜クラーク数＞ 
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本研究開発項目⑨－２「Nd-Fe-B系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材

料の開発（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発）」では、Nd-Fe-B系磁

石を使用する高性能モータを代替する次世代モータの実現のために、イットリウム系複合材料

を開発し、これを用いた超電導巻線モータの概念設計を実施することにより、将来的な希土類

元素の使用量削減に資するものである。 

以下に、本研究開発項目における、イットリウム系複合材料開発による希土類元素使用量を

試算する。 

 

・ 500kW 級モータに対する希少金属（希土類元素）使用量の比較 

 

１．永久磁石モータ 

 NEOMAX（ Nd-Fe-B 系）を想定。   残留磁束密度： 1.2 T  

 ギャップにおける磁束密度： 0.5 T （現状の永久磁石式モータを参照） 

 形状：10cm×50cm× 3mm （レーストラック型） 

 [1 極当りの希土類元素使用量 ]  142.5 （体積）× 7.4 （密度）× 0.266 （RE比率） 

 ～ 300g  (Nd:200g & Dy:100g)  

 

２．超電導巻線モータ 

 YBCO（YBa2Cu3O7-δ）超電導線材による超電導巻線を想定。 

 最大磁界：〜 1.3 T 、ギャップ磁束密度： 0.5 T  

 超電導線材スペック 

 厚さ：0.25mm 

 （超電導層：1.5μm、基板：100μm、安定化銅層：100μm、絶縁： 50μm） 

 幅：10mm 線材長 /１極： 2400m  

 超電導特性：Ic： 300A(77K, 0T) 、300A(45K, 2T)        

 [1 極当りの希土類元素使用量]  

36.0（体積）× 6.3 （密度）× 0.133 （ＲＥ比率）×0.33（Ｂ補正） /0.30 （収率） 

 ～ 30g   (Y or Gd)  

 

上記のように、現状の永久磁石式モータでは、 Nd と Dy をあわせて一極当たり希土類元素

を約 300g 使用するが、イットリウム系（ Y or Gd ）複合材料を用いた超電導巻線モータでは

希土類元素の使用量は一極当たり約 30gと試算され、大きな削減効果が見込まれるものである。 
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 2 ．事業の背景・目的・位置付け 

  

我が国の国際貢献及び国際競争力維持の国策として、 2020 年までに 1990 年比で 25% の

CO2削減を目指した地球温暖化防止対策には、風力発電、太陽光発電等の新エネルギーの導入及

び各種産業機器のエネルギー消費効率の改善が不可欠であると考えられる。高効率輸送可能なエ

ネルギーとして、電気エネルギーが最も有効な第 1 次エネルギーとして世界中で期待されている。

風力発電に代表されるように発電は回転機である発電機の高効率化が喫緊の開発課題である。 

1960 年代に開発されたSm-Co (例：Sm2Co17) 焼結型希土類永久磁石、さらに 1980 年代に

開発されたNd-Fe-B系 ( 例： Nd2Fe14B) 焼結型希土類永久磁石は、飽和磁化が他の永久磁石に

比して高く（約 1.6 T 強）、回転機への応用研究開発が精力的に進められてきた。 2007 年には

モータ（電動機）等回転機が日本国内永久磁石応用の 46 % に達する需要規模となっている。ま

た、Nd-Fe-B系焼結型希土類永久磁石の欠点であった磁気特性（特に保磁力）の向上を目指した

研究開発も進められており、 Nd を一部 Dy に置換すること

(31Nd-68Fe-B→21Nd-10Dy-68Fe-B(wt%)) により、保磁力を 3 倍向上することに成功した成果

も報告されている。一方で、 Dy が非常に希尐であることから永久磁石の微細組織（デンドライ

ト等）の更なる微細化及び Dy の結晶粒界への拡散を効率的に利用するなどにより Dy の使用量

低減を目指した研究も進められている。 

しかしながら、希土類永久磁石の主たる構成元素である Nd, Dy 等の希土類元素は、その

98 % 強の産出が、中国一国に独占されている希尐金属である。今後、地球環境対策、省エネ産

業として大いに期待される成長分野である風力発電機、次世代モータ、次世代医療診断器の新た

な産業分野の拡大によりさらに需要も増大する見込みである。この希土類元素希尐金属の供給リ

スクは経済成長の制約要因ともなる。そこで、本研究開発は非鉄金属資源の安定供給確保に向け

た戦略の一部として希土類元素希尐金属の代替 / 使用量低減を目指すものである。 

これまでのモータに代表される回転機の実用化の現状は、リラクタンス機、誘導機、永久磁石

機、界磁巻線同期機が主流であった。特に省エネ効果が期待される回転機の最大効率は永久磁石

同期機及び界磁巻線同期機で得ることができる。永久磁石同期機は、構造が容易で自動車等の回

転機などへの展開が期待されているが、上述の通り希尐金属である希土類元素である Nd や Dy

を使用することや、大型化の際には渦電流大きくなり損失源となることなどが課題とされている。

本提案で開発するイットリウム系複合材料は低温 (90 K以下 ) で超電導特性を有する高温超電導

材料であり、線材形状をしていることから界磁巻線同期回転機への適用が可能である。超電導材

料は電気抵抗が零であることからジュール損失なく大電流を流すことができる。 NbTi 等に代表

される金属系超電導材料は超電導特性を発現できる上限温度（臨界温度； Tc ）が数K程度と低

く、冷却に液体ヘリウム（沸点： 4.2 K ）が必要であった。これに対して、 1986 年以降に発見

された銅酸化物系の超電導材料の幾つかは Tc が液体窒素温度（ 77 K ）を上回り、高温超電導

体と呼ばれ、安価に冷却が可能な材料として開発が進められてきている。これらの材料の中で、

イットリウム系超電導体（ YBa2Cu3O7-δ：以下YBCOと略す）は約 90 K 以上の Tc を有し、

特に磁場中で高い臨界電流（Ic）特性を示すことから、モータ等の回転機の磁場中での応用に適
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した材料である。超電導体は、上述の通り電気抵抗がない状態で通電可能な電流値に限界（Icも

しくは臨界電流密度；Jc）があり、この値は磁場中ではその強さに応じて低下する。この磁場に

対するIc及びJcの低下の程度は材料及び微細組織依存が大きく、YBCOは他の高温超電導体に比

して低下が格段に小さい。しかしながら、同材料はその結晶構造に起因する特性の異方性が大き

いことからその能力を有効に引き出すには結晶粒を揃える、いわゆる結晶粒配向化が必要となる。

また、脆性材料である酸化物であるがために機械特性として延性を持たないと考えられているこ

とから金属のように伸線等での線材化加工は困難である。これらの背景からイットリウム系複合

材料は金属テープを基板材料とした積層構造を取り、反応抑制を意図して金属基板と超電導層と

の間に配した中間層と呼ばれる酸化物までに結晶粒配向性を付与し、この配列を利用して超電導

層の膜を形成するエピタキシャル成長を利用して線材を作製している。中間層までに結晶粒三次

元配向を実現するには大きく分けて二つの方法がある。一つは、基板である金属テープの結晶粒

を配向させる手法、もう一方は特殊な成膜方法により結晶粒無配向金属テープ上に結晶粒配向中

間層を形成する手法である。前者では、 Ni や Ag などに対して冷間で強加工を施し、その後に

適切な再結晶化熱処理を与えることで集合組織化による配向組織を得る方法がある

（ RABiTSTM ；Rolling Assisted Bi-axially Textured Substrate)。 

次に、中間層を配向させる方法としては、  IBAD (Ion Beam Assisted Deposition)法を用いた

線材開発が主に進められている。 IBAD法は、スパッタ法などによる成膜中に基板表面に対して

ある特定の角度からイオンビームを照射することにより結晶粒配向組織を得る手法で、非常に配

向性の高い結晶粒配向組織が得られ、さらに結晶粒が非常に細かくなるという長尺化に適した特

性を示す手法である。この方法は、産業用超電導線材・機器技術研究組合（以下、研究組合と略

す）の一員である㈱フジクラ（以下フジクラと略す）が世界で初めて開発したもので、現在、日

米欧で多くの企業、研究機関が採用している。超電導層に関しては、パルスレーザ蒸着 (PLD; 

Pulsed Laser Deposition) 法、有機酸塩堆積法（ MOD; Metal OrganIc Deposition) と化学気相

法（ MOCVD; Metal OrganIc ChemIcal Vapor Deposition) などでの開発が進んでいる。このイ

ットリウム系複合材料における開発においては、結晶粒の高い配向性を得ることにより高い超電

導特性を実現し、これを長尺化することに力が注がれてきた。日本においては平成 15 年度から

平成 19 年度にかけて ( 独 ) 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、 NEDO と略す）事

業として実施された「超電導応用基盤技術開発（第II期）」において500 m長で 300 A/cm 幅

（ @77 K, 自己磁場）のIc特性を有する線材が実現され、「イットリウム系超電導電力機器技術

開発」（平成 20 年度～平成 24 年度）では、200 m長で 200 A/cm 幅（ @77 K, 自己磁場）の

線材を機器開発に提供している。一方、米国ではSuperPower 社が線材の長尺化技術開発を先行

させており 1.3 km 長の線材はできているものの 153 A/cm 幅（ @77 K, 自己磁場）とIc特性は

低い値に留まっている。 300 A/cm 幅（ @77 K, 自己磁場）を超える線材としては日本と同様に

630 mの長さに留まっている。モータ応用などの磁場中応用の観点からは、磁場中での高い超電

導特性が求められるが、イットリウム系複合材料の場合、上述の代表的な自己磁場中の特性を有

した線材として 300 A/cm 幅（ @77 K, 自己磁場）が得られた場合、超電導のモータ応用で想定

されている 2 T 磁場下（永久磁石以上の磁界強度）での特性は 50 K で 200 A/cm 幅程度、 20 
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Kでは 700 A/cm 幅程度の大電流通電が可能である。また、磁場中での特性を向上すべく人工的

に磁束ピン止め点（微細な粒状・針状等の非超電導結晶）を導入した線材では更に高い磁場中超

電導特性が期待できる。 

上述のイットリウム系複合材料は、希土類元素構成 (含有 ) 密度が 13 ％と低く、積層型テー

プ形状で数 μm厚の非常に薄い超電導層に数百アンペアの大電流が流せることから、これを用い

た電磁石により構成されるモータでは、同等の出力を有する希土類型永久磁石モータに比べて希

土類元素必要量は 1/6 ～ 1/3 （重量比）程度であり、大きくその使用量を低減することが期待で

きる。さらに、鉄心を使用せずに軽量、高効率等の効果も期待できる。しかしながら、イットリ

ウム系複合材料を用いた超軽量高性能モータを実現するためには以下の課題を解決する必要があ

る。まず、コンパクトなモータを実現するためには効果的な磁場環境を作り出すことが必要であ

り、この条件を満たすためには、回転軸にできるだけ沿わせた鞍型、傘型等の異形コイルが効果

的である。実際にはこの異形コイルに回転に伴う複雑で強力な電磁力が加わる。イットリウム系

複合材料は金属基板に高強度を有する Ni 基合金であるハステロイ TMなどを用いていることか

ら線材として非常に高い機械強度を有する。しかしながら、材料間の接続は通常半田接続や拡散

接合の手法が取られているが、その機械強度は金属基板自体の特性に比べて低下してしまう。従

って、尐なくとも構成される 1 つのコイルは 1 本の線材で作製されることが望まれている。粗設

計ではあるもののこれまでの永久磁石モータの代表的な大型モータ規模である 500 

kW(1000rpm) 級モータの場合で、イットリウム複合材料を用いた電磁石モータに代替する場合、

300 A/cm 幅 (@77 K, 自己磁場 ) の臨界電流（Ic）を有した線材で尐なくとも 1 km 以上の線材

単長が必要となる。また、リニアモーターカーに用いられる電磁石コイル等では永久電流モード

で用いられることから、永久電流減衰率を小さくすることが望まれる。以前、 NEDO が実施し

た「超電導応用基盤技術研究開発（第 I 期）」の中で平成 13 年度から 2 年間に亘って行われた

「高機能超電導材料技術開発」ではリニアモーターカー用コイル開発をビスマス系超電導 

(Bi2Sr2Ca2Cu3Ox) 線材を用いて実施した。このプロジェクトでは、450 m線材を 4 枚束ねて

( 定格電流 532 A@ 20 K) 使用し0.5 %/日の永久電流減衰率を実現している。しかしながら、実

用時には更に小さな減衰率が求められ、例えば、運輸省（現国土交通省）の目標値として挙げら

れていた0.1 %/日を実現するためには、上記と同様の特性で 1 km 長以上の線材が必要となる。

これらの状況を鑑み、本提案では、まずこれまで国内で500 m長線材を実現できている線材作製

プロセスを選択し、イットリウム系複合材料を用いた電磁石を実現するために必要な 300 A/cm

幅（ @77 K, 自己磁場）を超える高い特性で 1km を超える超長尺線材を実現するための技術開

発を効率的に行う。これにより、コイル製造に必要となる大量の線材に対応した高速化量産化技

術の開発を目指す。 

また、上述の通りイットリウム系複合材料による電磁石モータでは、希尐金属である希土類元

素使用量を低減させることが可能になるが尐量でも希土類元素を使用することになることから、

これらの使用量も可能な限り低減することが望まれる。この使用量を低減させるには、原料収率

の高い線材作製プロセスの開発が有効である。そこで、本提案プロジェクトでは、原理的に高い

原料収率が見込まれる線材作製プロセスに対し線材作製プロセスの開発を行う。 
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更に、イットリウム系複合材料による電磁石モータで軽量高特性を実現するためには、コイル

の形状を含め最適発生磁場分布を実現する巻線構造やこれを用いた回転部位（ロータ）伝導冷却

構造の最適化、回転機部材としての機械強度の確保、トルク伝達構造の最適化等の要素技術の検

討が必要不可欠である。超電導材料を用いた回転機の開発では、金属系超電導線材を用いて、昭

和 63 年度から平成 11 年度まで NEDO 事業として実施された「超電導電力応用技術開発」に

おいて 70 MW の発電機の開発が行われている。これは、低温（液体ヘリウム温度）動作である

ことからコスト的な問題等の課題が残っていた。一方、高温超電導材料を用いた回転機の開発は

米国が先行しておりビスマス系超電導線材を用いた 32 MW の舶用モータがNAVYによって開発

されている。国内では本提案と同様のイットリウム系複合材料を用いた開発で平成 15 年度から

平成 19 年度まで NEDO 事業として実施された「超電導応用基盤技術開発（第II期）」内で 2

種類のモータにおいて試作が行われた。ひとつは、 ISTEC と JM&G 及び九州大学（岩熊准教

授）によるもので、ラジアルギャップ型超電導同期モータの原理検証試験で、もうひとつは、

ISTEC 、住友電工、 IHI、福井大学（杉本教授）によるもので、アキシャルギャップ型モータ

の試作・検証である。しかしながら、この事業では何れも磁場を効率的に利用する等の設計の適

正化までは至っていなかった。そこで本提案では上述の超長尺イットリウム系複合材料作製プロ

セスの開発に加えて、これを用いたモータに対する構造最適化のための課題を抽出するための概

念設計、巻線技術及び冷却技術等の要素技術開発を実施する。ここでは、構造最適化を行うため

の磁場、応力等のシミュレータの開発と共にモータ開発の基軸になる傘型等異形コイル作製の要

素技術の開発を並行して行う。これにより、本提案の技術開発終了後に速やかに超軽量高性能モ

ータの開発へ繋げることが可能となる。 

 

本事業では、市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な高品質・高性能の部品・部材

をタイムリーに提供し、又は提案することができる部材の基盤技術を確立することを目的とした

「ナノテク・部材イノベーションプログラム」、及び環境・資源制約を克服し循環型経済システ

ムを構築することを目的とした「環境安心イノベーションプログラム」の一環として実施する。

また、希尐金属の安定供給確保に対して生じている懸念に対して、平成 18 年 6 月、資源エネル

ギー庁から報告された「非鉄金属資源の安定供給確保に向けた戦略」において進められている総

合的な対策の一部として非鉄金属資源の代替材料及び使用量低減技術の確立を目的としている。

なお、平成 18 年 3 月 28 日に閣議決定された「第３期科学技術基本計画」では、「ナノテク・

材料分野」を「重点推進４分野」の一つとして位置付け、これに優先的に資源配分することとし

ている。本研究開発は、同分野に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資源問題解決の

決定打となる希尐資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものである。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

1. 事業の目標 

イットリウム系複合材料は、希土類元素構成 (含有) 密度が 13％と低く、積層型テープ形状

で数 μm 厚の非常に薄い超電導層に数百アンペアの大電流が流せることから、これを用いた電

磁石により構成されるモータでは、同等の出力を有する希土類型永久磁石モータに比べて希土

類元素必要量は 1/6～1/3（重量比）程度であり、大きくその使用量を低減することが期待でき

る。さらに、鉄心を使用せずに軽量、高効率等の効果も期待できる。 

超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発では、イットリウム系

複合材料を用いた軽量高性能モータを実現するために必要な高特性を有し、単長が 1 km 以上

の超長尺複合材料を実現するために、プロセス開発を実施する。具体的には、超電導層形成技

術であるエキシマレーザを用いた PLD 法及び三フッ化酢酸塩（TFA）を用いた TFA-MOD 法

を選択し、これまでの実績に基づいて超長尺線材で高特性を実現するためのそれぞれのプロセ

スに対する課題を整理し、これを解決するための要素技術を導入した装置開発とこれを用いた

複合材料作製プロセス条件の適正化を行う。 

イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発では、更

に希尐金属である希土類元素使用量を低減させるために研究項目①で選択したプロセスに比

べて現状では長尺作製実績は十分ではないものの原理的に高い原料収率が見込まれる線材作

製プロセスの開発を行う。ここでは、原料供給口を基板直上に設置し、レーザのアシストによ

り反応を促進し、これまで酸化物薄膜等の超高速製造能力が示されているレーザ化学気相蒸着

（レーザ CVD）法及び従来実績のあるエキシマレーザに比して原料ターゲットに対して均一

性の高い照射が可能になる特徴を有しており、且つ広い領域での成膜が可能になる YAG レー

ザによる PLD 法を選択し、イットリウム系複合材料プロセスとして高い原料収率を実現する

連続成膜プロセスの開発を行う。 

イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発では、超電導のメリットと希土類元素

使用量低減効果の大きな領域として、500 kW（1000 rpm 級）以上の産業用回転機（モータ、

発電機）を目標として設定し、新しいイットリウム系複合材料の特性を基に概念設計と要素技

術開発を実施する。ここでは、上記 500 kW 級の回転機の概念設計とともに、回転機の主要部

分である界磁巻線と冷却システムに関して、軽量化、コンパクト化が可能な方法の要素検討を

行う。すなわち、傘型界磁巻線とサーモサイフォン式冷却の 2 つの要素技術に関して実測試験

による性能評価を行い、上述の概念設計の基礎データを得る。これらの開発によりイットリウ

ム系複合材料による大容量高速回転機作製のための開発に対する課題と指針を得る。 

 

 1.1  超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

[最終目標値] 

300 A/cm 幅（@77K, 自己磁場）の特性を有し、1 km を超える超長尺線材作製を見通す。 
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（具体的目標値） 

・1km 長複合材料を作製し、平均 Icが 200A/cm 幅以上（@77 K, 自己磁場）である

ことを実証する。 

・同条件で作製した 10m 長以上の複合材料で Icが 300A/cm 幅（@77 K, 自己磁場）

以上を実証する。 

 

[目標値設定理由] 

本提案はイットリウム系複合材料を用いた電磁石を用いたコイルを実現することで希土

類元素希尐金属使用量を低減することを目的としている。ここで、Nd(Dy)－Fe－B 系永久磁

石を用いた 500 kW 級のモータを想定した場合、界磁用磁石の１極のサイズを 10x50x3 mm3

のレーストラック形状電磁石を用いると希土類重量比は約 0.27（(Nd,Dy)2Fe14B7）となり密

度を約 7.5 g/cm3とすると希土類の使用量は約 300 g 程度である。希土類（Nd 及び Dy）中

の代表的なDyの比率は 33 %程度であることからNd重量は200 g、Dyは100 g程度となる。

一方、イットリウム系複合材料による電磁石を用いた場合には、Nd、Dy は全く使用しない

が、代わりに希土類の一種である Y あるいは Gd を使用することになる。しかしながら、薄

膜線材であり希土類重量比率も小さい(0.13: Y(Gd)Ba2Cu3O7)ことから、1.5 m 厚の超電導

層線材で使用する Y(Gd)量は 1 極 2400 m の線材として約 10 g である。ここで、関連する希

尐金属（希土類）のクラーク数（地表から界面下 10 マイルまでの元素の割合で Si を基準値

106としての表記）を比較すると、希土類磁石に用いられている Dy とイットリウム系複合材

料に用いる Gd は 3 及び 4 と非常に小さい値をとっている。一方、希土類磁石内の Nd とイ

ットリウム系複合材料に用いられる Y は、それぞれが 20 及び 38 と同程度である。そこで、

希尐程度の類似した希土類に対し、上記の使用量を比較すると、Dy に対する Gd の使用量を

重量比で示すと、イットリウム系複合材料製造時の材料収率が 30%の場合で、希土類元素の

使用量は重量で 1/3(～10 g/0.3/100 g)程度まで低減できることになる。一方、Nd に対する Y

の使用量を重量比で示すと、1/6(～10 g/0.3/200 g)程度まで低減できることになる。 

次に、このイットリウム系複合材料による電磁石モータを実現するための必要条件となる

要素技術は、傘型コイルに代表される異形コイル形状等での効率的な磁場利用となる。この

異形コイルが強い電磁力の中で回転することからコイル、線材には強い機械的な応力がかか

ることになる。この応力に耐えるためには各極の要素コイルを線材間接続なしで作製するこ

とが望まれる。ここで代表的なモータ容量として 500 kW の電磁石モータを粗設計すると、4

極構造で 350 kAT (キロアンペアターン)  の起磁力が必要となり 77K, 自己磁場で 300 A の

特性を有する線材は 45 K, 2 T での特性として 300 A の通電が可能となるため 1200ターンが

必要となり 1 コイルで 2400 m の単長が必要となる。並列導体化により線材単長の短尺化が

可能ではあるが、電機子からの交流成分による損失を抑制するためには各線材のインダクタ

ンスを揃える必要があり、この観点から転位を用いない場合は、２本までに限定される。従

って最も短い線材であっても 1200 m(=2400 m/2 本)の単長が求められる。なお、300 A/cm

幅（@77K, 自己磁場）とは、これまで世界中のイットリウム系複合材料の長尺線材である
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500 m 級線材で実現されているチャンピオンデータの Ic である。 

また、リニアモーターカーの場合には、永久電流モードで使用する際の永久電流減衰率を

低減させるためにコイルでの線材接続数を低減させる必要がある。「超電導応用基盤技術研究

開発（第 I 期）」の中で平成 13 年度から 2 年間に亘って実施された「高機能超電導材料技術

開発」事業においてリニアモーターカー用コイル開発がビスマス系超電導線材を用いて行わ

れている。このプロジェクトでは、450 m 長線材を 4 枚束ねて使用し 0.5 %/日の永久電流減

衰率を実現している。しかしながら、実用時にはさらに小さな永久電流減衰率が求められ、

例えば当時運輸省（現国土交通省）目標値として 0.1 %/日という値が挙げられている。ここ

で永久電流減衰をその主因である常電導接続によるジュール損失から概算すると、減衰率を

1/5 にするためにはコイル内での線材間接続数を 1/5 にすることが求められる。この線材間接

続数を低減させるためには「線材特性の向上」と「線材単長の長尺化」が有効である。上記

のプロジェクトでは、450 m 単長の線材を用い、定格電流 532 A を 4 枚の線材で通電するこ

とで必要となる 740 kAT を実現している。１枚の線材では 133 A を担っており、負荷率 70 %

を想定すると Ic としては 190 A（@20K, 5 T）相当の線材となる。これに対し、今回の目標

としている 77K, 自己磁場で 300 A/cm 幅の Ic を有したイットリウム系複合材料を用いた場

合、同じ温度・磁場環境（20K, 5T）では 350 A の Ic となることから、約 2 倍の特性向上と

なる。従って、この複合材料を使用して線材間接続数を 1/5 にするためには線材単長として 

(5/2) x 450 m = 1125 m が必要となる。 

以上2つの回転機応用において高性能軽量モータを実現するために必要となる線材仕様を

検討したが、Ic特性として長尺線材におけるこれまでの最も高い Icである300 A/cm幅（@77K, 

自己磁場）とした場合にいずれも単長として 1000m を超える超長尺線材が必要となる。そこ

で、本研究項目においては、300 A/cm 幅（@77K, 自己磁場）― 1 km を数値目標とし、この

仕様を有した線材作製を見通すことを目標とした。 

 

1.2 イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

[最終目標値] 

超電導層の連続形成プロセスにおいて原材料収率 40％以上を見通す。 

（具体的目標値） 

・ 全成膜領域に対し、静止成膜により原材料収率 40%以上を実証する。 

・ 成膜領域の一部を通過する移動成膜により、静止成膜結果から予想される成膜

量を実証する。 

 

[目標値設定理由] 

これまで、「イットリウム系超電導電力機器技術開発プロジェクト」（平成 20 年度～平成

24 年度）においては総長 30 km 長を電力機器開発に供給してきており、準量産長尺プロセ

スとして最も実績を有する PLD 法による超電導層形成時の原料利用率（収率）は 30 %程度

である。本研究項目においては、この現状の収率を大きく上回る値として 40 %以上の原材料
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利用率（収率）を見通す技術開発を目標とした。これにより、500 kW 級のモータを想定し

た場合の（(Nd,Dy)2Fe14B7）磁石中の Nd+Dy 量に対して Y+Gd 使用量は原料収率 30 %時の

使用量低減比 1/6 程度を 1/8 程度まで下げることが可能となり資源戦略上より有利になると

考えられる。 

 

1.3 イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

(1)回転機適正構造の概念設計 

[最終目標値] 

500 kW 級-1000 rpm 級の大容量回転機の概念設計により、イットリウム複合材料による大

型回転機の優位性を見通す。 

 

（具体的目標値） 

・磁場―応力―伝熱を連成した回転機評価用シミュレータを開発する。 

・上記シミュレータを用いた総合評価により傘型コイル利用回転機で従来の永久磁

石回転機に比べ希尐希土類元素使用量が 1/10 となる成立性を示す。 

 

(2)界磁巻線および冷却要素技術開発 

[最終目標値] 

傘型界磁巻線の試作とその熱的、電磁気的、機械的特性評価およびサーモサイフォン式冷

却試験とその冷却特性評価により、500 kW 級-1000 rpm 級回転機の設計に資する。 

 

（具体的目標値：傘型界磁巻線試作） 

・傘型界磁巻線工程等における加工务化を抑制し、巻線状態での特性で複合材料 Ic

の 70%以上を得ることを実証する。 

（具体的目標値：サーモサイフォン式冷却装置試作） 

・Ne を用いたサーモサイフォン式冷却装置において高速回転時の回転数と冷却能

力の関係を明らかにし、回転機の冷却設計を可能にする。 

 

[目標値設定理由] 

電力応用機器の市場調査研究報告書((財)国際超電導産業技術研究センター H19 p65) にも

報告されているように、産業用超電導回転機においては 1- 10 MW 級で経済的なメリットがあ

り、実用化の可能性が高いといわれている。前述のように、さらに特性改善が進み磁場中臨界

電流密度の高いイットリウム系複合材料を用いれば、従来より容量の低い数百 kW 級から採算

性が取れ事業性が出てくる可能性が高い。また、前述のように、国家戦略としての希土類元素

使用量低減効果の大きい輸送用（大型自動車、列車用）同期モータ、風力発電用発電機として

の可能性が出てくると、数百 kW 級回転機でもイットリウム系複合材料による実用化の見通し

が高くなる。このため、上述の目標では超電導化のメリットと希土類元素使用量低減効果の大
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きな領域として、500 kW 以上の産業用回転機を目標として設定し、新しいイットリウム系複

合材料の特性を基に概念設計を行うこととした。また、産業用回転機としては 1000 rpm 級の

回転数が要求されるので、1000 rpm を代表値として目標にした。 

希土類元素使用量の大きな産業用回転機の例としては、大型輸送用として、JR 東日本の新幹

線用モータ（335 kW）や 24 人乗り大型高速エレベータ用モータ（168 kW）などがあり、多

量に永久磁石を使っている。また、風力発電機では欧州の Teramagnetica 社により 2 トンの

永久磁石を使った MW 機が開発されつつある。すなわち、今回の 500 kW 級機の検討により、

イットリウム系複合材料の適用が可能となれば、いずれの場合も永久磁石構成元素である希土

類元素使用量低減効果が大きい。風力発電機の場合には、上記回転数が 10- 20 rpm 程度と低

く、産業用の約 1/100 であるが、界磁巻線の数（極数）を増やす、あるいは増速機をつけるこ

とで同様な界磁巻線により十分 MW 級に適用できる[ H18 (財)国際超電導産業技術センターに

よる超電導技術を利用した風力用発電機の実用化可能性調査, p.89 ]。これまでイットリウム系

複合材料を用いた効率の高い同期モータなどの回転機の開発例は、非常に尐なく、日米とも 1

例ずつであり、しかも容量は 10 kW 級と非常に低い。本提案において、500 kW 級-1000 rpm

級回転機の概念設計を行うにあたり、上述(2)の界磁巻線と回転子冷却方法に関して、要素技術

開発を行う。ここで提案している傘型界磁巻線では、電機子-界磁巻線間の有効鎖交磁束を高め

ることにより、回転機の高出力を得ることが期待できる。従来の単純レーストラック巻線と異

なり軸方向に巻線径が広がり、回転子の形状に整合した配置が可能となり、電機子-界磁巻線間

のギャップ間隔を狭くすることなどにより回転トルクを生じさせる鎖交磁束を有効に発生で

きる。また、サーモサイフォン式冷却は、従来の He ガスあるいは、液体 He の循環式冷却に

比べて、回転機システムの軽量化、コンパクト性が見込めるが、実施例は尐なく、以前の｢超

電導応用基盤技術研究開発プロジェクト（第 II 期）｣においてのサーモサイフォン式冷却は、

液体窒素を使用し、舶用モータを目指した低回転数（140 rpm）での原理検証であった。本提

案では、低温運転における臨界電流（磁場中の臨界電流を含む）特性の大幅な向上を有効に利

用し、希土類元素で構成されたイットリウム系複合材料の使用量低減とともにモータとしての

コンパクト化（高磁界化）のために、沸点が 27 K と低い液体 Ne などを用いてイットリウム

系複合材料の高臨界電流化が見込める 50 K 以下での安定した界磁巻線の冷却を目指す。以上、

500 kW 級‐1000 rpm 級回転機の概念設計、傘型界磁巻線、Ne などを冷媒とするサーモサイ

フォン式冷却の要素試験により、イットリウム系複合材料による大容量高速回転機の作製上の

主たる要素技術の課題を明確にし、開発指針を得る。 
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2. 事業の計画内容 

 

2.1  研究開発の内容 

 

2.1.1 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

イットリウム系複合材料を用いた軽量高性能モータを実現するためには概要でも記した通

り、コイル強度の実現及び永久電流モードでの永久電流減衰率を小さくするために高特性（例

えば 300 A/cm 幅(@77K, 自己磁場）を有し、単長が 1 km 以上の超長尺線材が必要である。 

本項目では、イットリウム系複合材料を用いた電磁石を用いたコイルを実現することで希尐

金属である希土類元素使用量を低減することを目的とし、高特性で超長尺複合材料作製技術を

開発する。ここで、イットリウム系複合材料は、金属基材上に超電導特性の能力を引き出すた

めに反応抑制や結晶粒配向性を付与する目的で酸化物の中間層を配している。希土類元素を含

んだ超電導層はこの中間層上に様々な方法で成膜される。この中で、中間層に関しては 1 km

以上の超長尺化が既に実現されているが、超電導層に関しては高性能超長尺化には様々な課題

が残されている。本提案においては、平成 15 年度から平成 19 年度にかけて NEDO 事業とし

て実施された「超電導応用基盤技術開発（第 II 期）」において 500 m 長で 300 A/cm 幅（@77K, 

自己磁場）の Ic特性を有する複合材料を実現した超電導層形成技術であるエキシマレーザを用

いた PLD 法及び TFA-MOD 法を選択した。ここでは、これまでの実績に基づいて超長尺線材

で高特性を実現するためのそれぞれのプロセスに対する課題を整理し、これを解決するための

要素を導入した装置開発とこれを用いた複合材料作製プロセス条件適正化により目標達成を

図る。 

 

2.1.1-1  エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発 

イットリウム系複合材料の作製方法に関しては、世界中で様々なプロセスの中から現在主と

して PLD 法、MOCVD、MOD 法で研究が進められている。現在、数百 m 級の長尺分野での

世界トップデータはほぼ PLD 法と MOCVD 法で占められている状況である。低コスト化が期

待される MOD 法も特性を伸ばしており今後が期待されている。超電導層の下地となる基材に

関してはこれまで様々なアプローチがなされてきたが、現状では IBAD 法が最も定着しており、

次いで Ni 基合金での結晶粒配向基材が取り入れられている。現在、500m を超える高特性長

尺線材の実績はすべて IBAD 中間層を用いたものである。IBAD 法は、1991 年に研究組合の

一員であるフジクラにおいて世界で初めて開発された手法であり、安定して高特性複合材料が

得られる方法として国内外で採用されてきている。フジクラではこれまでに IBAD/PLD 線材

の長さを 200 m → 300 m → 500 m と着実に伸ばしてきている。米国においても SuperPower

社が IBAD/MOCVD 複合材料を作製してきたが、ロスアラモス米国立研究所の技術移管によ

り急速に実績を伸ばしている状況である。 

IBAD 法は結晶粒がランダムに配向した金属テープ上に中間層成膜段階で 2 軸結晶粒配向構

造(単結晶的に全軸揃った構造)を導入する製法であり、イットリウム系複合線材の構成として
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最初に報告され、最も早く 105～106 A/cm2 級の Jc を達成した実績がある。また IBAD 法は

RABiTSTM 法と異なり、機械的強度に優れ、また基材の材質を選ばないことから幅広い展開が

期待できる。既に 1 km 級 IBAD 中間層が 1 km/h の製造速度での作製が見通せており、本提

案の研究対象とはしない。 

PLD 法は国内、海外ともにこれまで高特性の超電導薄膜作製法に使われてきた方法のひとつ

である。PLD 法は他の成膜法と異なり、非熱平衡成膜プロセスであることから、原料ターゲ

ットの成分調整により所望の組成の膜作製が比較的容易であることや、人工ピン止め点導入に

関してもピン止め点となる物質を原料ターゲットに仕込むだけで従来通りの成膜が行えると

いうメリットがある。一方で設備コストが高いとの懸念があるが、PLD 法は MOCVD 法と比

較し原料ターゲットの価格が大きく抑えられることや、結晶粒自己配向機構を利用した第二中

間層(CeO2)の成膜にも利用できるというメリットを有している。 

これまで平成 16 年度において NEDO 事業として実施された「超電導応用基盤技術研究開発

（第 II 期）」において、200 m 長イットリウム系複合材料を PLD 法により作製し、その後平

成 19 年度に 500 m 長複合材料の作製に成功してきている。500 m 長イットリウム系複合材料

においては 350 A/cm幅(@77K, 自己磁場)の Icを有するイットリウム系複合材料を 504 m長に

亘って実現し、当時の Ic×L 値における世界記録を達成している。また、平成 20 年度より NEDO

事業として実施されている「イットリウム系超電導電力機器技術開発プロジェクト」において

は Ic として 200 A/cm 幅(@77K, 自己磁場)を超える 200 m 級の複合材料を総量で 30 km を超

電導変圧器開発のために供給してきている。 

 PLD 法イットリウム系複合材料について、これまでフジクラおよび研究組合の一員である

(財)国際超電導産業技術研究センター（以下、ISTEC と略す）において達成した実績を以下に

示す。フジクラではこれまで、PLD 法による GdBa2Cu3Oy 超電導層を形成する複合材料（以

下 PLD-GdBCO 複合材料と略す）で 500 m 級で Ic =350 A/cm 幅（@77K, 自己磁場）以上の

高 Ic 長尺複合材料を開発し、平均 Ic =440 A/cm 幅（@77K, 自己磁場）を達成している。また、

PLD-GdBCO 複合材料の短尺のサンプルにおいて Ic が～1 kA/cm 幅（@77K, 自己磁場）を超

える高 Icを達成した。さらに世界に先駆けて 300 m および 500 m 長の高結晶粒配向 IBAD 中

間層を開発し、2 段階の IBAD 法を用い、結晶粒配向化速度が約 5 倍の中間層構造の開発に成

功している。さらに IBAD/PLD 法によるイットリウム系複合材料ソレノイドコイルの開発に

も成功し、中心磁界 0.27 T を達成した。一方、平成 16 年度より超電導応用機器開発に向けた

線材供給をフジクラと ISTECで共同して行った。ISTECにおいては IBAD/PLD法により200 

m 以上の線材で Ic >200 A/cm 幅を達成し、PLD 法においては Zr 入り原料ターゲットを用い

ることで人工ピン導入に成功し、PLD-GdBCO 複合材料における Ba 欠乏組成による臨界電流

値の向上を示すことができた。また、PLD-GdBCO 複合材料により短尺厚膜サンプルにて 3 T

磁場中で Ic =50 A/cm 幅（@77K）を達成した。 

上述の通り、PLD 法はこれまで 500 m イットリウム系複合材料の製作実績を有している。

この複合材料の超長尺化を行うためには、以下に記す課題の解決を行う必要がある。これまで

複合材料の作製において長尺化に伴い PLD 法の原料となる YBCO/GdBCO の粉体を焼結した
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原料ターゲットを使用している。この原料ターゲットはエキシマレーザによって表面から複合

材料に向かって蒸着子を蒸着させる原料源の役割を持つ。長時間のレーザ照射によって原料タ

ーゲットの表面粗度が変化してくるため、超長尺イットリウム系複合材料の開発にあたっては

長時間のレーザ照射による原料ターゲット表面粗度の変化の小さい照射条件を見出すかある

いは原料ターゲットを複数個用意して蒸着時間に伴って取り替えることが必要になる。今回の

超長尺イットリウム系複合材料の開発にあたっては、必要とするイットリウム系複合材料の膜

厚を確保するために複数回蒸着する方式も併用することにより超長尺複合材料を実現するも

のである。 

以上述べたように超長尺イットリウム系複合材料の実現にあたっては、作製する複合材料の

長さが長くなるにしたがって特性の低下が生じてしまう課題を解決する必要がある。そのため

には長時間のレーザ照射による原料ターゲットから複合材料に向かって蒸着される蒸着子群

の密度や方向を常に一定にすることが必要であり、そのためのレーザ照射の走査条件と得られ

る複合材料の特性、膜厚等との関係を詳細に検討し、1 km 長の複合材料作製時間において開

始端と終端との性能比が小さくなる照射方法を見出す。さらに、この蒸着技術を従来の実績で

ある 500 m から 1 km を超える長さの超長尺複合材料に適用する際には、高速移動においても

複合線材基材の表面温度差を数度以内に安定して維持できるヒータ構造や加熱方法、雰囲気中

の酸素分圧が蒸着子との反応等により長時間において変化することのないように酸素ガスの

供給と排気の状態を制御する技術等、安定して蒸着可能な技術を開発する。さらに Reel-to-Reel 

(RTR)方式により蒸着するためには 1 km を超える長さの中間層複合材料や蒸着済みのイット

リウム系複合材料の巻き出し、巻き取りを行う必要がある。このイットリウム系複合材はテー

プ状材料であるため、複合材料の品質保持のためにねじれ等が複合材料に作用することなく大

口径リールに単層巻きを行う必要がある。大口径のリールの場合、常時複合材料に一定の張力

を付与する必要があり、リール軸のトルクを線材の残存径にあわせて変化させる。このトルク

制御方式の開発も同時に行う。 

 

2.1.1-2  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発 

 TFA-MOD（三弗化酢酸塩による有機酸塩堆積）法とは、有機溶媒中に三弗化酢酸塩、ナ

フテン酸塩、オクチル酸塩等の有機金属塩（イットリウム系複合材料を構成する元素）を溶解

した原料溶液を中間層付の金属基材上に塗布、乾燥・仮焼する工程を繰り返して一定の膜厚を

有する仮焼膜を形成し、その後に結晶化するための本焼熱処理を施して複合材料薄膜を形成す

る手法である。本焼工程の熱処理において水蒸気を含む反応ガスを仮焼膜表面に吹き付け、水

分（H2O）と仮焼膜中の弗化物のフッ素（F）とを反応させて酸化物とし、超電導薄膜を形成

させると共に、Fを副反応物であるフッ化水素（HF）として系外に排出する。この手法は、活

性な弗化物を利用することにより低温での反応が可能となり、また、超電導薄膜の低温結晶成

長を著しく阻害する炭酸塩の生成を抑制すると共に、高温で起こりやすい下地の金属基材と超

電導層との反応も同時に抑制することが可能である。加えて、上述の水と HF ガスの出入りが

膜の厚み方向に行われ、これを制御することにより中間層を形成する結晶粒の配向性を効果的
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に引き継いだ厚膜エピタキシャル成長を容易にすることが可能となる。 

研究組合の一員である昭和電線ケーブルシステム㈱（以下、昭和電線と略す）は、平成 11 年

度より NEDO 事業として実施された「超電導応用基盤技術研究開発（第 I 期）」に参画し、

ISTEC と共同で TFA-MOD 法によるイットリウム系複合材料の線材開発に着手した。続く平

成 15 年度からの「超電導応用基盤技術研究開発（第 II 期）」においても、イットリウム系複

合材料の長尺線材作製に適したバッチ式大型本焼炉の開発を行い、長さ 500 m で 300 A/cm 幅

(@77K, 自己磁場)の Ic であるプロジェクトの目標に対し、長さ 500 m で 310 A/cm 幅(@77K, 

自己磁場)の Ic 特性を有する線材の作製に成功し、目標を達成した。バッチ式熱処理の特長は、

作製する線材を電気炉の内部に設置して一括で熱処理を行うため、RTR 式の作製プロセスに

比して短時間での線材作製が可能であり、工業生産性に優れていることを特長とする。 

昭和電線は平成 20 年度から NEDO 事業として実施されている「イットリウム系超電導電力

機器技術開発」に参画し、プロジェクトの開発テーマである「高電圧絶縁・低誘電損失ケーブ

ル化技術開発」と「超電導変圧器技術開発」で使用するイットリウム系複合材料線材の供給を

担当し、単長 30～200 m で 250～300 A/cm 幅（@77K, 自己磁場）の通電が可能な線材を平成

21 年度末までの 2 年間で約 8 km 供給し、安定製造技術の検証を行っている。 

これまでの研究により高特性を有する長尺イットリウム系複合材料をTFA-MOD法により作

製する技術が開発され、性能は機器開発に適用されるレベルに到達した。しかしながら、超軽

量高性能モータ実現には、高性能で 1 km を超える超長尺複合材料が必要であり、これらの技

術開発が急務であると考えられる。さらに、米国では 1 km 級の複合材料開発が進んでいる現

状を考慮すると、国際競争力の観点からも超長尺化技術の確立を急ぐ必要があると考えられる。 

イットリウム系複合材料の超長尺化に当たり、TFA-MOD 法で必要となる開発課題は、バッ

チ式焼成の場合、主として電気炉の大型化に係わるものである。バッチ式熱処理では熱処理す

る線材を全て電気炉の中に格納する必要があり、1km 以上の線材の熱処理を可能とするには、

現状の炉内容積を倍の大きさにする必要が生じる。しかし、この電気炉の大型化には種々の技

術的課題がある。本提案においては、この技術課題を解決し、1km 以上の線材作製を可能とす

る超長尺対応バッチ式熱処理プロセスの技術開発を実施する。 

TFA-MOD 法においては、YBCO の結晶化反応過程において H2O を消費し、HF ガスが発生

することは先述した。このガスの出入りは、上述の通り、低温反応と結晶粒配向組織形成に貢

献するが、成膜速度向上には律速段階である HF ガスの排出が速やかに行われなければならな

い。炉外に排出されることなく仮焼膜表面近傍気相中に滞留して高 HF 濃度化すると、逆に

YBCO の結晶化を妨げる方向に作用するためである。これら基礎的な反応プロセス速度論の知

見を基に、バッチ式熱処理炉で反応ガスの導入、HF ガス排出機構に種々の工夫を行った。炉

の内部構造は、円筒状の炉心管の内部に線材を巻き付けるドラムが同軸配置されており、その

表面はパンチング穴加工されている。線材はドラムの表面に螺旋状に巻き付けられ、外周部よ

り膜表面に水蒸気を含む反応ガスを吹き付ける配置となっている。仮焼膜中で発生した HF ガ

スはドラム表面にパンチング穴加工された細孔を介してドラム内部に挿入された排気管から

炉の外へポンプで排気される。 
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 超長尺対応バッチ式熱処理炉の開発に際して従来の熱処理炉と比べて大きく技術革新すべ

き点は、イットリウム系複合材料を炉内に設置するための巻き枠構造と強度設計、反応ガスを

材料表面に均一に吹き付けるためのガス導入システム設計、発生した HF ガスを速やかに炉外

へ排出するための排気系設計、大型電気炉全体を均一に加熱するためのヒータ設計、反応条件

の適正化等である。 

まず、巻き枠構造と強度設計についてであるが、500 m 長線材の巻き枠構造は直径 1 m、長

さ 3 m 程度のハステロイ TM 円筒を片端で支持する構造を採用しており、巻きつけた複合材料

が反応ガスに均一に晒されるようにNi基合金であるハステロイ TM製の円筒は一定速度で回転

している。1 km の線材を熱処理すると仮定するとドラムの重量は 450 kg となり、回転軸にか

かる応力は 160 MPa となる。ハステロイ TMの室温での引っ張り強度は 900 MPa 程度である

が、この巻き枠は熱処理中 800℃近い高温に曝されるため、クリープラプチャー破壊強度は 130 

MPa まで低下する。したがって、現状の構造では使用中に支持軸に過大な応力がかかり、大

きなたわみを引き起こすだけでなく、稼動を続けると応力が集中することにより支持軸が破損

する恐れがある。この危険性を回避するためには、巻き枠に適した材質の選定と厚さの設計、

補強構造の設計、回転軸の強度設計と巻き枠との取り合い方法の検討、回転方法の検討等の課

題がある。これらの課題に対し、研究組合の一員である昭和電線は各種金属材料の物性データ

を保有し、これを用いた強度計算、加熱状態でのたわみや応力集中箇所のシミュレーション技

術を有していることから、これらを用いてさまざまな巻き枠構造を想定して数値計算を行い、

妥当性を検証しながら適性構造を決定することができる。 

ガス導入システムと排気系設計はこのプロセスで最も重要な課題である。500 m 用電気炉で

は巻き枠の外周上 4 箇所にガス導入ノズルを取り付け、ノズルに一定間隔であけた細孔からガ

スを吹き付ける構造を採用した。また、排気系は巻き枠の軸中心部に設置して真空ポンプとつ

なぐことで、巻き枠を通過して外周部からドラム中心軸に向かうガスの流れを実現した。しか

し、この構造を単純に現状の2倍以上の容積をもつ巻き枠で行うとガスの流れは直進性を失い、

炉内の空間で滞留することがシミュレーション結果から示されている。本提案では超大型の電

気炉の炉内空間に効率よく均一なガス流を形成させる方法について先ず３次元ガス流体シミ

ュレーションを用いて検討する。特に、ガスの導入管径、ガス分岐方法、ノズル径、ノズル間

隔、ノズル数、ガスの導入管と巻き枠との距離、ガス流速、巻き枠の回転数、巻き枠のガス透

過孔の大きさ・数・間隔、排気管と巻き枠との距離、排気管に開けるガス透過孔の大きさ・数・

間隔等の因子を変え、必要なガス量で均一な流れを形成させるための適正構造を算出する。さ

らにこれらの検討を炉設計に反映させて炉の製造を行うだけでなく、これらのガス流条件を結

晶成長モデルと連成させることにより焼成条件の適正化を行った。 

ヒータ設計に関しては、研究組合の一員である昭和電線はビスマス系複合超電導線材用に大

型熱処理炉を設計、作製してきた知見を有効に使うことができると考える。大容積の線材を均

一に加熱・冷却するためのヒータ材質、ヒータ構造・密度、温度制御機構等の適正化技術に関

してはこれまでの実績から算出が可能であるが、ビスマス系超電導線材の際には重要視してい

なかったガスの流れを確保した上での炉内温度の均一化に関しては、これまで経験のない技術
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であり、シミュレーションを利用して設計の適正化を図る必要がある。また、本提案ではビス

マス系超電導線材の熱処理に比べて高速昇温が必要であり、冷却速度も反応上適正な条件とす

る必要があることから、ヒータ設計時には考慮すべきである。 

反応条件の適正化は全長に亘って均一で高い特性を得るために必要である。適正化条件とし

ては、昇温速度、反応温度、水蒸気分圧と水蒸気導入温度、反応時の炉内圧力、反応ガス中の

酸素分圧、反応時間、冷却速度等がある。これらの条件は、シミュレーションの結果及びこれ

までの実績値を基にそれぞれの条件を尐しずつ変化させて適正化することが不可欠であり、多

くの実験が必要となってくる。また、同時に、全長に亘っての特性評価・欠陥検出が必須とな

るが、評価が律速とならないような評価速度と、特性务化部を mm 以下のサイズで検出できる

検出分解能とを両立する必要がある。そこで、これらの条件を満足しうる評価技術として、磁

気顕微法を用いた特性及び局所欠陥の評価技術開発を行い、小型装置を用いた原理検証と基礎

データの収集により要素技術を開発するとともに、長尺線材評価装置を開発・導入する。開発

された評価装置を用いて線材評価を行い、結果を線材作製プロセスにフィードバックすること

により、プロセス開発を促進する。 

 

2.1.2 イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

イットリウム系複合材料による電磁石モータでは、上述の通り希尐金属である希土類元素使

用量を低減させることが可能になる。しかし、尐量でも希土類元素を使用することになること

から、これらの使用量もできるだけ低減することが望まれる。本項では、この使用量低減を目

的として、研究項目①で選択したプロセスに比べて現状では長尺作製実績は十分ではないもの

の原理的に高い原料収率が見込まれる線材作製プロセスの開発を行う。ここでは、これまで酸

化物薄膜等の超高速製造能力が示されているレーザ化学気相蒸着（レーザ CVD）法による開

発を行う。同法は、原料供給口を基材直上に設置しレーザのアシストにより反応を促進するこ

とから高い原材料収率が期待できる。また、YAG レーザによる PLD 法では、従来実績のある

エキシマレーザに比して原料ターゲットに対して均一性の高い照射が可能になる特徴を有し

ており広い領域での成膜が可能になることから高い原料収率が期待できる。 

 

 2.1.2-1 レーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発 

化学気相蒸着（CVD；Chemical Vapor Deposition）法は、物質として一種あるいは異なる

数種の気相原料ガスから化学反応を介して目的の物質を基材上に堆積させる方法である。一方、

同様に気相を利用し、対比される方法として物理気相蒸着（PVD；Physical Vapor Deposition）

法があり、現時点において準量産プロセスとして最も実績のある先述の PLD 法は PVD 法の一

種である。PVD 法は、熱エネルギーや運動エネルギーなどの物理的プロセスを利用して原料

を蒸発、気化させて基材に蒸着させる方法であり、一般に蒸着物質自身が非常に高い（運動）

エネルギーをもち、その飛翔形態（方向やエネルギーあるいは活性状態）はレーザやイオンビ

ームなどの気化のためのエネルギー源の種類によって決まってしまう場合が多いため、成膜条

件などで制御できる余地はあまり多くない。それに対して CVD 法は、比較的気化が容易な原
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料物質を低いエネルギー状態のまま気相状態で基材付近へ輸送して堆積させる方法であるた

め、PVD 法に比べ物質輸送流束を制御しやすい。また一般に PVD 法は蒸着物質が高い運動エ

ネルギーを持つため高速（つまり短時間）で基材に到達するが、CVD 法は低速であるため成

膜チャンバー内での滞在時間がより長く、温度や雰囲気圧力などのパラメータによる成膜過程

に関する高い制御性を有する。これらの特徴から CVD 法は原料利用率向上の目的に適った方

法であると言える。 

本項目において提案するレーザ CVD 法は、上述のような通常の CVD 法（ヒータ加熱による

熱エネルギーを利用した熱 CVD 法）にレーザ照射を組み合わせた方法である。レーザ CVD

法における成膜プロセスはいくつかの素過程から構成されるが、その中でレーザ照射の役割は、

反応に必要な熱エネルギーの供給とともに、噴射ノズルから基材へ到達する空間（反応場空間）

において反応ガスをエネルギー的に活性化し、反応を促進することによって基材への成膜効率

を上げる効果を有する。この効果を利用し、これまで高速成膜プロセスとして精力的に開発が

行われてきており、東北大学後藤グループにより、YSZ、TiO2、Al2O3、Y2O3、SiO2、ZrO2

などの各種セラミックス材料の成膜プロセスにおいて 280-28000 μm/h の非常に高い成膜速度

が達成されている。これらの成膜速度は、例えば YSZ (イットリア安定化ジルコニア) におい

ては通常の熱 CVD 法に比べ、凡そ 6 倍となっており、レーザ照射によって大幅に成膜効率が

上昇していることが分かる。これまで成膜速度の向上に力点をおいて開発が進められてきたが、

その中心コンセプトは原料物質の基材上への効率的な堆積という意味で、本項目における研究

課題と共通しており、したがって課題解決にレーザ CVD 法を選択することは極めて合理的で

あると考える。また本提案における対象物質である YBCO は、これまでにレーザ CVD 法にお

いて実績のある上記物質群と同様の酸化物セラミックス材料の一種である。したがってその意

味でもこれまでに培われた多くの知見および技術との連続性は高い。 

以上のような理由から、本項目においては、これらレーザ CVD 法を用いて培われてきた酸

化物セラミックス材料の高速成膜技術を、イットリウム系複合材料における希尐金属の利用率

向上を目的とした技術開発へ応用するものである。レーザ CVD 法における原材料利用率（収

率）についての情報はあまり多くはないが、YSZ あるいは ZrO2においては尐なくとも 45%以

上（最大で 80%）の値が得られている。従来技術（PLD、熱 CVD）において 30 %程度であっ

た YBCO 成膜の原料利用率が、レーザ CVD 法を用いることによって、YSZ あるいは ZrO2で

得られるような 40 %以上という非常に高い値まで向上されることが期待できる。 

この目的のためには、まずレーザ CVD 法の YBCO への適用可能性を実証しつつ、収率向上

を目的の中心に据えた最適条件の検討を行うことにより40 %以上の高収率を目指す。同時に、

RTR システムを用いた連続成膜プロセスへ適用するための技術開発を併行実施し、レーザ

CVD 法による連続成膜プロセスにより 40 %以上の原材料収率で YBCO 成膜が可能であるこ

とを実証する。またこれらの研究開発においては、気相ガス供給のための出発原料として昇華

反応を利用する固体状原料ではなく、安定性、高速性に有利な蒸発反応を利用する液体状原料

を用いることも重要なメリットとして挙げられる。液体状原料は変質などの経時务化が起こり

にくく、高速連続プロセスにおいては国内外で実績があり、産業化を念頭においた量産体制の
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確立のためには欠かせない技術である。 

YBCO への適用可能性と原材料収率向上に関しては、成膜速度向上の技術開発において、堆

積速度は温度、雰囲気圧力や酸素分圧、さらに照射エネルギー密度などに大きく依存すること

が分かっている。これらの条件を原材料収率の向上という目的に特化した形で最適化すること

により、従来法において最大で 30 %程度であった収率を大幅に改善することが可能であると

考える。より具体的には、単結晶基板等を含む短尺静止基材上において、律速過程を明確にし、

収率向上を主眼においたレーザ照射条件、雰囲気ガス条件等の最適化などについて原理検証的

実験および基礎データの取得を行い、この結果に基づき線材作製プロセスへの適用性検討とし

て連続成膜に関する技術開発を行う。連続成膜プロセスへの適用に関しては、主に温度制御や

長時間運転に際してのプロセス条件等の安定性と均一性の確保が課題となる。温度の均一性、

レーザ発振、原料供給、搬送システムなどすべてのシステムの安定性、成膜領域の拡大などを

RTR システムに実装した中型装置を用いて実証する。 

 

2.1.2-2  YAG レーザ PLD 法による希尐金属利用率向上技術開発 

イットリウム系複合材料は、これまで多くの研究開発グループにおいて気体レーザであるエ

キシマレーザを用いて作製する報告が行われている。エキシマレーザは強力なエネルギーのレ

ーザ光を発振出来る反面、高価な希ガスや有毒なハロゲンガスを使用するため、ランニングコ

ストが高く、ハロゲンガスの除外装置など付帯設備が必要である。一方、YAG レーザは、

Nd:YAG 結晶(Y3Al5O12の Y を一部 Nd に置換)をフラッシュランプなど強力な光源で励起させ

ることで発振される固体レーザである。特徴として電力以外のユーティリティを必要とせず、

かつ付帯設備も不要で、装置自体もコンパクトであることが挙げられる。これまでは、レーザ

エネルギーの時間的な安定性に問題があり、イットリウム系複合材料の作製プロセスとして採

用されていなかったが、近年のレーザ技術の進展に伴ってエネルギー安定性が向上し、イット

リウム系複合材料の作製プロセスに耐え得るまでに改善されてきている。また、レーザ光の空

間的均一性に関しても YAG レーザは上述のエキシマレーザに比べて優れた特徴を有している。

エキシマレーザは共振器内にある放電電極部分での乱反射によって指向性の悪いレーザ光が

混ざり、原料ターゲットに集光した際にエネルギー密度の弱いサテライトが生じる。加えて、

エキシマレーザは共振器内で、ほとんど往復／増幅しないでそのまま励起光が射出されるため、

ビームの発散角も大きくなり、集光点、特に長手方向に弱いエネルギー部分が生じてしまうと

いう問題点がある。一方、YAG レーザはフラッシュランプで YAG 結晶を励起の後、共振を繰

り返して発振するため、レーザ光の指向性が高く、空間的に均一なレーザ光が得られる。この

空間的な均一性は、原料ターゲットから離脱する蒸着子が形成するプルーム内の組成、エネル

ギー等の均一性につながる。これにより、広い面積での均一蒸着が可能となり、本テーマの目

的である高い原材料収率が期待できる。 

YAG レーザ光のエネルギーはエキシマレーザに比べるとやや弱いが、名古屋大学（吉田准教

授）における本提案にむけた予備検討の結果、MgO 単結晶基板上に YAG レーザ PLD 法を用

いて作製したイットリウム系超電導薄膜は、Tc~90 K、Jc ~1.5 MA/cm2(@77K, 自己磁場)を示
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すことを確認している。また、高い臨界電流を得るために、膜厚 2μm 程度のイットリウム系

超電導体の厚膜を作製した結果、100 A/cm 幅(@77K, 自己磁場)の臨界電流を示した。材料微

細組織の観点からも、臨界電流を阻害する a 軸配向結晶粒が混在しにくいという結果を得てい

る。 

 さらに、YAG レーザ PLD 法で必要とするユーティリティは電力だけであるため、ランニ

ングコストの低減が期待できる。また、エキシマレーザの場合、定期的に励起ガスの交換を行

う必要が有り、滞留時間が生じる。しかし、固体レーザである YAG レーザ PLD 法では連続運

転が可能である。これによって年間製造量（スループット）の向上も期待できる。また、レー

ザの励起源である Nd:YAG 結晶は材料強度が高く、熱衝撃耐性に優れるため、結晶にとって

理想的な使用環境下では定期的な交換の必要は無い。従って、メンテナンスコストも安価であ

り、装置寿命も長い。 

上記の通り、製造速度、品質の観点においても、YAG レーザのエネルギー均一性がアドバン

テージをもたらすことが予想される。例えば、イットリウム系複合材料を作製する際に、原料

ターゲット上に集光されるレーザ光にエネルギーが弱い部分が含まれる場合、その部位からの

蒸発量は低下するため、製造速度の低下と薄膜組成のずれが懸念される。しかし、YAG レー

ザは空間的エネルギーの均一性が高いため、原料ターゲットからの蒸発量が多く、製造速度の

向上が期待できる。それと同時に、蒸発種の組成ずれが尐ないため、蒸着された試料における

組成分布も均一であることが期待される。 

同程度のエネルギーを出力し、かつ紫外線領域の波長を持つ YAG レーザとエキシマレーザ

を比較した場合、エネルギーの均一性から、蒸発量（製造速度）は YAG レーザの方が速いこ

とが予想される。しかし、現状で市販されている YAG レーザ機器の最大レーザエネルギーは、

エキシマレーザの最大エネルギーよりも低いため、その分だけ蒸発量が低くなる課題が顕在化

する可能性がある。この課題に対し、本提案では、以下の手法により解決を図る。i )インプル

ーム法の採用による成膜速度の向上、ii) 2 倍波 YAG レーザの使用によるレーザエネルギーの

向上に関する検討を行う。インプルーム法の採用に関して、PLD 法において蒸発種はレーザ

が照射された箇所を頂点とした円錐状に飛散する。そのため、原料ターゲットと基材の距離が

遠いほど堆積速度が遅くなる。従って、出来るだけこの距離を短くしたインプルーム法を採用

することで製造速度の向上を行う。ここで、距離を短くすることで組成ずれやプラズマからの

ダメージによる特性の低下が懸念されるため、原料ターゲット組成の最適化や雰囲気圧力など

の製造条件の最適化に関して検討する。次に、2 倍波 YAG レーザの使用に関して、現在 PLD

法では紫外線領域の波長を持つレーザが使用されており、YAG レーザの場合も基本波(1064 

nm)を非線形光学結晶に通して得られる 4 倍波(266 nm)を用いて予備検討を行ってきた。YAG

レーザでは 2 倍波(532 nm)を出力することも可能であり、2 倍波は 4 倍波の約 2 倍のエネルギ

ーで出力可能である。そのため、2 倍波 YAG レーザを用いることで、市販機器においてエキ

シマレーザに比べて YAG レーザのエネルギーが低いという問題点を克服できると期待される。

そこで、2 倍波を使用したイットリウム系複合材料作製に関する検討も研究項目として行う。 

さらに、長尺のイットリウム系複合材料作製時には、レーザの長時間安定性、原料ターゲッ
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トの組成安定性や線材搬送速度が超電導特性や材料微細組織に与える影響など、基礎検討とは

違った考慮すべき点が生じることが予想される。そこで、実際にイットリウム系複合材料の連

続作製を行い、問題点を抽出すると共に、その解決を図る。 

 

2.1.3 イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

イットリウム系複合材料では、km 級長尺化が進み、量産化が可能になれば、その応用とし

て考えられるモータ、発電機などの回転機から求められる仕様を有した複合材料の提供が可能

となる。イットリウム系複合材料は磁場中の Ic特性がビスマス系複合材料と比べると格段に優

れ、モータ、発電機などの回転機に応用すると、鉄心を使うことなく、永久磁石並びに鉄の飽

和磁化を超える高磁場を発生でき、すなわち、大容量化を図りながら軽量・コンパクト化が可

能で大きなメリットが生じる。 

しかしながら、イットリウム系複合材料を用いた回転機の試作例は、これまで非常に尐ない。

代表的なものは、平成 15 年度から平成 19 年度まで NEDO 事業として実施された「超電導応

用基盤技術開発（第 II 期）」で行われた舶用応用を目指した超電導モータに関連した開発であ

る。このプロジェクトでは、平成 17 年度から平成 19 年度にかけて、単長数十 m のイットリ

ウム系複合材料を用いて超電導モータの開発が 2 つ行われた。ひとつは、ISTEC と JM&G 及

び九州大学（岩熊准教授）によるもので、ラジアルギャップ型超電導同期モータの原理検証試

験が行われた。最初に 15 kW 級超電導固定界磁型モータを開発し、巻線製作性やガス冷却方

式の基礎技術を開発した。その後、7.5 kW 級超電導回転界磁型モータを開発し、無鉄心の回

転界磁方式やレーストラック形状イットリウム系超電導界磁巻線などの原理検証を行った。も

うひとつは、ISTEC、住友電工、IHI、福井大学（杉本教授）によるもので、アキシャルギャ

ップ型モータの試作・検証である。ここでは、当時ビスマス系複合材料を用いて実績のあった

フラックスコレクターと呼ばれる鉄芯を用いたアキシャルギャップ型モータをイットリウム

系複合材料に置き換えてその効果を検証している。結果として、まずイットリウム系複合材料

が適用可能であることを確認し、出力に対するモータ容積の関係で、イットリウム系複合材料

を用いた方が優れていることがわかったとしている。 

また、こうした回転体を冷却する方法として有力なサーモサイフォン冷却方式を並行して検

討し、液体窒素を用いた 140 rpm での回転冷却の原理検証を ISTEC 及び大陽日酸が行なった。

これらは低速で使う舶用モータをターゲットとしたもので、そのため回転数がサーモサイフォ

ン式冷却では 140 rpm、また、回転界磁型モータでは 360 rpm と低速回転であった。また、

米国においては Reliance Electric と Rockwell Automation 社による 5.6 kW 小型機として、

イットリウム系複合材料を界磁巻線に用いた超電導モータを 2005 年に米国エネルギー省によ

る Superconductivity Partnership Initiative (SPI)計画でデモ機を試作、開発した。線材は、

SuperPower 社の 1.2 cm 幅のイットリウム系複合材料で、単長約 5.9 m の複合材料で界磁巻

線 4 個を製作している。すなわち、これまでのイットリウム系複合材料を用いた回転機（モー

タ、発電機）の開発は、単長が短く、また、量産化途上であったため大容量化されておらず、

日米とも 10 kW 級に限られていた。 
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従来、超電導化して効率、経済性の点でメリットがでる回転機の容量は MW 級と言われてい

た。特性改善が進み磁場中臨界電流密度の高いイットリウム系複合材料を用いれば、数百 kW

級から採算が取れ、事業性が出てくる可能性がある。また、前述の概要のように希土類元素削

減効果の大きい輸送用（大型自動車、列車用）同期モータ、風力発電用発電機としての可能性

が出てくると、数百 kW 級回転機でもイットリウム系複合材料による実用化の可能性が高くな

る。 

希土類元素使用量の大きな産業用回転機の例としては、大型輸送用として、JR 東日本の新幹

線用モータ（335 kW）や 24 人乗り大型高速エレベータ用モータ（168 KW）などがあり、大

量に永久磁石を使っている。また、風力発電では欧州の Teramagnetica 社により 2 トンの永

久磁石を使った MW 機が開発されつつある。すなわち、今回の 500 kW 級機の検討により、

イットリウム系複合材料の適用が可能となれば、いずれの場合も永久磁石構成元素である希土

類元素使用量低減効果が大きい。風力発電機の場合には、上述の回転数が 10-20 rpm 程度と低

く、産業用の約 1/100 であるが、界磁巻線の数（極数）を増やす、あるいは増速機をつけるこ

とで同様な界磁巻線により十分 MW 級に適用できる[ H18 (財)国際超電導産業技術センターに

よる超電導技術を利用した風力用発電機の実用化可能性調査, p.89 ]。 

このため、本提案では超電導のメリットと希土類元素使用量低減効果の大きな領域として、

500 kW 以上の産業用回転機（モータ、発電機）を目標として設定し、新しいイットリウム系

複合材料の特性を基に概念設計を行うこととした。また、産業用回転機としては 1000 rpm 級

の回転数が要求されるので、1000 rpm を代表値として目標にした。 

しかしながら、500 kW 級-1000 rpm の仕様は、前記国内外の過去の開発例から比べると、

容量、回転数とも 1 桁以上のスケールアップであり、出力を有効に得るための界磁巻線形状の

検討や高速回転に耐える構造、また、コンパクト化が容易な超電導のための冷却技術が必要で

ある。 

 本提案では、NEDO 事業として実施された「超電導応用基盤技術開発（第 II 期）」で行わ

れたイットリウム系複合材料に関する高特性化技術や機器要素技術の成果を活用して、上記

500 kW 級の回転機の概念設計とともに、回転機の主要部分である界磁巻線と冷却システムに

関しては、軽量化、コンパクト化が可能な方法の要素検討を行う。すなわち、傘型界磁巻線と

サーモサイフォン式冷却の 2 つの要素試験による実測の性能評価を行い、上述の概念設計の基

礎データを得る。これらの開発によりイットリウム系複合材料による大容量高速回転機作製の

ための開発に対する課題と指針を得る。 

また、本提案項目に関しては、最終ユーザを含めた調査・検討委員会を設け、超電導による

大型回転機（モータ、発電機）に関して市場調査、世界の現状技術開発動向および本提案の主

な開発項目に関する検討を行い、本大型高速回転機の設計検討、要素技術開発に活用する。 

  

2.1.3-1  回転機適正構造の概念設計 

平成 15 年度から平成 19 年度まで NEDO 事業として実施された「超電導応用基盤技術開発

（第 II 期）」で行われた 7.5 kW 級イットリウム系複合材料による回転機開発での知見を基に、
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希土類元素使用量低減効果が大きく期待できる大型回転機として 500 kW 級-1000 rpm 級産業

用回転機を想定し、主要要素技術である界磁巻線を中心に概念設計を行う。 

特に、イットリウム系複合材料に特有な超電導特性、高出力を得るための界磁巻線形状、発

生磁界などの電磁気的特性、最大負荷応力などの機械的特性、電磁気的特性（通電、損失）な

どに起因する熱的特性、さらに、それらの解析結果を用いて、今後の産業用超電導回転機の開

発課題を明確にし、開発指針を明らかにする。冷却に関しては、従来のガス循環冷却や過去の

サーモサイフォン式冷却による知見を用いて概念設計を検討する。 

まず、設計に必要なイットリウム系複合材料に特有な超電導特性を評価、検討する。同期回

転機の回転子に格納される界磁巻線には、界磁巻線自身が発生する一定磁界に加えて、電機子

が発生する交流変動磁界が重畳されて印加される。その結果、界磁巻線およびこれを構成する

イットリウム系複合材料には、印加方向、磁界強度が常に変化する回転交流磁界が印加される。

イットリウム系複合材料には、通電特性の異方性、損失特性の異方性があり、このため、回転

機の高効率、コンパクト化には、イットリウム系複合材料の通電電磁気・損失特性などの異方

性を把握し、回転子に格納する界磁巻線の最適な構造、配置を明らかにしなければならない。

よって、まず、高性能複合材料の電磁的特性（通電、損失特性）の温度、磁界、磁界印加角度、

周波数依存性を明らかにし、回転機の概念設計に必要なデータを得る。 

つぎに、回転機の設計・評価のため、イットリウム系複合材料に特有な電磁気的特性、熱的

特性と機械的特性を考慮した解析要素技術を開発する。従来、電磁気特性、熱特性と機械特性

を相互に関連させた連成解析はほとんど行われていない。イットリウム系複合材料は薄膜積層

型のテープ形状をしており、磁場、応力、温度により、通電特性が大きく変化し、特に磁場の

印可方向に対する特性分布などの異方性が大きく、界磁巻線の特性に影響する。一方、回転機

の性能・効率は、回転子の運動，電源リプルなどに起因する回転機内の磁場の時間・空間高調

波にも影響を受ける。また、回転機で発生する電磁力（トルク）は、空心界磁型の超電導回転

機ではイットリウム系複合材料の巻線部自体が大きな応力を受け、超電導特性が务化する可能

性がある。よって、回転機内の詳細な電磁場分布、電磁力分布を明らかにしなければならない。

そこで、本提案では、磁場、応力、損失による熱が複合的に影響する環境下での線材に加わる

電磁場分布、電磁力を評価し、回転機の概念設計に必要となるイットリウム系複合材料の材料

特性を考慮した電磁場・電磁力連成解析シミュレータを開発する。 

また、本提案では、50 K 以下の運転温度領域を想定しており、界磁巻線の伝導冷却を検討す

る必要がある。界磁巻線の通電時には、損失による発熱が生じ、その際、過渡的な発熱・温度

分布が生じ、超電導特性に影響を与える。また、温度・磁場強度・磁場角度によって巻線の通

電・損失特性が大きく変化するので、過渡的な発熱・温度分布を実験的に正確に測定・評価す

るのは困難である。さらに、界磁巻線および線材の電磁力支持構造、電気絶縁などは熱伝導・

冷却と相互に影響しあうため、回転機の設計に際しては、これらも含めた検討をしなくてはな

らない。よって、本提案では、有限要素法に基づく計算機シミュレータを開発し、伝導冷却を

想定した界磁巻線の通電・伝熱特性解析技術を開発し、回転機の概念設計に必要なシミュレー

ションを行う。 
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以上の要素技術を結集することにより 500 kW 級回転機をターゲットとし、界磁巻線および

回転機の形状やコンパクト性（希土類元素使用量低減）を主眼とした、概念設計を進める。こ

こでは、イットリウム系複合材料の電磁気的・熱的・機械的各種特性、電機子-界磁巻線の有

効鎖交磁束、トルク、損失などに基づいた解析を行う。加えて、ここで提案される界磁コイル、

モータ構造において従来のガス循環冷却等の知見に基づく仮定の下にコイルからの発生熱流

束の評価も行い、上記の概念設計結果と併せて、イットリウム系複合材料による大型超電導回

転機開発の課題を明確にし、今後の開発指針を明らかにする。 

 

2.1.3-2  界磁巻線および冷却要素技術開発 

回転機の大容量化においては、界磁巻線と電機子の間の磁場（電機子-界磁巻線鎖交磁束）を

有効に使って駆動させ、高出力を効率良く得ることが必要であり、ひいては、小型化、軽量化

にも有効である。その結果、希土類元素使用量低減効果が大きく、超電導化のメリットの出る

産業用大容量回転機が可能となる。本提案では、この効果が大きな 500 kW 級回転機を想定し

ているが、そのためには、電機子-界磁巻線鎖交磁束を高めて出力増大がコンパクトな形状で

できる傘型界磁巻線が必要であり、ここではその要素試験として傘型モデルコイル巻線を試作

し、コイルの巻線技術、成型性、励磁特性、熱的特性を把握し、大容量機への課題（特に、界

磁巻線形状と有効鎖交磁束と出力の関係）を検討し、今後の開発指針を得る。 

本傘型界磁巻線は、レーストラック形状で巻線厚みを軸方向に当初薄くし、次第に、外周部

を外側に大きくしていく形状の異形コイル巻線である。これにより、界磁巻線部が全体として

回転子形状に整合させ電機子コイルとのギャップ間隔を狭くすることなどにより、出力発生に

有効な電機子との間の磁束密度を高めることができ高出力化が可能となる。傘型界磁巻線の試

作においては、まず、(1)における概念設計の知見を反映しつつハステロイ TM 線材による傘型

ダミーコイル巻線を作製し、巻線としての冷却特性を把握する。これらの成果に基づいて、イ

ットリウム系複合材料 200 m を用いてコイル巻線を行い、冷却、励磁試験を通して性能を確認

する。これらの開発を通して、大容量回転機においてはコンパクトかつ高効率の無鉄心化を実

現するための傘型界磁コイルの巻線技術を開発するとともに、その有効性を確認する。 

 高速で回転するモータ、発電機等の回転機の冷却方法は、前述「超電導応用基盤技術開発（第

II 期）」で液体窒素（77K）による原理検証試験が行われたように、コンパクト化が見込める

サーモサイフォン式冷却が有望である。このため、本提案では、500 kW 級への大容量化も考

慮して、50 K 以下へ冷却できる可能性が高い液体 Ne（沸点 27 K）等を用いた冷却システム

に必要な要素技術の見極めを行う。50K 以下での低温動作により、イットリウム系複合材料の

高臨界電流化が見込め、大容量化への見通しもつく。他方、Ne に関しては、高速回転下での

蒸発、凝集液化に関する熱的データが尐なく、サーモサイフォン方式の設計ができる状況には

ない。そのため、本提案では、液体 Ne などの冷媒を用いて熱伝達シミュレーションを行うと

ともにサーモサイフォン式模擬冷却試験装置の試作を行い、回転数に対する熱伝達特性などの

冷却基礎特性の評価を行うことにより、大容量高速回転機に対応可能なサーモサイフォン式冷

却の開発に対する課題抽出と解決の指針を示す。
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2.2 研究開発の実施体制 

 

担当原課を経済産業省研究開発課とし、NEDO の公募により産業用超電導線材・機器技術研

究組合、国立大学法人東北大学、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人九州大学、学校法人

早稲田大学を委託者として、本事業（プロジェクト）「希尐金属代替材料開発プロジェクト」

研究開発項目⑨-2「Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開

発（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発）」を進めた。 

本プロジェクトにおいて、NEDO は実施者として、委託先である産業用超電導線材・機器技

術研究組合、国立大学法人東北大学、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人九州大学、学校

法人早稲田大学と連携して研究体を組織し、その進捗状況を管理することによりプロジェクト

全体の研究管理を行った。 

また、NEDO は研究体を統括するために、和泉輝郎 産業用超電導線材・機器技術研究組

合 特別研究員をテーマリーダー (TL) とし 、TL との間で密接な連携をとりながらプロジ

ェクトの舵取りを行った｡具体的な研究体組織および研究開発項目の分担は図 2.2.1-1 の通り

である。 

本プロジェクトにおいては、TL を中心として、研究機関、大学の参加を求め、集中管理型

のプロジェクト推進を図った。この中で、産業用超電導線材・機器技術研究組合は本プロジ

ェクト研究体の中核として、全項目の研究開発を担った。特に、「超長尺イットリウム系複合材

料における希尐金属使用量低減技術開発」では開発主体として超長尺線材開発に取り組み、「イットリ

ウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発」では複数の大学との連携を取りまとめ、開発推進に中心

的な役割を果たした。 

委託先である、東北大学では、同大学のオリジナルプロセスであるレーザ CVD 法に関する知見を

活かして、「イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開

発」の中のレーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発を担当し、特に基礎的なプロセ

ス技術開発を行った。ここでは、同法による連続プロセス開発を担当した産業用超電導線

材・機器技術研究組合と密接に連携し、開発を推進した。同様に、名古屋大学では、同大学

が以前より取り組んでいた YAG レーザ PLD 法に関する知見を活かして、「イットリウム系複

合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発」の中の YAG レーザ PLD 法

による希尐金属利用率向上技術開発を担当し、材料収率向上技術開発を行った。ここでは、

産業用超電導線材・機器技術研究組合が微細組織、特性評価を担当し開発を進めた。九州大

学では、同大学の強みである、電磁気的評価、解析技術を核として複数のテーマに携わった。

まず、「超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発」では、超長尺線材の高

速特性分布評価技術の開発を行い、プロセス開発への貢献を図った。また、「イットリウム系複合材料

を用いた回転機要素技術開発」では、回転機の適正構造決定に必要な交流損失評価などでプロ

ジェクト推進に貢献した。早稲田大学では、これまでの熱的解析技術を基に「イットリウム系

複合材料を用いた回転機要素技術開発」におけるシミュレータ開発に貢献した。 
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図 2.2.1-1 「希尐金属代替材料開発プロジェクト」Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及び

イットリウム系複合材料の開発（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発）の

実施体制 

 

指示・協議 
委託 

研究開発責任者（テーマリーダー） 

・所 属 産業用超電導線材・機器技術研究組合 

・役職名 特別研究員 

・氏 名 和泉 輝郎 

ＮＥＤＯ 

産業用超電導線材・機器技術研究組合 (代表委託先) 

・研究実施場所： 

＜分担研究所＞ 

(1)技術開発部（東京都江東区 財団法人国際超電導産業技術研究センター内） 

(2)佐倉分室 （千葉県佐倉市 株式会社フジクラ内） 

(3)相模原分室（神奈川県相模原市 昭和電線ケーブルシステム株式会社内） 

研究項目： 

① 超長尺ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

② ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

③  ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

 

国立大学法人東北大学 

・研究実施場所：東北大学金属材料研究所（宮城県仙台市） 

研究項目：②ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の 

  効率向上技術開発 

 

国立大学法人名古屋大学 

・研究実施場所：名古屋大学工学研究科（愛知県名古屋市） 

研究項目：②ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の 

 効率向上技術開発 

  

国立大学法人九州大学 

・研究実施場所：九州大学大学院システム情報科学研究院（福岡県福岡市） 

研究項目：①超長尺ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

③ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

 

学校法人早稲田大学 

・研究実施場所：早稲田大学理工学術院（東京都新宿区） 

研究項目：③ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料を用いた回転機要素技術開発 
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 2.3 研究の運営管理 

  

本事業推進のため「イットリウム系複合材料を用いた超電導回転機開発委員会」及び「連絡

会議」を設立し、機動的、効率的な研究を推進した。 

 

2.3.1 連絡会議 

本事業において、効率的に研究開発を推進するために、各研究項目内及び各研究項目間の実

務者レベルで連絡会議を開催し、技術的な報告及び連携のための情報交換を、テーマリーダー

が主催者となり実施した。また、連絡会議は各項目に関する進捗管理等を含めたマネージメン

トの役割も担い、円滑な研究開発を推進する。 

具体的には平成 21 年度から平成 23 年度のプロジェクト実施期間に 4 回の連絡会議を以下の

内容において開催し、各研究開発テーマの進捗状況の報告に対する議論を行うとともに、タイ

ムスケジュールを明確化することで開発目標の達成に向けた効率的なプロジェクトの運営を行

った。 

 

 

表 2.3.1-1 連絡会議構成員 

所属・役職 氏名 特記事項 

産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 和泉 輝郎 
プロジェクトリーダー 

（テーマリーダー） 

国立大学法人 東北大学金属材料研究所 教授 後藤 孝 プロジェクトリーダー 

国立大学法人 名古屋大学 准教授 吉田 隆 プロジェクトリーダー 

国立大学法人 九州大学 准教授 岩熊 成卓 プロジェクトリーダー 

学校法人 早稲田大学 教授 石山 敦 プロジェクトリーダー 

国立大学法人 九州大学 教授 木須 隆暢  

産業用超電導線材・機器技術研究組合 佐倉分室長 齊藤 隆  

産業用超電導線材・機器技術研究組合 相模原分室長 青木 伸夫  

産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 山田 穣  

産業用超電導線材・機器技術研究組合 専務理事 塩原 融  

産業用超電導線材・機器技術研究組合 技術開発部 定方 伸行 事務局 

          表 2.3.1-2 連絡会議開催実績  

 開催日 主な議題 

第 1 回 平成 22 年 4 月 21 日 
プロジェクト目標の確認、各テーマ研究開発計画、
導入設備計画と年度計画、他 

第 2 回 平成 22 年 10 月 18 日、20 日 
各テーマの進捗状況、設備導入状況報告、 

今後のスケジュール、等 

第 3 回 平成 23 年 1 月 13 日、14 日 
各テーマの進捗状況、設備導入状況報告、 

今後のスケジュール、等 

第 4 回 平成 23 年 3 月 7 日 
各テーマの進捗状況、設備導入状況報告、 

今後のスケジュール、報告書作成指針、等 
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2.3.2 超電導回転機開発委員会 

最終ユーザを含めた調査・検討委員会として「超電導回転機開発委員会」を設け、大型回転機

（モータ、発電機）に関する技術開発動向および Dy の削減を目的とする本プロジェクトの開発

項目に関する検討を行い、イットリウム系複合材料を適用した本大型高速回転機の設計検討、要

素技術開発、さらには実用化への課題抽出を実施し、実用化シナリオを明確にした。 

 

 表 2.3.2-1 超電導回転機開発委員会委員構成 

 氏名 所属・役職 

委員長 仁田 旦三 明星大学 理工学部 電気電子ｼｽﾃﾑ工学科 教授 

委員 山崎 克巳 千葉工業大学 工学部 電気電子情報工学科 教授 

  植田 浩史 大阪大学 核物理研究センター 特任助教 

  牧 直樹 東京海洋大学 海洋工学部 博士研究員 

  河島 裕 
三菱重工業（株）原動機事業本部 高砂製作所 水・エネルギー
部 開発グループ 主席技師 

  柳本 俊之 川崎重工業（株）技術研究所 機械システム研究部 部長 

  井岡 茂 
（株）東芝 電力システム社 磯子エンジニアリングセンター 
原子力開発設計部 先端システム担当部長 

  長谷 吉二 
富士電機システムズ（株）鈴鹿製作所 設計部 回転機グループ 
担当部長 

  今野 雅行 
富士電機システムズ（株）ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼ
ｮﾝ事業部 ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部 原子力技術部 電気制御ｸﾞ
ﾙｰﾌ ﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

  鈴木 佳明 大陽日酸（株）つくば事業所 超低温技術部 部長 

  岩熊 成卓 九州大学 大学院システム情報科学研究院 准教授 

  齊藤 隆 産業用超電導線材・機器技術研究組合 佐倉分室長 

  青木 伸夫 産業用超電導線材・機器技術研究組合 相模原分室長 

  和泉 輝郎 産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 

  山田 穣 産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 

オブザーバー 石山 敦士 早稲田大学 理工学術院 教授 

  木須 隆暢 九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授 

  大熊 武 
（財）国際超電導産業技術研究センター 超電導工学研究所  
電力機器研究開発部長 

  塩原 融 産業用超電導線材・機器技術研究組合 専務理事 

事務局 定方 伸行 産業用超電導線材・機器技術研究組合 技術開発部長代理 
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表 2.3.2-2 超電導回転機開発委員会開催実績 

 開催日 主な議題 

第 1 回 平成 22 年 12 月 16 日 

応用分野別常電導回転機･超電導回転機の現状と課題、Y

系複合材料開発、超電導回転機開発の現状と計画、Y 系複

合材料適用の課題とメリット、まとめ及び第２回委員会、

報告書案について 

第 2 回 平成 23 年 2 月 22 日 

応用分野別常電導回転機･超電導回転機の現状と課題、イ

ットリウム系複合材料の適用検討、総合討論、まとめ及び

報告書について 
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2.4 開発スケジュールおよび開発予算 

 

2.4.1 契約延長前の開発スケジュール 

   （平成 21 年 3 月 17 日～平成 23 年 3 月 20 日） 

 

 研究開発項目①「超長尺ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２２年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 

(1)ｴｷｼﾏﾚｰｻﾞPLD 法による複合材

料作製ﾌﾟﾛｾｽ開発 

(2)TFA-MOD 法による複合材料

作製ﾌﾟﾛｾｽ開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研究開発項目②「ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２２年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 

(1)ﾚｰｻﾞCVD法による希尐金属利

用率向上技術開発 

(2)YAGﾚｰｻﾞPLD法による希尐金

属利用率向上技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目③「ｲｯﾄﾘｳ系複合材料を用いた回転機要素技術開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２２年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 

(1)回転機適正構造の概念設計 

 

(2)界磁巻線および冷却要素技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目④ 委員会・連絡会議の設置 

事業項目 
平成２１年度～平成２２年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 

(1)連絡会議 

(2)ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料を用いた 

   超電導回転機開発委員会 
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2.4.2 東日本大震災による契約延長後の開発スケジュール 

   （平成 21 年 3 月 17 日～平成 23 年 5 月 31 日） 

 

研究開発項目①「超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２３年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ 

(1)ｴｷｼﾏﾚｰｻﾞPLD 法による複

合材料作製ﾌﾟﾛｾｽ開発 

(2)TFA-MOD 法による複合材

料作製ﾌﾟﾛｾｽ開発 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目②「イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術

開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２３年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ 

(1)ﾚｰｻﾞCVD法による希尐金属

利用率向上技術開発 

(2)YAGﾚｰｻﾞPLD法による希尐

金属利用率向上技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目③「イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発」 

事業項目 
平成２１年度～平成２３年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ 

(1)回転機適正構造の概念設計 

 

(2)界磁巻線および冷却要素技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目④ 委員会・連絡会議の設置 

事業項目 
平成２１年度～平成２３年度 

４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ 

(1)連絡会議 

(2)ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料を用いた 

   超電導回転機開発委員会 
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2.4.3 開発予算 

 

 
H21 H22 H23 合計 

① 超長尺イットリウム系複合材料における

希尐金属使用量低減技術開発  
0.2  2,300   0   2,300  

② イットリウム系複合材料の製造工程にお

ける希尐金属利用率等の効率向上技術開発  
0   431   0   431 

③ イットリウム系複合材料を用いた回転機

要素技術開発  
0   259   5.8   265  

合  計 0.2 2,990   5.8   2,996 

百万円 
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2.5 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

 

イットリウム系複合材料は、本事業終了後に本プロジェクト成果の展開として超長尺及び高

効率複合材料の安定製造、量産化技術開発を経て、早々に実用化に向かうものと考えられる。

また、これを用いた超電導回転機に関しては、本プロジェクトで構築した適正概念と要素技術

成果を統合し、実際に超電導回転機の試作、実証を行っていくことになる。これらの超電導回

転機の実用化は、置き換え対象である希土類永久磁石回転機に用いられる Dy や Nd などの希

土類物質の使用量の削減に大きく貢献することになる。さらに、上記の超長尺線材は汎用性が

高く、波及効果として電力機器、分析医療機器等の多くの超電導機器への展開が可能であり、

導入可能な機器および電力系統から適宜、実用化導入を進めることになる。 

 

2.5.1 実用化につなげる戦略 

 

(1) 一般への普及啓発活動 

研究開発成果および超電導技術の普及･啓蒙活動は、一般への新しい技術として超電導技術を

理解して頂くことは新技術の実用化には重要である。その戦略の一環として、日本経済新聞社

が毎年東京ビッグサイトで開催しているエコプロダクツ展に出展し、希少金属削減に貢献でき

ること等の展示を行った。ここでは、研究組合が主体となり本プロジェクト参画している大学

とともにパネル展示を実施した。本展示は、ISTEC ブースに近接して出展し、他の超電導関連

技術と連携し相乗効果による総合的普及啓蒙を図った。エコプロダクツ 2010 の来場者は 18 万

人を超し、来場者へのアンケート調査でも、10 代の来場者の増加が目立ち、より広範な来場者

に超電導技術を PR できたと考えられる。また、アンケート調査では、超電導への期待は高く、

産業、エネルギー分野への期待が高いのが特徴的であった。 

 

(2) 超電導産業における国際協調・連携 

 日米欧及びニュージーランドは毎年持ち回りで国際超電導産業サミットを開催している。国

際超電導産業サミットは、超電導技術の産業化、商業化といった目標に向けて、関係の企業、

研究機関等の経営幹部、マネージャー等が一同に会して討議を行う国際フォーラムである。尚、

海外の国際超電導産業サミット加盟の団体は、組合の構成員である ISTEC を始め、CCAS: The 

Coalition for the Commercial Application of Superconductors(米国)、CONECTUS: The 

Consortium of European Companies determined To Use Superconductivity(欧州)、NZHTSIA 

- New Zealand High Temperature Superconductor Industry Association(NZ)であり、2011 年

には、韓国が新規加盟することになっている。国際超電導産業サミットの使命は、世界各地で

産学官の国際協調や情報交換を促進することにより、超電導分野の研究計画を活発化し、超電

導体を利用した製品の開発や実用化を早めることにある。2010 年度は 10 月にイタリア（第 19

回会合）で開催された。国際超電導産業サミットにおいては、超電導技術の実用化に向けた各

国の動向についての意見交換が行われるほか、実用化に向けた課題やこれに対する取り組みに
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ついて議論を深めている。このような議論の中で、第 19 回会合では、本プロジェクトの計画、

進捗を紹介し、世界の産業界へ日本におけるイットリウム系複合材料の開発レベルとともにこ

れを用いた超電導回転機への先進的な概念をアピールすることができた。国際超電導産業サミ

ットで得られた情報や議論は、今後の企業の実用化に向けた取り組みの中で有効に活用される

ものと期待しており、このような観点から国内企業等には国際超電導産業サミットへの参加を

呼び掛け、これまで経営幹部、マネージャー等の積極的参加を得ているところである。また、

国際超電導産業サミットの結果は発表資料集の配布や新聞報道等を通じ、関係企業も含めた関

係者に広く周知を図っている。 

 また、希少金属使用量低減に対する海外との連携に関しては、平成 23 年 10 月 4-5 日に開催

されることになっている ”EU-Japan-US Workshop on Critical Materials R&D” と題した希少

金属に関する研究開発をテーマとしたワークショップに参加し、日本の状況を紹介することなど

を通して協調・連携を行うことになっている。ここでは、日米欧の行政担当者とともに各国の主

なる研究者が一堂に介し、世界的な問題としてこのテーマが議論される。注目すべきは、このテ

ーマの中に希少金属代替材料として高温超電導回転機が挙げられていることである。 

 

(3)  研究開発成果の実用化に向けた対応 

 本プロジェクトの成果を所期の目的である、希少金属使用量削減に向けて実用化につなげる

ために、超電導回転機開発委員会を開催し、ユーザーへのアピール、連携を行った。本委員会

は、イットリウム系複合材料、回転機応用の現状を調べ、イットリウム系超電導回転機として

のメリットや今後の課題と進むべき方向性を議論することにより、将来の開発に資することを

目的とした委員会ではあるが、委員として大学関係の有識者のみならず、超電導回転機のユー

ザーとなる各分野のメーカーの方々に就任してもらったことにより、上記議論が同時に実用化

に向けた情報提供でありアピール活動ともなっていた。 

 具体的には、回転機の調査検討項目として、「舶用回転機」、「風力用回転機」、「産業用電動機」

を選び、これらの典型的な例に対して、イットリウム系複合材料による検討を行い、従来の常

電導回転機、PM 式回転機に対するメリット、RM（レアメタル）削減量、効率、CO2 排出量

などの効果を調べた。また、イットリウム系複合材料では大幅に低コスト化が進められている

ため、複合材料のコストと機器の経済的成立性も調べた。結果として、舶用、産業用、風力発

電機の大型回転機にイットリウム系を適用した際のメリットを調べた。これらの検討を通して

対象としたいずれの応用分野においても、従来 PM 式回転機に比べ、RM 量を大幅に削減でき

ること、効率が向上（例：舶用産業用で 2-3％、風力では 5％向上）することがわかった。また、

コスト的には少容量機ほど厳しく、500kW 産業用では数倍の初期コストがかかるが、逆に低価

格のために、ランニングコストを含めた全体コストは 10 年程度で超電導機が安くなることがわ

かった。これらの検討を通して広い分野への適用性を確認することができたと共に、ユーザー

側の要求仕様の吸い上げとともに有効性のアピールを行い、実用化への関係構築を図ることが

できた。 
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2.5.2 実用化につなげる知財マネジメント 

 プロジェクトの NEDO からの受託者である産業用超電導線材・機器技術研究組合、東北大

学、名古屋大学、九州大学、早稲田大学は、NEDO との業務委託契約に基づき、委託業務の成

果に係る産業財産権等に関して、原則として NEDO に対して産業技術力強化法第 19 条の適用

を申請することとしている。 

 プロジェクト実施にあたり、提案時に実施機関の保有する特許のリストアップを行った。こ

のことにより、本プロジェクトの実施にあたり各担当機関が有効な特許を既に保有しており、

テーマ遂行に支障がないことを確認している。いっぽう、実用化が近い位置付けとなる超長尺

イットリウム系複合材料の開発を目的としているため、プロジェクト成果に結び付くノウハウ

の流出防止に配慮し、学会や論文投稿による技術開発成果や、展示会出展などの普及啓発活動

を進めた。具体的には、実施機関が論文投稿や学会発表を行う際は、プロジェクト代表委託先

である産業用超電導線材・機器技術研究組合に所定の書類を提出し、研究組合が一括して管理

することとした。このことにより、ノウハウ流出防止を図った。なお、産業用超電導線材・機

器技術研究組合では、組合員に対して本プロジェクトにより得られる産業財産権について、試

験研究を通して得られた発明、考案その他の工業所有権、開発コード等のプログラム、研究報

告書、図面等の著作物、実験データ、技術的知識に係るノウハウ、試作物等一切の成果につい

て、「事実、資料及び情報並び組合の運営及び事業に関して知り得た他の組合員に関する事実、

資料及び情報の一切を秘密として保持し、事前に理事長又は当該他の組合員の書面による同意

を得ることなく第三者に開示漏洩してはならない」と定めている。また、「試験研究の内容及

びその成果を第三者に発表又は報告する場合は、事前に理事長の書面による承認を得るもの」

とし、産業財産権については、「組合員各自が分担する試験研究によって得られた発明、考案

等を特許等工業所有権、著作権として出願又は登録することができる」、「組合員間の共同出願

の場合は、その持分等は当事者間で協議する」、「権利化したものの組合員以外の者（第三者）

への譲渡やライセンス（通常実施権の設定）を可能とする」、「組合員間については、原則とし

てライセンス（通常実施権設定）するものとし、実施料については無償乃至少なくとも第三者

より優遇する」、「組合員は権利化したものを放棄する場合、あらかじめ他の組合員に連絡し、

連絡を受けた組合員は、その権利の譲渡を申し出ることが出来る」等を定めている。 

このように、本プロジェクトで得られた成果に係る知的財産権等産業財産権の実施に関し、自

己実施並びに第三者の通常実施が遅滞なく行うことが可能な体制を構築しで、プロジェクトの

研究開発成果の実用化に向けたマネジメントを行っている。 
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3. 情勢変化への対応 

 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、研究開発実施場所のうち東北大学（宮

城県仙台市）、産業用超電導線材・機器技術研究組合（東京都江東区、千葉県佐倉市、神奈川県相

模原市）が震度 6 強から震度 5 強の猛烈な揺れに襲われ、その後も強い余震が頻発した。本震発

生時、各機関においては目標達成に向けた成膜試験を行っていた。例えば、研究組合の佐倉分室

及び相模原分室では、1km 長複合材料の連続成膜試験中であり、東北大学、研究組合技術開発部

ではレーザ CVD 法による成膜試験中であり、成膜中の試料は評価困難な状況であった。さらに、

研究組合技術開発部からの外注により最終評価を行っていたサーモサイフォン式冷却要素技術開

発では、冷却能力評価中に被災し、装置の一部が破損した。いずれも、本プロジェクトにおける

最終段階での試験であった。本震災では、研究開発設備およびユーティリティに損壊被害が生じ、

加えて震災直後から実施された東京電力管内の計画停電により連続運転設備の長時間稼働が不可

能になるなどの障害があり、被害状況把握及び復旧には１ケ月以上の期間を要することとなった。

このような状況のため、NEDO と委託先における協議の結果、プロジェクト期間を約 2 ヶ月延長

し、委託期間終了日を平成 23 年 3 月 20 日から平成 23 年 5 月 31 日に変更することとした。ここ

では、特に比較的多くの予算を必要とする 1km 長試験においては、再度の試験に関して新たな予

算措置が困難であることから、「1km 長複合材料を作製し、平均 Icが 200A/cm 幅以上（@77 K, 自

己磁場）であることを実証する。」との超長尺イットリウム系複合材料における希少金属使用量低

減技術開発での具体的な目標値に関して、1km 長のパッチ試験において代用することでこれを証

明することとした。 

また、希少金属を取り巻く情勢の変化としては、平成 23 年 7 月の新聞報道において、東京大学

のグループが太平洋のハワイやタヒチ周辺の海底の泥に希土類物質が含まれていることを発見し

たとの報道がなされた。この泥からは、陸における通常の希土類物質含有材料に含まれる放射線

が殆ど含まれていないだけでなく 800 倍の濃度で希土類物質が含有されているとのことから、こ

れまで、中国に産出を独占されている同物質の供給源としての期待が謳われた。しかしながら、

一方で課題として、深海底に広範囲に分布する泥を採取してレアアースを取り出す作業に高いコ

ストが必要であることとともに公海の海底資源は国連海洋法条約で保護されていることから一国

が自由に採掘できないことなどが挙げられ、現状における希少金属の供給リスク状況をすぐに解

消できる即効性を期待することはできない。従って、依然として希土類物質をはじめとする希少

金属の使用量を削減する技術開発に対する必要性は高い状況は続いている。 

世界的にも、希少金属対策に関する機運が高まっており、例えば、平成 23 年 10 月 4-5 日に

は ”EU-Japan-US Workshop on Critical Materials R&D” と題した希少金属に関する研究開発

をテーマとしたワークショップが開催されることになっている。ここでは、日米欧の行政に携わ

る方々とともに各国の主なる研究者が一堂に介し、世界的な問題としてこのテーマが議論される。

注目すべきは、このテーマの中に希少金属代替材料として高温超電導回転機が挙げられているこ

とである。つまり、本プロジェクトのテーマが世界的な関心の対象となっていることを意味して

いる。 
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4. 中間評価結果への対応 

 

 本研究項目では中間評価は実施されていない。 

 

 

5. 評価に関する事項 

 

NEDOは、国の定める技術評価に係わる指針及びNEDOが定める技術評価実施要領に基づき、

技術的及び実用化の観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産

業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評価を平成23年度に実施する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 研究開発成果について 
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Ⅲ．研究開発成果について 

 

 1. 事業全体の成果 

 

 1.1  開発成果概要 

 

  1.1.1 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発（研究組合、九州大学） 

 

   1.1.1-1  エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発（研究組合） 

 

本研究開発項目では、長尺線材実績（500 m 長-Ic≧300 A/cm 幅（@77 K, 自己磁場））のある

エキシマレーザを用いた PLD 法及び TFA-MOD 法を選択し、超長尺複合材料で高特性を実現す

るための作製プロセス技術開発を行った。 

エキシマレーザを用いた PLD 法における開発では、作製する複合材料の長さが長くなるにした

がって特性の低下が生じる課題を解決する必要がある。そのために、ホットウォール型成膜シス

テムを選定することで高速移動に対応し、さらに複数の原料ターゲットをチャンバー内で交換可

能なシステム及び大口径のリールに対して一定の張力を付与するトルク制御システムを導入した

PLD 装置を設計、製作及びその装置の線材作製機能の検証を実施した。本プロジェクトの基本計

画に記述されている線材性能評価基準に沿った 1050m の長さを有するイットリウム系複合材料

の Ic の平均値は 533.9A であった。また、イットリウム系複合材料の長手方向の Ic分布測定の結

果から、10m 長以上で Icが 300A/cm 幅（@77K、自己磁場）以上という特性も十分満たすことか

ら、「300 A/cm 幅（@77 K,自己磁場）の特性を有し、1 km を超える超長尺線材作製を見通す」

という目標を達成したことが確認された。 

 

  1.1.1-2  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発（研究組合、九州大学） 

TFA-MOD 法における開発では、バッチ式焼成の場合、主として電気炉の大型化において、炉

内容積を倍の大きさにするために巻き枠構造と強度設計、反応ガスを材料表面に均一に吹き付け

るため及び発生した HF ガスを速やかに炉外へ排出するためのガス制御設計、大型電気炉全体を

均一に加熱するためのヒータ設計、反応条件の適正化等の課題がある。これらの課題に対し、機

械強度評価、伝熱・流体シミュレーション等を駆使し、大型 MOD 焼成装置を設計、製作及びそ

の装置の線材作製機能の検証を実施した。当該装置を導入後に、装置の基本動作（加熱時温度分

布評価、駆動系の動作評価等）を確認し、成膜条件の検討を行った結果、1000m パッチ線材にお

いて平均 Icで 300A/cm 幅（@77K, 自己磁場）を達成し、ガス系統及び熱処理温度に問題ないこ

とが確認された。また、10m 長線材において 300A/cm 幅（@77K, 自己磁場）を実現した。以上

の結果より、300A/cm 幅（@77K、自己磁場）の特性を有し、1km を超える超長尺イットリウム

系複合材料を作製できることが見通せた。 

 また、超長尺複合材料プロセス開発に必要な、 評価が律速とならないような評価速度と、

特性劣化部を 以下のサイズを検出できる検出分解能とを両立させた上で、全長に亘って特性
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評価・欠陥検出を行うために、磁気顕微法を用いた特性及び局所欠陥の評価技術開発を行い、小

型装置を用いた原理検証を行うとともに、長尺複合材料評価装置を開発した。

1.1.2 イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

 

 1.1.2 -1  レーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発（東北大学、研究組合） 

レーザ CVD 法を用いた酸化物セラミックス材料の高速成膜技術を、イットリウム系複合材料

における希尐金属の利用率向上を目的とした技術開発へ応用した。まず、複合材料作製に適した

液体原料を用いるレーザ CVD 装置の開発を行った。特に、原料輸送システムとして無脈動液体

搬送ポンプを用いて液体原料を加熱容器へ搬送し気化させ、反応炉内へ搬送する手法を開発した。

同装置を用いて、適正成膜条件の検討を行ない以下の結果を得た。IBAD 基材(20 × 25 mm2) へ

の成膜試験において、成膜温度を 586℃から 643℃へ上昇させると、イットリウム原材料収率は

25.5 から 42.1%へと上昇し、685℃では 43.6%に達した。基板温度 649℃、炉内圧力 600 Pa にて、

IBAD 基材(20 × 25 mm2) 上に合成した膜は、ほぼ c 軸配向 YBCO 膜であった。そのときの収率

は 45.7%であった。加えて、レーザ CVD 法の連続成膜プロセスの開発を行った。ここでは上記

の知見を踏まえて長時間安定原料供給が期待できる液体原料を用いる供給系を導入すると共に、

複数レーンでの反応を目指したレーザ光学系および広範囲の加熱システムを設計し、Reel-to-Reel

式成膜装置を製作導入した。同装置を用いて、組成、温度等の成膜基本条件の検討を行い、IBAD

基材上で 2 MA/cm2 以上の Jc特性を実現した。以上の結果より、「超電導層の連続形成プロセス

において原材料収率 40％以上を見通す」という目標を達成したことが確認された。 

 

1.1.2 -2  YAG レーザ PLD 法による希尐金属利用率向上技術開発（名古屋大学） 

 YAG レーザはレーザ光の指向性が高く、空間的に均一なレーザ光が得られるため、原料ター

ゲットから離脱する蒸着子が形成するプルーム内の組成、エネルギー等の均一性を実現出来得

る。これにより、広い面積での均一蒸着が可能となり、高い原材料収率が原理的に期待できる。 

基礎検討として、現有の 4 倍波 YAG レーザおよびイットリウム系複合材料膜作製用

YAG-PLD 装置を用いて 10×10 mm2の短尺金属基材上でインプルーム法に関する検討を行った。

ターゲット-基材間距離を 40 mm から 20 mm まで短縮し、酸素分圧を 40 Pa から 200 Pa まで

上昇させた結果、収率は 8%から 19%まで上昇した。次に、複合材料テープ作製用真空装置およ

びレーザ制御付リール駆動機構(YAG レーザ)を導入し、基礎検討結果のマルチターン/マルチパ

ス法への拡張について検討を行った。ターゲット-基材(金属テープ)間距離が 35 mm、酸素分圧

40 Pa で、シングルターンの場合に収率 15%の収率条件で 3 ターン化した結果、酸素分圧に対

して収率は単調に増加し、pO2 = 80 Pa で 39.1%、pO2 = 160 Pa では 56.1%の収率が得られた。

pO2 = 80 Pa 条件で成膜した試料で Tc = 88.2 K、Jc = 1.4 MA/cm2@77 K が得られた。以上の結果

より、「超電導層の連続形成プロセスにおいて原料収率 40％以上を見通す」という目標を達成し

たことが確認された。 
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1.1.3 イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発（九州大学、早稲田大学、研究組合） 

 

 1.1.3 -1  回転機適正構造の概念設計（九州大学、早稲田大学、研究組合）

500 kW -1000 rpm 級を含めた産業用回転機を対象とし、希尐金属(RM)使用量低減を主眼にイ

ットリウム系複合材料を用いた概念設計を行なった。 

まず、界磁巻線コイルの設計検討のための磁場、温度、応力の 3 要素を連成させた解析シミュレータ

を開発した。基本的な傘型形状コイルに関して、イットリウム(Y)系複合材料の通電特性と伝導冷却条件

下でのY系コイルの成立性を評価した。液体Neサーモサイフォン冷却（27K以上）で軽量化のため鉄心

を使わない（2T 以上）、複合材料の使用量もできるだけ少なくする条件下で検討し、その結果、動作温度

40K、発生磁場 2Tの Y系回転機用傘型形状界磁コイルが可能であることがわかった。次に、最新の量

産化イットリウム系複合材料の Ic の温度、磁界、磁界印加角度依存性を実測により把握し、これ

に基づいて、さらに詳細に界磁巻線の形状、配置とギャップ磁界強度などから、回転機の最終出

力特性である回転機出力、効率、トルク特性について検討した。その結果、界磁巻線形状として

は、レーストラック型（平面図形状）の菱形傘型、鞍型傘型形状（断面形状）が最適であること

を明らかにした。これらの超電導界磁巻線の解析検討に基づき、常電導電機子、ヨークなどを含

む回転機全体の詳細設計を行ない、常電導機と比較し、Y 系回転機のメリットを具体的に検討し

た。その結果、500 kW 機では、従来の常電導機に比べて、体格は同程度であるものの、高効率

化、軽量化が可能であり、RM 使用量も従来永久磁石常電導回転機の 1/130 と大幅に低減できる

ことを明らかにした。以上の検討を通して、目標である 「概念設計によりイットリウム複合材料

による大型回転機の優位性を見通す」に対して、RM 使用量など Y 系回転機のメリットを具体的

に提示できた。 

 

1.1.3 -2  界磁巻線および冷却要素技術開発（九州大学、研究組合） 

Y 系回転機開発のために、上記設計を具体化する界磁巻線、冷却システムの製作性に関する技術

開発を行った。界磁巻線技術開発では、イットリウム系複合材料の電気的、機械的特性の異方性

を考慮し、上記設計で検討した回転機の性能を最大限引き出す傘型形状のモデルコイル（平傘型、

菱形傘型、鞍型コイル）を試作し、冷凍機冷却等により 40～77K で励磁試験を行った。その結果、

いずれのコイルも線材の特性を劣化させることなく、設計通りの所定の磁場を発生させることが

できた。これにより、傘型界磁巻線工程等における加工劣化を抑制し、巻線状態での特性で複合

材料 Icの 70%以上を得ることを実証することができた。 

 冷却要素技術開発では、回転機の冷却に適した液体 Ne（沸点 27K）によるサーモサイフォン

式冷却を選定し、そのための回転冷却装置、液体 Ne 供給装置からなる冷却試験装置を作製し、

試験を行った。超電導回転子を模擬した回転体を数百～1000rpm で回転させ、中心部シャフトに

液体 Ne を流入させて、回転子への伝導冷却特性および液体 Ne-回転シャフト SUS 界面での熱伝

達特性を調べた。その結果、400～1400rpm の回転数の範囲で模擬回転体を 30K 程度まで安定的

に冷却することができた。また、設計に必要な液体 Ne-回転シャフト SUS 界面の熱伝達係数とし
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て、1330±260(1070～1590)W/m2/K を実験的に確認し、Ne を用いたサーモサイフォン式冷却装

置において回転機の冷却設計を可能にすることができた。 

 

1.1.4 委員会・連絡会議の設置 

 

1.1.4 -1  イットリウム系複合材料を用いた超電導回転機開発委員会 

本事業を推進するにあたり、イットリウム系複合材料を用いた回転機の実用化を目指して開発

を効率良く進めるために、仁田教授（明星大学）を委員長に迎え、各分野のユーザ、メーカおよ

び学識経験者を含めた委員会を設置し、実用化のためのニーズおよび課題検討を行った。具体的

には、平成 22 年 12 月と平成 23 年 2 月に委員会を開催し、既存の常電導及び超電導回転機にお

ける現状と課題、イットリウム系複合材料開発の状況と見込み、イットリウム系複合材料の回転

機への適用性等の内容について議論し、イットリウム系複合材料を用いた回転機の有効性等につ

いて纏めた。 

 

1.1.4 -2  連絡会議の設置 

本事業において、効率的に研究開発を推進するために、各研究項目内及び各研究項目間の実務

者レベルで必要に応じて連絡会議を開催し、技術的な報告及び連携のための情報交換を実施した。

また、ここでは各項目に関する進捗管理等を含めたマネージメントの役割も担い、円滑な研究開

発を推進した。具体的には 4 回に亘る連絡会議を実施し、プロジェクトの効率的な推進に努めた。 
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2. 研究開発項目毎の成果 

 

2.1 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 (研究組合、九州大学) 

 

 2.2.1 エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発 (研究組合) 

 

  2.1.1-1 エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発 

 

 ①背景および目的 

産業用超電導線材・機器技術研究組合(以下、研究組合と略す)が研究開発を実施したイットリウ

ム系複合材料作製プロセスは、高強度のハステロイ TM基材上に研究組合の組合員である株式会社

フジクラ(以下「フジクラ」と略す)が世界で初めて開発した IBAD (Ion Beam Assited Deposition) 

法により形成した2軸配向した酸化物薄膜上にエキシマレーザPLD法により超電導層を形成する

積層薄膜として作製される [1-2], [7]。フジクラでは平成 15 年度から平成 19 年度にかけて実施さ

れた NEDO プロジェクト「超電導応用基盤技術研究開発(第Ⅱ期)」において 500ｍ長で 300A/cm

幅(@77K、自己磁場)の Ic 特性を有するイットリウム系複合材料の開発に成功し、「イットリウム

系超電導電力機器技術開発」(平成 20 年度～平成 24 年度)では、200ｍ長で 200A/cm 幅(@77K、

自己磁場)のイットリウム系複合材料を機器開発に提供している。 

イットリウム系複合材料を用いて永久磁石モータの代表的な大型モータ規模である 500kW 級

モータを実現する場合、粗設計による見積もりではあるが、300A/cm 幅(@77K、自己磁場)の臨界

電流(Ic)を有し、かつ尐なくとも単長 1km 程度の長さが要求される。このような高い特性を有す

るイットリウム系複合材料を得るためには高い結晶粒配向度を有する超電導層を長尺で形成する

ことが必要であることから、新しいエキシマレーザ PLD 装置の開発が不可欠である。 

エキシマレーザ PLD 法は数多く存在する薄膜作製プロセスのうち、物理堆積法(PVD)に分類さ

れる。PLD とは Pulsed Laser Deposition の略称であり、その薄膜堆積プロセスの概略図を図

2.1.1-1 に示す[3-5]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1 - 1 PLD 法概略図 

入射窓

レーザ光
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ターゲットと呼ばれる薄膜材料とほぼ同じ組成の焼結体に照射されたパルスレーザのエネルギー

によりターゲットから材料が気化(レーザアブレーション)される。レーザにより気化された材料

がターゲットに対向して設置された基材に到達し、薄膜を形成する。イットリウム系複合材料で

は、予め結晶粒方位の2軸が配向(2軸配向)した酸化物積層膜を形成した基材を用いるため、基材

上で薄膜はエピタキシャル成長することができる。そのために高い 2 軸配向度を有するイットリ

ウム系複合材料薄膜を得ることが可能である。 

エキシマレーザ PLD 法ではレーザ光源として高出力のエキシマレーザを採用することで、高い

エネルギー密度のレーザ光をターゲット上の任意の箇所に照射することが可能であることから、

下記のように理想的な特長を有している[3-5]。 

 

1. チャンバ外部から導入するレーザ光によりターゲットを気化させるため、レーザのメン 

テナンスが容易であり、チャンバ内部も清浄雰囲気で薄膜を蒸着できる。 

2. チャンバ外部から導入するレーザ光を加熱源としてターゲットを気化させるため、真空の 

管理が容易である。 

3. ガス雰囲気下での薄膜堆積が可能である。 

4. 高エネルギー密度のため、高融点の物質も気化できる。 

5. レーザ加熱による拡散などの影響が小さい。 

6. 蒸着速度が速い。 

 

 エキシマレーザ PLD 法は上記１.および 2.の特長から、長尺線材作製による長時間成膜の間、

チャンバ内を清浄でかつ安定した真空度を保つことが容易である。また、3.の特長から酸素雰囲

気下で成膜が可能となり、酸化物であるイットリウム系複合材料の成膜条件の最適化のための選

択肢を広くできる。4.および 5.の特長からターゲットとして用いる材料に受ける制限が小さくで

きる。6.は産業化のために有利である。以上の利点を生かして、線材作製用に開発されたのが図

2.1.1-2 に示したマルチターン PLD 線材作製装置である[6]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-2 マルチターン PLD 装置概略図 

真空チャンバ

送出・巻取リール
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レーザ光
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この装置では真空チャンバ内に送出リールと巻取リールを配置した Reel to Reel (RTR)方式に

より、線材作製が可能となっている。また、成膜エリアを複数回通過させることで線材作製速度

向上が図られている。本方法はレーザパワーの増大やレーザ照射周波数の増大による成膜速度の

向上方法と比較して、薄膜表面の平坦性が高く膜質がよく、ターゲットが受けるダメージが小さ

いなど高性能かつ長尺の線材成膜に向いている利点がある[6]。 

図 2.1.1-3 は図 2.1.1-2 に示した装置の機構を有する装置の外観写真である。フジクラではこの

装置を用いて平成 19 年度に 504ｍ長の線材を作製し、Ic 測定を実施した。測定の基準として、線

材全長の I -V 特性を測定し、電圧が 1μV/cm (50.4mV/504m)となった時の電流値を Ic とした。そ

の結果、当該線材の Ic値は 349.6A/cm 幅 (77K, 自己磁場)であり、超電導線材の性能評価の指標

である、Ic と線材長(L)の積である Ic × L 値において当時の世界記録を達成した[8]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-3 エキシマレーザ PLD 装置(マルチターン方式) 

 

PLD 法で作製した超電導層厚 2.5μｍのイットリウム系複合材料の Ic -B -T 特性を図 2.1.1-4 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-4 イットリウム系複合材料 (超電導層膜厚 2.5μｍ) の Ic-B-T 特性(B//c) 
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このイットリウム系複合材料は人工ピンを導入していないにもかかわらず、600A/cm 幅(@77K, 

自己磁場) 程度の Ic を有している。液体窒素温度以下の 50 K, 5 T においては Ic が 300 A/cm 幅

であり、20 K, 5 T においては Icが 1000 A/cm 幅であり、さらに 4 K では 31 T という強磁場下に

おいても 400 A 程度の高い Ic を有している。 

以上に示してきたようにエキシマレーザ PLD 法により作製されたイットリウム系複合材料は

これまでの開発により長尺で高 Ic を実現できる可能性があり、かつ磁場中においても高い特性を

示すことから、希尐金属、特に Dy を使った永久磁石の代替材料として期待される。 

 

② 開発目標 

 エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発では本プロジェクト終了時点におい

て、1ｋｍ以上の超長尺イットリウム系複合材料の作製技術を見通すことを目標としているが、本

方式では作製する複合材料が長くなるにしたがって特性の低下が生じてしまう課題を解決する必

要がある。そのため、長尺線材作製を可能とするための装置のスケールアップに対応した装置の

改良が必要である。これら課題を以下の 3 つに分類整理して開発を進めた。 

   (1)長尺高速搬送技術、(2)高温加熱技術改良、(3)蒸着源連続供給技術 

 (1)長尺搬送技術についてはRTR 方式により 1km を超える長さのイットリウム系複合材料を均

一な状態で作製するために、大口径のリールに単層巻きが可能で、さらに一定の張力で線材を保

持し、高速搬送可能なようにトルク等を適正に維持するなどの機構を開発する。また、(2)高温加

熱技術の改良においては良質なイットリウム系複合材料を作製するために、常にイットリウム系

複合材料からなる膜表面温度を所定の温度に維持する必要がある。これまでの技術では 500m 長

を作製するための条件はほぼ把握できるところまで技術が見通せているため、この技術を改良し、

より長時間にわたって温度管理ができるように加熱用ヒータ構造の改良や、雰囲気中の酸素分圧

が微粒子との反応等により長時間において変化することのないように酸素ガスの供給と排気の状

態を制御する技術等を開発し、安定して長時間の蒸着が可能な技術を開発する。さらに蒸着源と

なるイットリウム系複合材料ターゲットを長時間にわたる使用においてターゲット状態が変化し

て均質な蒸着ができなくなることのないようなレーザの照射方法を見いだす。また、(3)蒸着源連

続供給技術では、長時間の蒸着が可能なように複数のターゲットを使用できるようにターゲット

保持機構を開発する。 

 これらの開発を実施し、超長尺イットリウム系複合材料開発において最も重要なマクロ均一成

膜技術を 1km 長複合材料作製にて検証する。ここでは、1km 長中間層基材上において上記の各

要素技術を統合してイットリウム系複合材料を形成し、平均 Icで 200A/cm 幅以上(@77K, 自己磁

場) を実証する。また、同手法における高特性複合材料の成膜能力確認を目的として、結晶粒高

配向中間層基材を用いて 10m 長以上の複合材料において Ic が 300A/cm 幅 (@77K, 自己磁場) 以

上を実証する。 
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③ 開発課題とアプローチ 

課題として掲げた 3 つ技術開発項目について、ホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置を基

本として、開発目標に対応した新しいエキシマレーザ PLD 装置を設計した。 

ホットウォール型 PLD 装置とはエキシマレーザ PLD 装置の成膜部分を均熱に保つことを目的

として開発した超電導薄膜の作製方法である。今回開発したホットウォール型 PLD 装置の概略図

を図 2.1.1-5(a)に示し、フジクラが所有するホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置の外観写

真を図 2.1.1-5(b)に示す[7]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-5 .ホットウォール型 PLD 装置;  (a)概略図、(b)装置写真 

 

ホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置では成膜エリアがヒータで囲まれていることが

特徴である。そのため、レーザにより気化されたイットリウム系複合材料は基材表面でヒータ

からの熱で常に一定温度に保たれた状態で結晶が成長することができ、より均質で高品質の薄

膜を得ることができることから、技術課題(2)の高温加熱技術を改良に対応することが期待され

る。技術課題(1)の長尺高速搬送技術については、最大毎時 200ｍの線速にも追従できるように、

補助駆動ロールを導入して、線材にかかる張力と線材の送り出し・巻き取り速度を一定に保ち、

成膜時の基材の状態を定常な状態に保つことが期待される。技術課題(3)の蒸着源連続供給技術

については、真空を保ったまま、ターゲットの交換を可能にすることにより、成膜雰囲気の温

度や圧力などを保ったまま安定して長時間の蒸着が可能となることが期待される。以上に挙げ

た 3 つのアプローチを盛り込んだ装置を設計、製作した。以後は本プロジェクトで開発した新

しいホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置を高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置

複合装置と記述する。高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置に搭載された新しい技術を表

2.1.1-1 にまとめた。 

表 2.1.1-1 .高磁界長尺イットリウム系複合材料作製装置に導入した新技術 

 

 

 

 

 

開発課題 課題へのアプローチ

長尺高速搬送技術 補助駆動ロールを導入し、張力と線材速度を制御

高温加熱技術改良 ホットウォール加熱による成膜面加熱

蒸着源連続供給技術 真空度を維持した状態でのターゲット交換機構の導入

ホットウォール加熱

ターゲット

中間層付基板

レーザ光

プルーム

真空チャンバ

(a) (b) 
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④ 成果 

 ④-1 高磁界長尺イットリウム系複合材料作製装置による 1 km 超級イットリウム系複合材料 

  (1)中間層付き基材 

イットリウム系複合材料は図 2.1.1-6に示すように金属基材上に形成した複数層のセラミックス

薄膜からなる積層構造であるが、超電導特性を有するのは REBa2Cu3O7-δ (RE：希土類金属) 層で

あることから、300A/cm 幅(@77K、自己磁場)の Icを有する線材を得るためには高い臨界電流密度

を有する超電導層を形成することが重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-6 イットリウム系複合材料構造図 

 

REBa2Cu3O7-δは異方性が高いことから、薄膜を形成する結晶粒子の同一方位の結晶軸のなす角

度が小さいほどその臨界電流密度が向上することが知られている[9]。そのため、下地となる基材

にも高い結晶粒配向度が求められる。産業用超電導線材・機器技術研究組合の組合員であるフジ

クラが開発した Ion Beam Assisted Deposition (IBAD)法は、高い結晶粒配向度を有する基材の製

造方法であり、結晶粒無配向の金属基材上に 2 軸配向したセラミックスの中間層を形成すること

が特徴である。図 2.1.1-7 に IBAD 装置の概略図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-7  IBAD 装置概略図 

 

IBAD 装置内には、ターゲットにイオンを照射して薄膜の原料をスパッタするイオン(スパッ

タイオン)ガンと、薄膜表面に対して特定の角度から薄膜に向けてイオン(アシストイオン)を照射

するガンの 2 種類のイオンガンが装備されている。スパッタイオンガン、アシストイオンガンと

２軸配向中間層
（セラミックス）

キャップ層（CeO2)

金属基板（Hastelloy)

超電導層（REBa2Cu3OX)

保護層 (Ag)
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も Ar イオンを照射している。ターゲットに用いるセラミックスの結晶構造に応じてアシストイオ

ンの基材への入射角度を最適化（GZO:55°、MgO:45°）させることにより、2 軸配向した中間

層を得る。IBAD 層の成膜には高強度のハステロイ TMテープの上に予めベッド層と呼ばれるアモ

ルファスもしくは微結晶からなるセラミックス薄膜が形成された基材が用いられる。IBAD 層の

成膜前に基材は装置内に装備された送出リールに巻かれていて、成膜時に基材は順次、図 2.1.1-7

に示した成膜装置内を経由して、巻取リールに巻き取られる。このことから連続的に、長尺の線

材作製が可能となっている。  

IBAD 層の上にはさらにキャップ層と呼ばれる層を形成する。超電導層はこのキャップ層上に

形成されるため、キャップ層の結晶粒配向が良いことが重要となる。配向の良否は X 線のスキ

ャンの半値幅 () で評価される。  

超電導層以外の各層は、超電導層と比較して膜厚が薄く、ターゲットの消費が尐ないことから、

長尺基材製造中のターゲット交換が不要である。また超電導層と比較して、許容される製造温度

範囲が広いことから、超長尺化のために必要な技術は超長尺線材成膜における線材搬送中のテン

ションコントロールのみである。そのため、高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置において

開発するテンションコントロールを既存技術に展開することにより、超長尺高磁界長尺イットリ

ウム系複合材料用の基材製造は可能であるといえる。以上の理由により、高磁界長尺イットリウ

ム系複合材料作製装置による 1 km 超長尺複合材料作製検討用基材として 1000ｍ以上の長さを有

する基材を準備することの重要性は低いと判断されることから、350ｍと 700ｍの 2 本の基材をつ

なぎ合わせて 1050ｍ長の基材を準備した。 

使用した基材のスキャン測定結果を図 2.1.1-8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-8 キャップ層のφスキャン結果

(a) 350m 基材の S 端、(b) 350m 基材の E 端、 

(c) 700m 基材の S 端、(d) 700m 基材の E 端 
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図 2.1.1-8(a)、（b）が 350ｍ基材の S 端と E 端のφスキャンの結果であり、図 2.1.1-8(c)、（d）

は 700m 基材の S 端と E 端のφスキャン結果である。X 線回折強度のピークはキャップ層である

CeO2の<220>面からの反射に相当している。ピークが 4 箇所現れるのは<220>面が 4 回対称性を

有していることに由来している。 

図 2.1.1-8 の(a)から(d)にそれぞれ示した 4 つのピークの半値幅の平均値から求めたと線材長

手方向の位置関係は図 2.1.1-9 に示すとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-9 キャップ層付 1050ｍ基材のの長手方向分布 

  

は 4.0～4.3°であり、品質の高いキャップ層が形成されていることが確認できたことから、本

キャップ層付基材をイットリウム系複合材料成膜実験に使用した。 

 

(2) 超長尺イットリウム系複合材料の作製 

 本プロジェクトで開発した高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置を図 2.1.1-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-10 高磁界長尺イットリウム系複合材料作製装置 
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 写真中央部分が成膜チャンバであり、その両側に送出・巻取リール用チャンバを配置した。張

力と線材速度を制御するために設けた補助駆動ロールと成膜面加熱を可能にするホットウォール

加熱機構、真空度を維持した状態でターゲット交換が可能な蒸着源連続供給装置は写真中央部の

成膜チャンバ内に配置した。 

 

④-2  超長尺イットリウム系複合材料の特性評価 

 (1) 磁化法による測定結果 

図 2.1.1-10 に示したキャップ層付の 1050ｍ長の基材上に形成したイットリウム系複合材料

の特性は液体窒素温度における Ic により評価した。Ic 測定方法は、一定の外部磁場中における

イットリウム系複合材料の幅方向の磁化分布を測定し、ビーンモデルにより近似的に Icを求め

る方法(磁化法)と、線材を 200ｍごとにサンプリングして 4 端子法による I-V 測定により Ic を

求める方法(通電法)の 2 つの方法によって実施した。 

磁化法により測定した Icの長手方向分布を図 2.1.1-11 に示す。約 1mm 間隔で測定した。測

定時にはイットリウム系複合材料に垂直に 40ｍT の外部磁界を印加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-11 磁化法により測定したイットリウム系複合材料の Ic の長手方向分布 

 

350ｍ付近に存在する Icの大きな低下は 2 つの基材の接続点にあたるものであり、成膜による問

題ではないものと考えられる。また、その他に Icの局所的な低下が数か所観察されたが、本測定

により得られた全測定点(n= 1,032,963)の Ic の平均値は 533.9A であった。目標値である 1000m

以上の長さを有し、かつ Ic の平均値が 200A/cm 幅以上という目標性能を満足している。 

 また、図 2.1.1-11 から 10m 以上にわたって 300A 以上の Icを有することも明らかであることか

ら、磁化法による測定においては目標性能を満足することを確認した。 

850ｍから 1000ｍ付近に Ic の局所的な低下が 5 箇所観察されたが、このような局所的な Icの低

下は数 100ｍ長クラスのイットリウム系複合材料でも観察されており、原因が特定されているこ

とから、今後作製条件のさらなる検討や環境の整理を進めることで改善すること可能なものと推
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察される。 

 

(2) 通電法による Ic測定結果 

通電法測定装置の概略図を図 2.1.1-12 に示す。70cm の間隔で配置された電圧端子につながれ

たナノボルトメータによりイットリウム系複合材料の電圧を測定しながら、電流を 0A から徐々

に大きくしていき、電圧が 1μV/cm(70μV/70cm)に達した時点の電流値を Icとした。Ic 測定後に線

材を 200ｍ送り出してから、再び測定を実施するということを繰り返して、イットリウム系複合

材料を 200ｍ間隔で 1km 全長に亘って Ic 測定を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-12 Ic 測定装置の概略図 

 

 本方法により測定したイットリウム系複合材料の長手方向の Ic 分布を図 2.1.1-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-13 通電法により測定したイットリウム系複合材料の Ic の長手方向分布 

(200m 間隔で 70cm ごとにサンプリング) 
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Ic の長手方向分布は磁化法による計算値とよく一致していることから、磁化法により求めた Ic

の平均値は通電においても適用できると考えられる。このことから、本イットリウム系複合材料

は、目標値である 1000m 以上の長さを有し、かつ Icが 200A/cm 幅以上の特性を満足しており、

10m 以上にわたって 300A 以上の Icを有することも明らかであり、通電による測定においても目

標性能を満足する超長尺イットリウム系複合材料を実現したことが確認された。 

 

2.1.1-2  エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発のまとめ 

 

・超長尺イットリウム系複合材料作製を目的として、ホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置

を改良した高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置を開発した。 

 

・1050m の長さを有するイットリウム系複合材料の Ic の平均値は 533.9A であった。また、イッ

トリウム系複合材料の長手方向の Ic 分布測定の結果から、10m 長以上で Icが 300A/cm 幅(@77K, 

自己磁場) 以上という特性も十分満たすことから、目標である「1km 長で平均 Ic で 200A/cm 幅

以上 (@77K, 自己磁場) 」および、「10m長以上にわたって Icが 300A/cm幅 (@77K, 自己磁場) 以

上」という性能をすべて達成した。 

 

・目標に対する達成度  ＞100 ％ 

 

・今後の課題、展望 

磁化法による Ic分布測定においては800ｍ付近から1000ｍ付近に Icの局所的な低下が数か所観

察された。今後の課題としては、これらの局所的な低下の改善による高品質化が重要となる。  

イットリウム系複合材料における Icのこのような局所的な低下は数 100ｍ長クラスのイットリ

ウム系複合材料でも観察されており、原因が特定されていることから、今後の作製条件のさらな

る検討や環境の整理を進めることで改善することが可能である。 

エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発において開発を進めた高磁界長尺イ

ットリム系複合材料作製装置は、最終目標である、永久磁石モータの代表的な大型モータ規模で

ある 500kW 級モータを実現するために必要とされる 300A/cm 幅(＠77K、自己磁場)の Icを有し、

かつ尐なくとも単長 1km 程度のイットリウム系複合材料作製を実現するための能力を十分に有

していることが確認され、実用化に向けた展望を示すことができた。 
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2.1.2  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発 （研究組合、九州大学） 

 

 2.1.2-1  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発（研究組合） 

 

  ① 背景及び目的 

 産業用超電導線材・機器技術研究組合(以下「研究組合」と略す)が研究開発を実施した

TFA-MOD (三弗化酢酸塩による有機酸塩堆積) 法とは、有機溶媒中に三弗化酢酸塩、ナフテン

酸塩、オクチル酸塩という有機金属塩 (イットリウム系複合材料を構成する元素) を溶解した

原料溶液を中間層付の金属基板上に塗布、乾燥・仮焼する工程を繰り返して一定の膜厚を有す

る仮焼膜を形成し、その後に結晶化するための本焼熱処理を施して複合材料薄膜を形成する手

法である。 

 研究組合の一員である昭和電線ケーブルシステム株式会社（以下「昭和電線」と略す）は、

平成11年より新エネルギー・産業技術開発機構 (NEDO) が実施した「超電導応用基盤技術研

究開発（第Ⅰ期）」に参画し、国際超電導産業技術研究センター (ISTEC)と共同でTFA-MOD

法によるイットリウム系複合材料の開発を行った。続く平成 15年からの「超電導応用基盤技

術研究開発（第Ⅱ期）」においても、イットリウム系複合材料の長尺作製を目的としてバッチ

式大型本焼炉の開発を行い、長さ 500m、1cm幅で 310A (@77K, 自己磁場) の特性を有する

イットリウム系複合材料の作製に成功し、目標を達成した。バッチ式熱処理の特長は、作製す

る複合材料を電気炉に設置して一括の熱処理を行うため、比較的短時間で複合材料を作製する

ことが可能であり、工業生産性に優れている事を特徴とする。 

 昭和電線は平成 20 年よりNEDOが実施する「イットリウム系超電導電力機器技術開発」に

参画し、プロジェクトの開発テーマである「高電圧絶縁・低誘電損失ケーブル化技術」と「超

電導変圧器技術」で使用するイットリウム系複合材料の供給を担当し、単長 30～200 ｍで125

～150A (5mm幅) の通電が可能なイットリウム系複合材料を平成21年度末までの2年間で約

8km供給し、安定製造技術の検証を行っている。 

 これまでの研究により高特性を有する長尺イットリウム系複合材料をTFA-MOD法により作

製する技術が開発され、性能は機器開発に適用されるレベルに到達した。しかしながら、超軽

量高性能モータ実現には、高性能で1kmを越える超長尺イットリウム系複合材料が必要であり、

これらの技術開発が急務であると考えられる。更に、米国では1km級のイットリウム系複合材

料開発が進んでいる現状を考慮すると、国際競争力の観点からも超長尺化技術の確立が急務で

あると考えられる。 

 昭和電線は TFA-MOD 法により500m、310Aを作製したノウハウを保有しており、シミュ

レーションの技術開発も行っている。 1kmのイットリウム系複合材料開発を目指すには反応 

HF ガスの流れの問題、炉構造の問題等多くの問題が予想されるが蓄積されたノウハウとシミ

ュレーション技術を駆使することで開発の目標である 1km、300A/cm幅（77K,自己磁場）を

見通すことの達成を図った。 
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  ② 課題とアプローチ 

 TFA-MOD法を用いたイットリウム系複合材料の超長尺化に当たり、製造方式としてバッチ

式本焼方法とRTR（Reel-to-Reel）式本焼方法がある。バッチ式本焼方法は高速製造に適して

いるが、炉の大きさに制限され製造可能長さに限界がある。今後、単長の長い複合材料の要求

が高まる可能性があり、本プロジェクトにおいては製造長さに制約の尐ないRTR式本焼方法も

検討を進める。 

 バッチ式焼成の場合、長尺化に必要な開発課題は、電気炉の大型化に係わるものである。バ

ッチ式熱処理では熱処理する複合材料を全て電気炉の中に格納する必要があり、1km 以上の

複合材料熱処理を可能とするには、現状の炉内容積を倍の大きさにする必要が生じる。しかし、

この電気炉の大型化には種々の技術的課題が存在する。本研究においては、この技術課題を解

決し、1km 以上の複合材料作製を可能とする超長尺対応バッチ式熱処理プロセスの技術開発

を目指した。 

TFA-MOD法においては、イットリウム系複合材料の結晶化反応過程においてH2Oを消費し、

HFガスが発生する。このガスの出入りは、低温反応と配向組織形成に貢献するが、成膜速度

向上にはHFガスが速やかに排出されなければならない。炉外に排出されることなく仮焼膜表

面近傍に滞留し、高HF濃度化するようなことになると、今度は逆にYBa2Cu3O7-δ (YBCO)の結

晶化を妨げる方向に作用するためである。これら基礎的な反応プロセスの知見を基に、バッチ

式熱処理炉で反応ガスの導入、排出機構等種々の工夫をこれまでの開発を通し行ってきた。炉

の内部構造は、円筒状の炉心管の内部に複合材料を巻き付けるドラムが同軸配置されており、

その表面はパンチング加工されている。複合材料はドラムの表面に螺旋状に巻き付けられ、外

周部より膜表面に水蒸気を含む反応ガスを吹き付ける配置となっている。仮焼膜中で発生した

HFガスはドラム表面にパンチング加工された細孔を介してドラム内部に配置された排気管か

ら炉の外へポンプで排気される。 

 超長尺対応バッチ式熱処理炉の開発に際して従来の熱処理炉と比べて大きく技術革新すべ

き点は、イットリウム系複合材料を炉内に設置するための巻き枠構造と強度設計、反応ガスを

材料表面に均一に吹き付けるためのガス導入システム設計、反応によって発生したHFガスを

速やかに炉外へ排出させるための排気系設計、大型電気炉全体を均一に加熱するためのヒータ

ー設計、反応条件の適正化である。 

まず、巻き枠構造と強度設計についてであるが、500m長複合材料用の巻き枠構造は直径1m、

長さ3m程度のハステロイTM円筒を片端で支持をする構造を採用しており、巻きつけた複合材

料が反応ガスに均一にさらされるようにハステロイTM円筒は一定速度で回転している。1kmの

複合材料を熱処理すると仮定するとドラムの重量は450kgとなり、回転軸にかかる応力は

160MPaとなる。ハステロイTMの室温での強度は900MPa程度であるが、この巻き枠は熱処理

中800℃近い高温に曝されるため、ラプチャー強度は130MPaまで低下する。したがって、現

状の構造では使用中に支持軸に過大な応力がかかり、大きなたわみを引き起こすだけでなく、

稼動を続けると応力が集中することにより支持軸が破損する恐れがある。この危険性を回避す

るためには、巻き枠に適した材質の選定と厚さ設計、補強構造の設計、回転軸の強度設計と巻
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き枠との取り合い方法の検討、回転方法の検討等の課題がある。これらの課題に対し、昭和電

線は各種金属材料の物性データを保有し、これを用いた強度計算、加熱状態でのたわみや応力

集中箇所のシミュレーション技術を持っていることから、これを使ってさまざまな巻き枠構造

を想定して数値計算を行い、妥当性を検証しながら適性構造を決定することができる。 

ガス導入システムと排気系設計はこのプロセスで最も重要な課題である。500m用電気炉で

は巻き枠の外周上に4箇所ガス導入ノズルを取り付け、ノズルに一定間隔であけた孔からガス

を吹き付ける構造を採用した。また、排気系は巻き枠の中心部に設置して真空ポンプとつなぐ

ことで、巻き枠を通過して外周部から中央に向かうガスの流れを実現した。しかし、この構造

を現状の2倍以上の容積をもつ巻き枠で行うとガス流は直進性を失い、炉内の空間で滞留する

ことがシミュレーションで明らかである。本研究では超大型の電気炉の炉内空間に効率よく均

一なガス流を形成させる方法についてシミュレーションを用いて検討する。特に、ガスの導入

管径、ガス分岐方法、ノズル径、ノズル間隔、ノズル数、ガスの導入管と巻き枠との距離、ガ

ス流速、巻き枠の回転数、巻き枠のガス透過穴の大きさ・数・間隔、排気管と巻き枠との距離、

排気管に開けるガス透過穴の大きさ・数・間隔などのファクターを変え、反応に適したガス流

を形成させるための適正構造を算出する。これを炉設計に反映させて炉の製造を行うだけでな

く、反応条件の適正化を行う際にもシミュレーションを用いて効率のよい条件最適化の検討を

行う。 

ヒーター設計に関しては、研究組合では昭和電線が有するビスマス系複合材料用に大型熱

処理炉を設計、作製した知見を有効に使うことができる。大容積を均一に加熱・冷却するため

のヒーター材質、ヒーター構造・密度、温度制御機構等の適正化技術に関してはこれまでの実

績から算出が可能であるが、ビスマス系複合材料の際には考慮する必要のなかったガス流を確

保した上での炉内温度の均一化に関しては、これまで経験のない技術であり、シミュレーショ

ンを利用して設計の適正化を図る必要がある。また、本研究ではビスマス系複合材料の熱処理

に比べて高速昇温が必要であり、冷却速度も反応上適正な条件とする必要があることから、ヒ

ーター設計時には考慮すべきである。 

反応条件の適正化は全長に渡って均一で高い特性を得るために必要である。適正化条件と

しては、昇温速度、反応温度、水蒸気分圧と水蒸気導入温度、反応時の炉内圧力、反応ガス中

の酸素濃度、反応時間、冷却速度等である。これらの条件は、シミュレーションの結果及びこ

れまでの実績値を元にそれぞれの条件を尐しずつ変化させて適正化することが不可欠であり、

多くの実験が必要となってくる。 

一方、RTR式本焼方式の場合製造速度は遅いが、原理的に長尺複合材料の製造が可能とい

う特徴があり、本プロジェクトにおいて同時に検討を進める。 

 

③成果 

 ③-1 巻枠構造と強度設計 

巻き枠構造についてであるが、巻き枠の金属材料として、これまで導入してきたバッチ式炉

と同様、ハステロイTMC-275を採用した。ハステロイTMC-275は、RE系複合材料の金属基板に
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用いられており、熱処理中に、イットリウム系複合材料及び巻き枠が膨張・収縮を起こすた

め、複合材料と巻き枠の線膨張係数を合わせる必要があり、その結果、膨張収縮による応力集

中を避けることが可能となる。そのような理由から、巻き枠材料をハステロイTMC-275とした。 

1,000m 超級の複合材料を処理するにあたり、巻き枠の大型化が必須となり、巻き枠支

持方法が課題となる。そこで、これまで採用してきた片持ち支持が可能か否か、応力シ

ミュレーションを用いて検討を行った。図2.1.2-1及び表2.1.2-1に応力シミュレーション

結果を示す。 

Model 1Model 1

 

Model 2Model 2

 

Model 3Model 3

 

Model 4Model 4 Model 5Model 5

 

図2.1.2-1 応力シミュレーション結果 

 

表2.1.2-1 巻き枠サイズの応力比較 

4.75.875.33.5ドラム長 (m)

2061711609848最大応力 (MPa)

1.51.2111ドラム径 (m)

20002000200015001000線材長 (m)

1010101010ピッチ (mm)

55555線材幅 (mm)

Model5Model4Model3Model2Model1

4.75.875.33.5ドラム長 (m)

2061711609848最大応力 (MPa)

1.51.2111ドラム径 (m)

20002000200015001000線材長 (m)

1010101010ピッチ (mm)

55555線材幅 (mm)

Model5Model4Model3Model2Model1

 

* シミュレーションの結果より最大応力は巻き枠の根元に集中 

 

応力シミュレーション結果より、巻き枠の支持を片持ちにした場合、最大応力は巻き枠の

根元に集中することが確認された。高温に曝される巻き枠自体に応力集中がないことから、

これまでに蓄積された炉設計ノウハウを用いるため、巻き枠は、片持ち支持で設計すること

とした。 

本シミュレーション結果を基に機械設計を行うにあたり、適正な昇温及び冷却速度を実現

可能な炉芯管サイズを検討し、巻き枠サイズを割り出したところ、最大径 1,300mm、長さ
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 4,000mmとなった。本サイズは、5mm幅の複合材料が設計上 1,500m 処理可能なサイズ

となる。また、巻き枠を支持するシャフトは、加工性を考慮し耐熱ステンレス(SUS310S)

とした。また、本焼温度の高温化に備えてシャフトを水冷構造とした。 

図2.1.2-2 に強度計算モデル及び式(1)～(6)に計算式を示す。シャフトは水冷構造であるた

め、500℃における物性値を用いて計算を実施した。 
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L=4398mm

シャフト ドラム

 

図 2.1.2-2 強度計算モデル 

 

支点でのモーメント(R2) 

M = 1800kg x 439.8cm = 79.2×104kg・cm
 (式 1) 

最大たわみ量 

 * SUS310S のヤング率(500℃) E = 16,100kg/mm2 

792×104×439.82 1.53×1011

6×16.1x105×30172        2.91×1011
δ =ML2/6EI= = =0.53cm

792×104×439.82 1.53×1011

6×16.1x105×30172        2.91×1011
δ =ML2/6EI= = =0.53cm

  (式 2) 

断面 2 次モーメント 

3.14×284

64
I=π D4/64= =30,172cm4

3.14×284

64
I=π D4/64= =30,172cm4

  (式 3) 

(1) 巻き枠先端部のたわみ量 

4000 + 2,398

2000 + 2,398
× 0.53 =0.77cm

4000 + 2,398

2000 + 2,398
× 0.53 =0.77cm

  (式 4) 

(2) 応力計算 

Z = π D3/32 = (3.14×283)/32 = 2155.1 cm3

  (式 5) 

δ = M/Z = 79.2×104/2155.1 = 370 kg/cm2

(式 6) 
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以上の計算結果より巻き枠先端のたわみは 7.7mm、応力は 36MPa となり、SUS310S の

500℃における 0.2%耐力 (143MPa) を下回ることから、巻き枠の片持ち支持は可能となるこ

とが確認された。 

上述の応力計算等を基に 1,000m 超級本焼炉の設計及び製作を行い、応力シミュレーショ

ンを用いて、各温度における実機の巻き枠のたわみ量を確認した。 

 

 

 

図 2.1.2-3 巻き枠のたわみ量計算モデル 

 

表 2.1.2-2 巻き枠のたわみ量計算結果 

5.21

3.27 

2.57

解析結果
最大たわみ

(mm)

－9,874750

－16,100500

320,400

2.41.6

25

実測値
(mm)

ヤング率
(kg/mm2)

シャフト長
(m)

ドラム
の厚
さ

(mm)

環境温度
(℃)

5.21

3.27 

2.57

解析結果
最大たわみ

(mm)

－9,874750

－16,100500

320,400

2.41.6

25

実測値
(mm)

ヤング率
(kg/mm2)

シャフト長
(m)

ドラム
の厚
さ

(mm)

環境温度
(℃)

 

 

室温(25℃)でのドラム先端部のたわみ量は 3mm であり、シミュレーション結果とほぼ一致

していることから、本焼時(750℃)におけるドラム先端のたわみは 5mm 程度であると考えら

れる。したがって、今回導入した 1,000m 超級バッチ炉は設計通りの強度でできていること

が確認でき、この炉を使用しての運転は問題ないことが確認された。 

 

 ③-2 ガス導入システムと排気系設計 

  (1) シミュレーションの方法（有限体積法の説明） 

(1)-1 解析ソフト及び方法 

 解析では有限体積法を用いた汎用熱流体解析ソフトウェアである FLUENT (ANSYS- 

Release12.1、ANSYS 社)を使用した。メッシュ作成は GAMBIT(ANSYS 社)を使用した。 

有限体積法はコントロールボリュームと呼ばれる要素で解析領域を分割し、微分方程式をコン

トロールボリュームで積分してガウスの発散定理を適用する。 
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積分形式の保存方程式に基づいている為、衝撃波の様な不連続面で微分が困難な場所でも物理

的に矛盾のない解が得られる事や、計算領域の形状に制約がほとんどない事などから流体解析

では最も多く利用されている方法である。超長尺大型炉の構造及び各部の名称を図 2.1.2-4 に

示す。 

 

(1)-2 解析領域： 超長尺大型炉の概略図を下図に示す。 

 

  

 

 

対称性を考慮して出来るだけ小さな領域で解析を実施した。 

作成したメッシュの例を図 2.1.2-5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

図 2.1.2-4 超長尺大型炉の概略図。 

   

排気部 1／８メッシュ                     炉内 １／４メッシュ 

図 2.1.2-5 解析に使用したメッシュの概要 
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 (1)-3  解析条件 

解析で使用した標準条件と想定条件は以下の値を採用した 

・標準条件 圧力 50torr、 流量 500L/Min、 温度 750℃（固定）、 

・想定条件 圧力  50 ~ 200 torr 、流量 100 ~ 500 Ｌ/Min 

 

 (2) ガス供給管形状 

   (2)-1  実験方法 

反応ガスを供給する為に炉内周方向に４つのガス供給管を配置する。ガス供給管の管直径、

ノズル直径及びノズルピッチを決定する為に３次元の流れ解析を実施した。 

・ガス供給管の直径については大きくすれば管内の圧力損失が減尐し、ノズルからの噴流速

度の均一性が向上するが、空間的な配置上大きすぎることも好ましくない。 

・ノズル直径については目詰まりのリスク低減等を考慮すると大きい方が望ましいが、 

一方、噴流の速度や圧力損失を考えるとあまり大きすぎるのも問題がある。 

・ノズルピッチについても噴流の均一性等を考慮すると適度の間隔が必要である。 

以上の状況を考慮しながら 500m 炉での実績をベースにして検討した。 

 

  (2)- 2 結果 

標準条件でのガスの流速コンター図及び流速グラフを図 2.1.2-6 に示す。 

ノズル口から一様にガスが出ている事が確認できる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

本手法を用いて 

ガス管内径  10～40mm、  

ノズル径   0.3～1.0mmφ、 

ノズルピッチ 10～30mm 

の範囲で種々の条件を考慮して検討した結果、 

ガス管内径＝ 20mmφ、ノズル径＝0.5mmφ、ノズルピッチ＝15mm に決定した。 

 

(3) ガス供給管と複合材料（ドラム表面）との距離 

 (3)- 1  実験方法 

 

図 2.1.2-6 ガス供給管周辺の流速コンター図 
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 ガス供給管のノズルから反応ガスが噴流となって複合材料に吹き付けられる。 

ガス供給管とイットリウム系複合材料の距離が遠いと反応ガスが複合材料に達する前に運動

量を失い、反応ガスが複合材料に供給されなくなる。またガス供給管と複合材料が近すぎると、

噴流が拡散せず、流れが小さなスポットに集中し、複合材料全体に行き渡らない。ガス供給管

と複合材料の距離を変えてガス流速を計算した。 

 

 (3)- 2  結果 

 解析結果の一例を図 2.1.2-7 に示す。間隔 80mm 以上になると噴出ガスの運動量が途中で

失われ、複合材料に達する際には均一な流れが損なわれる可能性があることがわかった。 

 
本手法を用いて 40～150mm の範囲で検討した結果、間隔は 60ｍｍに決定した。 

 

(4) ドラム開口率と HF ガスの流れ 

 (4)-1  実験方法 

・ドラム開口率 

供給管からの反応ガスは複合材料に達して一部が化学反応し、HF ガスを発生しながらドラム

に開けられた開口部を通って炉の中央部に移動し、排出管から排出される。この様にドラムの

開口部はドラム外周部のガスが炉の中央部に移動する流路であると同時に、炉の中央部の相対

的に HF リッチなガスが外周部に還流する流路でもある事が解析の結果判明した。ドラム開口

率が大きいと炉内のガス流が活発になるが、HF ガスが逆流することにもなり必ずしも好まし

くない側面がある。最終的には反応生成ガスである HF 濃度が複合材料の存在するドラム外周

部で低いことが望ましい条件である。ドラムの開口率を変えてガスの流れを計算した。 

・HF ガスの流れ 

 

図 2.1.2-7  ガス供給管－複合資料近傍の流速コンター図 
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 供給管から供給される水は複合材料と接触する事で反応し、その結果、HF ガスが発生する。 

1/8Y2Cu2O5(s)＋1/2BaF2(s)+1/2CuO(s)+1/2H2O(g)→1/4YBa2Cu3O6.5(s)+HF(g) 

 フィルム表面反応は“野本モデル”を使用して評価した。 

 

(4)-2 結果 

シミュレーションの結果を図 2.1.2-8 に示す。 

 

ドラムの開口率が大きい場合にノズル直下では効率的に外周部のガスが排出されるが、排気

ノズルで排出しきれないガスが還流して外周部の HF ガスの濃度が高くなる傾向が見られる。 

開口率が小さい場合は外周部のＨＦガスの濃度は低くなり、相対的に良好な結果が得られる。

ドラムの総合的な開口率はドラムに巻き付けるイットリウム系複合材料の巻付率によっても

変化するが、1000ｍをドラムに巻きつけた場合には、開口率は初期の 67%に減尐する。これ

らの条件を加味して開口率 15～40％の範囲で検討した結果、最終的にイットリウム系複合材

料を貼り付けない状態での開口率を 22.5％とした。 

 

(5) ガス排気管と複合材料（ドラム表面）との距離 

 (5)-1  実験方法 

反応ガスが複合材料に吹き付けられた後に反応生成物である HF ガスが発生する。この HF

は超電導層の生成を阻害するので速やかに排出されることが望ましい。反応ガスは複合材料が

巻きつけられたドラムを通った後、排気管に設けられた排気ノズルから排出される。複合材料

流

速

分

布 

15%             

HＦ 

濃度 

(質量分

率) 

             複合導体反応領域のＨＦ濃度 低い 高い 

１ 

１ 

流 れ の 拡 散 大きい 小さい 

反応定数 2.2×１０-8 2.2×１０-8 1.9×１０-8 1.4×１０-8 

空隙率 22.5% 30.0% 40.0% 

速度：10m/sec(速い) 

 

0m/sec (遅い) 

 

 

速度：10m/sec(速い) 

 

速度：10m/sec(速い) 

 

速度：10m/sec(速い) 

 

0m/sec (遅い) 

 

 

0m/sec (遅い) 

 

 

0m/sec (遅い) 

 

 

5.2e-5 

4.0e-5 

5.2e-5 5.2e-5 5.2e-5 

4.0e-5 4.0e-5 4.0e-5 

図 2.1.2-8 ドラムの開口率による流速及び HF 濃度分布の違い 
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（ドラム表面）と排気管の間隔が長すぎると炉内での滞留が大きくなる。ドラム表面と排気管

の間隔が短すぎると排気ノズルで排気しきれないガスが複合材料に跳ね返るので適切な間隔

が存在する。ガス排気管と複合材料との距離、すなわち、排気管の外径を 1100mmφ、1000mm

φ、900mmφと変えてガスの流れを計算した。 

 

 (5)-2 結果：ガス排気管径を変えた場合のガス流速のコンター図と流線図を以下に示す。 

 

 900mmφ、1100mmφともに複合材料の近傍に HF ガスが滞留する傾向が確認される。もっと

もガス滞留の尐ない 1000mmφを採用することにした。 

 

(6) 排気管の形状 

 (6)-1  実験方法 

 炉の内周側のガスは排気管に周方向、径方向に設けられた排気ノズルを通して均等に排出さ

れることが望ましい。排気の流れが均等でないと複合材料の特性にばらつきが発生する可能性

がある。排気ノズルの径が大きすぎるとガスが一部のノズルに集中して流れる事になる。排気

管の径、排気ノズルの径及び排気ノズルのピッチを決定する為に、これらの値を変化させて排

気部の流れを計算した。 

 

 

図 2.1.2-9 ガス排気管による流れの変化 
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(6)-2 結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本手法を用いて、排気管径 900～1000mmφ、排気ノズル径＝3～10mmφ、排気ノズルピッチ

15～60mm 間隔の範囲で、排気量を変化させてガスの流れを検討した結果、排気管径＝1000mm

φ、排気ノズル径＝5mmφ、排気ノズルピッチ 45mm 間隔で周方向に 45°間隔で 8 箇所の排気

ノズルを設けた場合に、ガスが均一に排出される事を確認した。 

 

 

(7) 炉心管と供給管との距離（炉心管と複合材料との距離） 

 (7)-1 実験方法 

 炉心管と複合材料間（ドラム表面）の領域は、供給管からの反応ガスが複合材料と反応して

発生する HF ガスが混合して存在する領域である。特に炉心管と供給管の間の領域は空間的な

デッドスペースである。反応して発生した HF ガスが速やかに排出される事が理想である。炉

心管と供給管の距離を変化させた場合の流れの状況を確認する。 

 

(7)-2 結果 

 炉心管と供給管との距離が長すぎる場合は、炉心管と複合材料間の領域の流れが全周上に拡

大する。一方、炉心管と供給管との距離が短くなるにつれて複合材料と排気管の間の領域に速

やかに排出される事が確認できる。 この結果反応生成ガスである HF ガスが相対的に容易に

中心部に排出される事が予想される。 

 

 

 

図 2.1.2-10 排気管部のコンター図 
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 解析では 25～100mm 間隔で検討した。炉心管と供給管との距離は短い方が良いが実際には

構造や配置等の問題があり、過度に短くする事は出来ない。この様な制約から実際の距離は

60mm とした。 

 

 ③-3 炉内温度分布 

昭和電線が「超電導応用基盤技術研究開発（第Ⅱ期）」において TFA-MOD 法を用いた線材

開発を行なってきた中で、これまでに、200m 級、500m 級の長尺複合材料を本焼するために、

バッチ式炉を導入した。各々の本焼装置の炉内温度分布は±1.5℃以内に抑えられており、同

程度の温度分布を持った炉であれば、長尺複合材料の本焼が可能であることが実績として分

かっている。そこで、本プロジェクトにおいて導入した 1,000m 超級の炉においても炉内温度

分布±1.5℃以内を目標に、温度制御分割数等を最適化した設計を行った。 

速度：10m/sec(速い) 

 

速度：0m/sec 速度：0m/sec 

速度：10m/sec(速い) 

 

速度：10m/sec(速い) 

 

速度：0m/sec 

図 2.1.2-12 炉心管径と速度コンター図 

中心部に排出

されにくい 

中心部に速やか

に排出される 

ガス供給管 

ドラム 

排気管 

炉心管と給気管の間の空間は小さいほうが 

好適。機械設計上の制約で60ｍｍとした。 

解析領域(1/4モデル) 

炉心管 

図 2.1.2-11 炉心管径の影響の解析モデル 

25mm 間隔 100mm 間隔 60mm 間隔 
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設計の結果、ヒータは 26 分割とし、制御を 13 ゾーンとした。図 2.1.2-13 の炉内模式図に

ヒータ配置を示す。 

 

図 2.1.2-13  1,000m 超級バッチ炉炉内模式図 
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図 2.1.2-14 1000m 超級バッチ炉の炉内温度分布 

*図中●は炉上側●は炉下側を示す。 

 

K 熱電対を巻き枠上下表面に設置し、炉内圧力 50 torr、ガス流量 500 L/min、水蒸気分圧 

1.7vol%の条件下においてホールド時の炉内温度分布測定を実施した。炉内設定温度は 740℃

とした。測温結果を図 2.1.2-14 に示す。図中の横軸「Position」は、複合材料 1,000m を巻き

枠に巻いた時の位置を示している。 

図から判るように、各位置における巻き枠表面の温度分布は±1.3℃に抑えられていること

が判る。この結果より、本焼成時の炉内温度は設計通りの分布が得られたことが判った。こ

れにより、長尺複合材料本焼時には必須である炉内温度分布について目標が達成された。 

 

③-4 炉内酸化処理 

 実験方法 

バッチ式本焼炉は、ガス導入管、ガス排気管、炉芯管、巻き枠等の各パーツにハステロイ

TM 等の耐熱金属を用いている。そのため、炉運転当初は、雰囲気ガスに含まれる酸素と反応

し、酸化皮膜を形成する。併せて、各パーツを構成する元素のうち、Mo は各パーツ表面で酸

化皮膜を形成し、安定するまで表面に移動する。一部の酸化皮膜は剥がれて本焼時巻き枠に
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接触している複合材料の表面に付着し、絶縁膜を形成するため、安定化銀層と複合材料との

間に入り込む形となり、複合材料に電流を流し込むことが出来なくなる現象が起こる。した

がって、前述の 2 点の問題を解決するため、長時間炉内の酸化処理を必要とする。 

 

図 2.1.2-15  運転初期の複合材料表面写真(SEM)及び元素分析(EDX)結果 

 

図 2.1.2-15 に運転初期の複合材料表面写真(SEM)及び元素分析(EDX)結果示す。図から判る

ように、Mo 元素を含有した結晶粒が複合材料表面に一様に付着していることが判る。 

更に、熱処理を実施し、線材表面の経過観察を実施した。図 2.1.2-16 に 100 時間及び 200

時間後における複合材料表面写真を示す。また、図 2.1.2-17 に酸化処理後の巻き枠表面写真

を示す。 

 

       

(1) 酸化処理時間 100 時間                   (2) 酸化処理時間 200 時間 

図 2.1.2-16 各酸化処理時間における複合材料表面写真(SEM) 
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図 2.1.2-17 酸化処理後の巻き枠表面 

 

図 2.1.2-16から、100時間熱処理試料では比較的大径のMo元素を含有した結晶粒が減尐し、

200 時間熱処理を実施することにより、Mo 元素を含有した結晶粒の付着は無くなっている。

これにより、各パーツの表面が酸化皮膜で覆われ、安定したことが示唆される。併せて、図

2.1.2-17 に示した酸化処理後の巻き枠表面写真からも、巻き枠表面が酸化皮膜で覆われたこと

が判る。 

 

③-5 本焼試験 

試験試料には、HastelloyTM C-275/MgO-IBAD/CeO2-PLD/YBCO-MOD(Cu-Oct) を用いた。

ダミーテープによる本焼試験においては、ホールド時間及び酸素濃度について最適化を行っ

た。ダミーテープによる 本焼試験結果を図 2.1.2-18 に示す。 

実験は、ホールド時間を 3 時間とし、酸素濃度を 2,000、3,000ppm として実施した。本焼

温度及び水蒸気分圧については、小型炉で事前に最適化した結果(本焼温度 730℃、水蒸気分

圧 1.7vol%)を用いている。また、ガス流量は総量で 500L/min とした。図から判るように、

ホールド時間 3 時間、酸素分圧 3,000ppm において、殆どの位置で Ic = 300A/cm 幅 を得る

ことが確認された。しかしながら、均一性については改善が必要であり、ガス流速増加等の

本焼条件の最適化が今後の課題である。 

本焼条件の最適化は継続中ではあるが、ダミーテープによる本焼試験の結果、1,000m 超級

バッチ炉での本焼が可能と判断されることから、10m 長連続複合材料を用いた本焼試験を実

施した。本焼条件についてはその後も試作を繰り返し、最終的に本焼温度 740℃、ホールド

時間 7 時間、酸素分圧 2,000ppm、水蒸気分圧 1.7vol% を用いた。図 2.1.2-19 に 10m 長連

続複合材料の臨界電流分布を示す。測定は RTR 式連続 Ic 測定装置を用い実施した。図に示す

ように 10m 長にわたり 300A/cm 幅(@77K、自己磁場)以上の Ic が得られた。最小値は 306A/cm

幅(@77K、自己磁場)、最大値は 335A/cm 幅(@77K、自己磁場)、平均値は 326A/cm 幅(@77K、

自己磁場)であり、End-to-End で 308A/cm 幅(@77K、自己磁場)であった。 
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図 2.1.2-18  ダミーテープによる 1,000m 級線材の臨界電流分布 
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図 2.1.2-19  10m 長連続複合材料の臨界電流分布 

 

③-6 RTR 式本焼検討 

   上述したバッチ式本焼プロセスは、炉の大きさにより処理可能な複合材料長さが限定され

る。また、焼成時間の短縮が進んだ場合にも、炉の昇温・降温によりプロセス時間が規定さ

れるため、長尺化の手段の一つとして RTR 式の本焼炉を設計･製作・検討した。 

 

 (1) アプローチ 

   バッチ式焼成炉とほぼ同等の焼成速度が得られることと、十分高い特性が得られること、
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今後の技術開発により必要な焼成時間が短縮されることへの対応も可能なように、必要なゾ

ーン数を求め、炉長、ガス流量、圧力、線速など、各種仕様を計算した。仕様に従い、装置

を製造し、本焼実験に用いてプロセスの妥当性を検証した。 

 

 (2) 結果 

   線材の焼成速度として、バッチ式と遜色ない 20m/h を多条で達成することを想定し、一本

あたりの実線速を 5m/h、必要な焼成時間を、研究組合の一員である ISTEC の RTR 焼成条

件から１時間とし、炉長を 5m とした。１時間で焼成が終わる焼成条件を実現するため、ガ

ス流量、ガスの吹き出し／排出の穴径およびピッチを求め、仕様を決定した。主な仕様を下

記に示す。 

   ・加熱温度      常用 500～800℃ 最高 900℃ 

   ・温度分布      800℃ ±5℃ 

   ・炉芯管       100W x 80H x 5392Lｍｍ（ハステロイ TM ＋SUS310S） 

     ・雰囲気ガス         N2+O2 (1%) 、0～50L/min (10台) 

     ・複合材料長さ       1000m以上 

     ・テープ搬送速度     1～20m/h 

仕様に基づき作製された RTR 本焼炉の外観写真を図 2.1.2-20に示す。 

 

図 2.1.2-20 ＲＴＲ式本焼炉外観 

 

    装置の炉内温度分布測定結果を図 2.1.2-21 に示す。炉内 2700mmL の範囲で±4.5℃を達成し

ており、仕様を満たしていることを確認した。 
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     RTR式本焼炉に別途製作した短尺サンプルを挿入し熱処理した。熱処理条件は以下に示す通り

である。 

       ・温度                 Tmax 790℃ 

       ・テープ送り速度          3m/h 

       ・圧力                 50Torr 

       ・ガス流量              200L/min（N2:200L/min    O2: 1L/min） 

       ・露点                 60℃ 

図 2.1.2-21 ＲＴＲ式本焼炉 炉内温度分布 
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     焼成したサンプルの XRD測定結果を図 2.1.2-22に示す。強い強度でｃ軸配向した YBCOのピ

ークが検出されており、試料の殆どはエピタキシャル成長した YBCO であることが確認された。検出

された BaF2、a 軸配向相のピーク強度は弱いため、適正な焼成条件に近いと言える。今後、適正な

条件で本焼することにより 300A/cm幅＠７７Ｋ、自己磁場が達成できると考えられる。 

長尺化の見通しとしては、装置が小さく、条件の均一化、保持が容易であるため、リーズナブルな

プロセス時間内に焼成が終わるための、製造速度の向上が課題となる。今回の結果では 3m/hでの

実験で焼成が不十分という結果であったが、ガス流量、全圧、露点温度などの最適化により線速の

向上が可能である。ガス流量の最大が 50L/min×10ゾーン＝500L/minで、今回はそのうち半分に

も満たない 200L/minの使用であるなど、装置能力としてはまだ余裕を持っているため、必要な焼成

速度と特性を両立する適正な焼成条件の確立は十分可能であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

    設計仕様を満足する温度分布、ガス流量を得ることができ、短尺での焼成試験の結果、主にｃ軸

配向超電導層が生成していることを確認できた。今後、本焼条件を適正にすることにより、300A/cm

幅以上（@77K，自己磁場）を達成することが可能であると判断でき、且つ、装置能力と今回

の結果を併せ、長尺化の見通し（1000m 平均で 200A/cm 幅以上（@77K，自己磁場））を得

た。 
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図 2.1.2-22 XRD 測定結果 
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③－７臨界電流分布測定装置の開発 

  九州大学で開発される特性及び局所欠陥評価を行う技術を適用した装置を導入し、この技

術も含めて種々の評価を行い、作製プロセス開発を促進する。 

 

(1)アプローチ 

  九州大学で開発する技術（2.1.2-2 項で詳述）を適用した装置を相模原分室・通電特性評価

装置内部に設置し、長尺複合材料全長にわたる特性評価・欠陥検出を行う。 

 

(2)結果 

  今回導入した九州大学で開発した技術を適用した装置の主要諸元を以下に示す。また、装

置外観を図 2.1.2-23 に示す。 

   ・解像度      長手方向評価速度と幅方向評価速度と測定周波数により可変 

典型例：長手方向評価速度が 36 m/h、 

幅方向評価速度が 10 回/秒、 

測定周波数が 10000 回/秒の際に 

長手方向解像度が 1 mm、 

幅方向解像度が 40m 

   ・長手方向評価速度   ～36 m/h 

   ・幅方向評価速度    ～10 回/秒 

  ・測定周波数  ～10000 回/秒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2-23 臨界電流分布測定装置 
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複合材料開発初期の段階において本装置を用い作製試料の長さ方向、幅方向の特性分布を調

査した。その結果を図 2.1.2-24(a)に示す。線幅は 5mm で色の分布は特性の分布を示す。同図

において明らかなように、本試料においては全体的に臨界電流密度が低く、比較的大きな分布

があることが分かった。分布の状態から仮焼膜を形成する時点で不均一と本焼プロセスでのガ

ス不均一に起因していると推定できたことより、膜厚を一定にするために溶液を塗布仮焼する

時点での作製条件を変更（具体的にはライン速度を 10m/h から 8m/h に低減させる等）を施

すことに加えて、本焼熱処理における水蒸気ガスの供給条件（圧力、流量等）の検討を施した。

これらの検討の結果得られた複合材料を本装置で調査した結果を図 2.1.2-24(b)に示す。開発

初期の段階で得られた結果に対し均一で且つ高い電流密度の得られていることが分かる。 

 

 

 

Sheet current density    |Jx| (A/mm) 
40 mm 

図 2.1.2-24(a)  開発初期に作製した複合材料中の臨界電流密度分布 

 

図 2.1.2-24(b) プロセス条件適正化後の複合材料中の臨界電流密度分布 

 0            20            40 
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次に、上記プロセス条件適正化の知見を反映させて相模原分室で作製した 10m 長の TFA-MOD

複合材料の評価を行った。測定条件は測定速度 16 m/h、測定周波数 2000 回/sec、空間分解能 

幅方向 40μm、長手方向 2.2 mmで実施し、図 2.1.2-25に示す結果を得た。同図より全域に亘っ

て均一な臨界電流密度特性が得られていることがわかる。本複合材料は End-to-End 特性で 300 

A/cm 幅以上の臨界電流特性を示しており、開発目標を達成しており、本評価技術が目標達成に貢献

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

         図 2.1.2-25 臨界電流分布測定装置測定結果（10ｍ長試料） 

 

 

以上により、複合材料から得られる情報を解析することで、原因の究明と対策の検討が可能

となり、複合材料作製プロセスに即座にフィードバックでき、更に、対策の実施と効果の相互

関係も容易に確認可能となり、作製プロセスの開発が促進された。 
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2.1.2-2  長尺複合材料の評価技術（九州大学） 

 

 ①背景及び目的 

超長尺複合材料プロセス開発においては、全長に亘っての特性評価・欠陥検出が必須となる

が、評価が律速とならないような評価速度と、特性务化部を mm 以下のサイズで検出できる検

出分解能とを両立させる必要がある。そこで、これらの条件を満足し得る評価技術として、 磁

気顕微法を用いた特性及び局所欠陥の評価技術開発を行い、小型装置を用いた原理検証と基礎

データの収集により要素技術を開発するとともに、長尺複合材料評価装置を開発する。開発さ

れた評価装置により得られる結果を複合材料作製プロセスにフィードバックすることにより、

作製プロセス開発を促進することを目的とする。 

  

 ②課題とアプローチ 

ホール素子を用いた磁気顕微法によれば、対象とする複合材料内の電流分布を可視化するこ

とができる。特に、同材料に十分に高い磁界を印加した際、あるいはその後に磁界を除去した

際には、臨界電流密度分布が得られる[1]。また、典型的な分解能としては 100 ミクロン程度

が見込まれる[1]。すなわち、磁気顕微法は、複合材料の特性を非破壊かつ定量的に把握する手

法として有効であり、欠陥検出に必要となる空間分解能も満足する。 

一方、本手法の評価速度は、a)ホール素子の走査速度、b)雑音除去に必要な測定データの平

均回数、c)測定データの保存時間によって制限されている。例えば、現状のシステムでは、空

間分解能を複合材料の長手方向に 1 mm とした場合、0.18 m/h 程度の評価速度となる。これ

は、超長尺複合材料の作製速度に比較して 2 桁程度も遅く、また 1 km 長の評価に半年程度も

要する評価速度である。従って、同材料の全長に亘る特性評価・欠陥検出のためには、評価速

度の飛躍的な（尐なくとも 2 桁程度の）向上が必須となる。 

そこで、上記の課題を解決すべく、以下のアプローチにより、磁気顕微法の飛躍的な評価速

度の向上に挑戦した。 

a) ホール素子の走査速度の飛躍的向上（高速・高推力リニアサーボモータステージの適用） 

b) 雑音除去方式の変更（交流バイアス信号のロックインアンプによる取得） 

c) 測定データ量の低減（項目 2）による低雑音信号の直接記録） 

 

 ③成果 

  ③-1 長尺複合材料対応評価技術の開発[2] 

 (1) 実験方法 

まず、項目 a)を解決するため、図 2.1.2-26 に示すようなホール素子の走査方式を考案し、走

査機構に高速・高推力リニアサーボモータステージを導入した。本ステージは、複合材料の幅

方向に関して 1 秒間に 10 回以上も往復可能な仕様となっている。この状態でステージあるい

は複合材料を長手方向に連続的に相対移動させることで、長尺複合材料に対して複合材料面内

の磁界分布を取得することができる。 
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また、項目 b) 、c)を解決するために、磁界分布の計測には、交流バイアスしたホール素子

の出力電圧を、ロックインアンプを通じて最低限のサンプリング周波数で取得するという方式

を採用した。その効果を図 2.1.2-27 に示す。直流バイアスされたホール素子の信号をそのまま

サンプリングした場合には、同図左上に示すように、かなりの雑音を含んだ信号となる。従来

は、その信号に対して 1000 個のデータを使用して移動平均を行うことにより雑音を低減し、

同図右上に示すような信号を得ていた。すなわち、有効なデータ量の 1000 倍のデータ量を扱

う必要があった。一方、本研究のように評価速度の飛躍的な向上を想定した場合には、信号の

サンプリングとそのデータの処理・保存が間に合わなくなる恐れがある。ちなみに、雑音の低

減を諦めて有効なデータ量だけサンプリングした結果を同図左下に示す。磁界分布から臨界電

流密度分布の変換に耐え得る信号とは言い難い。そこで、ホール素子のバイアスを交流に変更

し、ロックインアンプを使用することで、雑音の低減に取り組んだ。その結果を、同図右下に

示す。必要なデータ量だけサンプリングしたにも関わらず、従来評価と同等の品質の信号を取

得できていることがわかる。すなわち、扱うデータ量を 1/1000 に低減することができ、単位

時間当たりに処理可能なデータ量が同じ場合には、尐なくとも 1000 倍程度の評価速度までは

雑音とデータ処理が評価速度の律速にならないことを意味している。 

以上のように、ホール素子の走査方式と磁界信号の取得方式を開発してシステムを構築し、

複合材料の面内磁界分布の取得、および臨界電流密度分布の高速評価を行った。また、同シス

テムを搭載可能な複合材料搬送機構を図 2.1.2-28 に示すように製作し、超長尺複合材料の非破

壊・高速・高分解能評価システムとした。 

 

図 2.1.2-26 ホール素子の高速走査方式の説明図 

 

図 2.1.2-27 ロックインアンプを使用した雑音低減方式の効果 
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図 2.1.2-28 リール式複合材料搬送機構の写真 

 

 (2) 結果・考察 

5 mm幅の GdBCO 複合材料を測定対象として得られた結果を図 2.1.2-29 に示す。同図には、

液体窒素中で十分な磁界を捕捉させた際に得られた測定磁界（Bz）分布と、対応するシート電

流密度（J）分布を示している。電流は、複合材料の下半分では右方向に、上半分では左方向

に流れており、これによって磁界を複合材料内に捕捉すると共に、その絶対値は電流の向きの

入れ替わる領域付近を除いては臨界電流密度（Jc）に対応する。なお、本結果は、複合材料の

幅方向に 40 m、長手方向に 100 m の空間分解能でプロットしたものである。本複合材料で

は、ほぼ均一な特性が得られているものの、全体的には上半分の臨界電流密度がやや高く、ま

た矢印で示すような欠陥が複合材料の幅方向端部に点在している様子がわかる。このような情

報は、他の評価手法では定量的に得ることが困難である一方、モータ等の機器設計には、信頼

性や交流損失の定量予測の観点から反映させるべき情報となる。以上のように、今回開発した

システムにおいても、従来システムと同等品質の局所特性の評価が長い複合材料に対しても可

能となることがわかった。ここで重要なことは、その評価速度である。従来システムの評価速

度は、同等の空間分解能では 0.018 m/h であったが、既述の技術開発を通じて開発した今回の

システムでは、その 200 倍にも及ぶ 3.6 m/h の評価速度の達成に成功した。 

さらに、上記よりは尐し複合材料長手方向の空間分解能を粗く設定し、複合材料の幅方向に

40 m、長手方向に 1000 m の測定分解能で得られた結果を図 2.1.2-30 に示す。同図と図

2.1.2.-28 を比較すると、このような測定分解能で得られた結果であっても、不均一性の概観や
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欠陥の位置などに関して、ほぼ同等の情報が得られていることがわかる。なお、このときの評

価速度は 36 m/h であり、長尺複合材料の評価に十分適用可能な評価速度である。以上により、

長尺複合材料プロセス開発において評価が律速とならないような評価速度で特性务化部を

mm 以下のサイズで検出可能なシステムを開発するという当初の目標を十分に達成する成果

が得られたと結論付けられる。 

最終的には、上記で開発に成功した評価機構を 1 km 長に対応するリール式複合材料搬送機

構（図 2.1.2-28）に搭載することで、超長尺複合材料の非破壊・高速・高分解能評価システム

とした。 

 

 

図 2.1.2-29 高解像度測定（幅方向に 40 m、長手方向に 100 m の空間分解能）で 

得られた測定磁界（Bz）分布とシート電流密度（J）分布 

 

 

図 2.1.2-30 高速測定（36 m/h の評価速度）で得られたシート電流密度（J）分布 
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 2.1.2-3  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発のまとめ 

 

 ・シミュレーションに基づき設計した超長尺バッチ式本焼炉は 730℃で運転可能であることが

実証され、超長尺複合材料を作製できる装置であることを証明できた。 

 

 ・超長尺バッチ式本焼炉において、シミュレーションに基づき設計したガス導入システムと排

気系に関し、実証試験の結果 1000ｍの平均で 300A/cm 幅以上（@77K,自己磁場）、10m 以

上で 300A/cm 幅以上 （@77K，自己磁場）を達成でき、ガス系統及び熱処理温度に問題な

いことが実証され、今回の目標値である 1000m 平均で 200A/cm 幅以上、10m で 300A/cm 幅以

上（＠77K,自己磁場）を達成した。 

 

.・長尺化の手段の一つとして RTR 方式の本焼炉を設計･製作・検討した。設計仕様を満足する温

度分布、ガス流量を得ることができ、短尺試験の結果、BaF2 の生成が抑えられ、ｃ軸配向超電導層

が生成していることを確認できた。この結果、RTR方式本焼炉は設計が適正に行われ、超長尺複合

材料を作製可能な設備であることを実証でき、超長尺目標である 1000m 平均で 200A/cm 幅以上

（@77K，自己磁場）、10m 以上で 300A/cm 幅以上 （@77K，自己磁場）を達成することを

見通すことができた。 

 

・ホール素子の高速走査方式とデータの低雑音取得方式の開発により、従来と同等の空間分解

能（複合材料の幅方向に 40m、長手方向に 100m）で、従来システムの 200 倍の評価速度

を達成した。 

 

・前項の空間分解能で得られる情報と同等の情報が得られる条件で、長尺複合材料への適用が

十分に可能となる 36 m/h という評価速度を達成した。 

 

・目標に対する達成度  100% 

 

 ・今後の課題、展望  

     ・バッチ式本焼炉  

     現状の問題点としては以下の点が考えられる。図 2.1.2-18 に示されるとおり、超電導

特性が 300～400A の範囲で分布している。超長尺でコイルとして使用する場合は特性の

最も低い値がコイル特性を規定するため、1000m 長にわたり出来る限りばらつきの尐な

いことが好ましい。このばらつきの原因は炉内部の雰囲気ガス流量の分布が最も大きな

原因であることが経験的に分かっており、今後、ガス流量をベースにし、温度、酸素濃

度、水蒸気分圧等、微調を施すことで改善できると考えている。 

     

     ・RTR 式本焼炉  

     バッチ式本焼炉は設備的に製造長さに限界があり、RTR 式本焼炉でそれ以上の長さを

カバーするのが目的である。今回、パッチ試験で長尺の特性を見通すことが出来たが、

RTR 式本焼では長尺特性の均一性を期待できると考えており、今後も性能向上試験を実

施する中で長手方向の特性均一性も調査していく。 
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・長尺複合材料の評価技術  

     多チャンネルホール素子の適用による空間分解能あるいは評価速度の更なる向上や、

磁界印加方法の工夫による Jcの磁界依存性の評価、電流輸送特性の形を記述する n 値の

評価など、超長尺複合材料の機器応用に向けた標準的かつ汎用的な非破壊評価システム

としての展開が見込まれる。 

 

参考文献 

[1] K. Higashikawa et al.: Physica C (2011) in press (presented at ISS2010). 

[2] K. Higashikawa et al.: Abstracts of CSJ Conference, Vol. 84 (2011) p.36. 
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2.2 イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発  

   (東北大学、名古屋大学、研究組合） 

 

 2.2.1 レーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発 (東北大学、研究組合） 

 

 2.2.1-1  静止基板型レーザ CVD 法による希尐金属利用率等の効率向上技術開発  (東北大学) 

 

 ① 背景及び目的 

本研究開発項目では、レーザ CVD (Laser Chemical Vapor Deposition: LCVD) 法を用いた

酸化物セラミックス材料の高速成膜技術を、イットリウム系複合材料における希尐金属の利用

率向上を目的とした技術開発へ応用する。レーザ CVD のイットリウム系複合材料成膜への適

用可能性を実証しつつ、原材料収率向上を中心に置いた最適条件の検討を行うことにより 40%

以上の高収率を見通す技術開発を目的とする。 

CVD は、気相からの晶出反応により基板をコーティングする手法である。成膜温度や炉内

圧力などの成膜条件を変化させることで、コーティングの微細構造や結晶粒配向制御が可能で

ある。気相の拡散によって、複雑な形状の基板であっても均一に被覆することができるため、

工業分野で実用コーティング法として幅広く使用されている。CVD プロセスでは、原料ガス

にエネルギーを与えることで、基板上で晶出反応を促す。熱エネルギーを利用した熱 CVD が

広く使用されているが、一般的に基板を高温に保持する必要がある。一方、原料ガスをマイク

ロ波や電場・磁場などを用いてプラズマ化し、CVD 成膜反応を促進させることができるが、

プラズマによる膜のダメージや非晶質化が問題となったり、プラズマを維持するために高い濃

度の原料を供給できず高速成膜が難しかったりする。 

東北大学では耐酸化コーティングの高速合成技術として、CVD プロセスにレーザを導入し

たレーザ CVD を提唱し、研究開発を行ってきた。これまでにも CVD プロセスへのレーザ導

入が試みられているが、いずれもパルスレーザビームを局所的に集光するなど、基板の局部加

熱や原料ガスの選択的光化学反応に用いている。これらの方法では、従来の熱 CVD 法と差別

化できるほどの優位性が認められていない。東北大学が開発したレーザ CVD 法は、高強度の

連続発振レーザビームをレンズで拡げて原料ガスおよび基板へ照射する方法であり、従来法と

全く異なるレーザ励起 CVD である。これまでに、イットリア(Y2O3) [1]、アルミナ (Al2O3) [2]、

シリカガラス (SiO2) [3] などのセラミックス膜を、従来の最大数 1000 倍以上もの成膜速度で

高速合成できることを報告してきた。一方、成膜プロセスの低温化は、基材の性能低下を抑制

し、成膜効率を向上させるために必要不可欠である。レーザ CVD 法を用いることで、α-Al2O3

膜を従来法と比較して約 350 K 程度の低温かつ最大 100 倍高速に合成できた。[4,5] これは、

本提案者らが開発したレーザ CVD 法においては、気相中において原料ガスがレーザ照射によ

って局所的に高温・非熱平衡下で励起されて強く活性化されるため、成膜反応が低温であって

も著しい高速成膜が可能になるからである。これらの高速化および低温化技術を両立すること

で、高効率コーティングプロセス技術開発の達成が期待される。 
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イットリウム系複合材料の製造においては、現時点では PLD (Pulsed Laser Deposition) 法

が最も実績を有するが、その原材料利用率 (収率) は 30％程度とされている。従って、本研究

項目においては 40%以上の収率を達成することを目標とし、レーザ CVD のイットリウム系複

合材料成膜への適用可能性の実証および収率向上のための成膜条件の最適化を行い、40%以上

の高収率を見通す技術開発を目的とする。 

 

 ② 課題とアプローチ 

イットリウム系複合材料における希尐金属の利用率向上プロセスに対するレーザ CVD の適

用可能性の実証しつつ目標を達成するためには、出発原料の選定と原料の高効率かつ安定供給

手法が課題となる。従来のレーザ CVD においては、主に有機金属化合物 (Metal-Organic 

compound precursor; MO 原料) の固体原料を出発原料として用いてきた。しかし、固体原料

を用いた一般的な手法では、研究室における成膜技術の研究開発には好適だが、長時間の成膜

を想定した産業用連続プロセスにおいては、固体原料の経時変化による原料ガスの供給量やガ

ス中の各組成の変化によって、得られる膜の生成相や微細構造を不均一になることが問題とな

る。一方、液体原料は、変質などの経時务化が起こりにくい上に、一定量・一定組成の原料を

連続的かつ安定に供給することが可能である。このような、液体原料を用いた原料供給手法は、

例えば化学溶液法など、国内外の連続製造プロセスにおいて使用実績があり、産業化を念頭に

おいた量産体制の確立のためには欠かせない技術である。このように、原料の安定供給課題に

ついては、液体原料を原料として用いることで解決する。 

そこで、本研究開発項目では、まず液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置の技術開発

を行う。液体原料を用いたレーザ CVD の研究例はまだないが、CVD 法は気相からの化学的晶

出反応であるため、原料が液体であっても原料を効率的に気化させ基板上に搬送させることが

出来れば、固体原料を用いた場合と同等の成膜過程が起こるものと推察される。液体原料とし

ては、膜の構成金属元素の化合物液体を用いる方法もあるが、多くの場合は塩化物であり、CVD

プロセスの副生成物として塩化水素ガスなど腐食性ガスが発生する問題がある。塩化物以外の

炭化水素化合物では、揮発性が高すぎたり、不活性雰囲気で扱わなければならなかったりと、

化合物液体は取り扱いに難がある場合が多い。そこで、粉末状の有機金属化合物を、比較的蒸

気圧の高い有機系溶媒と混合し、液体状原料として用いる。粉末状の有機金属化合物の取り扱

いに関しては、固体原料として用いてきた使用実績が豊富であることから、これまで蓄積して

きたレーザ CVD に関する各要素技術を、液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置開発に

転換する際に、円滑に移行できるものと期待される。液体原料を用いた場合、固体原料を気化

させた場合に比べて、気相中に含まれる炭化水素化合物成分が多くなることが懸念される。し

かし、レーザ CVD ではレーザ照射により反応場が活性化されているため大きな影響はないこ

とが見込める。液体原料の効率的な気化方法については、レーザ CVD 用途に向けた新たな要

素技術開発が必要となるが、本研究グループには、これまで液体原料を用いたプラズマ CVD

プロセスの研究実績があるため、それらを活用することが出来る。このように、液体原料を用

いたレーザ CVD においても、液体原料を効率的に気化・搬送することが出来れば、基本的に
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は固体原料を用いたレーザ CVD と同等以上の高効率成膜反応が達成されることが期待される。 

 

 ③ 成果 

  ③-1 液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置の開発 

図 2.2.1-1 に、本研究開発項目で開発したレーザ CVD 装置の概略図を示す。本 CVD 装置は、

縦型のコールドウォール型 CVD 炉を基本とする。一般的に、CVD は反応炉の加熱方法や構成

によって幾つかの種類に大別される。ホットウォール型 CVD では、基板を含めた反応炉全体

を加熱するが、コールドウォール型 CVD では、炉壁は加熱せず基板あるいは基板ステージを

加熱する。ホットウォール型 CVD では、大面積コーティングが可能となるが、反応ガスが基

板に到達する前に気相中で核生成を起して粉体を生成しやすいため、一般に成膜速度が低い。

また、CVD 炉の配置により、原料ガスを基板と平行に導入する横型 CVD と原料ガスを上方

から基板に向けて導入する縦型 CVD がある。縦型 CVD では、横型 CVD のように基板を複葉

して設置するのが難しいが、未反応の原料ガスを基板付近に効率よく導入することができる。

つまり、縦型のコールドウォール型 CVD では、高速かつ高効率の成膜が達成されやすい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

液体原料は、無脈動液体搬送ポンプを用いて加熱容器へ搬送して気化させる。液体原料の供

給・気化方法には、バブリング法、超音波法、直接気化法などが挙げられる。バブリング法は、

加熱した液体中にガスを送り込んでバブリングし、液体を気化させる方法であり、装置は簡便

となる。しかし、液体のバブリング気化過程においては、気液界面で蒸発が起こるが、バブル

の量や大きさを一定にすることは極めて難しいため、気化量を一定に制御し、安定的に原料ガ

スを供給することは難しい。超音波法は、比較的高出力の超音波振動子を用いて溶液をミスト

化する。超音波振動子を用いて生成した微小液滴はドライミストと呼ばれ、原料ガス供給管の

内壁を濡らすことなくキャリアガスを用いて CVD 炉内へ搬送することが出来る。しかし、液

図 2.2.1-1  本研究開発項目で開発した液体原料供給機構

を備えたレーザ CVD 装置の概略図. 
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相から膜を形成するためには、気相から膜を形成するよりも多くのエネルギーが必要になり、

効率向上の面で不利になることが想定される。一方、直接気化法は、液体原料を加熱した容器

に直接接触させ、瞬間的に気化させる方法である。装置は簡便であり、液体供給量を精緻に制

御することで、一定の気化量が得られ、原理的には多くの原料を気化させることも出来る。そ

こで、本研究開発項目では、直接気化法を採用した。 

液体原料加熱容器内で気化させた原料ガスは、Ar キャリアガスを用いて CVD 炉内へ搬送さ

れ、二重ノズル間の出口で O2 ガスと混合される。原料ガス供給管内で原料が晶出したり、凝

集・凝着・付着したりするのを防ぐために、いずれの原料ガス供給管もリボンヒータを用いて

加熱保持される。Ar キャリアガスおよび O2 ガスの流量は、流量計を用いて制御する。CVD

炉内は、ロータリポンプを用いて 10 Pa 以下まで排気される。基板は、加熱機構を備えたステ

ージの上に設置する。レーザには、連続発振モードの Nd:YAG レーザ (基本波長 1064 nm; 最

大出力 200 W) を用いる。レーザビームは、石英窓を通して CVD 炉内に導入され、レンズで

拡げて基板全体に照射される。 

 

 ③-2 静止基板型レーザ CVD 装置を用いたイットリウム系複合材料の成膜 

  (1) 実験方法 

イットリウム系複合材料の成膜には、本研究開発項目で開発したレーザ CVD 装置を用いた。

液体原料の溶媒には、安定化テトラヒドロフラン (THF: tetrahydrofuran) を用い、所望の

mol 比で秤量した Y, Ba および Cu の有機金属化合物錯体 Y(dpm)3、Ba(dpm)2/Ba(tmod)2、

Cu(dpm)2 (dpm: dipivaloylmethanato, tmod: 2,2,6,6-tetramethy1-3,5-octanedionato) 粉末

を混合し、THF 溶媒中に入れ、マグネットスターラーを用いて撹拌して出発原料とした。基

材には、(100) 配向 CeO2中間層を備えた IBAD 線材を用いた。収率は、イットリウム原料利

用率とし、成膜前後の基材の重量変化から求めた。合成した膜の結晶相は XRD (Rigaku 

RAD-2C) を用いて同定した。 

 

  (2) 結果 

開発したレーザ CVD 装置を用いて、イットリウム系複合材料成膜への適用可能性および収

率向上を目的とした最適成膜条件の検討を行った。まず、成膜条件がイットリウム系複合材料

の生成相に与える影響について調べた。イットリウム濃度 0.034 mol/l、Y:Ba:Cu 組成比

1:1.9:2.7 とした液体原料を調製し、液体原料供給レート 0.3 ml/min で加熱容器内へ供給・気

化させ、炉内圧力 800 Pa、レーザ出力 139 W で IBAD 線材基材(10 × 10 mm2) へ成膜した場

合、YBa2Cu3O7-δ (YBCO; Y123)および YBa3Cu2O5  (Y132) の混相膜となった (図 2.2.1-2)。

レーザ出力 101 W では、わずかに第二相の生成が認められるが、ほぼ c 軸配向 YBCO 単相膜

が得られた (図 2.2.1-3)。 

次に、イットリウム系複合材料成膜における収率向上を中心に置いた最適条件を調べた。イ

ットリウム濃度 0.06 mol/l、Y:Ba:Cu 組成比 1:1.9:2.7 とした液体原料を調製し、0.8 ml/min で

加熱容器内へ供給・気化させ、炉内圧力 600 Pa、成膜温度 517-696℃(790–969 K)で IBAD 線
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材基材 (10 × 10 mm2) へ成膜した場合、成膜温度の上昇とともに、イットリウム収率は 9.0

から 18.8 へと増大した (図 2.2.1-4 白丸)。イットリウム濃度 0.06 mol/l、炉内圧力 600 Pa で

合成した場合の収率は、32.1%であった。IBAD 線材基板 (20 × 25 mm2) へ成膜した場合では、

成膜温度を 586℃(859K)から 643℃(916K)へ上昇させると、イットリウム収率は 25.5 から

42.1%へと上昇し、685℃(958K)では 43.6%に達した (図 2.2.1-4 黒丸)。基材温度 649℃(922 K)、

炉内圧力 600 Pa にて、IBAD 線材基材 (20 × 25 mm2) 上に合成した膜は、第二相を含むもの

の c 軸配向した YBCO 膜であった。そのときの収率は 45.7%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-3  レーザ出力 101W で合成

した YBCO 膜の XRD 図形. 

図 2.2.1-2   レーザ出力 139 W で合

成した YBCO 膜の XRD 図形. 
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図 2.2.1-4   レーザ CVD を用いた YBCO 膜合成における基板温度と

収率の関係. 
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 (3) 考察 

本研究開発項目では、レーザ CVD 法を用いた酸化物セラミックス材料の高速成膜技術を、イ

ットリウム系複合材料成膜への適用可能性を実証しつつ、原材料収率向上を中心に置いた最適条

件の検討を行うことにより 40%以上の高収率を見通すための研究開発を行った。 

まず、研究開発項目 2.2.1③-1「液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置の開発」において

は、これまで主に固体原料を用いてきたレーザ CVD 法において、液体原料供給機構を備えたレ

ーザ CVD 装置の開発を行い、開発したレーザ CVD 装置がイットリウム系複合材料の成膜に適用

可能であることを実証した。これは、CVD プロセスは気相からの化学析出反応を利用して成膜す

るため、原料に液体を用いた場合であっても、原料を効率的に気化させて、基板上に搬送するこ

とが出来れば、化学析出反応が起こり、レーザ CVD プロセスにおける高効率成膜が達成された

ためであると推察される。 

研究開発項目 2.2.1③-2「静止基板型レーザ CVD 装置を用いたイットリウム系複合材料の成膜」

においては、開発したレーザ CVD 装置を用いて、イットリウム系複合材料における原料利用効

率向上を目的とした最適成膜条件の検討を行った。基材温度 649℃ (922 K)、炉内圧力 600 Pa に

て、IBAD 線材基材 (20×25 mm2) 上に合成した膜は、ほぼ c 軸配向した YBCO 膜であり、その

ときのイットリウム収率は 45.7%を達成した。比較のため、固体原料を用いたレーザ CVD によ

りイットリウム系複合材料を合成した場合、イットリウム収率は 9%前後であった。これは、液体

原料を用いて原料ガスを多量かつ安定的に供給することで、液体原料を用いたレーザ CVD プロ

セスにおいて高い原料利用効率が達成できたものと推察される。 

本研究開発項目で得られた結果は、目標とするイットリウム系複合材料における収率 40%を達

成するものである。今後、高い原料利用効率とともに、高い結晶粒配向性および優れた超電導電

流特性を示すイットリウム系複合材料成膜の合成を両立するため成膜条件の最適化をさらに進め

ることで、本項目開発手法のイットリウム系複合材料における希尐金属の利用率向上への寄与は

より一層大きいものとなる。 
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2.2.1-2  Reel-to-Reel レーザ CVD 法による希尐金属利用率等の効率向上技術開発 (研究組合) 

 

①背景及び目的 

イットリウム系複合材料の開発に関しては近年著しい進展がみられ、とくに日米を中心に産業

レベルの連続成膜プロセス開発における激しい競争が繰り広げられている。そのような状況のな

かで研究組合においてはイットリウム系複合材料の製造工程のみならず、長尺試料の評価法や工

方法に関しても多くのノウハウが保持され、イットリウム系複合材料の連続成膜プロセスに関し

ては世界でも最高レベルの技術力を有する。これまで超電導臨界電流特性の向上と長尺化を中心

にして開発が進められてきたが、そのなかで培われた技術力を用いて、原料利用率向上が期待で

きるレーザ CVD プロセスの連続成膜技術の確立に取り組むことが重要である。研究組合におい

ては、レーザ CVD 法のイットリウム系複合材料プロセスへの適用を行うと同時に、とくに産業

化を念頭においた移動基材上における連続成膜の実証を目指し、Reel-to-Reel（RTR）機構を備

えた中規模レーザ CVD 装置の開発を行った。最終的には、静止成膜技術開発において得られた

知見に基づき、移動基材上への連続成膜においても一定の超電導特性を確保しながら、原料利用

率収率 40％以上の高収率プロセスへの見通しを立てることを目標とした。 

 

②課題とアプローチ 

レーザ CVD 法のイットリウム系複合材料プロセスへの適用可能性の検討、安定性向上を目指

した溶液原料の適用など、同手法の原理的・基礎的技術開発要素については東北大学グループと

連携しつつ開発を進めた。研究組合においてはとくに移動基材上への連続成膜に関係した装置設

計と技術開発を行った。 

回転機などへの応用に必要な複合材料線材の作製には長尺基材上への連続成膜技術の開発が

必要であるが、そのためには装置仕様におけるすべての要素に関する大容量化とともに、基材の

通過する全領域の成膜プロセス条件制御が必要となる。今回設計を行う装置は基本となる熱分解

タイプの CVD 装置にレーザ照射機能を付加したものとなり、さらに安定性向上のために採用し

た溶液原料の供給装置（原料気化器）を追加し、将来的な産業プロセスとしての有効性を実証す

るための長尺移動基材上への連続成膜を可能とするテープ状基材搬送機構（Reel-to-Reel 機構）

を備えている。制御すべきパラメータは多く、またそれらは互いに独立ではなく相関し合ってお

り、さらにはイットリウム系複合材料への適用という意味では未知の要素が含まれることになる。

したがって大容量化に関しては、第一に目標達成のための（プロトタイプとしての）仮想的規模

を明確に設定することが肝要となる。具体的には線材作製プロセスとして重要な製造速度に直接

結びつく体積速度（[m3/sec]）は一点における成膜速度（[m/sec]あるいは[μm/h]）と成膜面積

（[m2]）の積で表されるが、成膜面積は装置規模によってスケールされ比較的容易にまた連続的

に増大させることが可能であるため、その拡大化については今回必ずしも収率 40％を達成する

場合に付随する不可欠な要素にはあたらない。その一方で成膜速度は原料利用効率に直接結びつ

くパラメータであるため不可欠な要素として今回開発する装置に関しては高い性能が要求され

ることになる。これに、将来的なスケールアップに関して必須でしかも開発的要素の高いマルチ
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ターン化を含めると最小限の成膜面積が決定され、原料供給能力、レーザエネルギーなどが導か

れ、さらに RTR システムに要求される搬送速度範囲なども決定されることになる。 

一方、連続成膜技術に関しては温度・雰囲気・移動速度などの時間的・空間的安定性と成膜領

域の制限機能が必要となる。静止状態の基材上へ成膜する場合には、固定された基材直上にあた

る特定の小領域でのみ最適な成膜条件を実現させることになるが、移動基材への成膜では通過す

る全領域の条件を制御する必要がある。またレーザの照射領域は特定の面積に限られる一方、原

料物質はチャンバー内に平衡濃度として広く存在するため、レーザ照射が行われず適正な温度範

囲が保たれていない領域における成膜は制限されなければならない。とくにイットリウム系複合

材料プロセスにおいては 2 軸配向構造を達成させるためエピタキシャル成長が鍵となることか

ら、基材が成膜領域に侵入して成膜が開始される際の原子レベルにおける最初期層の成長条件の

制御が非常に重要となる。したがって許容できる範囲のみを選択的に抽出し、不適格な最外部に

おける基材上への堆積を回避する仕組みが必要となる。PLD 法など他の RTR 機構を備えた蒸着

装置に関する多くの経験と得られた知見を参照しながら、レーザ照射、原料分布、制限領域のバ

ランスを小規模面積から始め、マルチターン機構の導入も含めて計画的に大面積化していく方法

で検討を行った。 

 

③成果 

③-1 RTR 式基板搬送機構を備えた中規模 LCVD 成膜装置の開発 

（1）実験方法 

連続成膜を目的に RTR 機構を備えた中規模 LCVD 装置を以下のような仕様で設計し、作製し

た。装置の有効性を確認するために以下のような条件を用いてイットリウム系複合材料の作製実

験を行った。有機金属化合物（Metal-Organic compound; MO 化合物）原料 Y(dpm)3、Ba(dpm)2、

Cu(dpm)2（dpm : dipivaloylmethanato あるいは 2,2,6,6—tetramethyl—3,5—heptanedionato；

C11H19O2）、テトラヒドロフラン（THF：tetrahydrofuran； C4H8O）溶媒、原料組成 1.0 : 2.0 : 

3.0、原料濃度 Y=0.03mol/L、原料供給量 0.2 - 0.4g/min、原料気化温度 280℃、レーザパワー

100 - 400W（φ60 - 80mm）、ヒーター制御温度 400 - 1000℃、搬送速度 1.2m/h において、IBAD

基材上への YBCO 複合材料成膜実験を行った。 

 

表 2.2.1-1 装置仕様 

レーザタイプ 連続発振半導体レーザ 

波長 1025 nm (±10 nm) 

レーザパワー 2 kW (max) 

原料 単一（カクテル）溶液原料 

原料供給量 2.0 g/min (max) 

ヒータ温度 950℃ 

均熱領域 5cm x 10cm 

基材搬送速度 0.1 – 50 m/h 
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図 2.2.1-5 RTR-LCVD 装置外観および概念図 

 

 

（2）結果 

RTR テープ状基材搬送システムを備えた LCVD 成膜装置の設計・製作を行い、移動基材上へ

の複合材料膜の連続成膜に成功し Jc = 1.4 x 106 A/cm2（Ic = 43 A/cm 幅、膜厚 0.31μm、１レ

ーン、収率(Y)=9.5%）の特性が得られた。主な条件は気化温度 280℃、経路温度 285℃、ヒー

ター設定温度 900℃、レーザパワー200W、レーザスポット径約 80mm、プロセス圧 0.67kPa、

ノズル径 3/8 インチなどである。その後さらに条件の最適化を行うことにより Jc = 3.2 x 106 

A/cm2（Ic = 49A、膜厚 0.15μm*）などの特性が得られた。（気化温度 260℃、経路温度 280℃、

ヒーター設定温度 700℃、レーザパワー250W、レーザスポット径約 60mm、プロセス圧 0.40kPa、

ノズル径 1/2 インチ。）また、複数回成膜を行うことにより厚膜試料の作製を行い、膜厚 1.1μm

の試料において Ic = 147 A/cm 幅（Jc = 1.2 x 106 A/cm2）の特性が得られた。ここで、Icの値は

すべて 1cm 幅試料に対する実測値である。 

* ICP 分析からの換算膜厚（その他の膜厚値は SEM あるいは TEM による断面観察より） 
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表 2.2.1-2 RTR-LCVD 装置を用いた YBCO 薄膜の成膜条件 

原料組成 1.0 : 2.0 : 3.0 

モル濃度（total） 0.18 mol/L 

原料供給量 0.2 g/min 

溶媒流量 1.0 g/min 

気化温度 280℃ 

経路加熱 285℃ 

ノズル距離 51mm 

ヒータ設定温度 600 - 1000 ℃ 

レーザパワー 200 W 

スポット径 約 80mm 

プロセス圧 0.67kPa 

搬送速度 1.2m/h 

 

 

 

図 2.2.1-6 設定温度を変化させた場合の X 線回折結果。PL=200W 

 

 

図 2.2.1-7 Jc = 1.4MA/cm2の特性が得られた LCVD=YBCO 試料 

（設定温度 900℃、PL = 200W）の表面および断面 SEM 観察結果 
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図 2.2.1-8 4 端子法による臨界電流値測定結果。（閾値=1μV/cm） 

 

 (3) 考察 

連続成膜が可能な RTR システムを備えた LCVD 装置を開発した。東北大後藤グループが開発

した赤外領域レーザを用いた RTR-LCVD 装置という意味では世界で唯一の装置である。委託業

務開始後、およそ半年で設計および製作を完了し、装置稼働後約 1 ヶ月で搬送速度 1.2m/h の移

動基材上において 1MA/cm2の臨界電流密度値を有するイットリウム系複合材料の作製に成功し

た。さらに条件検討を行うことによって、Jc としては 3MA/cm2以上、Icとしては 100 A/cm 幅

以上の臨界電流特性を達成した。以上はすべてマルチターンを用いない（シングルレーンのみに

よる）成膜結果であり、原材料収率はいずれも 10%以下であった。以下に、1MA/cm2以上の高

い超電導特性を維持しつつ、収率の向上を試みた。 

 

③-2 移動基板上への連続成膜における高収率化プロセス開発 

  (1) 実験方法 

MO 錯体原料 Y(dpm)3、Ba(dpm)2、Cu(dpm)2、テトラヒドロフラン溶媒、原料組成 1.0 : 2.0 : 

3.0、原料濃度 Y=0.03mol/L、原料供給量 0.2 - 0.4g/min、原料気化温度 280℃、レーザパワー

250W（φ60mm）、ヒーター制御温度 700℃、搬送速度 1.2m/h において、IBAD 基材上への YBCO

超電導層成膜を行った。 

原材料収率の向上を目指し、マルチターンの利用、成膜領域の拡大とそれに対応した条件の最

適化などを行った。マルチターンにより最大 3レーン、および成膜領域の制限カバーにより 3cm、

5cm に制限した場合、さらに制限無しの場合においても収率を比較した。 

 

(2) 結果 

成膜領域を3cmに制限して成膜を行った場合、3レーンそれぞれにおいて得られた収率は3.0、

8.8、5.0%であり、合計 16.8%であった。前項 2.2.1③-1 における単レーンの結果では 10％を超
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えなかったが、マルチターン化によりおよそ 2 倍程度まで収率を改善することができた。また

このとき Ic値はそれぞれ第 1、第 2、第 3 レーンに対して 41、72、47 A/cm 幅であった。これ

らの値は Jc 値としては 2.1、1.3、1.5MA/cm2 となりすべてのレーンで 1MA/cm2 を上回った値

であった。このとき成膜された YBCO 層の結晶性の目安となる XRD(005)反射強度はそれぞれ

25223、58345、27323cps であった。原料利用率を向上させるため成膜領域を 5cm に拡大した

場合には XRD 強度は中央レーンで 45348cps と高い値が得られたが、収率は 3 レーン合計で

17.9%と大幅な改善は見られなかった。成膜領域の制限を取り除き成膜領域を装置仕様の最大限

にまで拡げた場合には 27.1%（6.2+11.5+9.4%）の収率を得た。この場合 XRD 反射強度はおよ

そ 1500cps 程度に減尐し（中央レーン）結晶性は低下したが、四端子直流法による測定で超電

導電流の通電は確認された（Ic=5 A/cm 幅）。 

 

 (3) 考察 

超電導特性としては実用可能なレベルを達成しているが、短尺静止成膜の結果に比較すると収

率はまだ十分とは言えない。その原因として、Y, Ba, Cu-dpm 原料以外の周辺物質濃度の高さが

挙げられる。チャンバー内に導入されるガス状物質のうち、原料濃度はわずか 0.1%（モル濃度）

以下となっている。反応物質である酸素ガスは膜形成に不可欠であるが、気化プロセスに必要な

キャリアガスとしてのアルゴン、溶媒としてのテトラヒドロフラン、さらに気化器の安定動作（閉

塞の防止）のために原料溶液以上の純テトラヒドロフラン液を追加せざるを得ない仕様となって

いる。気体物質における化学ポテンシャルはその分圧に等しいため、チャンバー圧を一定に保っ

た場合、反応に関係しない周辺物質量の増加は原料物質（反応物質）の分圧の低下を招き、反応

を進行させるための駆動力である化学ポテンシャルを目減りさせることになる。さらに、周辺物

質の増加により YBCO 相以外の第二相の出現や、a 軸配向粒の増大なども確認されている。実

際アルゴンガスを減量することにより収率が上昇する傾向が認められているが、気化器の安定性

は著しく低下し最終的には閉塞につながることも判明している。 

 

2.2.1-3  レーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発のまとめ 

 

・液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置の開発を行った。 

 

・Y 系複合材料成膜への適用可能性および収率向上を目的とした成膜条件の最適化を図った。 

 

・IBAD 線材基板上に c 軸配向 YBCO 膜を合成、Y 収率は最大 45.7%を達成した。 

 

・RTR 機構を備えた連続成膜用レーザ CVD 装置を設計、開発した。 

 

・移動基板上において Jc > 3M/cm2、Ic > 100A の高い超電導特性を達成し、イットリウム系複

合材料の連続作製法としての LCVD 法の有効性を証明した。 
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・達成度    100% 

 

・今後の課題、展望: 高収率と高配向性および優れた電気伝導特性を両立したイットリウム系

複合材料を合成するための成膜条件の最適化と液体原料供給機構の改善 (恒温化、大容量化) 
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 2.2.2  YAG レーザーPLD 法による希尐金属利用率向上技術開発 (名古屋大学、研究組合） 

 

 2.2.2-1  YAG レーザーPLD 法による希尐金属利用率向上技術開発 (名古屋大学） 

 

 ①背景及び目的 

これまで、多くの研究開発グループがイットリウム系複合材料の作製にパルスレーザ着

(PLD)法を用いて来た。PLD 法は、真空容器内に置かれた焼結体の固体原料（ターゲット）に

強力な紫外線レーザを照射することでターゲットを分解・蒸発させ、基材上に薄膜を成長させ

る手法である。本手法の特徴として、真空容器中の圧力や基材温度が最適化されていれば、タ

ーゲットと薄膜の組成がほぼ同じになる点が挙げられる。このため、PLD 法はイットリウム

系超電導材料のように多元素からなる物質の薄膜化に適している。現在、PLD 法におけるレ

ーザ源の主流は、気体媒質レーザであるエキシマレーザであり、多くの研究開発グループから

エキシマレーザを用いた PLD 法によるイットリウム系複合材料に関する報告がされている。

これは、エキシマレーザが強力なエネルギーの紫外線レーザ光を発振出来るためである。しか

し、エキシマレーザは強力なエネルギーのレーザ光を発振出来る反面、高価な希ガスや有毒な

ハロゲンガスを使用するため、ランニングコストが高く、ハロゲンガスの除害装置など付帯設

備が必要である。 

一方、YAG レーザは、Nd:YAG 結晶(Y3Al5O12の Y を一部 Nd に置換)をフラッシュランプな

ど強力な光源で励起させることで発振される固体媒質レーザである。特徴として電力以外のユ

ーティリティを必要とせず、かつ付帯設備も不要で、装置自体もコンパクトであることが挙げ

られる。さらに、エキシマレーザに比べてレーザ装置自身のコストや維持・ランニングコスト

が安価である。また、非線形光学結晶を通すことで紫外線レーザを得ることも可能である。し

かし、これまではレーザエネルギーの時間的な安定性に問題があり、イットリウム系複合材料

の作製プロセスとして採用されていなかった。近年、レーザ技術の進展（良質な非線形光学結

晶の開発、周辺電子部品の信頼性向上など）に伴ってエネルギー安定性が向上し、イットリウ

ム系複合材料の作製プロセスに耐え得るまでに改善されてきている。YAG レーザ光のエネル

ギーはエキシマレーザに比べるとやや弱いが、名古屋大学におけるこれまでの予備検討の結果、

MgOやSrTiO3単結晶基板上にYAGレーザPLD法を用いて作製したイットリウム系超電導薄

膜は、超電導転移温度 Tc ~ 90 K、臨界電流密度 Jc > 1 MA/cm2(@77 K,自己磁場)と、エキシマ

レーザ PLD 法で作製したイットリウム系超電導薄膜と遜色ないことを確認している[1-3]。ま

た、より高い臨界電流 Icを得るために、膜厚 2 m 程度のイットリウム系超電導体の厚膜を作

製した結果、190 A/cm 幅 (@77 K、自己磁場)以上の Ic を得た[4]。従って、超電導特性の観点

からは従来のエキシマレーザ PLD 法と YAG レーザ PLD 法に大きな差は無いことが明らかに

なっている。 

YAG レーザ PLD 法で必要とするユーティリティは電力だけであるため、ランニングコスト

の低減が期待できる。また、エキシマレーザの場合、定期的に励起ガスの交換を行う必要が有

り、滞留時間が生じる。しかし、固体レーザである YAG レーザ PLD 法では連続運転が可能で
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ある。これによって年間製造量（スループット）の向上も期待できる。また、レーザの励起源

である Nd:YAG 結晶は材料強度が高く、熱衝撃耐性に優れるため、結晶にとって理想的な使用

環境下では定期的な交換の必要は無い。従って、メンテナンスコストも安価であり、装置寿命

も長いことが期待される。また、ターゲット上に集光されるレーザ光にエネルギーが弱い部分

が含まれる場合、その部位からの蒸発量は低下するため、製造速度の低下と膜組成のずれが懸

念される。しかし、YAG レーザは空間的エネルギーの均一性が高いため、原料ターゲットか

らの蒸発量が多く、製造速度の向上が期待できる。それと同時に、蒸発種の組成ずれが尐ない

ため、蒸着された試料における組成分布も均一であることが期待される。つまり、同程度のエ

ネルギーを出力し、かつ紫外線領域の波長を持つ YAG レーザとエキシマレーザを比較した場

合、組成が均一な領域は YAG レーザの方が広いため、有効な成膜領域が広がり収率が向上す

ることが期待される。よって、YAG レーザ PLD 法は高収率なイットリウム系複合材料の作製

プロセスとなることが期待できる。 

以上から、本課題では、YAG レーザ PLD 法による高原材料収率イットリウム系複合材料作

製プロセスの実証を目的とした。この目的に対する目標値として、静止基板上において原料収

率 40%以上を実証し、また連続形成プロセスにおける原料収率 40％以上の高収率技術の確立

を見通すため、静止成膜結果から予想される成膜量が、移動系試料において再現できることを

確認する。 

 

 ②課題とアプローチ 

より高い原料収率を得るために、ターゲットから蒸発した成分ができうる限り多く基材上に

蒸着される必要がある。そこで、インプルーム法を採用し、収率の向上を行う。PLD 法では、

強力なレーザの照射によってターゲット構成元素が励起・発光しながら、ろうそくの炎状のプ

ラズマを形成する。この炎状プラズマはプルームと呼ばれている。従来はプルームの先端付近

に基材が配置されているが、このプルームの中に基材が入った状態で堆積を行う手法をインプ

ルーム法と呼ぶ。このインプルーム法を採用した根拠は次の通りである。PLD 法において蒸

発種はレーザが照射された箇所を頂点として円錐状に飛散するため、ターゲットと基材の距離

が遠いほど飛散する領域（円錐の底面積）が増加し、単位面積当たりの堆積速度が遅くなる。

また、飛散面積が基材幅よりも広くなると、その分収率が低下する。従って、出来るだけター

ゲットと基材間の距離(dT-S)を短くしたインプルーム法を採用することで収率の向上が期待で

きる。ただし、インプルーム法の課題として、dT-S が短いことに起因したターゲットへのレー

ザ入射角度の制限、基材上の位置による組成のばらつき、組成のばらつきに伴った有効成膜面

積の縮小等が挙げられる。上述の通り、YAG レーザ PLD 法は均一なレーザエネルギー分布の

ために、有効な成膜領域が広がる可能性があるため、エキシマレーザ PLD＋インプルーム法

よりも YAG レーザ＋インプルーム法の方がより広い面積で成膜が出来る分、収率が向上する

ことが期待される。以上より、本検討で行った収率向上のための具体的なアプローチは次の通

りである。収率向上のための具体的なアプローチは次の通りである。  

インプルーム法による収率向上の基礎検討として、紫外線領域の波長 266 nm を持つ 4 倍波
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YAGレーザを用いて10 mm×10 mmの短尺基板上にイットリウム系超電導薄膜材料を蒸着し、

dT-S、成膜時の酸素分圧に対する超電導特性の変化について検討を行い、インプルーム法によ

る収率、超電導特性の向上に対する指針を得る。次に、マルチターン YAG レーザ PLD 装置を

導入し、蒸着面積の増加と基礎検討で得られた知見を用いて静止系で収率 40%以上を実証する。 

現在市販されている YAG レーザ機器の最大レーザエネルギーは、エキシマレーザの最大エネ

ルギーよりも低いため、その分だけ蒸発量が低くなる課題が顕在化する可能性がある。この課

題に対するアプローチとして、2 倍波 YAG レーザの使用によるレーザエネルギーの向上に関

する検討を行う。YAG レーザは、基本波(1064 nm)を非線形光学結晶に通して得られる 2 倍波

(532 nm)をさらに非線形光学結晶に通して 4 倍波(266 nm)を得ている。波長変換の効率は波長

が短くなるほど悪化するため、4 倍波のエネルギーは基本波の 15～20%まで低下する。一方、

2 倍波は基本波の 60～65%と、4 倍波の 3 倍以上のレーザエネルギーを出力可能である。その

ため、2 倍波 YAG レーザを用いて良質なイットリウム系超電導膜が作製可能となれば、市販

機器においてエキシマレーザに比べて YAG レーザのエネルギーが低いという問題点を克服で

きると期待される。 

 

 ③成果 

 ③-1 短尺基材上における YAG レーザ PLD 法の収率向上に関する基礎検討 

  (1)実験方法 

短尺用 YAG レーザ PLD 装置を用いて、様々なターゲット-基材間距離(dT-S)及び酸素分圧

(pO2)条件下で 10 mm×10 mm 短尺基材上にイットリウム系超電導膜を蒸着し、収率と超電導

特性を評価した。それ以外の条件は一定とし、波長 266 nm の 4 倍波レーザを用いて、レーザ

エネルギー密度は 2.0 J/cm2、レーザ繰り返し周波数は 2 Hz そしてヒータ温度は 920ºC とし

た。短尺基材としては、IBAD 法によって MgO 配向中間層を蒸着した IBAD-MgO 短尺基材

を用いた。この IBAD-MgO 短尺基材の構造は表面から、CeO2/LaMnO3/IBAD-MgO/Gd2Zr2O7/

ハステロイである。イットリウム系超電導膜は CeO2上に蒸着する。 

収率は、蒸着前後における基材の重量変化(Msub)とターゲットの重量変化(Mtarget)を測定

し、100×Msub/ Mtarget [%]として見積もった。なお、重量の測定には電子天秤(精度 0.001 mg)

を用いたが、Msubは 0.1 mg オーダーであり、 Mtarget は 1 mg オーダーであるため、重量測

定精度は十分である。また、短尺基材はヒータ上に治具を用いて機械的に固定しているため、

搬送時の摩耗などによる重量変化を考慮する必要はない。 

臨界温度 Tc は直流四端子法を用いて、試料温度に対する電気抵抗率の変化から評価した。

Jc は同様に直流四端子法を用いて、77 K における電流値に対する発生電圧を測定し、電界基

準 10 V/cm となる電流値から求めた。通常、1 V/cm が電界基準として用いられているが、

本検討では短尺試料であるため電圧端子間距離が短いという制約上、十分な電圧分解能を得る

ために 10 V/cm を電界基準値として採用した。磁場を印加しない環境下での測定であるため、

電流に対する電圧の立ち上がりは急峻であり（n 値～25）、1 V/cm と 10 V/cm で大きな差は

ない。 
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イットリウム系超電導膜の組成は、走査型電子顕微鏡に付随しているエネルギー分散型 X 線

分光装置(SEM-EDX)を用いて評価した。 

 

 (2)結果 

 図 2.2.2-1 にレーザ条件（レーザエネルギー、繰り返し周波数、スポット面積等）を一定と

した場合の dT-Sおよび pO2に対する収率、Tc および Jc を示す。図 2.2.2-1(a)から、dT-S を 40 mm

から 20 mm まで短縮したところ収率は単調増加し、8%から 12%まで向上した。次に、酸素分

圧を 40 Pa から 200 Pa まで上昇させた結果、収率はさらに向上し 19%まで上昇したが、200 Pa

以上では収率は減尐した（図 2.2.2-1(c)）。しかし、超電導特性は収率が上昇するにつれて低下

し、収率 19%では、Tc = 80 K、Jc=0.2 MA/cm2(@77 K、自己磁場)であった（図 2.2.2-1(b)、(d)）。

膜の組成を評価したところ、イットリウム系超電導体の化学量論比に対して Y が尐ない、

Y-deficient な組成であった（表 2.2.2-1 上段参照）。つまり、高い Jc が得られる最適組成から

ずれているために超電導特性が低かったと考えられる。膜組成を最適組成にするために、ター

ゲット組成を調整した結果、表 2.2.2-1 下段のように膜組成が改善され、Tc = 88 K、Jc = 1.8 

MA/cm2(@77 K、自己磁場)が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターゲット組成 膜組成 Tc、Jc 

Y : Ba : Cu = 1 : 2 : 3 1 : 2.2 : 2.8 
Tc = 80.0 K 

Jc = 0.2 MA/cm2  (@77 K,自己磁場) 

1 : 1.8 : 2.9 1 : 1.9 : 2.7 
Tc = 88.2 K 

Jc = 1.8 MA/cm2  (@77 K,自己磁場) 
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表 2.2.2-1 ターゲット組成に対する膜組成と超電導特性 

図 2.2.2-1. 10×10mm2 基板上における成膜条件に対するイットリウム系複

合材料薄膜の収率および超電導特性。ターゲット-基板間距離(dT-S)に対する

(a)収率、(b)超電導特性。酸素分圧(pO2)に対する(c)収率、(d 超電導)特性。 
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 (3)考察 

 レーザによって蒸発したターゲット構成元素はレーザ照射箇所を頂点とした円錐状に広が

る。そのため、dT-S が短くなるほど円錐の底面積が減尐し、単位面積当たりの堆積量が増加し

た結果、収率が向上したと考えられる。また、pO2が増加すると蒸発種が雰囲気圧力によって

圧縮されるため、dT-S の短縮と同様に円錐底面積を収縮させ、収率が向上したと考えられる。

しかし、過剰に高い pO2は蒸発種の運動を阻害するために、蒸発種が基材まで到達できず、堆

積量が低下する。従って、pO2に対して収率は上に凸の傾向を示し、最適値が存在したと考え

られる。 

 超電導特性は収率の向上に伴って低下したが、これはイットリウム系超電導膜の組成が最適

組成からずれたためである。膜が最適組成になるようにターゲット組成を調整することで、高

い収率を維持しながら十分な超電導特性を示すイットリウム系超電導膜の作製が可能である。 

 以上から、収率を向上させるためには、dT-S を短くし、pO2 を適度に増加させることが有効

であることがわかった。また、ターゲット組成の調整で超電導特性の低下も抑制できることも

明らかになった。 

 

 ③-2 マルチターン YAG レーザ PLD 装置の導入による収率向上 

   (1)実験方法 

 収率を向上させるためには、蒸着面積を広くすることが有効である。そこで、幅 10 mm の

線材を平行に 3レーン搬送可能なマルチターンYAGレーザPLD装置を導入し（図 2.2.2-2）、

収率向上に関する検討を行った。 

 3レーンにハステロイ TMテープを設置し、酸素分圧 pO2に対する収率を評価した。この際、

テープは静止させた状態で、ターゲット-基板間距離は 35 mm、波長 266 nm の 4 倍波レー

ザを用いて、レーザエネルギー密度は 2.0 J/cm2、レーザ繰り返し周波数は 2 Hz そしてヒー

タ温度は 920ºC とした。図 2.2.2-3 にイットリウム系複合材料膜蒸着後のチャンバー内の様

子を示す。3 レーンの金属テープ上に同心円状に黒いイットリウム系超電導膜が蒸着されて

いることがわかる。 

 マルチターンの場合、テープ設置時などの引き回しによってテープが摩耗するなど、測定

し難い重量変化を伴う。そのため、短尺試料のように蒸着前後の重量変化測定から正確な収

率を求めることは困難である。そこで、誘導結合プラズマ分光分析(ICP)法を用いて膜厚を測

定し、体積を求めることで蒸着した重量を求め収率を測定した。収率測定の詳細は次の通り

である。それぞれのレーンから 10mm×10mm 程度の大きさで 3 試料ずつ、合計 9 試料を切

り出し、ICP 法で膜厚を測定した。測定した 9 点の膜厚をガウス関数 exp[-a x2]を用いてフ

ィッティングすることで試料全体にわたる膜厚分布を見積もり、さらにテープ全体に蒸着さ

れた膜の体積を計算した。その体積から重量(Mtape)を計算し、ターゲット重量の変化分

(Mtarget)から、100×Mtape / Mtarget [%]によって収率を求めた。 

 超電導特性は、同条件で IBAD-MgO 線材上に蒸着したイットリウム系超電導膜に対して

測定を行った。測定の詳細は 2.2.2③-1(1)と同様である。 
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  (2)結果 

 図 2.2.2-4 に、膜厚分布の典型例として pO2 = 80 Pa で成膜した際のイットリウム系複合材

料膜の膜厚分布を示している。プルームの中心軸は 2nd レーンの 0 mm 付近にある。プロッ

ト点が ICP の実測データであり、曲線は実測テータをガウス関数でフィッティングした結果で

ある。図より、どのレーンもプルームの中心に近い 0 mm 付近で膜厚が最大値を示した。また、

2nd レーンが最も膜厚が厚かった。同様の測定を pO2 = 40～160 Pa の範囲で行い、収率を求

めた。図 2.2.2-5 に、pO2に対する収率を示す。酸素分圧に対して収率は単調に増加し、pO2 = 

80 Pa で 39.1%、pO2 = 160 Pa では 56.1%の収率が得られた。本課題で目標に設定した収率

40%は、pO2が 80 Pa 以上で実現できることがわかった。次に、酸素分圧に対する超電導特性

の評価を行った。図 2.2.2-6 に、pO2に対する Tcと Jc を示す。図から、pO2の増加に伴って超

電導特性が単調に低下した。 

 また、テープを移動させながらイットリウム系超電導膜を蒸着する移動系試料についても膜

厚の分布を測定した。図 2.2.2-7 にテープ上の位置に対する膜厚分布の測定結果を示す。静止

系のデータから予想した膜厚分布は点線で示している。静止系測定時に比べて、テープに対す

るプルーム位置などの最適化を行ったため、予想膜厚分布よりも実測値の方が厚いが、傾向は

同じである。従って、移動系においても 40%以上の収率が見込まれる。また、本検討では dT-S 

= 35 mm で固定して成膜を行ったが、さらに短い dT-S としたインプルーム法によって、静止系、

移動系共に収率はさらに向上すると考えられる。 

図 2.2.2-2 マルチターン YAG レーザ

PLD 装置の外観。 

1stレーン

2ndレーン

3rdレーン

金属テープ
ヒータ（均熱板）

図2.2.2-3 金属テープ上にイットリウム

系超電導薄膜を蒸着した後のマルチタ

ーン YAG レーザ PLD 装置内部。3 レー

ンの金属テープ上に同心円状の模様が

見られる。 
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  (3)考察 

酸素分圧に対する収率の傾向は短尺基材上の結果と同じであることから、さらに高い pO2で

収率は最大値を示すと考えられる。しかし、超電導特性は収率増加に伴って低下している。収

率 40%を目指す場合、pO2 = 80 Pa 強で十分であり、図 2.2.2-6 から、Tc = 88.2 K、Jc = 1.4 

MA/cm2(@77 K、自己磁場)と十分な超電導特性が得られている。さらに高い収率かつ高い超電

導特性を得るためには、短尺基材上の結果と同様に、ターゲットの組成を最適化することで実

現できると考えられる。 
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図 2.2.2-5 酸素分圧に対するイットリウム
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  ③-3 2 倍波 YAG レーザ PLD 法によるイットリウム系超電導薄膜の作製 

   (1)実験方法 

短尺用 YAG レーザ PLD 装置において、2 倍波 YAG レーザを用いることでイットリウム系

複合材料膜を作製した。成膜時のレーザエネルギー密度は 2.0 J/cm2、レーザ繰り返し周波数

は 2 Hz、ヒータ温度は 920ºC そして酸素分圧は 40 Pa とした。基材としては、10 mm×10 

mm にカットした IBAD-MgO 短尺基材を用いた。 

イットリウム系超電導膜の複合材料膜は X 線回折(XRD)法を用いて評価した。また、表面

形状は走査型電子顕微鏡(SEM)、組成は SEM-EDX で評価した。超電導特性の測定方法は、

2.2.2③-1(1)と同様である。 

 

   (2)結果 

図 2.2.2-6 に 2 倍波 YAG レーザ PLD 法で作製したイットリウム系超電導膜の XRD パター

ンを示す。図から、IBAD-MgO 短尺基材上でイットリウム系超電導膜が c 軸配向しており、

かつ基材表面に平行な面内においても結晶軸方位が整列していることがわかった。この試料の

超電導特性を測定した結果、Tc=89.0 K、Jc=1.4 MA/cm2(@77 K、自己磁場)を示した。つまり、

2 倍波 YAG レーザを用いても 2 軸配向し、かつ十分な超電導特性を持ったイットリウム系超

電導薄膜の作製が可能であることがわかった。 

 

しかし、この試料の組成比は Y : Ba : Cu = 1 : 2.45 : 4.70 と、Ba と Cu が過剰であった。

成膜後のターゲット表面の組成は、Y : Ba : Cu=1 : 1.65 : 2.28 であり、化学量論比に対して

Ba と Cu が欠損している。また、図 2.2.2-7 に試料表面の SEM 像を示す。数ミクロン程度

の大きさの液滴状異物が多数見られた。以上から、2 倍波 YAG レーザによってターゲット表

面が溶融し、生じた Ba-Cu-O 液相が蒸発あるいは飛散し、基材上に付着したと考えられる。

これらの付着物の組成は様々であるが、概して Ba や Cu が化学量論比に比してリッチな組成

であった。 

図 2.2.2-8 2 倍波 YAG レーザを用いた PLD 法で作製したイットリウム系超電導

膜の X 線回折パターン。  (a)2/スキャン、(b)スキャン。 
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 (3)考察 

 2 倍波 YAG レーザ PLD 法を用いても結晶粒が 2 軸配向し、かつ十分な超電導特性を持った

イットリウム系超電導膜の作製が可能であるが、ターゲット表面の融解に起因すると思われる

付着物が試料表面に多く見られた。高い臨界電流を目指して厚膜を作製する場合、これらの付

着物の上ではイットリウム系超電導膜が成長し難いと予想される。従って、厚膜の表面近傍で

はランダムな結晶が成長し、超電導電流を輸送しないデッドレイヤーが形成されると予想され

る。また、2 倍波 YAG レーザ照射後のターゲット表面組成は Ba と Cu が不足しているため、

製造時間が長時間にわたるイットリウム系複合材料の作製においては、ターゲット組成のずれ

が品質に悪影響を及ぼす恐れがある。 

 現段階では、2 倍波 YAG レーザ PLD 法はイットリウム系複合材料作製プロセスとして適し

ていないと考えられるが、ターゲット組成の変更でこれらのデメリットを解消できる可能性は

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-7  2倍波YAGレーザPLD法で作製したイットリウム

系超電導膜の表面 SEM 像。 

析出物組成 
Y : Ba : Cu =  1 : 1.90 : 4.19   (Cu リッチ ) 

o r  1 : 1.48 : 3.07  (Ba プア ) 

平均組成 
Y : Ba : Cu = 1 : 2.45 : 4.70 
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2.2.2-2  YAG レーザーPLD 法による複合材料の組織評価 (研究組合） 

 

 ① 背景及び目的 

名古屋大学において検討・開発される YAG レーザ PLD 法を用いて作製されたイットリウム

系複合材料の実応用においては、長尺化が不可欠であり、そのためには、成膜時間の長時間化、

安定化が重要となる。固体レーザである YAG レーザ PLD 法では発振に伴う消耗品がなく連続

運転が可能であるため、エキシマレーザとは異なり長尺化に際して一回の成膜時間の制約が無

く、単純にプロセスを長時間化することで長尺線材作製が可能になる点で、長尺化しやすいプ

ロセスだと言える。一方で、長時間にわたって良好な成膜条件を維持するという安定化におい

ては、レーザエネルギーの時間的な安定性に依存しており、近年のレーザ技術進展により着実

に改善されてきている。 

本質的に長尺化しやすいプロセスである YAG レーザ PLD 法の実用化にあたっては、まずは

短尺での組成分布や膜厚分布の均一性確保による収率および特性の向上が重要となるため、本

開発課題においては、まず名古屋大学において作製された短尺試料の評価を行い、長尺化を含

むプロセス開発について検討することを目的とした。 

 

②課題とアプローチ 

実用可能なイットリウム系複合材料の作製には、高原材料収率かつ高特性を有する条件で長

尺複合材料を作製する必要がある。名古屋大学においては、インプルーム法を採用し、マルチ

ターンプロセスとの併用により収率向上を図ると共に、最適成膜条件の探索を行い、特性向上

に努めた。これらの試料評価においては、微細組織の観察、特に膜厚方向の情報が非常に有用

であり、成膜された YBCO 層内部の異物の同定や厚みなどを詳細に検討しなければならない。 

本研究テーマにおいては、作製された線材評価とその情報フィードバックによるプロセス開

発促進のため、研究組合に導入された装置を用いて線材の微細組織分布、特に膜厚方向の断面

情報などを評価し、成膜時の結晶成長機構を考察する。 

 

 ③成果 

 ③-1 短尺基板上における YAG レーザ PLD 法の微細組織観察 

  (1)実験方法 

マルチターン YAG レーザ PLD 装置を用いて、複数のイットリウム系複合材料の位置（レー

ン）において、静止状態で同時に成膜された複合材料の断面を観察した。基板は IBAD 法によ

って MgO 配向中間層を蒸着した IBAD-MgO 短尺基材を用いた。この IBAD-MgO 短尺基材の

構造は表面から、CeO2/LaMnO3/IBAD-MgO/YSZ/ハステロイ TMである。イットリウム系複合

材料膜は CeO2上に蒸着した。成膜条件は、酸素分圧 40Pa、テープ表面温度 720℃、ターゲッ

ト-基材間距離 35mm であり、収率は約 33%であった。得られた試料から、プルーム中心部を

通るレーンの中心部、隣のレーンの中心部の 2 カ所を取り出し、幅方向に切断して断面の組織
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観察を行った。試料はイオンビーム切断により、線材の中央部分約 1mm の領域を切断加工し、

高分解能 SEM と EDS マッピングにより断面の組織観察、組成評価を行った。 

 

 (2)結果 

 図 2.2.2-8 に成膜中心レーン及び隣接レーンで成膜された試料の断面 SEM 写真を示す。成

膜中心レーンで成膜された試料(a)は厚みが約 0.85µm、隣接レーンで成膜された試料(b)は厚み

が約 0.49µm であった。また、中心レーンは均一な組織であったのに対し、隣接レーンでは黒

い粒子が多く分散偏在しており、これらの粒子は EDS マッピングの結果から、Cu を多く含ん

でいることが示唆された。ICP による名古屋大学での評価結果と比較すると、膜厚の分布にお

いては、本観察結果と ICP による質量平均の測定結果との間に大きな違いは見られなかった。

しかしながら、組成分布、均一性に関しては、ICP 測定では成膜位置、レーンによる違いは明

確には検出されなかったが、断面組織観察においては、中心部はかなり均一性が高く、ほぼ

YBCO 単相で構成されているが、隣接レーンでは、YBCO 層中に、主に CuO と考えられる異

相粒子が数多く存在しているということが明らかになった。 

  

図 2.2.2-8 マルチターン YAG レーザ PLD 法により成膜されたイットリウム系複合材料の断

面組織：(a)中心レーン、(b)隣接レーン 

 

 (3)考察 

 レーザによって蒸発したターゲット構成元素はレーザ照射箇所を頂点とした円錐状に広が

る。円錐内部はほぼ均一に各元素が飛散すると考えられるが、得られた試料内部は膜厚、組成

とも均一ではなく、分布が存在している。これは、実際には飛散が不均一なのか、それとも温

度などの成膜条件の不均一に起因する、付着／離脱の不均一に起因するものかの 2 通りが考え

られる。前者の場合は、均一であるが故に成膜エリアを非常に広く取ることができ、高い収率

が期待できるという YAG レーザ PLD 法の利点が一つ失われることにも繋がる。後者の場合、

主に成膜エリアの温度不均一により飛んできた原子／クラスターの付着／離脱挙動が場所に

よって異なり、組成編析を生み出していると考えられる。 

 これらの抑制には、まずは成膜条件の均一化を行った上で、マルチプルーム法の採用など、

(a) (b) 
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エキシマレーザ PLD 法の知見も活用していく必要がある。 

 

2.2.2-3  YAG レーザーPLD 法による希尐金属利用率向上技術開発のまとめ 

 

・10 mm×10 mm 短尺基材上イットリウム系複合材料膜に関する基礎検討から、ターゲット-

基材間距離の短縮と酸素分圧の最適化で収率が向上することが明らかとなった。本検討では、

ターゲット-基板間距離 20 mm、酸素分圧 200 Pa において最高で 19%の収率を得ることが

出来た。 

 

・収率の増加に対して超電導特性は単調に低下したが、ターゲット組成の最適化で、高い収率

を維持しながら Tc = 88.2 K、Jc = 1.8 MA/cm2(@77 K、自己磁場)を得ることが出来た。 

 

・蒸着面積を増加させ収率をさらに向上させるために、マルチターン YAG レーザ PLD 装置を

導入し、酸素分圧の最適化(160 Pa)によって、56.1%の収率を得た。 

 

・マルチターン YAG レーザ PLD 装置において収率 40%の条件（酸素分圧 80 Pa）では、Tc = 

88.2 K、Jc = 1.4 MA/cm2(@77 K、自己磁場)が得られた。 

 

・静止系の膜厚分布から予想した膜厚分布と移動系で実測した膜厚分布は同じ傾向であったこ

とから、移動系においても 40%以上の収率を見込むことが出来た。 

 

・IBAD 基材上にイットリウム系超電導膜を静止状態にて複数位置で成膜し、断面の微細組織

観察を高分解能 SEM、EDS マッピングを用いて実施した。中心レーンでは、YBCO ほぼ単

相の均一な微細組織が観察され、膜厚は 0.85µm であったのに対し、隣接レーンでは、YBCO

結晶中に多数の高 Cu 濃度の粒子が存在し、その膜厚も 0.49µm であった。また、組織・組

成に関しても成膜位置による違いが見られた。 

 

・2 倍波 YAG レーザ PLD 法を用いてイットリウム系超電導膜を作製した結果、2 軸配向し、

Tc = 89.0 K、Jc = 1.4 MA/cm2(@77 K、自己磁場)を示した。しかし、Ba と Cu が過剰な膜組

成であった。 

 

・達成度  ＞100% 
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2.3 イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 (研究組合、九州大学、早稲田大学) 

 

本プロジェクトでは、複合材料の開発から機器応用への開発へつなげるため、イットリウム系

複合材料を用いた回転機要素技術開発を行い、超電導のメリットと希土類元素使用量低減効果の

大きな領域として、500 kW(1000 rpm 級)以上の産業用回転機(モータ、発電機)を目標として設定

し、新しいイットリウム系複合材料の特性を基に概念設計と要素技術開発を実施した。概念設計

では、現在のイットリウム系複合材料の特性を使って回転機の設計を行い、イットリウム系複合

材料を使うことによるレアメタル(Rare Metal、以下 RM と略す)削減効果、軽量化、コンパクト

化を検証した。 

要素技術開発は、回転機の主要部分である界磁巻線とサーモサイフォン式冷却システムに関し

て、界磁巻線コイル、回転冷却試験機を試作し、将来の回転機の製作に生かせる特性を取得した。 

これらの実施により、今後のイットリウム系大容量高速回転機(以下、Y 系回転機)作製のための

開発に対する課題と指針を得た。 

また、今後の実用化の見通し、波及効果についてより具体的に可能性を見るために、世界的に

ビスマス(以下 Bi と略す)系複合材料で開発が検討されている舶用回転機の 5MW 機についてもイ

ットリウム系複合材料を用いた概念設計の検討を行なった (Appendix“実用化の見通し検討”参

照)。これにより、これまで Bi 系複合材料で検討されてきた舶用回転機についてもイットリウム

系適用の効果を具体的に得ることができた。 

 

2.3.1 回転機適正構造の概念設計  

 

①背景及び目的  

超電導による回転機の開発は、Siemens、AMSC、Doosan 社[1-3]などの各社で舶用、産業用

を目指して活発に開発が行われている。しかしながら、これらは Bi 系複合材料によるものだけで、

イットリウム系複合材料を用いた回転機の開発例はない。これは、１つには本複合材料の長尺化

が遅れていたためであるが、本プロジェクトで示されたように 1km にもなる長尺化、さらに量産

化も可能な情勢となってきた。また、臨界電流 Icなどの特性も大幅に向上してきている。 

以前から、イットリウム系複合材料は、Bi 系複合材料と比べて磁場中特性に優れ、大きなメリ

ットが期待されるといわれてきた。km 級の長尺が現実のものとなってきた現段階で、Icも向上し

たイットリウム系複合材料を用いた回転機を設計し、その可能性とメリットをより具体化するこ

とは、今後のイットリウム系超電導機器の開発に大いに役立つと思われる。 

よって、ここでは本プロジェクトの主な目標である RM 削減を軸に、一般的な超電導回転機の

効果、重量、サイズ、効率に関してその効果を設計して確かめた。対象とした機器は、まず、産

業用として期待できる 500 kW(1000 rpm 級)の回転機とした。 

また、さらに、今後の実用化の見通しをつけるために、舶用 5MW 級機の検討も行ったので本

章の最後に Appendix として記載した。 
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②課題とアプローチ 

 上記目的を達成するための Y 系回転機の設計検討には、以下の課題がある。 

・磁場-応力-伝熱を連成した回転機評価用シミュレータの開発： 

  イットリウム系複合材料は高特性のため、従来のBi系複合材料より高温高磁場で使える。

イットリウム系複合材料の特性を考慮して、それを使った界磁巻線(コイル)用の解析ソフト

を開発し、基本的なコイル形状での Y 系界磁巻線の成立性を温度、磁場、応力に関して、

把握する必要がある。 

・Y 系回転機の設計とイットリウム系複合材料使用による効果の算出： 

  これまでに Y 系回転機の例はない。上記解析ソフトにより、現在のイットリウム複合材料

特有の特性を反映させた設計検討を行う。回転機として総合的に必要な磁場依存性だけで

なく、応力、伝熱の相互に関与する要素を連成させた解析を行う。これにより具体的にそ

の効果を算出することが今後の開発にとって重要である。 

・対象とする回転機は、一般産業用の 500 kW 級-1000 rpm 級で広い産業用分野でのイットリ

ウム系複合材料回転機の優位性を見通す。 

 本プロジェクトは 1 年と短い期間であり、本開発項目 2.3.1 概念設計では、効率よく開発を進

めるために以下のアプローチにより設計検討を行った。 

 まず、界磁巻線コイルの設計検討のための磁場、温度、応力の 3 要素を連成させた解析シミュレータを

開発する。これを用いて、基本的な傘型形状コイルに関して、イットリウム系複合材料の通電特性と伝

導冷却特性を考慮して、Y系コイルの成立性を評価した。液体Neサーモサイフォン冷却(27K以上)で軽

量化のため鉄心を使わない(2T以上)、複合材料の使用量もできるだけ少なくする条件下で検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-1 種々の形状の界磁巻線コイル 

 

回転機の界磁巻線の形状としては、図 2.3.1-1に示す様に 種々の形状が考えられるが、ここでは。界

磁巻線コイルの初期検討形状として、製作性の点から、回転機の大きな遠心力に耐える構造、かつ、

劣化しやすい接続部が不要なシリンダー巻線を考慮した。すなわち、大きな遠心力のかかる高回

転数の 500kW 機は平傘型形状に、回転数の小さな 5MW 機は菱形傘型形状(Appendix)を代表検

討例として選んだ。冷却方式には、液体 Ne(沸点 27K)によるサーモサイフォン冷却を想定してい
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るので、その沸点以上のできるだけ高温でイットリウム系複合材料使用の効果がある設計を目指

した。しかしながら、高温であるほどシステム全体の効率は向上するが、イットリウム系複合材

料の Ic は低下するのでバランスが必要である。他方、これまでの類似した検討結果では[2]、界磁

コイルの端部温度は 40K 程度になっているので、今回の初期検討としては温度 40K での検討を

行った(以上、成果 2.3.1③-1)。 

 次に、この界磁コイルから成る界磁巻線について、その形状が回転機としての最終出力特性に

与える影響を設計検討した。すなわち、量産イットリウム系複合材料の Icの温度、磁界、磁界印

加角度依存性に加え交流損失特性を把握したのち、界磁巻線の形状、配置とギャップ磁界強度な

どが回転機の最終出力特性である回転機出力、効率、トルク特性に与える影響ついて検討し、界

磁巻線の最適形状化を行った(成果 2.3.1③-2) 

 さらに、これらの超電導界磁巻線の解析検討に基づき、常電導電機子、ヨークなどを含む回転

機全体の詳細設計を行ない、常電導機と比較し、Y 系回転機のメリットを具体的に検討した。す

なわち、本開発の主眼である RM 使用量、および従来からの回転機としての効果(高効率化、軽量

化、小型化)について Y 系回転機のメリットを数値を上げて具体的に提示する。 

 設計検討の具体的な目標としては、以下を掲げた。 

  ・RM 量削減効果として、その使用量が従来の永久磁石回転機に比べ 1/10 以下となること 

  ・汎用的な超電導回転機の効果、重量、サイズの減尐、効率向上の程度を明確にすること 

 

③成果 

③‐1 回転機用連成シミュレータ開発と解析 

 回転機の設計・評価のため、イットリウム系複合材料に特有な電磁気的特性、熱的特性と機械

的特性を同時に考慮した電磁場・電磁力連成解析シミュレータを開発する。イットリウム系複合

材料は薄膜積層型のテープ形状をしており、温度・磁場強度・磁場角度によってその特性が大き

く変化し、界磁巻線の特性に影響を与える。また、回転機の性能は、回転子の運動，電源リプル

などに起因する回転機内の磁場の時間・空間高調波に影響を受ける。さらに、発生する電磁力(ト

ルク)は、常電導回転機では高強度の鉄心が担っているが、空心界磁型の超電導回転機ではイット

リウム系複合材料の巻線部自体が受ける。超電導複合材料は応力分布を経験することとなり、こ

れらの電磁力により巻線が変形し、超電導特性が劣化する可能性がある。 

そこで、ここではイットリウム系複合材料の材料特性を考慮した電磁場・電磁力連成解析シミ

ュレータを開発し、磁場、応力、温度が複合的に影響する環境下での回転機、特に界磁巻線コイ

ルについての設計・評価を行ない、その成立性を検討する。 

 解析は、産業用回転機 500kW-1000rpm 級、より具体的には、産業用で最も良く使われている

4 極 60Hz 相当の 1800rpm とした。また、各々の界磁巻線コイルに関しては、イットリウム系複

合材料の複合材料（以下、単に複合材料とも記載する）特性が、1) 現在長尺量産化供給実績があ

る Ic=300A/cm 幅級、2) さらに特性が向上した Ic =600A/cm 幅級(これもすでに長尺で達成実績

がある)の 2 種類を用いた。 
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(1)電磁場・伝熱・応力解析連成シミュレータ 

  (1)-1 電磁場解析 

 電磁場解析は Maxwell 方程式から、汎用性がある A-法(ベクトルポテンシャル A とスカラー

ポテンシャルを未知数とする)に有限要素法(FEM: Finite Element Method)と適用することに

より定式化した。 
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t

A
 

 ここで、A：磁気ベクトルポテンシャル、：電気スカラーポテンシャル、J0：電流密度、：透

磁率、：導電率である。磁性体部の透磁率は非線形な B-H 特性に従う。また、超電導体部の導

電率は非線形な E-J 特性に従う。超電導体の E-J 特性は、下式の n 値モデルを適用した。 

n

c

c
J

J
EE

/1











  

ここで、E：電界、J：電流密度、Jc：臨界電流密度、Ec：臨界電流密度を定義する電界基準であ

る。以上のように、磁性体、超電導体とも非線形特性があるため、有限要素法の定式化の際には、

ニュートン・ラフソン法を適用し、線形化して反復計算を行っている。 

 

(1)-2 熱解析 

 物質の熱伝導現象は次の熱伝導方程式に従う。 

 

  QTk
t

T
C 



 

 

ここで、T:温度、C：熱容量、k：熱伝導率、Q：単位体積当たりの発熱である。発熱項の中身は、 

 

ACJouletransfer QQQQ    

 

で、 JouleQ ：導体部にジュール発熱、 ACQ ：超電導体部に発生する交流損失である。有限要素法に

おいて境界条件は離散化の過程で現れる。本プロジェクトでは冷媒であるネオンとの熱伝達が境

界条件（第三種境界条件）として与えられる。すなわち、冷媒（ネオン）と境界面とのの間の熱

流束 transferQ は熱伝達係数 h と冷媒の温度 Tbathを用いて、以下の関係でまとめられる。 

 

 bathtransfer TThQ 
 

 

以上の解析において、C, h, k は温度の関数として非線形計算を行った。 
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(1)-3 応力解析 

 応力解析では対象が静的弾性体であれば、以下の平衡方程式が成り立つ。 
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ここで、xx, yy, zz は垂直応力(x, y, z とも記載される)、xy, xz, yx,yz,zy,zx はせん断応力であ

る。Fx, Fy, Fzはそれぞれ x, y, z 方向にはたらく外力である。 

 ひずみは変位と以下の関係がある。 
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 ここで、x, y,zは垂直ひずみ、xy, yz,zx はせん断ひずみ、xy, yz,zxは工学的せん断ひずみで

ある。u, v, w はそれぞれ x, y, z 方向の変位である。 

 応力とひずみは以下の関係がある。 

klijklij D    

具体的に書き下すと、 

  

  

   zxzxzxyxzz

yzyzyzxzyy

xyxyxyzyxx

GG
E

GG
E

GG
E































2,)1(
)21)(1(

2,)1(
)21)(1(

2,)1(
)21)(1(

 

 

 ここで、E：ヤング率(縦弾性係数)、：ポアソン比、G：せん断弾性係数(横弾性係数)である。

等方性材料では、ヤング率およびポアソン比との間に次の関係がある。 

 

 


12

E
G  

(1)-4 連成解析 

 連成解析の概念図を図 2.3.1-2 に示す。電磁場・伝熱・応力の連成解析では、共通の有限要素分

割を用いて、各解析間で発熱、電磁力などの受け渡しを行っている。 



Ⅲ- 77 

 

 

 

図 2.3.1-2 電磁場・伝熱・応力解析連成シミュレータ 

 

(2) 結果 

 産業用 500kW-1800rpm 機について、まず、図 2.3.1-3 の特性を持つ複合材料を使い、次に、

図 2.3.1-4 の界磁巻線(コイル)の形状、すなわち、平傘型形状および表 2.3.1-1 の仕様を想定して

連成解析を行った。これにより、開発した連成シミュレータによる界磁巻線の発生磁場と形状に

よる効果から、界磁巻線の基本設計を行った。以下の仕様に基づき、超電導同期電動機の基本設

計を行った。500kW 級機に関しては、Ic = 300A/cm 幅級の複合材料を用い、また、回転数が

1800rpm と高いことから遠心力の影響を考慮して、平傘型形状の界磁巻線について、検討した。

また、運転温度は、2.3.1②で述べたように液体 Ne (沸点 27K) によるサーモサイフォン式冷却を

用いた他の検討結果を参考に 40K とした[2]。 

 

 方式：  回転界磁型同期電動機(界磁：超電導・無鉄心、電機子：常電導、銅線) 

 出力：  500 kW、回転数： 1,800 rpm 

 定格電流：約 750 A、定格電圧：400 V 級 

 複合材料：幅 5 mm、0.1 mm 厚銅付(半田付け、片面 HTS 側配置)、絶縁付 
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図 2.3.1-3 イットリウム系複合材料の Ic-B-T 特性 

 

表 2.3.1-1 500kW 級回転機の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定格出力 500 kW 

定格回転速度 1800 rpm 

定格電圧 440 V 

定格電流 700 A 

固定子外径 580 mm 

固定子内径 390 mm 

エアギャップ 5 mm 

固定子鉄心長 550 mm 

固定子スロット数 60 

電機子コイル数 60 

毎溝導体数 6 

電機子コイル電流密度 5 A/mm2 

界磁巻数 1170 

界磁電流 140 A 

複合材料幅 5 mm 

複合材料使用量(5mm 幅) 1.6 km/極 

 

626A@40K,1T 

254A@40K,5T 

140A@40K,10T 
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5 mm

Epoxy:
100 μm

Hastelloy: 100 μm

Cu: 100 μm

Epoxy: 100 μm

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-4 500kW 級回転機の断面図および巻線部複合材料断面図 

 

以上の基本仕様に基づき、以下の要領で界磁電流を算出して解析を進めた。まず、界磁電流を

設計したコイルに流せる最大電流から見積もった。例えば、まず、界磁巻線に使用する複合材料

の臨界電流（Ic）の磁場、温度、角度依存性を評価した。図 2.3.1-3 は代表的な複合材料について

の結果である（ここでは磁場はテープ面に垂直）。ただし、この複合材料の 77.3 K, 自己磁場での

Icは 441A/cm 幅なので、界磁巻線に仕様する複合材料の Ic = 300 A/cm 幅 (@77.3 K, 自己磁場)

を想定して、図 2.3.1-3 の値をスケーリングして用いた。また、Ic は磁場角度依存性をもつが、磁

場がテープ面に垂直(90°) に印加された場合に特性が悪くなるため、B⊥テープ面の Icを基本設計

では使用した。本複合材料の Ic の磁場角度依存性は、角度 30-90°で最低値となりほぼ一定である

（すなわち、角度 30～90°の範囲で図 2.3.1-3 の値はほぼ同じである）。 

次に、検討した各コイルの詳細仕様から出てくるコイルロードライン（運転電流 -発生磁場、

分布-角度分布）から、コイルに流せる界磁電流を決めた。 

例えば、界磁コイルの運転温度を 40K とし、発生磁場の概略を計算し、さらにその垂直成分も

計算し、複合材料の臨界電流特性（図 2.3.1-3 の 441 A/cm 幅 (@77.3 K, 自己磁場) の特性から使

用複合材料 300 A/cm 幅(@77.3 K, 自己磁場)にスケールする）から、運転電流決める。温度 40 K、

複合材料経験磁場 2 T(テープ面垂直)の場合、参考データ 431 A/cm 幅 (@40 K, 2 T) に対して、

使用複合材料の Icは次の通りとなる。 

 

Ic  (@40 K, 2 T)  = 431 × 300 / 441 = 293 A/cm 幅 = 146 A/5mm 幅 
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(2)-1 磁場分布 

 この界磁巻線部の有限要素法による要素分割を図 2.3.1-5 に示す。界磁の巻線部はイットリウム

系複合材料の複合材料構造を考慮して要素分割をしている。電磁場・伝熱・応力の連成解析では、

共通の要素分割を用いて、各解析間で発熱、電磁力などの受け渡しを行っている。磁場分布を図

2.3.1-6 に示す。界磁巻線に 140 A 通電した状態の磁場分布である。巻線部が経験する最大磁場は

2.2 T であった。 

 

(2)-2 電磁力・遠心力 

 界磁巻線部の電磁力(ローレンツ力)の分布を図 2.3.1-7 に示す。ローレンツ力は BJF elemag で

計算した。ここで、Felemag：電磁力、J：電流密度、B：磁束密度である。電磁力は巻線部(超電導

層)に発生する。その最大値は単位体積当たり 6×1010 N/m3となった。鉄心がない空心巻線のため、

電磁力はすべて巻線部に働くことになる。 

遠心力の分布を図 2.3.1-8 に示す。遠心力は 2rF l centrifuga で計算した。ここで、Fcentrifugal：遠

心力、：密度、r：回転中心からの距離、：角振動数である。遠心力は巻線部だけでなく、巻枠

など回転子を構成するすべての材料に発生する。その最大値は単位体積当たり 5×107 N/m3とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-5 500kW 級回転機の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-6 500kW 級回転機の磁場分布 
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図 2.3.1-7 500kW 級回転機の界磁巻線の電磁力分布(右上:中心拡大図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-8 500kW 級回転機の界磁の遠心力分布 

 

(2)-3 応力分布 

 2.3.1 (2)-2 で述べた電磁力と遠心力が併せて、巻線にはたらくことにより、応力を発生させる。

応力解析においては、弾性変形を仮定した。物性値は表 2.3.1-2 の通りである。 

 

表 2.3.1-2 回転機構成材料の機械特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 厚さ(μm) ヤング率(GPa) ポアソン比 線膨張係数(1/K) 

HastelloyTR 100 200 0.3 1.28×10-5 

YBCO 1 100 0.3 1.31×10-5 

Cu 100 100 0.3 1.68×10-5 

Epoxy 50 - 100 3 0.3 4.0×10-5 
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 図 2.3.1-9 に複合材料幅広面垂直方向に働く応力分布を示す。この方向の応力は複合材料剥離方

向に働く応力である。図 2.3.1-10 に巻線内の各ターンの応力分布を示す。巻線最内層で複合材料

幅広面垂直方向に 4.1 MPa の応力が発生している。 

  

 

 

図 2.3.1-9 500kW 級回転機の界磁巻線の複合材料幅広面垂直方向の応力

分布 
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(2)-4 温度分布 

ネオンの熱伝達特性に関しては、報告例は極めて尐ない。Fuchino らにより最近、図 2.3.1-11

のような結果が報告されている[4]。本開発では、実際に液体 Ne によるサーモサイフォン冷却装

置を作製し、本解析と並行して熱伝達係数を明らかにしようとしているが、ここでは、図 2.3.1-11

の熱伝達特性を使用した。データのないΔT=1K 以下の特性は外挿した値を用いた。発熱は、イ

ットリウム系複合材料の超電導複合材料部で 0.005、0.01、0.015 W/m = 5、10、15 kW/m3(複合

材料：5 mm 幅、200 μm 厚)が均一に発生しているとした。500 kW 機では一極当たりの複合材料

長は 1.6 km であるから、一極当たり 8、16、24 W の発熱に相当する。ネオンの温度は大気圧中

の沸点 27K であるとして、回転子はネオンによって十分冷却された状態で初期温度は 27 K とし

た。この状態から発熱が発生したとして定常状態になるまで計算を行った。図 2.3.1-12～図

2.3.1-14 に界磁の温度分布を示す。0.005、0.01、0.015 W/m の発熱に対して、巻線部の最高到達

温度はそれぞれ 27.6、28.1、28.6 K となった。  

 

 

 

図 2.3.1-11 液体ネオンの熱伝達 [4] 
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図 2.3.1-12 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.005 W/m) 

図 2.3.1-11 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.005 W/m) 

 

図 2.3.1-13 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.01 W/m) 

図 2.3.1-12 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.01 W/m) 

 

図 2.3.1-14 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.015 W/m) 

図 2.3.1-13 500kW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.015 W/m) 

 



Ⅲ- 85 

表 2.3.1-3 500kW 級回転機の複合材料に働く最大応力 

 

 500 kW 級回転機 

巻線部最大磁場 2.2 T 

複合材料幅広面垂直応力 引張り： 4.1 MPa 
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(5MW 機は Appendix 参照) 
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図 2.3.1-16 界磁巻線内の最大温度

(5MW 機は Appendix 参照) 

 

 

(3) 考察 

 表 2.3.1-3 に電磁場・応力解析の結果をまとめた。複合材料の剥離試験によれば、剥離強度

は 40～50 MPa とされる。今回の解析では、電磁力・遠心力により超電導複合材料には 500kW

機で、4.1 MPa の剥離応力が発生することが明らかとなった。これまでの報告から、イットリウ

ム系複合材料の剥離強度は 50MPa 程度であることがわかっている。すなわち、表 2.3.1-3 の今回

のコイルで発生する超電導層に垂直にかかり剥離方向に働く力はいずれもこの剥離強度限界内に

収まっている。なお、この結果は、電磁力、遠心力だけでなく、各コイル構成部材の冷却温度変

化による熱膨張も考慮しており、その意味で磁場、温度、応力で 3 つの要素を連成させた解析検

討と言える。 

 図 2.3.1-15 に 500 kW 機の界磁巻線内の温度の時間変化、図 2.3.1-16 に最高到達温度をまとめ

た（参考に、Appendix の検討による 5 MW 機の結果もつけた）。界磁巻線の温度は 0.005～0.015 

W/m の発熱でも、500 kW 機(8～24W 発熱に相当)で 27.6～28.6 K、5 MW 機(90～270W 発熱に

相当)で 30.8～37.7 K となった。また、ネオンと接触している境界面の温度は 27.1 K で 0.1 K の

温度上昇で収まっており、膜沸騰領域には達していないため、巻線内に温度差はできる（500kW

機、24W 発熱でコイル端部が 29K 弱。5MW 機では 270W の発熱で 38K 程度、温度差T10.6 K）

が、冷却は可能と考えられる。 
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③‐2 界磁巻線の形状検討 

 2.3.1③-1 節で基本的な形状の界磁巻線コイルにつき、温度、磁場、応力を同時に考慮した解析

検討を行い、その成立性が検証できた。ここでは、その結果をもとに実際の回転機の最終特性(効

率、体格、トルクリップル)や使用イットリウム系複合材料(以下､複合材料)の長さなどに対して界

磁巻線の最適形状の検討を行なった。対象とした形状は、平面形状がいずれもレーストラック状

で、断面形状が 1)通常の矩形(上部、下部半径が同じ)、2)菱形傘型形状(巻線部断面が菱形、すな

わち、上端、下端半径が中央に向かい大きくなる。複合材料幅広面は水平軸に平行、3)鞍型傘型(菱

形形状であるが、各複合材料が水平軸に傾いている。コイル断面の複合材料充填率を高めたもの)

の 3 種類である。 

 

(1) 方法 

 解析対象の回転機定格出力は 500kW - 1800rpm とし、イットリウム系複合材料の特性として

は、ほぼ現状の IBAD - PLD法GdBCO(BZO入り)複合材料のものを想定した。複合材料幅は5 mm、

臨界電流 Icは 127 A(@77 K、自己磁場)である。すなわち、1cm 幅での Icは 254A/cm 幅である。

超電導層厚は、1.2μm、ハステロイ厚は 0.1 ㎜である。下記のように交流損失まで測った試料と

しは、この特性のものになるが、他の節で検討している 300A/cm 幅の特性の線と大きな違いはな

い。絶縁皮覆まで含めた複合材料厚さは 0.2 mm である。図 2.3.1-17 に Ic (B, T) 特性を示した。

また、鞍型ピックアップコイルを用いて 35 K、45 K、64 K、77 K において実際に測定したイッ

トリウム系複合材料の GdBCO 複合材料の交流損失の磁界振幅依存性を図 2.3.1-18 に示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.1-17 想定した複合材料の Ic (B, T)特性   図2.3.1-18 想定した複合材料の交流損失特性 
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 回転機の設計で、電気装荷と磁気装荷の分配比率等、回転機の基本構造や体格は、従来の常電

導機の設計指針通りに決定した。図 2.3.1-19 に設計した回転機の鳥瞰図、図 2.3.1-20 に断面図、

表 2.3.1-4 に諸元を示す。従来の指針に則って設計した回転機について数値解析により特性を評価

した後、さらに再度設計し直すという手順を踏んで、界磁巻線の最適形状について検討した[5]。 

 

 

 

図 2.3.1-19 設計した回転機の概略鳥瞰図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-20 設計した回転機の断面図 
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表 2.3.1-4 設計した 500kW-1800rpm 超電導回転機の諸元 

Power [kW] 500 

Voltage [V] 440 

Current [A] 700 

Number of pole 4 

Frequency [Hz] 60 

Loading partition constant 1.5 

Standard magnetic loading 0.028 

Magnetic loading [Wb] 0.07576 

Electric loading [AC] 15750 

Electric loading ratio [AC/mm] 55 

Magnetic flux density of yoke [T] 1.3 

Inner diameter of stator [mm] 365 

Field system 
 

  Field winding REBCO 

   Operating temperature [K] 40 

   Load factor of field coil 0.8 

Armature system 
 

   Armature winding Copper 

   Current density [A/mm2] 5 

   Height of yoke [mm] 140 

Air gap [mm] 5 

Cryostat&80Kshield etc. [mm] 25 

 

 本回転機で界磁は 4 極であり、動作温度は 40 K とした（2.3.1②および[2]）。界磁巻線形状とし

ては、図 2.3.1-21 に示すような(1) 単純矩形、(2) 菱形傘型 、(3) 鞍型傘型 の 3 種類を考えた。

ここでは、超電導複合材料の Ic (B, T)特性を考慮しつつ、通電電流を I として、超電導巻線の負

荷率 I/Ic が 0.8 以下になるように、また、必要な磁気装荷を持つように界磁巻線の巻数、寸法等

を調整した。また、電機子巻線は無鉄心、すなわちシースなしの銅巻線とし、室温空間においた。

ただし、界磁巻線の磁界を回転機外部に漏らさないようにシールドのための鉄ヨークは電機子巻

線の外側に配置した。それぞれの形状について、市販の電磁界解析ソフトウェア(Ansys)を用いて、

数値解析により、定格トルク、出力を満たした上で、発生磁界、トルク等の変動、必要な複合材

料長、体格、効率等を算出した。 
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(1)単純矩形         (2)菱形傘型          (3)鞍型傘型 

 

図 2.3.1-21 解析検討した各種界磁巻線の断面形状：左から(1)単純矩形、

(2)菱形傘型断面、(3)鞍型傘型(平面形状はいずれもレーストラック型) 

 

(2) 結果と考察 

 一例として、図 2.3.1-22 (3)の鞍型傘型レーストラック形状の界磁巻線の場合の回転機断面、界

磁巻線の形状及び寸法、ターン数、垂直磁界分布、変動磁界振幅分布を示す。この場合のギャッ

プにおける磁束密度 Bgは 2.4 T であった。また、トルク変動を図 2.3.1-23 に示している。スキ

ュー、ダンパーシールド等の対策は施していないが、界磁巻線に印加される変動磁界の振幅は

2×10-4 T 以下であり、トルク変動は 0.1% 以下であった。 

設定した 3 種類の界磁巻線の形状、すなわち(1)単純矩形、(2)菱形傘型断面、(3)鞍型傘型(平面

形状はいずれもレーストラック型)について、数値解析で得られた回転機体格、使用複合材料長、

トルクリップル、効率を比較してみた。図 2.3.1-24 に結果を示す。(1)、(2)、(3)それぞれの界磁

巻線形状の場合のギャップ磁束密度 Bgは、1.5 T、2.35 T、2.4 T である。単純矩形形状の界磁巻

線の場合には、ローター内の巻線充填率が低く、ギャップ磁束密度が 1.5 T しか確保できないた

めに、出力 500 W を得るには回転機長を長くせざるを得ず、そのため体格は大きく、また、界磁

磁界の周方向分布の正弦波から外れも大きいため、トルクリップル*も大きくなっていることがわ

かる。体格、トルクリップル、効率の観点からは単純矩形形状より菱形、鞍型形状が適している

と判断できる。(*注:トルク T∝B (界磁磁場)×I(電機子電流)、また、出力 P∝T×n(回転数)) 

 そこで、最初の数値解析結果に基づき、再度、ギャップ磁束密度を Bg=2T として、3 種類の界

磁巻線形状で、使用複合材料長が最小になるように設計をやり直し、数値解析により特性を算出

し、比較・検討を行った。 

 その結果、(1) 単純矩形形状の場合には、現状の複合材料の Ic(B, T)特性ではギャップ磁束密度

2 T を実現できないことがわかった。ここでは、(2) 菱形、(3) 鞍型の形状を持つ界磁巻線の場合

の数値解析結果を示す。図 2.3.1-25、図 2.3.1-26 は、それぞれの場合の回転機断面、界磁巻線の

形状及び寸法、ターン数、垂直磁界分布、変動磁界振幅分布である。これら両者の解析結果では、

ほとんど回転機特性上の差違は見られなかった。唯一、鞍型のほうが、印加磁界角度の観点から

Ic (B, T)特性において有利となり、複合材料長が短くても済むという結果となった。 
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(a) 回転機断面                       (b) 界磁巻線形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 界磁巻線１極の寸法とターン数 

 

 

(d) 垂直磁界成分 B//c とその変動の大きさ。単位は T 

 

図 2.3.1-22 鞍型傘型形状の界磁巻線：(a)回転機の断面、(b)界磁巻線形状、 

(c)界磁巻線 1 極の寸法とターン数、(d)垂直磁界成分と変動磁界成分の大きさ 

通電電流 [A] 219 

層数① 123 

層数②  228 

層数③ 306 

層数④ 264 

層数⑤ 213 

層数⑥ 165 

層数⑦ 114 

使用複合材料長 [m/pole] 1907 

継鉄外径 [mm] 786 

有効長 [mm] 173 

体積 [ℓ] 83.8 
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図 2.3.1-23 鞍形状界磁巻線の場合のトルク変動 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           (a)                (b) 

 

 

 

 

 

 

 

           (c)                (d) 

図 2.3.1-24 界磁巻線形状の影響 

 (a)回転機体格、(b)使用複合材料長、(c)トルクリップル、(d)効率の比較 
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     (a) 回転機断面               (b) 界磁巻線形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 界磁巻線 1 極の寸法とターン数 

 

 

(d) 垂直磁界成分 B//c とその変動の大きさ。単位は T。 

 

 

図 2.3.1-25 菱形断面界磁巻線の場合の(a)回転機断面、(b)界磁巻線形状、 

(c)界磁巻線 1 極の寸法とターン数、(d)垂直磁界成分と変動磁界成分の大きさ  

通電電流 [A]  228 

層数①   81 

層数②  198 

層数③  276 

層数④ 

層数⑤ 

 279 

 225 

使用複合材料長 [m/pole]  1593 

継鉄外径 [mm]  786 

有効長 [mm]  208 

体積 [ℓ] 86.7 
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     (a) 回転機断面             (b) 界磁巻線形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 界磁巻線 1 極の寸法とターン数 

 

 

 

(d) 垂直磁界成分 B//c とその変動の大きさ。単位は T。 

 

図 2.3.1-26 鞍形状界磁巻線の場合の(a)回転機断面、(b)界磁巻線形状、 

(c)界磁巻線 1 極の寸法とターン数、(d)垂直磁界成分と変動磁界成分の大きさ 

 

通電電流 [A] 232 

層数① 279 

層数② 264 

層数③ 237 

層数④ 207 

使用複合材料長 [m/pole] 1501 

継鉄外径 [mm] 786 

有効長 [mm] 208 

体積 [ℓ] 86.7 
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 図 2.3.1-27 に本節で検討した各形状のコイルが、回転機体格、使用超電導複合材料長、トルク

リップル、効率に与える影響を比較して示した。いずれも回転機出力は 500kW-1800rpm である。 
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             (c)                  (d) 

図 2.3.1-27 3 種類の界磁巻線形状に対して数値解析で求めた(a)回転機体格、(b)

使用超電導複合材料長、(c)トルクリップル、(d)効率。上段の 3 種類は、ギャッ

プ磁束密度を統一せず、体格最小で設計した場合。下段の 2 種類は、ギャップ磁

束密度を 2T に統一し、使用超電導複合材料長を最小にした場合。 
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③‐3 500kW 機の設計 

前節 2.3.1③-1、2.3.1③-2 で基本的な界磁巻線について、温度、磁場、応力に関する成立性、

および最適形状を検討した。ここでは、その結果を受けて、電機子、ヨークなど界磁巻線以外の

部分も含む回転機全体の詳細設計を行った。イットリウム系複合材料を使った界磁巻線の固定子

に加え、常電導の電機子、ヨークなどを含めた検討により最終的に回転機の体格、重量、効率、

RM 使用量を算出し、同出力の常電導機と比較して、Y 系回転機の優位性を論じた。 

 

(1)方法 

 設計の際の機器、複合材料の条件を以下に示す。 

(1)-1  基本構造とコア断面 

超電導回転機のシステム構成は超電導回転機とその冷却機で構成され、超電導回転機の方式とし

て現状超電導複合材料の交流損失低減技術が確立されていないため、電機子側(固定子側)コイルの

超電導化が難しく、回転子超電導・固定子常電導として回転子を冷却する方式とする。現在最適

と考えられる全体構成を図 2.3.1-28 に示す。回転子は回転子軸内を中空にして、その中にネオン

を封入し外部よりサーモサイフォン方式で冷却する方法とし、また、液体 Ne の沸点は 27K であ

るので、想定した冷却温度は界磁コイルの最高温度が 40K として設計した。これは、2.3.1②で述

べたように液体 Ne (沸点 27K) の沸点以上で、できるだけ Icの高い温度でかつ過去の実績を参考

に決めた[2]。 

この方式はヨーロッパや米国でなどで採用されている方式であり[1-2]、配管を這わすより簡便

であることからこの方式を採用した。回転子は突極構造とし、界磁コイルは小型化、接続部を考

慮しパンケーキ形ではなくコイル巻回数を多く出来る傘形形状を中心に設計検討した。  

低温時の強度低下およびインバータによる高調波鉄損による冷凍機出力増加を避けるため回転

子の鉄心は無しとした。固定子はヨーク・ティース・電機子コイルから成り、ティースはティー

ス磁束密度の大きさによって、磁性/非磁性を使い分けることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.1-28 電導回転機構成 

超電導界磁コイル 

サーモサイホン 

常電導固定子コイル 

冷凍機 
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超電導界磁コイル 

外殻 
真空層 

８０Ｋシールド 
バックアイアン(ヨーク) 

歯部鉄心 

(ティース) 

電機子コイル 

(1)-2 電圧および回転速度 

500ｋＷは産業用を前提としており、最も良く使われている4極60Hz相当の1800rpmとした。

一般に 500kW クラスの産業用可変速回転機は 400V 級インバータを適用しており、本設計でも

500kW の定格電圧は 400V 級とした。 

 

(1)-3 複合材料 Ic 

イットリウム系複合材料の性能が年々向上しており、500kW に関しては複合材料性能による最

適設計として Ic が現状レベルの 300A/cm 幅 (@77K,自己磁場)の場合と将来の複合材料特性の向

上を考慮した Icが 600A/cm 幅(@77K,  自己磁場)の場合で回転機特性を比較した。 

 

(1)-4 極数 

極数を増やすと一極分の回転子断面において巻枠が占める面積が相対的に増えて巻線として使

用可能な面積が相対的に減る。イットリウム系複合材料は曲げ加工で Ic 特性が劣化しやすく、Ic

特性が劣化しない曲げ半径(R)を 35mm として 500kW では 2 極～6 極の間で最適化を検討した｡ 

 

(1)-5 界磁コイルの形状 

500kW は遠心力対応のため平傘型コイル形状を採用した。図 2.3.1-29 に代表的なコア断面を示

す(500kW-1800rpm 級)。外殻・真空層・80K シールドの内側に界磁コイルを配置した。コイル

断面において、通常のコイルでは上辺と下辺が同じ矩形であるが、コイルが設置できる空間が限

られているため、より効率良く磁場を発生できるように、断面が三角形などの傘型コイル形状と

している。後述のように、他の検討例では菱形断面なども検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-29 500kW 回転機のコア断面 
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(2) 結果  

 (2)-1 界磁コイル形状、極数比較 

本機では回転数が 1800rpm と大きく、界磁巻線にかかる遠心力も相当大きくなると予想され、

また、同様な回転数の常電導機の実績から、上部(遠心力がかかる部分)を平型とし、外からの抑え

が効く形とした。こうした形状の場合、基本的な表 2.3.1-5 に示す 3 種が基本的なものと考えられ

る。また、それぞれの形状に適した極数と合わせて、界磁コイルとして利用可能な断面積を表

2.3.1-5 に示すように検討した。形状は、左から矩形、平傘型、三角形である。 

図において界磁コイルが磁場を発生し、外側の固定子の電機子へ供給される電力に対応して、

回転力を生むが、そのために図の黄色部分の空心部分の面積はいずれも一定とした。また、ロー

タ外径、中心のシャフト径も同じとした。 

巻枠も含まれるのでコイル部断面積を 100%巻線に使えるわけではないが、これらの検討の内

で、平傘型の 4 極が最も利用率が高い。2 極の場合は回転子内径周りを巻線に使えないため面積

率が低下する。三角形の 6 極は断面がシリンダー状に段々に巻くので面積率は同表より下がる。

すなわち、界磁コイル面積率の最も大きい 4 極をこの場合に選んで設計した。 

 

表 2.3.1-5  500kW 回転機の界磁コイルの形状と極数比較 

 

 (2)-2Ic による違い 

 現状、量産化が実施されている 300A 級/cm 幅複合材料と 100m 級で確認された 600A 級/cm 幅

複合材料を用いて設計検討を行った。 

表 2.3.1-6 に 500kW に Iｃ性能による仕様の違いを示す。現状の複合材料性能(Ic=300A/cm 幅)

ではギャップ磁束密度を充分高く取れないので、固定子鉄心が有りとして、磁束を高し体格的を

小さくした。よって、固定子は鉄心有りで設計し、その時ギャップ磁束密度は 0.9T であった。回

転子側は超電導コイルが高い磁束を出すため鉄心が磁気飽和して役に立たないことや、軽量化が

出来るため鉄心無しとした。 

いっぽう、複合材料性能が向上して現状の 2 倍の Ic が取れる(Ic=600A/cm 幅)場合は、固定子も

回転子と同じ理由で鉄心歯部(ティース)をなくしバックアイアン(固定子ヨーク)のみとする。ギャ

ップ磁束はティース無しでも現状 Ic より 30%以上高い 1.2T となった。コイル固定のためのティ

ースに変わるものとして非磁性材料を使用するとともに、コイル自体の剛性を上げるために平角

  2 極 4 極 6 極 

コイル形状 

 

(界磁コイル) 

 

 

    

界磁コイル部断面積(mm2) 7540 6539 3629 

回転子断面積(mm2/極) 50894 25447 16965 

コイル面積率 14.8% 25.7% 21.3% 
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線を使用する。本結果を見ると、高 Ic複合材料を使った設計は、鉄心相当長が約 20%も小さくな

りコンパクト化が図れる。また、鉄の量も尐なくなるので表にあるように、回転機の効率あがる。 

 

表 2.3.1-6  500kW 機における Ic特性による比較 

＊鉄心相当長：空心のものは、コイルの長辺部の内側の長さ。 

 

 (2)-3 詳細設計仕様 

上記のように最適な形状が 500kW 機では平傘型に決まったところで、界磁コイルの磁場、複

合材料の磁場中 Ic特性を詳細に考慮して設計した。図 2.3.1-30に 500kWの磁束密度分布を示す。

界磁コイル付近の拡大図から超電導複合材料は最大経験磁場の約 3T と約 45°で交差している。 

500kW 機の界磁コイルのロードラインと 40-60K における Ic=600A/cm 幅(300A/5mm 幅)の複

合材料の磁場中特性を図 2.3.1-31 に示す。この図から、40K まで冷却できれば所要の界磁電流を

流すことができる。後述するように、コイル成形後の Ic 特性については回転子モデルコイル試作

試験結果からコイル成形後も複合材料 Ic の電流が流せることを検証している。 

 

 

 

項       目 Ic=300A/cm 幅 Ic=600A/cm 幅 

 

仕

様 

定格出力 500kW 500kW 

定格電圧 440V 400V 

定格回転数 1800rpm 1800rpm 

極数 4 極 4 極 

効率(冷凍機込み) 96.3% 96.8% 

 

固 

定 

子 

固定子外径 φ580 φ490 

固定子内径 φ390 φ370 

鉄心歯部(ティース) あり なし 

エアギャップ 5mm 5mm 

鉄心相当長＊ 400mm 330mm 

素線仕様 1.4φ丸線 0-PEW 6×2.8mm ﾏｲｶ巻角線 

 

回 

転 

子 

磁極鉄心 なし なし 

界磁電流 135A 230A 

ターン数 1170 ターン 1050 ターン 

界磁コイル複合材料幅 5mm 巾 5mm 巾 

Ic (A/cm 幅@77K,0T) 300 600 

複合材料量(5mm 幅換算) 1.2km/極 1.2km/極 

磁 

束 

界磁コイル磁束密度 2.2T 3T 

ギャップ磁束密度 0.9T 1.2T 
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図 2.3.1-45    

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-30   500kW 機界磁コイルの磁束密度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-31 複合材料の Ic-B-T 特性と各界磁コイルのロードライン 

(5MW 機は Appendix 参照) 
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 以上の検討に基づき、複合材料 Ic=600A/cm 幅を使用した時の 500kW 回転機の設計詳細仕様を

表 2.3.1-7 に示す。イットリウム系複合材料に関して重要なのは、500kW 機では 1.2×6=4.8km

が必要なことである。また、40K 運転を想定しており、記載の各界磁磁束密度近辺で角度も考慮

して運転電流を決める必要がある。さらに、効率を計算すると、各々96.8%の高い効率が得られ

た。 

表 2.3.1-7   500kW の設計仕様 

  500kW 備考 

仕

様 

回転速度(min-1) 1800  

極数 4  

電圧(V) 440  

電流(A) 760  

体

格 

固定子外径(mm) 490  

鉄心相当長*(mm) 330  

ヨーク厚(mm) 33  

エアギャップ(mm) 5  

回転子内径(mm) 360  

固

定

子

コ

イ

ル 

固定子コイル数 60  

固定子毎溝導体数 6  

コイルピッチ #1～#16  

導体総数 90  

固定子素線サイズ(mm) 6.0×3.2 ﾏｲｶ巻角線、素線絶縁含まず 

巻線抵抗(Ω/相 20℃) 0.0311  

回

転

子

コ

イ

ル 
界磁巻数 1050 段上りの減ターン考慮 

界磁素線サイズ(mm) 5.2×0.3 素線絶縁・ワニス含む 

界磁電流(A) 230 定格 

複合材料 Ic 600 77K 自己磁場 

複合材料長(km/極) 1.2 5mm 幅換算 

総複合材料長(km) 4.8 5mm 幅換算 

特

性 

回転機効率(%) 96.8 冷凍機含む 

ヨーク磁束密度(T) 2.3  

ギャップ磁束密度(T) 1.2  

界磁磁束密度(T) 3.0  

＊鉄心相当長：ここでは空心であるので、コイルの長辺部の内側の長さ。 
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(3) 考察 

 (3)-1 常電導回転機との比較 

前節までに得られた超電導機と代表的な常電導機と体格、重量、効率を比較した。常電導機の

界磁コイルは、誘導機はアルミ鋳込みロータ、PM 回転機は永久磁石埋め込み形、電機子(固定子)

コイルは両者共銅線コイルである。調べた誘導機、PM 回転機の 500kW の仕様を表 2.3.1-8 に示

す。いずれも、500kW、1800rpm、4 極である 

 

表 2.3.1-8 常電導機の仕様 

    項目    誘導機   PM 回転機 

 

仕 

様 

定格出力 500kW 500kW 

定格電圧 400V 400V 

定格回転数 1800rpm 1800rpm 

極数 ４極 ４極 

 

固 

定 

子 

固定子外径 φ600 φ520 

固定子内径 φ370 φ340 

エアギャップ 2.3mm 1.5mm 

鉄心長 420mm 600mm 

コイル仕様 1.3mm 丸線 1.3mm 丸線 

回 

転 

子 

界磁電流 ― ― 

ターン数 ― ― 

界磁コイル複合材料 アルミロータ 永久磁石 

複合材料使用量 ― ― 

磁 

束 

界磁コイル磁束密度 ― ― 

ギャップ磁束密度 0.9T 0.8T 

 

 それらの常電導機の特性と本設計で得られた超電導 500kW 機の特性の比較を表 2.3.1-9 に示す。

誘導機と比べると、体格、重量、効率すべての面で超電導機が優れている。効率は 1.8%向上し、

体格は 30%向上し、重量は半分になっている。従来から高効率であるといわれている PM 機に比

べても効率は多尐向上している。しかしながら、体格、重量の点では、超電導機と PM 機ではあ

まり差が見られず、15%程度の向上にとどまっている。 

 

          表 2.3.1-9  500kW 常電導回転機との比較 

 超電導回転機 誘導機 PM 回転機 

効率 96.8% 95% 96.5% 

体格比 0.7 1 0.8 

重量比 0.5 1 0.6 
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(3)-2 希土類元素使用量の比較 

一般的に PM 回転機に使用されているネオジウム磁石に含まれる RM の量はメーカの秘密事項

であるため正確には把握できないが、文献等から鉄、ホウ素を除きネオジウムとディスプロジウ

ムの合計の質量比で 32%を RM とした。図 2.3.1-32 に磁石の成分割合のグラフを示す。 

 

図 2.3.1-32 ネオジウム磁石の概略組成 

 

  a) 永久磁石のＲＭ使用量は次式で表される。 

永久磁石の RM 使用量(kg)＝磁石使用量(kg)×RM 含有率(%)/100 

  b)  超電導複合材料の RM 使用量は次式で表される。なお、中間層および基材に含まれる RM

はわずかのため考慮していない。 

 イットリウム系複合材料作製のための RM 使用量(kg)=(複合材料巾(mm)×超電導層厚さ(μm)×

総複合材料長(km)×比重(g/cm3)×10-3×収率である。 

 ここで、超電導層厚さ＝1.3(μｍ)、超電導層の比重＝6.3(g/cm3：Gd1Ba2Cu3O7の比重) 

今回の超電導複合材料で使用されている RM(=ガドリウム:Gd)の比重は上記比重について夫々の

原子量から Gd のみの量を計算する｡Gd 比重=6.3×(157/734)=1.35g/cm3 

 さらに、この Gd の量は超電導層内に含まれるが、正当に比較するため、超電導層を製造する

ときの材料歩留りを 33％とした。 

表 2.3.1-10 に RM 使用量を示す｡500kW 機では、1/130 になった。目標値である PM 回転機に

おける RM 使用量の 1/10 に対して十分な削減量が得られる。 

 

表 2.3.1-10 レアメタル(RM)使用量比較 

 500kW 

超電導回転機 PM 回転機 

総複合材料長(km) 4.8 － 

磁石量(kg) － 50 

RM 使用量(kg) 0.126 16 
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Appendix 今後の実用化の見通しについての検討 

 

今回得られた Y 系回転機の成果は、産業用回転機(500kW 級)ばかりでなく、広い波及効果を持

つ。例えば、MW 級の舶用回転機は、Simens、Doosan、AMSC 社などが Bi 系複合材料で開発

を進めており、実用化に有望な分野と言える[1-3]。この舶用回転機に、さらに特性の優れたイッ

トリウム系複合材料を用いれば、より一層の優れた効果が期待される。よって、ここではより広

い分野での実用化のイメージとその効果を調べるため、産業用をさらに大型化させた舶用 5MW

機の検討結果について述べる。 

 

①5MW 機界磁コイルの概念設計 

 舶用応用として代表的な 5MW-200rpm 機に関して、以下検討を行った。 

 

①-1  解析対象回転機と界磁コイル 

 本舶用回転機の回転数は 200rpm と小さいので、遠心力の影響も小さい。また、全体サイズと

しても 500kW と比べて大きくなり、界磁コイル設置部にも余裕がある。このため、平傘型形状

からさらに変化させ菱形傘型形状として解析を行い、その成立性を調べた。 

 設計された 5MW 級超電導同期電動機の諸元を表 App-1 および図 App-1 に示す。なお、大型で

ある本モータに使用した複合材料は、Ic=600A/cm 幅級のものである。有限要素法の要素分割は図

App-2 の通りである。界磁の巻線部は複合材料構造を考慮して要素分割をしている。電磁場・伝

熱・応力の連成解析では、共通の要素分割を用いて各解析間で発熱、電磁力等の受渡しを行って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 App-1 5MW 級回転機の諸元 

 定格出力 5000 kW 

定格回転速度 200 rpm 

定格電圧 3000 V 

定格電流 1020 A 

固定子外径 1350 mm 

固定子内径 950 mm 

エアギャップ 5 mm 

固定子鉄心長 1000 mm 

固定子スロット数 120 

電機子コイル数 120 

毎溝導体数 6 

電機子コイル電流密度 3.7 A/mm
2
 

界磁巻数 6956 

界磁電流 200 A 

複合材料幅 5 mm 

複合材料使用量(5mm 幅) 18 km/極 
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①-2  電磁場分布 

 磁場分布を図 App-3 に示す。界磁巻線に 200 A 通電した状態の磁場分布である。巻線部が経験

する最大磁場は 7.2 T であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 mm

Epoxy:
100 μm

Hastelloy: 100 μm

Cu: 100 μm

Epoxy: 100 μm

図 App-1 5MW 級回転機の断面図および巻線部複合材

料断面図 

 

周期境界

図 App-2 5MW 級回転機の解析モデル 

 

図 App-3 5MW 級回転機の磁場分布 
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①-3  電磁力・遠心力 

 電磁力の分布を図 App-4 に示す。電磁力は巻線部(超電導層)に発生する。その最大値は 3×1011 

N/m3となった。一方、遠心力の分布を図 App-5 に示す。その最大値は 1.65×106 N/m3となった。

500kW 機に比べ、界磁巻線の通電電流が大きくなる一方で、回転数が減っているため、電磁力は

大きくなるが、遠心力は小さくなった。 

 

 

 

図 App-5 5MW 級回転機の遠心力分布 

 

図 App-4 5MW 級回転機の界磁巻線の電磁力分布(右上拡大

図) 
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①-4 応力分布 

 図 App-6 に複合材料幅広面垂直方向に働く応力分布を示す。この方向の応力は複合材料剥離方

向に働く応力である。図 App-7 に巻線内の各ターンの応力分布を示す。巻線最内層で複合材料幅

広面垂直方向に 25 MPa の応力が発生している。 

 

図 App-6 5MW 級回転機の界磁巻線の複合材料幅広面垂直方向の応

力分布 
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図 App-9 5MW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.01W/m) 

 

図 App-10 5MW 級回転機の界磁の温度分布(発熱 0.015 

W/m) 

 

図App-8 5MW級回転機の界磁の温度分布(発熱0.005 W/m) 

 

①-5 温度分布 

発熱は、超電導複合材料部で 0.005、0.01、0.015 W/m = 5、10、15 kW/m3(複合材料：5 mm

幅、200 μm 厚)とした。5 MW 機では一極当たりの複合材料長は 18 km であるから、一極当たり

90、180、270 W の発熱に相当する。初期温度は 27 K とした。冷却が充分された状態で発熱が発

生したとして計算を行った。図 App-8～図 App-10 に回転子の温度分布を示す。0.005、0.01、0.015 

W/m の発熱に対して、最高到達温度はそれぞれ 30.8、34.3、37.7 K となった。 
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 5 MW 級回転機 

巻線部最大磁場 7.2 T 

複合材料幅広面垂直応力 引張り： 25 MPa 

 

①-6  概念設計に関する考察 

 表 App-2 に示すように、5MW 機で複合材料に 25 MPa の垂直応力=剥離応力が発生する。これ

までの報告から、イットリウム系複合材料の剥離強度は 50MPa 程度であることがわかっている。

すなわち、今回のコイルで発生する超電導層に垂直にかかり剥離方向に働く力はいずれもこの剥

離強度限界内に収まっており、回転機に用いることができることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

また、5 MW 機の界磁巻線内の温度の時間変化、最高到達温度は、前に示した図 2.3.1-14、図

2.3.1-1415 の通りである。界磁巻線の温度は 0.005～0.015 W/m の発熱でも、5 MW 機(90～270W

発熱に相当)で 30.8～37.7 K となった。また、ネオンと接触している境界面の温度は 27.1 K で 0.1 

K の温度上昇で収まっており、膜沸騰領域には達していないため、巻線内に温度差はできるが(最

大で 5MW 機で 270W の発熱がある場合、T10.6 K)冷却は可能と考えられる。 

 

②5MW 機の設計 

上記 5MW の概念設計と 2.3.1③-2 の最適形状を検討結果を受けて、電機子、ヨークを含めた回

転機全体の詳細設計を 5MW に対して行った。体格、重量、効率、RM 使用量を算出し、同出力

の常電導機と比較して、Y 系回転機の優位性を論じた。 

 

 ②-1 方法 

 (1) 設計の際の機器、複合材料の条件は、500kW の場合とほぼ同じである。 

・基本構造とコア断面：回転子超電導・固定子常電導とした。液体 Ne によるサーモサイフォ

ン方式で冷却し、動作温度は 40K として設計した。回転子の鉄心は無しとした。 

・電圧および回転速度：5MW は船舶を念頭に、200rpm とした。電気推進舶用の MW 級回転

機電圧は 3kV 級~6kV 級が標準となっており､5MW 機では定格電圧を 3kV 級とした。 

・Ic： 5MW 機では、500kW の複合材料特性の比較結果を受けて､Ic性能は 600A/cm 幅 (@77K, 

自己磁場)のもので検討した。 

・極数：6 極～12 極の間で極数の最適化を検討した｡イットリウム系複合材料は曲げ加工で Ic

特性が劣化しやすく、Ic特性が劣化しない曲げ半径(R)を 35mm として設計した。 

・界磁コイルの形状：500kW は遠心力対応のため平傘型コイル形状を採用したが、5MW 機は

回転速度が低いため遠心力を考慮しなくても良いこと、また、③‐2 界磁巻線の形状検討の

結果も参考に、菱形傘型形状を選んだ。これを基本に、さらに詳細に回転機特性への影響を

検討した。 

 

表 App-2 5MW 回転機の複合材料に働く最大応力 
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(2)界磁コイル形状と極数の検討 

5MW の設計に関しては、サイズが大きくなるため界磁コイル用のスペース、ロータシャフト-

電機子の距離が取れるので、設計の自由度もます。このため、500kW の平傘型を改良して菱形傘

型形状で次の通り検討した。 

図 App-11 に断面形状を示す。 同じ体格で界磁コイルのターン数を変え、平傘型、菱型の 2

種類のモデルを検討した。コイル巻数以外の固定子・回転子の形状は全て同一とし、界磁電流は

各コイル磁界から 40K における最適値と、ギャップ磁束密度と回転機出力を解析し、平傘型より

も菱形傘型が優れていることがわかった。1800rpm で高速回転する場合には、上側からコイルを

しっかり押える必要があるが、この 5MW 機では 200rpm を想定しており、菱形形状も可能であ

る。すなわち、本 5MW 機では菱型形状が最も有効である。 

 

 

   コイル形状   形状① (菱型)   コイル形状   形状② (平傘型) 

   全巻数/極    6956       全巻数/極    6260 

 

 

 

 

 

 

 

          図 App-11   5MW 機の界磁コイル形状の検討 

 

つぎに、この菱形形状を用いて、さらに詳細に 6 極～12 極の最適極数を検討した。また、形状

も菱形でありながら、コイル厚みなどが変化する。解析モデルとした各種形状を図 App-12 に示

す。各極数とも固定子外径を 1350mm・回転子内径を 400mm・エアギャップ 5mm および界磁

コイル巻枠最直径 70ｍｍを統一設計条件とし、回転機出力は界磁コイル長(ここでは界磁コイル

内側直線部長さとした)で調整した。 

 

 

界磁コイル 
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 図 App-13 に体格比較を示す。鉄心長は極数が増えるほど長くなるが、1 極当たりの発生磁場は

小さくなるので、ヨークの厚さが薄くなるり鉄心重量としては極数が増えるほど軽くなる。図

App-14 に界磁コイルの断面積比較を示す。一極当たりの回転子断面積は極数が尐ないほど大きい

が、1 極当たりの界磁コイル断面積に対する回転子断面積の比を界磁コイル面積率とすると、8

極が最も面積率が高く、次いで 10 極となっている。 

図 App-15 に電磁界解析によるギャップ・ヨークおよび界磁コイルの磁束密度を示す。界磁コ

イルは最大磁束としており、6 極と 8 極がほぼ同程度の約 5.5T である。ギャップ磁束も 6 極･8

極は 3T 近くとなり、後は極数が大きくなるほど磁束密度は低くなった 

図 App-16 に回転機重量・回転機効率の比較を示す。前出の図 App-13 の通り極数が増えるほど

鉄心重量は軽くなるが、固定子銅線重量・フレーム等の構造物の重量を加えた全質量では 8 極･10

極が軽くなっている。一方回転機効率は極数が増えるほど低下しており、本仕様においては効率

と重量から 8 極が最適である。 

 

 

 

 

(a)6 極                     (b)8 極 

   

(c)10 極                     (d)12 極 

 

図 2.3.1-40 各極数の解析モデル(1 極分のコア断面図) →移動訂正 

電機子コイル 

バックアイアン(固定子ヨーク) 

固定子ティース 

界磁コイル 

鉄心長が長いほど鉄心

中央のボビン内径は大

きい 

図 App-12 極数と形状を変えた 5MW 機の界磁コイルの形状(1 極分のコア断面図)  
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図 App-13 固定子体格比較図 App-14 回転子面積比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 App-15 磁束密度の比較        図 App-16 重量・効率比較 

 

(3)詳細設計仕様 

上記のように 5MW 機で菱形の詳細な形が決まったところで、界磁コイルの磁場、複合材料の

磁場中 Ic特性を詳細に考慮して設計した。 

図 App-17 に 5MW 機界磁コイルの磁束密度分布を示す。界磁コイル付近の拡大図から超電導

複合材料は最大経験磁場 5.3T との交差角はほぼ 10°以下であるが、界磁コイルのシャフト側端部

で約 4.5T の磁場と約 45°で交差している。5.3T における平行磁場特性より 4.5T の垂直磁場特性

の方が Icは低いので、5MWは 4.5T における複合材料の垂直磁場特性で Icを見積もることとした。 

用いた複合材料の 40-60K における Ic=600A/cm 幅(300A/5mm 幅)の磁場中特性と、5MW の界

磁コイルのロードライン(図 2.3.1-30)から、5MW も 40K まで冷却できれば所要の界磁電流を流

すことができる。後述するように、コイル成形後の Ic 特性については回転子モデルコイル試作試
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験結果からコイル成形後も複合材料 Icの電流が流せることを検証している。 

以上の検討に基づき、複合材料 Ic=600A/cm 幅を使用した時の 5MW 回転機の設計詳細仕様を

比較して表 App-3 に示す。 

5MW 機ではイットリウム系複合材料 22km×8= 176km が必要である。40K 運転を想定してお

り、記載の各界磁磁束密度近辺で角度も考慮して運転電流を決める必要がある。また、効率は 98%

の高い値が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 App-17 5MW 機界磁コイルの磁束密度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

界磁コイル部を拡大 

線材との交差角＝約 45° 
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表 App-3  5MW の設計仕様 

 

  5MW 備考 

仕

様 

回転速度(min-1) 200  

極数 8  

電圧(V) 3000  

電流(A) 1020  

体

格 

固定子外径(mm) 1350  

鉄心相当長*(mm) 1200  

ヨーク厚(mm) 95  

エアギャップ(mm) 5  

回転子内径(mm) 940  

固

定

子

コ

イ

ル 

固定子コイル数 120  

固定子毎溝導体数 22  

コイルピッチ #1～#13  

導体総数 330  

固定子素線サイズ(mm) 5.0×1.8 ﾏｲｶ巻角線、素線絶縁含まず 

巻線抵抗(Ω/相 20℃) 0.0131  

回

転

子

コ

イ

ル 

界磁巻数 6608 段上りの減ターン考慮 

界磁素線サイズ(mm) 5.2×0.3 素線絶縁・ワニス含む 

界磁電流(A) 160 定格 

複合材料 Ic 600 77K 自己磁場 

複合材料長(km/極) 22 5mm 幅換算 

総複合材料長(km) 176 5mm 幅換算 

特

性 

回転機効率(%) 98.0 冷凍機含む 

ヨーク磁束密度(T) 2.2  

ギャップ磁束密度(T) 2.6  

界磁磁束密度(T) 5.3  

＊鉄心相当長：ここでは空心であるので、コイルの長辺部の内側の長さ。 
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(4)考察 

常電導回転機との比較 

5MW 超電導機と常電導機で体格、重量、効率を比較した。結果を表 App-4 に示す。ただし永

久磁石(PM)回転機は、今回の 5MW 機ほど大きいものの実績がないので、それらの体格・重量は

参考値である。この結果を見ると、誘導機に対しての圧倒的なメリットがあることがわかる。効

率は 2.6%向上し、体格、重量は約 1/3 に大幅に削減される。また、大型だけに PM 機と比較して

も、体格重量は約半分程度と大きな効果が見込まれる。 

 

表 App-4  5MW 常電導回転機との比較 

 超電導回転機 誘導機 PM 回転機 

効率 98.0% 95.4% 97.5% 

体格比 0.29 1 0.65 

重量比 0.34 1 0.76 
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2.3.2 要素技術開発 (1) 界磁巻線技術開発  (九州大学、研究組合） 

 

①背景及び目的  

本開発発項目では、イットリウム系複合材料の特徴を活かした回転機を実現するために、500 

kW（1000 rpm 級）以上の産業用回転機（モータ、発電機）を想定して、イットリウム系複合材

料を用いた巻線技術とコイル特性の把握、励磁特性(2.3.2③-1)と安定性評価(2.3.2③-2)を行う。特

に、回転機に適した種々の傘型形状の界磁巻線の試作を行ない、イットリウム系複合材料傘型界

磁巻線の巻線技術、成型性、励磁特性、安定性特性を把握し、大容量機への課題を検討し、今後

の開発指針を得る。 

 

②課題とアプローチ  

 回転機に適した傘型形状をもった界磁巻線の作製を可能にする技術の見通しを得ることが重要

な課題である。 そのために、最新のイットリウム系複合材料を使い、種々の形状の界磁巻線を

試作し励磁特性を評価する。また、交流損失など界磁巻線で生じる発熱要因を評価し、界磁巻線

の運転に関しての安定性の見通しを得ることも必要である。この両者の検討により、500 kW 級

-1000 rpm 級および大型回転機の設計を見通す。具体的目標としては、以下を掲げた。 

 

・傘型界磁巻線工程等における加工劣化を抑制し、巻線状態での特性で複合材料 Icの 70%以上を

得ることを実証する。また、安定性に関しては回転機運転中に生じる交流損失から励磁運転への

影響を調べることとした。 

 

 すなわち、本節での課題とアプローチは以下の通りである。 

 

課題： イットリウム系複合材料による傘型界磁巻線コイルを作製し、その励磁特性を把握する。

また、交流損失からの安定性も検討する。 

 

アプローチ：回転機で有効な磁束を発生する傘型形状コイルを作製し、これを低温に冷却し励磁

試験を行う。その励磁特性とイットリウム系複合材料の Ic-B 特性と比較し、設計が可能となる励

磁率を把握する。また、安定性に関してはイットリウム系複合材料の損失評価からコイルとして

の損失を計算する。この励磁率、安定性の検討の両者から回転機適用の見通しを立てる。 

 

③成果 

 ③-1 傘型界磁巻線開発 

  (1) モデルコイルの作製 

ここでは、500kW（1000rpm 級）以上の産業用回転機（モータ、発電機）への適用のため、イ

ットリウム系複合材料による界磁コイルを模擬した要素モデルコイルを試作し試験評価した。 

2.3.1③-2、2.3.1③-3 の界磁コイルの形状検討で述べたように、回転機に有効な形状は平傘型、
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菱形傘型、鞍型傘型が解析、設計上の検討では有望であった。しかしながら、界磁コイルに使え

る長尺イットリウム系複合材料の製造はようやく本格化したばかりで、電流特性、機械特性、そ

れらの均一性なども不明な点が多い。また、イットリウム系複合材料によるコイル化の検討は、

尐しずつ報告されてきているが、今回のような通常コイルのような単純矩形断面、円筒形状と大

きく異なる傘型形状コイルでは、事前のモデルコイルによる作製検討、励磁試験などを行ない、

製造技術のデータを蓄積することが必要である。これにより、より確度の高い界磁コイルの設計

も可能となる。 

よって、ここでは、a) 平傘型コイル、b) 菱形傘型コイル、c) 鞍型傘型コイル、を長尺イット

リウム系複合材料により作製した。 

 

巻線方式： 短尺イットリウム系複合材料を使う際は、パンケーキ巻が多い[1,2]が、パンケーキ

コイルでは接続部が多数必要となるため機械強度が弱いなどの弱点が出てくる。今回の傘型形状

では、形状から不均一な電磁力、熱収縮力がかかることも予想されるので、シリンダ巻とした。 

 

巻線設計：傘型コイルの巻線方法を検討した。以下、詳細を 500kW 回転機界磁コイルの平傘型

コイルについて述べる。 

 

 (1)-1 平傘型コイル：以下の条件のもとで設計を行った。 

・用いたイットリウム系複合材料長は 200m：これは供給されるイットリウム系複合材料

量から決まったものである。 

・ターン数の種類は 500kW 級回転機の界磁巻線と同じとし、層数を減らす。 

シリンダ巻線で傘型断面にするためには、層数とターン数を変える必要がある。図

2.3.2-1 に示すように、内径側から順に、9 ターン×14 層、8 ターン×8 層、7 ターン×12

層、6 ターン×6 層、4 ターン×8 層とした。表 2.3.2-1、図 2.3.2-2 に各ブロックのター

ン数と詳細図を示す。* 

・ 巻線内径は 500kW 級回転機の界磁巻線と同じとする。 

・ 直線部長さは 150mm とする。本コイルは平面図ではレーストラック形状である。実機

と同じ程度の歪がかかるようにした。 

 *500kW 級回転機の実機設計では、必要な界磁巻線のターン数は内径側から順に、9

ターン×56 層、8 ターン×26 層、7 ターン×38 層、6 ターン×16 層、4 ターン×24 層と

なった。このため、特に、各ブロック間のわたりで生じる歪から来る劣化の程度の把

握が重要であることから、ターン数を実機とモデルコイルで同じとした。 

 

図 2.3.2-1 は、コイルの外形図で層毎にターン数が異なる傘型形状であるが、平面図では長円形

型のレーストラック形状である。本コイルは伝導冷却するため、巻枠に熱伝導率が良好な材料が

望ましいことから、銅で構成することにした。また、巻線の電磁力支持や熱接触を考慮し、線材

間にエポキシ樹脂を塗布した。 
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図 2.3.2-１平傘型界磁巻線モデルコイル外形図 

 

 

表 2.3.2-1 モデルコイル巻線のブロック毎ターン数 

ブロック 層数 ターン数 

a 14 9 

b 8 8 

c 12 7 

d 6 6 

e 8 4 

 

 

 

 

図 2.3.2-2 平傘型モデルコイルの断面図 
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図 2.3.2-3 完成した平傘型モデルコイルの全体写真 左）断面、右）平面 

 

 (1)-2 菱形傘型コイル：2.3.1③-2、2.3.1③-3 の設計検討で述べたように、5MW 級回転機では、

界磁コイルの設置部のスペースに余裕があり、かつ、回転速度も 500kW の 1800rpm に比べ

200rpm と遅く遠心力も小さくなる。このため、形状検討で平傘型よりもより効率の良い菱形傘

型モデルコイルを作製した。コイル仕様は次の通りである。本モデルコイルは、5MW 級回転機

を想定し、層数、ターン数共に約 1/3 モデルとした。5MW 級回転機コイル断面を図 2.3.2-6 に、

ターン数比較を表 2.3.2-2 に示す。用いたイットリウム系複合材料は、500kW 同様幅 5mm のも

のであるが長さは 300m で 2 本使用した。巻線は 500kW 同様、シリンダ巻とした。完成した菱

形傘型モデルコイルの外観を図 2.3.2-7 に示す。 

 

        表 2.3.2-2 設計機とモデルコイルのターン数比較 

 5MW 機界磁コイル 菱形傘型モデルコイル 

総ターン数 9222 938 

3 ターン部 3 ターン、148 層 1 ターン、46 層 

3 ターン部 3 ターン、334 層 1 ターン、100 層 

6 ターン部 6 ターン、360 層 2 ターン、108 層 

9 ターン部 9 ターン、294 層 3 ターン、88 層 

9 ターン部 9 ターン、230 層 3 ターン、68 層 

5 ターン部 5 ターン、180 層 2 ターン、54 層 

概算線材長 ― 600m 

直線状部長さ 800mm 150mm 

巻線最小内径 R35mm 
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図 2.3.2-4 5MW 回転機 菱形傘型モデルコイル断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-5 完成した菱形傘型モデルコイル外観 

 

(1)-3  鞍型傘型コイル 

2.3.1 節の形状検討では、鞍型傘型形状も有望であった（2.3.1③-2）。このため、5MW 級回転

機のロータ径を想定し、取り付けることを想定して、R270mm の円周に沿った形状とした鞍型傘

型モデルコイルを作製した。図 2.3.2-7 にコイル断面を示す。用いたイットリウム系複合材料は、

500kW 同様幅 5mm のものであるが、長さは 100m を 1 本使用した。巻線は 500kW 同様シリン

ダ巻とした。また、励磁試験は、前 2 コイルは冷凍機伝導冷却であったが、これに関しては、3

つ目のコイルで実績も積んだこともあり、また、期間の関係もあり、液体窒素浸漬冷却(77K)のみ

での試験とした。 
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図 2.3.2-6 鞍型傘型コイル断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-7 鞍型傘型モデルコイル 
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(2) 試験方法 

  設計した 500kW、5MW 級回転機の界磁巻線コイルの冷却は、液体 Ne を用いたサーモサイフ

ォンを想定した。回転シャフト内に冷媒を導入して回転軸を 40K 程度に冷却し、シャフトに取付

けた界磁巻線固定治具を通して伝導冷却する方式とした。このため、前記平傘型、菱形傘型コイ

ルを GM 冷凍機を用いた伝導冷却方式で 40K 程度に冷却し、励磁試験を行うこととした（先述の

様に、鞍型傘型コイルは液体窒素浸漬冷却で試験した）。図 2.3.2-8 に試験装置の外観を示す。こ

の装置の外側に輻射シールドを取付け、要素モデルコイル周辺雰囲気は高真空にした。 

コイル電圧の測定は、コイルの両端電極に取付けた電圧端子で行っているため、測定電圧には

電極の抵抗やイットリウム系複合材料線と電極との接続抵抗を含む値となる。要素モデルコイル

の臨界電流測定において、基準となる電圧値は次のように設定した。磁界解析の結果から、コイ

ルの端部の垂直方向磁界が高いことがわかっており、この部分で 0.1μV/cm 発生した場合を臨界

電流とした。この理由は、後述の様に n 値が 25-35 と高く、コイルの焼損を防ぐため、通常の Ic

基準の 1μV/cm よりも 1 桁低くしたためである。ただし、前述したように、測定電圧には抵抗成

分を含むためこれを差し引く必要がある。 

 

             

図 2.3.2-8 要素モデルコイルの伝導冷却、励磁試験装置 

ダミーコイル 

電流リード 

冷却板 

(回転軸を模擬) 

GM 冷凍機 20Kヘッド 
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温度設定は、GM 冷凍機の 20K ヘッド温度を 20K、30K、40K、50K に設定し、巻線部各部温

度を測定することを行った。巻線部の温度測定は、巻線の最外周に測温抵抗体を設置して行った。

従って測温抵抗体はハステロイ TM 基材側に設置した。設置方法はグリースを介在させて行った。

図 2.3.2-9 に温度素子配置を示す。磁界測定はホール素子を使用した。図 2.3.2-10 にホール素子

取付位置を示す。レーストラック状平面図において、コイル中心と、中心から 60mm 離れた位置

の合計 3 箇所とした。この 3 個のホール素子はコイル断面図において、厚さ方向の中心に配置さ

れ、図 2.3.2-10 の下図矢印の方向の磁界を測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-9 平傘型コイルにおける温度素子配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-10 平傘型コイルにおけるホール素子取付位置 
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(3) 結果と考察 

平傘型モデルコイルに関し、通電試験結果より得られた Icについて、複合材料の Ic-B-T 特性と

の関係を比較する。図 2.3.2-11 に複合材料の Ic-B-T 特性と要素モデルコイル Ic を示す。50K にお

いて、測定された複合材料の Ic-B-T 特性とほぼ一致しており、巻線による低下はなかった。40K

においても、ほぼイットリウム系複合材料の Ic 特性と一致しており、すなわち励磁率は 100%で

あり、コイル化後のイットリウム系複合材料の劣化はなかったものと思われる。 

 

図 2.3.2-11 平傘型モデルコイル励磁結果:イットリウム系複合材料の Ic-B-T 特性 

とコイルロードライン(77K-150A/5mm 幅線材の Ic-B より換算(300A/cm 幅相当)) 

 

次に、菱形傘型モデルコイルに関し、通電試験を行った結果について述べる。コイルの 50K の

I -V 特性を図 2.3.2-12 に示す。最大 218A まで通電したが、190A 付近からコイル両端電圧の増

加率が増え、磁束フロー電圧が発生した。接続抵抗分を除去した電圧を求め、Ic 基準を 0. 1μV/cm

となる値としてコイル Icを求めると、50K におけるコイルの Ic は 195A であることがわかった。

この時、計算では磁場はイットリウム系複合材料テープ面に垂直に 1.2T かかっている。イットリ

ウム系複合材料 Ic-B-T 特性とコイルロードラインの関係を図 2.3.2-13 に示す。交点は約 195A と

なり、先述のコイル Ic と良く一致しており、イットリウム系複合材料の劣化はなかったものと推

察される。すなわち、図 2.3.2-13 で複合材料の Ic とコイル Icが一致することから、この菱形傘型

モデルコイルの励磁率も 100%と言える。すなわち、菱形傘型コイルの巻線、製作性に問題はな

いと言える。これ以下の低温 40K での Ic測定も行ったが、200A 以上流しても電圧が発生せず、

77K-150Aの線材のIc-Bより換算(300A/cm相当)
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焼損の恐れがあるので、励磁試験は中止した。 

 

図 2.3.2-12 50K における菱形傘型コイルの I-V 特性 

 

図 2.3.2-13 菱形傘型モデルコイル励磁結果：200A 級(＠77K、自己磁場) 

でのイットリウム系複合材料の Ic-B-T 特性とコイルロードライン 

 

また、50K における超電導成分の電圧は、電流の 25 乗に比例しており、n 値が 25 と高い値で

あった。元のイットリウム系複合材料の n 値と同程度であり、一般的にも磁場中で高い値である。

よって、巻線工程で劣化はないと判断できる。 

次に、鞍型傘型モデルコイルの液体窒素（77K）浸漬冷却中励磁試験を行った。コイル Ic とイ

ットリウム系複合材料の Ic-B-T 特性との関係を比較した。図 2.3.2-14 にイットリウム系複合材料

の Ic-B-T 特性とコイルの Ic を示す。測定したコイル Icは 81A であったが、この図から設計のコ

イルロードラインと複合材料 Ic-B 特性の交点は約 100A であった。すなわち、コイル励磁率は約

81%となった。前 2 コイルはほぼ 100％の励磁率であったが、このコイルで目標値 70%を超えた
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とは言え、値が低かった理由としては、 

・測定温度が 77K であるので、磁場依存性が大きい。特に、0.1T 程度の低磁場はゼロ磁場の半

分近くにもなり、上記線材特性-コイルロードラインからの正確な決定が難しくなる。 

 

図 2.3.2-14 鞍型傘型要素モデルコイルのロードラインと 

イットリウム系複合材料の Ic 特性(77K) 

 

・線材特性は、長手方向では 20-30%程度はばらつく。特に、磁場依存性が強い 77K ではその影

響を受けやすい。すなわち、本鞍型傘型コイルの励磁率が 80%であったが、最強磁場の個所で偶

然イットリウム系複合材料の長手方向の分布で低い Ic の個所があった可能性もある。 

本鞍型傘型コイルの典型的な I -V 測定結果を図 2.3.2-15 に示す。鞍型傘型モデルコイルの液体

窒素中での実験結果である。ここに示すように、Icは先述の 81A であるが、n 値は 34 もあり、こ

の点からも巻線工程による特性劣化はないと考えられる。 

 
図 2.3.2-15 鞍型傘型要素モデルコイルの液体窒素浸漬冷却中における I-V 特性 
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③-2 傘型界磁巻線安定性評価 

 超電導回転機の界磁巻線は、Siemens 社試作機のサーモサイフォン方式で冷却される軸からの

伝導冷却方式[1, 2]、あるいは米国での試作機[3]のように界磁巻線を配置した空間を冷媒ガスで満

たす間接冷却方式のいずれにおいても、伝導冷却方式である。その際、回転機システムの限られ

た冷凍能力の中で、界磁巻線で許容できる発熱量を見積もり、全体設計を行う必要がある。これ

により、回転機全体としての効率も決まる。よって、ここでは、界磁巻線の発熱、安定性評価の

一環として、電機子が発生する交流磁界が界磁巻線に印加されて発生する界磁巻線に生じる交流

損失を数値解析により定量的に評価した。 

 

(1) 実験方法 

 最初に、界磁巻線に用いる GdBCO 超電導複合材料の交流損失を、図 2.3.2-16 に示す鞍型ピッ

クアップコイルを用いて 35K、45K、64K、77K において測定した。図 2.3.2-17 には試料ホルダ

ーの全体を示している。ホルダーの下部面が GM 冷凍機ヘッド面に接触することにより、試料複

合材料は伝導冷却される。交流損失の測定結果を図 2.3.2-18 に示す。 

この結果を用いて、数値解析より求めた界磁巻線のターン毎の変動磁界振幅に対して発生する交

流損失値を求め、全ターンに亘って積算することにより、界磁巻線全体で発生する交流損失を算

出した。界磁巻線の動作温度は 40K であり、40K における交流損失値は測定データより、温度ス

ケーリング則を用いて外挿して求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-16 交流損失測定用の鞍型ピックアップコイル 
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図 2.3.2-17 交流損失測定装置における試料ホルダー全景 

 

 

図 2.3.2-18 GdBCO 複合材料の交流損失 

 

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

10
-2

10
-1

10
0

35K
45K
64K
77K

A
c 

L
o
ss

 [
J/

m
3
 c

y
cl

e]

Field Amplitude [T]

 

 

 



Ⅲ- 128 

(2) 結果と考察 

 界磁巻線に生じる損失の詳細を、典型例として、ギャップ磁束密度を 2T の鞍型傘型形状の界

磁巻線（図 2.3.2-19）について述べる。500kW-1800rpm の回転機では、この界磁コイルを 4 極

組み合わせ回転子として使う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-19 鞍型傘型形状界磁巻線コイル 

 

 

図 2.3.2-20 鞍型傘型形状界磁巻線コイルにおける電機子からの外部磁場変動 

 

この場合の線材面に垂直に印加される磁界成分の振幅は、図 2.3.2-20 に示すように、1.85×10-4T

以下である。これに対応する交流損失を図 2.3.2-18 より外挿すると、10J/m3 cycle 以下である。

500kW 機の界磁巻線のターン毎の体積から、界磁巻線における全交流損失を積算すると、その発

熱量は 10.4W であることがわかった。これは、シースを持たない電機子巻線が発生する磁界が

0.03～0.04T 程度であり、界磁巻線との距離が 40mm 以上も空いているという超電導機ならでは

の構造による。結論として、半超電導機では、電機子の変動磁界により界磁巻線で発生する交流

損失は無視できることがわかった。 

図 2.3.2-21 に他の形状の単純矩形、菱形傘型も含めた各界磁巻線を使った場合の回転機の全損
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失を示した。この図から、シールドとなるヨークにおける鉄損と電機子における銅損が損失のほ

とんどを占めていることがわかる。すなわち、界磁巻線で発生する電機子変動磁界による交流損

失は、前述した 10W 程度なので無視できるほど小さい。 

 最後に、界磁巻線の通電電流をゼロから定格電流まで高速の 1 秒で立ち上げた際に界磁巻線で

発生する交流損失を図 2.3.2-22 に示す。界磁巻線の発生磁界自体を変動させたとしても大きな発

熱量にはならないことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-21 各傘型形状の各種界磁巻線(上図)を使った 500kW 回転機の全損失 
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図 2.3.2-22 図 2.3.2-21 (a) ～(e)の各種界磁巻線を定格電流まで 1 秒で立ち上げた際の交流損失 
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2.3.3  要素技術開発(2) 冷却技術開発（九州大学、研究組合） 

 

 ①目的 

高速で回転する回転機の超電導界磁巻線コイル部の冷却に適した液体 Ne によるサーモサイフ

ォン冷却技術を開発する。特に、液体 Ne とコイルを冷却する SUS 製シャフト間(LNe-SUS 間) の

界面熱伝達係数のデータを得る。これにより、高性能のイットリウム系複合材料に適したサーモ

サイフォン冷却による Y 系回転機の実現性を見通す。 

 

 ②課題とアプローチ 

今回採用する回転型サーモサイフォン式冷却法は、図 2.3.3-1 に示す様に回転機の界磁巻線回転

子の中心軸である SUS304 製シャフトの中に、沸点が 27K の液体 Ne 冷媒を流し込み、このシャ

フトからの熱伝導により界磁コイルを冷却する。液体 Ne による回転体の冷却実績は海外で 1-2

例ある[1,2]が、国内ではほとんどないため、将来の回転機設計に支障をきたすのが現状である。

特に、回転機の冷却系においての熱設計の際には、用いる SUS や FRP( Fiber Reinforced 

Polymer)などの構成材の熱伝導度や冷媒である液体NeとSUSなどの容器との界面における熱伝

達係数が必要となる。これにより、外部侵入熱並びに界磁コイル発熱に起因した到達温度などを

見積もることができ、ひいては界磁コイルの通電電流、発生磁場の想定が可能となる。しかしな

がら、前者の熱伝導度はこれまでに多数のデータがあるのに対し、後者の液体 Ne に関する熱伝

達係数のデータはほとんどないのが現状である。特に、高速回転する液体として使用した場合の

データは皆無である。このため、回転機の詳細熱設計が困難であった。このことから、本項目で

は以下の課題とアプローチで開発を進めた。 

 

図 2.3.3-1 サーモサイフォン冷却の原理模式図と問題点、課題 
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 課題：高速回転する液体 Ne-回転シャフト (SUS) 間の熱伝達係数を実験的にデータを取得し、 

  今後の液体 Ne によるサーモサイフォン冷却設計を可能にすること。 

 アプローチ： この課題に対して、以下の手法で検討を行った。 

・500ｋW 級回転機を模擬した回転試験装置、液体 Ne 液化装置、冷媒供給システムを製作し、

回転冷却試験を行う 

・本装置により、1)Ne の液化、2)液体 Ne の輸送を行い、回転部での 3)液体 Ne、4)界磁コイ

ル取り付け部周辺等の温度を測定し、熱流束を求め、熱伝達係数の値を得る。 

・この温度実測データおよび実験系の複雑な熱の侵入と温度分布を考慮した数値解析データの

比較により、最終的に液体 Ne-回転シャフト(SUS)間の熱伝達係数を今後の回転機冷却の設

計に使えるように回転数との関係を調べる。 

 

 ③成果  

 

 ③-1 試験装置と方法 

 高速で回転する液体 Ne-SUS 界面(回転機における液体 Ne 容器であり、界磁コイルに熱を伝え

る)の熱伝達係数を調べるため、以下の装置を作製した。 (1) 冷却系試験装置： 図 2.3.3-2 に実

験装置の全体写真を示す。また、図 2.3.3-3 に装置の全体構成フロー図を示す。回転機外部のコー

ルドボックス内の凝縮器で液化された液体 Ne を断熱配管により、回転機の中心に移送する構造

としている。また蒸発した Ne を強制的に循環させることができるように回収用の配管を取り付

け、外部のコンプレッサで循環させる構造とした。主な構成機器は、超電導モータを模したモデ

ルロータ、冷却システムの冷却源となるコールドボックス（Ne ガスを液化）、Ne の循環を行うガ

スハンドリング部である。 

 

          

図 2.3.3-2 サーモサーフォン冷却試験装置全景 
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図 2.3.3-3 サーモサーフォン冷却試験装置全体構成フロー図 

  

 GM 冷凍機のコンプレッサは 6.5kW(×2 台)の水冷型で、冷凍能力は 4.2K で 1.5W である。Ne

はガスハンドリング部のコンプレッサにより循環される。コールドボックスは 2 段の 4K-GM 冷

凍機 2 台を使用している。コンプレッサから吐出された Ne は熱交換器（Hex1）でモデルロータ

からの戻りのガスと熱交換して 100K 程度まで冷却された後、2 台の GM 冷凍機の 1st ステージ

部の交換機で 40K 以下に冷却される。そのあと GM 冷凍機の 2nd ステージの熱交換機で 30K 以

下に冷却された後、凝縮器にて液化される。凝縮器の熱交換器は温度差を 2K で約 230W 以上の

冷凍能力がとれるものとした。凝縮器には Ne の固化を防ぐためにヒータを取り付けている。Ne

は沸点と融点の温度差が小さいため、固化を防ぐ調整が必要である。 

 

 (2) 回転系試験装置(モデルロータ)： 

図 2.3.1-2 のモデルロータの全体断面を図 2.3.3-4 に示す。モデルロータ(回転機)はインバータ

により制御された外部のモータにより回転させることでモータの回転状態を模擬する。最大で

1800 回転/分(rpm)、連続回転は最高で 1500rpm である。 

 

 

 

コールドボックス 

凝縮器部 
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 その中の回転部を図 2.3.3-5 に示す。中心に SUS 製の円管シャフトが通り、その外側に界磁巻線

コイルの取り付けが可能なステンレス（SUS304）製の液体 Ne を貯める液体 Ne 内槽部（φ100

×L350mm）がある。これは、シャフトとともに回転する。さらに、この外側 4 面に超電導コイ

ル取り付けを想定した 1 辺 150mm の正方形の領域が設けられている。図の右の端部は、断熱の

ため厚さ 5mm の FRP 製の保持板で外槽に固定し保持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3-5 回転部の外観：この中に液体 Ne が流し込まれる。1000rpm 

 程度で 回転させて、これに取り付けた温度計で各部の温度を測定した。 

 

図 2.3.3-4 モデルロータ全体断面図 

輻射シールド 
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磁性流体シール 

スリップリング 
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温度計の取り付け位置とその写真を図 2.3.3-6 に示す。温度計はシリコンダイオードを使用し、

熱接触をよくするためにスタイキャスト TMで張り付けた。液に接する面の近傍の温度計測のため

液体に接する面から 3mm まで穴をあけ温度計を取り付けた。ヒータはカプトンシートヒータを

使用し、熱接触を良くするために銅板（180×130×5mm）で挟んでスタイキャストで接着した。 

 

 

図 2.3.3-6 モデルローターセンサ取り付け位置図 (丸印は解析に用いた測定点) 

 

 (3) 試験方法：冷却試験は、Ne ガスを循環させ GM 冷凍機を起動する。回転機は停止した状態

でコールドボックスにて凝縮された Ne を回転機に導入する。回転機内槽の壁温度が Ne の液温に

近くなったら、断熱真空の排気を止めロータを回転させる。回転機内のセンサの温度が液温を示

した状態から回転機内に液体が溜まり始めたと考えボンベ(バッファ容器)の圧力を確認しながら

回転機に液を導入する。これにより液化された量を求める。計測は、循環量・回転数を固定、ヒ

ータ 0W の状態で温度が安定したところでヒータ負荷を加え温度・圧力を計測する。回転数を変

え同様な計測を行った。 
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 (4) 解析方法：液体 Ne とステンレス間の熱伝達係数 h は、 

          Q = hA(TW - TL)  

で定義される。ここで、Q は界面を通る熱流束、A は界面の表面積、TL は界面近傍の液温、TW

は壁の温度である。 

しかし、実際の試験装置では形状の対称性から熱源からの距離が異なっているため、熱流束の

大きさが場所により異なる。仮にヒータ負荷を与え温度差を測定したとしても、正確な熱流束を

求めることはできない。さらに輻射、FRP やロッド部からの侵入熱もあり、状況を複雑にしてい

る。そのため測定したデータから直接計算で熱伝達係数を決めることは難しい。そこで実際の計

測値の値に近くなるようにシミュレーションのパラメータを合わせ、熱伝達係数をもとめた。シ

ミュレーションではRT1(図 2.3.3-6)を液温としてヒータ直下部の温度RT6～RT9(図 2.3.3-6)の位

置での計算値が測定値に近くなるようにした。そのシミュレーションの解析方法の概略は以下の

通りである。 

解析は 3 次元のモデルで行った。シャフト、サポート部を含む回転冷却全体をセル数 120396

個に分割した。伝熱解析は、熱伝導率を使用し定常伝熱解析で行ない、液体 Ne と SUS との接触

面では沸騰熱伝達を考慮して熱流束 q を計算する。その際の熱伝達係数 h は実測値、またはそれ

らの多項式の関数を作り解析に用いた。 

沸騰熱伝達係数 h の算出には良く使われる次の Rohsenow の式 [6]を適用した。 

   
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7.0Pr
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L gL

q
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h














  

式中の gは遠心加速度であり、回転機の回転数 1000rpm、内径 0.1 m で 548.31m/s2となる。 

なお、この Rohsenow の式はプール核沸騰熱伝達の整理式として良く使われるものであるが、今

回はプール沸騰ではなく、回転体の中の沸騰である。しかしながら、回転体であっても通常の流

体のような壁との相対速度を有する流れはないため静止液層と近似できる。システムそのものが

回転系であり、液体と内壁に相対速度はないと考えられる。よって、この Rohsenow の式を用い

て今回検討した。 

 

表 2.3.3-1 ネオン物性値 [7] 

名称 値 名称 値 

蒸発潜熱L   82710 J/kg 気相密度 V  
 10.41 kg/m3 

液相密度 L  
 1206 kg/m3 加速度 g

 
 548.31 m/s2 

液相粘性係数 L  
 0.0001247 Pa･s 液相動粘性係数 L  

 1.034×10-7 m2/s 

液相定圧比熱 Lpc ,  
 1937 J/(kg･K) 液相プラントル数 LPr

 
 1.926 

液相熱伝導率 L  
 0.1254 W/(m･K) 係数 sfC

 
 （0.008）（変数） 

液相表面張力 L
 
 0.04784 N/m   
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 実際の解析では、液体の温度として実験で得た測定値 RT1 を用いる。また、SUS 壁面の温度

を実測値 RT6～RT9 の温度から解析で出し、それがさらに各部の温度測定値に近い値になるよう

に熱伝達率を決める。すなわち、上式において q=hAΔT（液体-SUS 壁面温度差）で h が出るが、

それを使い Rohsenow の式における変数 Csf を変えていき、全体の各部の温度、その分布が実際

と解析で一致するようにして h にフィードバックを掛けて値を求める。表 2.3.1-1 には解析に使

用した Ne の物性値[7]を示す。 

 

③-2 結果  

 (1) 初期冷却試験 

最初に、GM 冷凍機を起動し、Ne ガスの循環を開始した。Ne 循環量は 50～65 L/min (0℃,1atm

換算)（以後 SLM）の範囲で調整した。冷却は回転機を停止した状態で開始し、起動後約 18 時間

で凝縮器出口の温度が急激に下がり、22 時間以後は循環圧力での沸点温度で一定になった。回転

機への液体 Ne の供給が開始され始めたと考えられる。同様に供給側移送管先端部温度計も 22 時

間で急激に下がり液温を示し、液体が供給されていることがわかった。その後、モデルロータの

回転を開始し約 6 時間後には内部に液体 Ne が溜まり始めた。液体が遠心力により壁に張り付き、

全面で液体と壁との熱伝達が良好となり、冷却効率が上がったと考えられる。液化された Ne の

量は 600cc～1000cc 程度で液の厚さとしてはこのシャフトの壁面に約 5mm～8mm であった。仮

に 54SLM 若しくは 64SLM の流量で液体 Ne が供給されたとすると、蒸発潜熱から求めた冷凍能

力はそれぞれ約 68W と 81W となる。 

表 2.3.3-2 に流量が 54SLM と 64SLM、回転数 1000rpm で温度が一定になった時のコールド

ボックス内各部温度の値を参考に示す。表 2.3.3-2 の各温度計は左から循環経路順に並べている。

T1～T4：熱交換器（Hex1）の出入りのガス温度、TA、TB：GM 冷凍機１段目熱交換器、TC：

GM 冷凍機 2 段目凝縮器、T11：モデルロータに供給される液温、RT1：モデルロータ内の液温、

T9:モデルロータからの戻りガス温度である。GM 冷凍機の 2 段目で液体 Ne の沸点になり液化さ

れ、ロータ部分までその温度を保ち、すなわち、液が供給循環していることがわかる。 

この結果の中で、モデルロータからの戻りのガス温度 T9 が 86～90K とかなり高くなっている。

液体の温度が 29K 程度であるのでこの循環量のガスが 29K から 80K 以上まで温度が上昇するに

は数十 W の熱が必要である。その熱流入の原因として、移送管のポートのウイルソンシールから

のリーク、断熱真空層内での脱ガスによる真空劣化（高速回転対応させるために、真空層に配線

等固定用接着剤を使用した。固定の問題もあり真空劣化を防止するための活性炭を封入していな

い）などが一因と考えられ、今後の装置改善の課題となる。 

表 2.3.3-2 コールドボックス、ロータ内各部温度 

セ

ン

位 

流量

MF 

slm 

圧力

P3 

kPa 

温度 

T1 

K 

温度 

T2 

K 

温度 

TA 

K 

温度 

TB 

K 

温度 

TC 

K 

温度 

T11 

K 

温度 

RT1 

K 

温度 

T9 

K 

温度 

T3 

K 

温度 

T4 

K 

データ 54 64.9 290.4 99.4 52.6 32.5 28.5 28.8 28.7 86.5 90.3 286.6 

64 78.8 294.8 108.1 60.7 38.2 28.8 29.2 29.1 91.4 95.3 292.5 
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(2) 温度測定結果 

 熱伝達係数を求めるにあたり、600～1400rpm で回転数を変え、また、外部からのヒータで

の過熱を 0～4W で制御して、モデルロータ各部の温度を測定した。その内、代表的な結果につい

て説明する。図 2.3.3-7 は、回転数 1000rpm でヒータ負荷を加えた際の圧力、温度などの変化で

ある。図 2.3.3-7 の上図には回転機内の圧力 P3 (kPa)、Ne 流量 FM（SLM）、ヒータ負荷の値(W)

の変化を示す。この測定での Ne の液化量は液の厚さにして約 5～8mm (液量 500~800cc)であっ

た。ヒータ負荷を 4W より大きくすると、圧力 P3 の線でわかるように、圧力が大幅に上昇し、

定常状態に落ち着かなかった。 

 

 

図 2.3.3-7 1000rpm でのヒータ負荷試験時の温度変化(下) 

           流量、圧力変化とヒータ負荷履歴(上) 
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図 2.3.3-7 の下図には、回転数 1000rpm でヒータ負荷を加えた際の回転機各部の温度変化を示

す。また、RT2～RT12 の温度に関して図 2.3.3-8 にわかりやすく log スケールで表したヒータ負

荷と各部の温度変化の関係を示す。縦軸は RT1 との差をプロットしている。この界磁コイル取り

付け部を模擬した部分の RT7～9 を見ると、投入熱量に応じて温度が上昇している(RT6 はセンサ

固定の不良のため、RT3 は断線のため、データ解析には使っていない)。また、RT2～RT5 は液体

に接する壁面の温度であるが、RT5 は RT2、RT4 に比べ温度が 1K ほど高くなっている。RT5

は容器の端側で、端は固定板や輻射など構造からくる侵入熱が大きく温度が高くなっているため

と考えられる。 

図 2.3.3-8 1000rpm でのヒータ負荷試験時の温度変化 

 

今回、ヒータ負荷を 4W より大きくすると、前記圧力同様、温度も一定状態に落ち着かず上昇

傾向になったので、後述の熱伝達係数の解析には 4W 以下のヒータ負荷のデータを使用し 

この 1000rpm での試験の他に、600～1400rpm で回転数を変えた回転機各部の温度測定試験も

同様に行った。傾向は 1000rpm のときと同じであったが、回転数を 1200、1400rpm まで上げる

と 2W 程度のヒータ負荷で温度 RT1、圧力 P3 が上昇傾向を示し定常状態にならず、高速回転時

の侵入熱が大きくなっていることも考えられた。今回の課題、液体 Ne と SUS 界面での熱伝達係

数を求めることには、支障はないが、今後の冷却システム全体を作製する際の課題となる。 
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(3) 熱伝達係数 

前記の各温度の測定結果およびシミュレーションから熱伝達係数を求めた。表 2.3.3-3 にヒータ

負荷のない場合のシミュレーションと実測測定値の比較データ、シミュレーションによる内槽へ

の侵入熱の計算値、シミュレーションにより推定された界面に垂直な侵入熱成分、界面の壁側の

平均温度、熱伝達係数を示す。ここで、熱伝達係数は h、RT1 を壁近傍液体温度 T L とした。計

算で求めた液体に接する壁温度の平均値 T W と侵入熱の界面への垂直成分 Q⊥，を用い、接触面

積 0.1099 m2から、h = Q⊥ / (T W - T L)/0.1099 により計算した。 

先述したように、3 次元の熱の出入りのある実験系では液体 Ne との界面では、ロータ軸垂直方

向以外に長手方向にも温度分布があることから、液体 Ne-SUS 界面における熱伝達係数を求める

ことは単純ではない。このため、シミュレーションにより実際と解析の温度分布を比較し、それ

に適合させて hを求めた。このヒータ負荷のない場合のhは表に示すように、1070～1120W/m2/K

程度であった。 

また、表 2.3.3-4、5 に同様にヒータ負荷 1W、 4W の場合の h の計算結果を示す。1000rpm-1W

負荷時は、2600 W/m2/K 台であったが、その1点を除き他は概ね1070～1590 (1330±260) W/m2/K

の範囲であった。回転数依存性の測定で、ここでは回転数に関する明確な相関関係は見られてい

ない。測定されている温度差も 0.2K 程度と非常に小さく、シミュレーションの結果を併用しての

計算であり、定量的な相関性を述べることは難しいが、過去の Fuchino らによるごく最近の報告

値[4]（2.3.1 概念設計 図 2.3.1-11）とも概ね合致し、本解析値は妥当と思われる。 

表 2.3.3-3 シミュレーションと測定データ(ヒータ負荷無し) 

 600rpm 1000rpm 1200rpm 

温度計 No 測定値 計算値 測定値 計算値 測定値 計算値 

RT1 (K) 

測定値 T L(K) 
28.641 28.863 28.657 28.877 28.76 28.977 

RT2 (K) 28.801 28.876 28.797 28.89 28.834 28.989 

RT3 (K) 断線 28.888 断線 28.9 断線 28.999 

RT4 (K) 29.014 28.974 28.9802 28.986 29.066 29.084 

RT5 (K) 30.172 29.169 29.8603 29.174 30.3 29.269 

RT6～RT9 (K) 28.987 28.98 28.930 28.993 28.976 29.091 

RT10 (K) 29.31 29.043 29.221 29.055 29.328 29.153 

RT11 (K) 32.837 30.865 31.8603 30.87 33.223 30.96 

RT12 (K) 34.905 31.186 33.5572 31.189 35.088 31.278 

接液面壁の平均

温度 TW (K) 
 28.878  28.888  28.986 

圧 力

(ｋPa) 

沸点 

(K)  

63.52 

kPa 

28.82K 64.39 

kPa 

28.84K 67.9 

kPa 

28.94K 

全侵入熱(W)  43.82  43.82  43.82 

侵入熱 Q⊥(W) 

（垂直成分） 

 27.89  27.89  27.89 

熱伝達係数 h 

(W/m2/K) 

1070.8 1100.0 1122.4 
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他の回転数の影響としては、表中の RT11 や RT12 のようなロータシャフト端側の温度に関して

は、回転数が増加するほど計算値と実測値の開きが大きくなっている。回転数の増加により振動

などによる熱侵入が増加していることも考えられ、今後の実機作製には考慮すべきであろう。 

表 2.3.3-5 シミュレーションと測定データ（ヒータ負荷 4W 但し 1200rpm は 2W） 

 

表 2.3.3-4 シミュレーションと測定データ（ヒータ負荷 1W） 

600rpm, 1 W 1000rpm, 1W 1200rpm, 1 W

温度計No 測定値 測定値 測定値 計算値 測定値 測定値

RT1 (K)

測定値T L(K) 28.666 28.88 29.16 29.260 29.337 29.528

RT2 (K) 28.934 28.903 29.363 29.283 29.505 29.551

RT3 (K) 28.897 29.276 29.544

RT4 (K) 29.066 28.99 29.455 29.368 29.676 29.634

RT5 (K) 30.198 29.17 30.084 29.539 30.973 29.802

RT6～RT9 (K) 29.113
29.083

29.455
29.460

29.717
29.726

RT10 (K) 29.376 29.101 29.655 29.477 29.977 29.743

RT11 (K) 32.719 30.869 31.984 31.218 34.054 31.466

RT12 (K) 34.911 31.19 33.794 31.534 36.125 31.78

接液面壁の平
均温度TW (K) 28.881 29.259 29.526

圧力 (

ｋ
Pa)

沸点
(K)

63.255 28.82 81.242 29.208 94.477 29.478

全侵入熱(W) 44.81 44.80 44.79

侵入熱Q⊥(W)

（垂直成分） 28.88 28.88 28.88

熱伝達係数h
(W/m2/K)

1295.6 2653.2 1389.8
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他の回転数の影響としては、表中の RT11 や RT12 のようなロータシャフト端側の温度に関して

は、回転数が増加するほど計算値と実測値の開きが大きくなっている。回転数の増加により振動

などによる熱侵入が増加していることも考えられ、今後の実機作製には考慮すべきであろう。 

 また、回転遠心力による界面での液の圧力が上昇、および温度上昇について述べる。今回、回

転数を 600～1400rpm に変えたヒータ負荷なしでの実験によれば、600 から 1400rpm の増加で

LNe の温度はわずか 0.1K 程度上昇した。しかし、同時に回転系全体の圧力も 5kPa 程度上がり

Neの相図による圧力-沸点の関係と一致した。すなわち、このLNeの温度上昇は遠心力ではなく、

むしろ回転数増加による侵入熱の増加による全体の圧力上昇、それによる沸点上昇と思われた。 

 

③-3 考察 

 図 2.3.3-9 に得られた熱伝達係数と回転数の関係を示す（異常値の 1000rpm-1W ヒータ負荷の

場合の 1 点を除いた）。得られた熱伝達係数はおおよそ 1070～1590(1330±260)W/m2/K の範囲で

あった。現試験機では内槽の表面積は 0.1099m2 であるので、得られた熱伝達係数に面積を掛け

て、現モデル機では約 120～175W/K 以上の吸熱が可能であることになる。 

 ここで実際の回転機設計に合わせて冷却能力を考える。2.3.1 の概念設計③-3 で検討したように、

実際の 500kW 回転機の界磁コイル面積は上記の値の約 3 倍になる。すなわち、界磁コイル冷却

面積は 0.3m2程度であり、界面での吸熱量は上記 3 倍の 360～525W/K である。この界面での温

度差は、実際の界磁コイルの発熱量、界磁コイルと液体 Ne の間に介在する SUS、FRP などの材

料の熱伝導度などに依存するが、仮に、今回の実験で見られた温度差 0.5K としても 150-240W

の吸熱が可能となる。従来の他の高温超電導コイルの実験から、本 500kW 級界磁コイルの発熱

は高々10～20W 程度であり、また、設計では界磁コイルの運転温度を 40K（すなわち、0.5K に

対して 9.5K の余裕がある）としているので、今回の回転機の設計に使える十分な冷却能力が取れ

ると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3-9 熱伝達係数と回転数の関係 
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2.3.4 イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発のまとめ 

 

 2.3.4-1 回転機適正構造の概念設計 

・今回、1)磁場、温度、応力の 3 要素を考慮した連成シミュレータを開発し、それにより 2)イッ

トリウム系複合材料を使った代表的な界磁巻線コイルの成立性を検討し、次に 3)界磁巻線コイ

ルの形状を検討し、最後にそれらを統合して、4)電機子、ヨークも含めた 500kW 機回転機の詳

細設計を行った。その結果、本プロジェクトの主目的であるレアメタル(以下 RM と略す)使用量

に関して、同じ出力の永久磁石回転機に較べて 1/130 の削減効果があることが分かった。将来

PM 回転機の需要が伸びれば RM の入手性や価格上昇が課題となるが、超電導回転機で使用す

る RM(Gd)量は微量であるため、RM 使用量はかなり抑制される。また、効率、体格、重量も従

来の常電導機と比べると改善効果が見られた。 

 また、Appendix には今回の成果を生かして、今後の実用化の見通し、波及効果をより具体的

にするために、舶用 5MW 機の設計検討を行った。その結果、RM 削減効果に加え、体格、重量

が 1/3 になるなど、イットリウム系複合材料を使った顕著な効果が見られた。 

 

・目標に対する達成度 100％ 

 

・今後の展望と課題  

 今後の課題として、実機の設計と作製を進めていくために、以下のハード的な検証がある。 

a) イットリウム系複合材料の長尺化と特性安定性 

b) 量産化コイルとしての界磁コイルの作製法、成型性の検討 

c) トルクロッド・熱収縮緩衝技術、高速回転対応技術、振動・衝撃対応技術 

d) 高圧絶縁技術 

e) 回転子冷却技術、熱侵入低減技術など 

また、さらなる効率向上には、電機子も超電導化する全超電導回転機の検討も必要である。そ

のためには、特に線材の損失低減が重要となる。また、回転機本体だけでなく、冷却装置も高効

率化、小型化、装置の長寿命化などの課題がある。 

 

 2.3.4-2  要素技術開発(1)  界磁巻線技術開発 

・500kW 級回転機の界磁巻線の開発を目的に、イットリウム系複合材料を使った 1)平傘型、2)

菱形傘型、および 3)鞍型傘型形状の界磁巻線モデルコイルを試作し、40-50K で冷凍機冷却し、

複合材料の各温度の Ic-B と比較して、ほぼ励磁率 100%の結果を得た。すなわち、各コイルとも

イットリウム系複合材料を劣化させることなく、Ic の特性のほぼ 100%までコイルを励磁するこ

とができた。すなわち、今後、今回の製作実績をもとにして界磁巻線を作製すれば、イットリウ

ム系複合材料の Ic 特性から、界磁巻線の設計および回転機の設計が可能となる。界磁巻線の安

定性検討のため、イットリウム系複合材料の交流損失を測定し、これを代表的な単純矩形、菱形
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傘型、鞍型傘型形状の界磁巻線とそれを用いた 500kW 回転機の全交流損失を計算した。特に、

外部の常電導固定子からの変動磁場の影響を調べた。その結果、超電導コイルの全イットリウム

系複合材料にわたる発熱量は高々10W 程度であり、回転機の全体損失 (2.5kW 以上) に比べる

と、非常に小さかった。損失の内訳は、シールドとなるヨークにおける鉄損と電機子における銅

損がほぼすべてであった。すなわち、界磁巻線で発生する電機子変動磁界による交流損失は無視

できることがわかった。 

  以上、傘型界磁巻線コイルの製作性、交流損失からの成立性を調べたがいずれも回転機の設

計、製作には問題ないことがわかった。 

 

・目標に対する達成度 ＞100％ 

 

・今後の展望と課題 

今後の課題としては、界磁巻線コイルの作製では、イットリウム系複合材料の長尺にわたる事

前の Ic の把握が重要である。界磁巻線は磁場分布を持つため、イットリウム系複合材料の長手

方向の Ic バラつきをできるだけ尐なくすること、およびその分布状況を事前に把握して、安全

なコイル設計をすることが必要である。また、n 値、伝導冷却における熱暴走挙動、クエンチ挙

動なども調べ、安全な運転基準も検討していく必要がある。 

 今後、超電導回転機は一層の大型化、高効率化が進むと思われる。その際には、電機子も超電

導化するなどの全超電導回転機による一層の高効率化も検討する必要がある。そのために、イッ

トリウム系複合材料の一層の低交流損失化やコイルの安定性の検討が必要である。 

 

2.3.4-3  要素技術開発(2) 冷却技術開発 

・500kW 級回転機を模したモデルロータ部と冷却系からなる回転試験装置を試作し、液体 Ne サ

ーモサイフォン冷却の試験を行った。この試験で回転系での液体 Ne と SUS304 界面での沸騰

熱伝達係数を求め、1330 ± 260 W/m2/K の値を得た。回転数 400～1200rpm で試験を行ったが、

依存性は見られなかった。実際に設計した 500kW回転機の界磁コイル部の冷却面積 0.3m2から、

界面における吸熱量 360～525W/K が見込まれ、また、従来報告結果からの同程度のコイルの発

熱は 10W 程度であり、界面温度差は 0.2-1K 程度であるので、今回開発した液体 Ne サーモサイ

フォン冷却法は十分機器に使えるものと思われる。 

 

・目標に対する達成度 ＞100％ 

 

・今後の展望と課題 

 今回、機器の熱設計に重要な液体 Ne-SUS 界面での熱伝達係数を得ることができ、目的を達

成することができた。これにより、機器の冷却設計も可能になるが、さらに実機作製については、

高速回転するシステム系全体での熱侵入量低減を断熱、真空度などの改善から検討することも必

要である。 
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2.4 超電導回転機開発委員会 

 

①背景及び目的  

回転機の応用に関しては、従来、量産、商用化が進んでいた Bi 系線材による機器開発が行われ

ていた。米国エネルギー省による Superconductivity Partnership Initiative など、これまで米国、

欧州、韓国において、超電導発電機、舶用モータ、風力発電機の設計などの開発が積極的に進め

られてきた。こうした回転機応用分野は CO2削減や省エネなど昨今の世界の対環境事情に寄与で

きるものが多く、超電導の応用先としては有望なものが多い。 

他方、最近、イットリウム系複合材料の開発の進展が著しい。本プロジェクトでも 1km の超長

尺化が、「イットリウム系超電導電力機器技術開発」プロジェクトでも臨界電流の向上などを含

めた特性向上の検討が活発に行われている。さらに、各日米欧の企業においては、数百ｍ級の線

材の市販が始まろうとしている。 

本委員会は、このような状況に対応し、「希尐金属代替材料開発プロジェクト ⑨-2 Nd-Fe-B

系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発（超軽量高性能モータ等向け

イットリウム系複合材料の開発）」の中にイットリウム系複合材料を用いた超電導回転機開発調

査委員会を組織し、現在のイットリウム系複合材料、回転機応用の現状を調べ、Y 系回転機とし

てのメリットや今後の課題と進むべき方向性を議論した。これにより、その調査した結果を並行

して進める回転機の開発および将来の開発に資することを目的とした。 

 

②調査検討の方法  

イットリウム系複合材料の現状、従来の回転機および超電導機の現状、研究、開発例を調査する

とともに、イットリウム系複合材料を使った回転機の概略の検討を行い、Y 系回転機のメリット、

課題を注出し、今後の有望応用分野の開拓の提言とした。回転機の調査検討項目としては、「舶

用回転機」、「風力用回転機」、「産業用電動機」を選んだ。これらの典型的な例にたいして、

現状のイットリウム系複合材料による検討を行い、従来の常電導回転機、PM 式回転機に対する

メリット、RM（レアメタル）削減量、効率、CO2 排出量などの効果を調べた。また、イットリ

ウム系複合材料では大幅に低コスト化が進められているため、複合材料のコストと機器の経済的

成立性も調べた。 

検討の実施にあたっては、表 2.4-1 の識者からなる委員を選定し、表 2.4-2 の通りの内容で実施

した。各担当委員がイットリウム系複合材料、常電導、超電導回転機の開発現状、イットリウム

系適用性の検討の結果を報告し、会議で全委員を交えて討論し、後日、委員会報告書としてもま

とめた。 
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表 2.4-1 平成 22 年度イットリウム系複合材料を用いた超電導回転機開発委員会 

委員名簿（順不同・敬称略） 

 氏名 所属・役職 

委員長 仁田 旦三 明星大学 理工学部 電気電子ｼｽﾃﾑ工学科 教授 

委 員 山崎 克巳 千葉工業大学 工学部 電気電子情報工学科 教授 

 植田 浩史 大阪大学 核物理研究センター 特任助教 

 牧 直樹 東京海洋大学 海洋工学部 博士研究員 

 河島 裕 
三菱重工業（株）原動機事業本部 高砂製作所 水・エネルギー部 

開発グループ 主席技師 

 柳本 俊之 川崎重工業（株）技術研究所 機械システム研究部 部長 

 井岡 茂 
（株）東芝 電力システム社 磯子エンジニアリングセンター 原子

力開発設計部 先端システム担当部長 

 長谷 吉二 
富士電機システムズ（株）鈴鹿製作所 設計部回転機グループ 担

当部長 

 今野 雅行 
富士電機システムズ（株）ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部 

ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部 原子力技術部 電気制御ｸﾞﾙｰﾌ ﾟﾏﾈｰｼﾞｬ  ー

 鈴木 佳明 大陽日酸（株）つくば事業所 超低温技術部 部長 

 岩熊 成卓 九州大学 大学院システム情報科学研究院 准教授 

 齊藤 隆 産業用超電導線材・機器技術研究組合 佐倉分室長 

 青木 伸夫 産業用超電導線材・機器技術研究組合 相模原分室長 

 和泉 輝郎 産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 

 山田 穣 産業用超電導線材・機器技術研究組合 特別研究員 

オブザーバ

ー 
石山 敦士 早稲田大学 理工学術院  教授 

 木須 隆暢 九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授 

 大熊 武 
(財)国際超電導産業技術研究センター 超電導工学研究所 電力機

器研究開発部長 

 塩原 融 産業用超電導線材・機器技術研究組合 専務理事 

事務局 定方 伸行 産業用超電導線材・機器技術研究組合 技術開発部長代理 

 

 

表 2.4-2 平成 22 年度イットリウム系複合材料を用いた超電導回転機開発委員会：テーマと日程 

 主なテーマ 開催日 

第 1 回 

応用分野別常電導回転機･超電導回転機の現状と課題、ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材

料開発、超電導回転機開発の現状と計画、ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料適用の課

題とﾒﾘｯﾄ、まとめ及び第2回委員会、報告書案について 
平成 22 年 12 月 16 日 

第 2 回 
応用分野別常電導回転機･超電導回転機の現状と課題、イットリウム系

複合材料の適用検討、総合討論、まとめ及び報告書について 平成 23 年 2 月 22 日 

報告者：第 1 回：和泉委員、山田委員、牧委員、柳本委員、長谷委員、岩熊委員、河島委員  

報告者：第 2 回：山田委員、山崎委員、川島委員、牧委員、長谷委員 
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③成果 現状調査 

 

 ③-1 イットリウム系複合材料の現状 

・本複合材料線材に関しては、長尺化の進展著しい PLD、EB、RCE、MOD、MOCVD 法につい

て調査した。その結果、フジクラ、Bruker、住友電工が PLD 法で、KERI、SuNAM が EB 法

で、SuperPower 社が MO-CVD 法、AMSC 社、昭和電線が TFA-MOD 法で量産商業化に取り

組んでいる。各社とも数百 m 級以上の長尺を数 10～600m/h の速度で作製できるようになって

いる。図 2.4-1 には代表的な例として、最近のフジクラによる 615m 線の特性を示す。こうした

線が機器応用に使われようとしている。
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･ コスト的には、フジクラは 2015 年には 500 A/cm 幅×1000 m 線材をプライス 3,000 円/m とす

る目標として掲げ、韓国の SuNAM も 2011 年には市場に販売を開始すると発表している

（ISS2010）。先行する米国の AMSC 社、SuperPower 社も精力的に販売に取り組んでいる。

例えば、SuperPower 社は、2015 年を目標に表 2.4-3 のように低コスト化に取り組む予定と発

表している［1］。 

 

表 2.4-1 SuperPower 社が設定したイットリウム系複合材料のプライス目標 ［2.3.4-1］ 

Today Customer requirement 

$400/kA-m 

<$100/kA-m For commercial market entry (small market) 

<$50/kA-m For medium commercial market 

<$25/kA-m For large commercial market 

 

 

 

図 2.4-1 フジクラにおける最近の長尺線の 615m 線の Ic 分布特性 
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③-2 回転機の現状（常電導および超電導） 

特に、本プロジェクトの目標であるレアメタル（RM）削減のために永久磁石（PM）式同期回転

機について現状を調べた。また、超電導応用が期待される大型機の応用分野である風力、舶用、

産業用について詳細に調査した。その結果、 

・いずれの分野でもモータの高効率化、軽量コンパクト化は重要であり、そのため PM 式同期モ

ータが増えている。 

・風力応用では、現在の主流の 2 MW 機からさらに 5 MW 以上の大型化が進みつつあるが、大型

化に対応するには発電機を含むナセルのサイズ、重量の軽減が必須である。 

・舶用では、時代のニーズにあった環境配慮型の高効率の電気推進船の開発が活発であり、その

電気モータでは、数 MW 級のものの高効率化が望まれる。特に、電機推進船はすでに実際に大

型ものも建造、販売され広く世界に普及している。日本でもスーパーエコシッププロジェクトが

国交省のもとで推進され、環境配慮型の船舶の開発が盛んである。 

・産業用（自動車、電車、工場用など）では、市場競争、コスト低減競争が激しいが、そのため

により高効率、軽量コンパクト化が求められている。 

次に、これらに対応した高温超電導応用の回転機の開発状況を調べた。 

・舶用、産業用では Bi 系線材によりモデル機がいくつか試験検証されている。これまでに、川崎

重工、AMSC、Siemens 、Doosan の各社が活発に 400kW から 36.5MW 機の開発を行ってい

る。 

・風力用では設計のみである。Converteam、AMSC 社がこれまでに 8MW、10MW の超電導同

期式発電機の設計検討を行っている。 

・これらの例では、従来常電導モータに比べ、小型軽量で高効率化（最大で数 %向上）が可能で

あるとの結果を得ている。ただし、市場参入にはさらなる低コスト、信頼性向上が必要であると

している。 

・Y 系回転機の例は尐なく、回転試験まで行ったのは 7.5kW 機の ISTEC のもののみである。理

由は、機器に使用する線材量産化がこれからであるためである。 

 

 ③-3 イットリウム系複合材料適用性の検討 

上記調査内容を踏まえ、現状のイットリウム系複合材料を使って場合の各応用でメリットを検討

した。 

 

 ③-4 舶用モータ 

・超船舶推進装置への適用では、モータ効率が 95.4%から 98%に増加する。 

・常電導誘導機に対し体積・重量は 1/3 となり、小型・軽量化が必要な電気推進船に適している。 

・RM 使用量は従来の PM モータと比較して、約 1/30(材料歩留り 33%考慮)程度になる。 

・定格時の負荷角が小さく、同期機を使った電気推進船で急激な加減速運行を必要とする海上保

安船などの特殊船舶にも適している。 

・コストは、常電導の現状機に比べると 1.3～5 倍となった。効率向上でこの初期コストは 12 年
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ほどで吸収できるが、低コスト化のためには線材と冷却のコスト低減化の R&D が必要である。 

・CO2 排出量削減、省エネに関しては、相当大きな効果が見込めた。国内大型モータ年間生産量

の半分の 350 台を超電導化するだけで、原油換算で 34,300kl の省エネになる。 

 

 ③-5 産業用モータ 

・500kW の産業用超電導モータは従来の常電導機より 2-3％の高効率化が図れる(表 2.4-2)。 

・従来の誘導機と比較すると体格で 0.7-0.5、質量で 1/2-1/3 の小型軽量化が図れる。また、PM

モータと比較してもある程度の小型軽量化が可能である(表 2.4-2 および図 2.4-2)。 

以前は超電導化のメリットが出るのは数ＭＷクラス以上であったが、イットリウム系複合材料の

性能が向上し、Ic =600A/cm 幅クラスの線材を使用することにより、今回 500kW の容量でも小

型軽量化のメリットが出せることが分かった。さらに、 

・RM 使用量は PM モータと比較し、約 1/130(材料歩留り 33%考慮)程度になり、大きな削減効果

が見込まれる。 

・コストは、産業用は容量が小さいだけに、厳しく、超電導化で現状機の 3-5 倍となった。しか

し、逆に値段が安いだけに、効率向上でこの初期コストは 10 年ほどで吸収できる。 

・CO2排出量削減、省エネに関しては、国内大型モータ年間生産量半分の 350 台のみを超電導化

する場合原油換算で 5,000kl の省エネになる。 

 

表 2.4-2 各種モータ比較 

 Y 系超電導モータ 誘導機 ＰＭモータ 

効率 96.8% 95% 96.5% 

体格比 0.7 1 0.8 

重量比 0.5 1 0.6 

 

 

 

誘導機 

 ＰＭモータ 

1950 

280 

超電導モータ 

図 2.4-2  500kW モータの体格比較：左 常電導機、右 Y 系超電導機 
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表 2.4-3  500kW モータの RM 含有量 

 超電導モータ ＰＭモータ 

線材／磁石の総量 イットリウム系複合材料 

4.8km 

磁石 50kg 

レアメタル 0.126kg  16kg 

 

 ③-6 風力用発電機 

・イットリウム系複合材料の特性と発電機の主な回転数、重量、出力などの基本パラメータとの

相関を検討の結果、5MW 級以上で超電導の効果が出ることがわかり、5MW 級機の詳細検討を

行った。 

・運転温度の検討でイットリウム系複合材料であれば 77K でもコスト的に十分成り立つことが分

かった。 

・これを Cu 巻線で作った常電導相当機と比較すると、線材使用量が 1/10 に発電機重量が 1/3 に

なることが分かった。 

・効率は、常電導相当機が 90％に対し、本機は 95.8％と大幅に効率向上が見込めた。 

・Y 系発電機と永久磁石（PM）を用いた PM 発電機とでレアアースの使用量を比較検討した。

PM 機では 1571kg に対し、Y 系機では 0.762 kg と使用量は約 1/660(材料歩留り 33%考慮)なっ

た。 

・77K 以下の低温動作も検討した。40K になると複合材料の Icは 77K の 7.8 倍になり複合材料使

用量も大幅に削減できる。 

・Y 系発電機の初期コストを算定した。40-77K いずれの運転方式でも、現状の Cu 巻線発電機と

増速器の値段を下回り、コスト的にも Y 系超電導同期機がメリットがあることが分かった。た

だし、冷却を含めたより詳細な検討が今後必要である。 

 

③-7 全超電導機 

・全超電導機についての検討を行った。最新のイットリウム系複合材料で確認された大幅な交流

損失低減効果を用いた 400kW-3600rpm 全超電導機の概念設計を行い、モータとしての損失低

減と効率改善効果を検討した。電機子部の超電導化と交流損失低減により、大幅な効率改善が期

待できる。最高で 99％の高効率が得られる。今後、技術的な検討を行って可能性をより具体的

に検証していく必要がある。 
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④まとめ 

 調査検討の結果、主に以下のことが明確になった。 

 

 ④-1 複合材料 

・日米欧韓の各社で線材の販売が活発化し、発表資料からは数百 km/年の生産能力はある。 

・その特性は、長さは数百 m 級、Ic は 200-400A/cm 幅程度である。 

・コストは、SuperPower 社の例では現状$400/kAm で、2015 年までに$20-100/kAm にする予

定である（価格は発注量による）。フジクラも 500A/cm 幅の線を 3000 円/m で将来販売する予

定である。 

 

 ④-2 回転機の市場現状と超電導化現状 

・超電導適用可能な数百 kW～MW 級の回転機を調査した。その結果、風力発電機、舶用モータ、

大型車載用で PM 式同期回転機が使われており、超電導での代替の可能性があることが分かっ

た。 

・超電導の研究開発は、これまで舶用を中心に Bi 系線材で行われてきた。米国 AMSC 社、ドイ

ツ Siemens 社、韓国 Doosan 社が数 100kW 級から 36.5MW 級まで開発した実績がある。 

・いずれも軽量コンパクト化と数％ほどの効率向上が見込めることが明らかになっている。 

 

 ④-3 イットリウム系適用検討 

・上記で有望な舶用、産業用、風力発電機の大型回転機に Y 系を適用した際のメリットを調べた。 

・従来 PM 式回転機に比べ、RM 量は 1/100-1/2000 程度に削減できることが分かった。 

・いずれの分野でも、効率は舶用産業用で 2-3％、風力では 5％向上することが分かった。 

・コスト的には尐容量機ほど厳しく、500kW 産業用では数倍の初期コストがかかるが、逆に低価

格のために、ランニングコストを含めた全体コストは 10 年程度で超電導機が安くなる。 

・風力では、77K 運転も可能であり、かつ、初期コストも従来の常電導機の Cu 巻線発電機と増

速器を合わせた値段を下回り、コスト的に大きなメリットが生じることが分かった。 

 

 ④-4 全超電導 

全超電導機、特に交流を流す電機子部の超電導化も検討し、大幅に効率が上がるなどのメリット

を確認し、今後の応用が期待できることを確認した。 

 

 ④-5 課題 

検討により、今後の課題として以下のことが考えられた。 

・コスト的には線材、冷凍機のさらなる低コスト化が求められる。 

・Y 系機作製の実績と信頼性：これまで１機しか作製されたことがない。今後の応用検討には、

多くにモデル機作製検討が必要であり、同時に市場化には信頼性試験も必要である。 
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また、個別の技術では、以下が考えられる。 

・Y 系導体とマグネット技術：高安定 Y 系マグネット技術：長期高安定運転が出来る巻線・支持・

冷却・絶縁法を協調させたマグネット作製技術の開発。これには、①イットリウム系複合材料の

機械特性、Ic特性などを考慮した最適コイル形状、②コイル巻き線、成形性の検討、③コイルの

冷却と励磁特性の把握、④以上の試験による設計データの積み上げ、信頼性向上が必要である。 

・Y 系マグネットの安定性解析と保護システム：各種擾乱に対するマグネットの安定性解析並び

にクエンチ時に Y 系コイルが損傷しない保護システムの開発 

・高速回転に対応する耐応力特性：特に産業用では 1500-3600rpm であり、大きな遠心力も加わ

る。よって、超電導部分で使用する部材に耐応力性、固定法などの検討が必要である。 

・その他構成材、構造：コイルを巻き付ける界磁、電機子部のティースの材質、固定方法、冷却

構造の検討。特に、電機子や固定子界磁などで鉄製のテイースを使わないときには、その固定方

法や磁場が散逸するため生じる渦電流への対処などが必要である。 

・舶用では、三次元で揺れる(ローリング、ピッチング、ヨーイング)に対しての冷却システム 

 これまで製作実績のない風力用超電導機の開発では、上記のほかに、 

・最適電気・機械設計：発電機重量や発電機コストなど最適設計手法の開発。特に、風力では頻

繁に on, off が起こる（20％の稼働率）。これに対応した最適システム化の検討も必要である。 

・空間・時間高調波を低減するダンパーの最適構造：発電機出力をインバータ制御する際に発生

する高調波に伴う渦電流発熱を低減するダンパーの最適構造と製造技術の開発 

・冷凍機冷却システム：通常の超電導対応以外に、大型風力では 100m 以上の高所に設置される、

また、洋上風力などの設置を考えても信頼性、メンテフリー化が重要である。また、通常風力の

有効動作時間は、風況によるが 20％と言われている。このため、冷凍機の効率化はより一層重

要である。 

 

 

 

参考文献 

[1] V. Selvamanickam et aql., Applied Superconductivity Conference, Washington D.C. 

August1-6, 2010. 
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Ⅲ-3 成果の総括 

 以下に各研究項目の主要成果と目標に対する達成度を総括する。 

 

1. 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

 

1.1 エキシマレーザ PLD 法による複合材料作製プロセス開発 

・超長尺イットリウム系複合材料作製を目的として、ホットウォール型エキシマレーザ PLD

装置を改良した高磁界長尺イットリム系複合材料作製装置を開発した。 

・1050m の長さを有するイットリウム系複合材料の Ic の平均値は 533.9A であった。また、イ

ットリウム系複合材料の長手方向の Ic分布測定の結果から、10m 長以上で Icが 300A/cm 幅

(@77K, 自己磁場) 以上という特性も十分満たすことから、目標である「1km 長で平均 Icで

200A/cm 幅以上 (@77K, 自己磁場) 」および、「10m 長以上にわたって Icが 300A/cm 幅 

(@77K, 自己磁場) 以上」という性能をすべて達成した。 

 

・目標に対する達成度 ＞100 ％ 

 

1.2  TFA-MOD 法による複合材料作製プロセス開発 

 ・シミュレーションに基づき設計した超長尺バッチ式本焼炉は 730℃で運転可能であることが

実証され、超長尺複合材料を作製できる装置であることを証明できた。 

 ・超長尺バッチ式本焼炉において、シミュレーションに基づき設計したガス導入システムと排

気系に関し、実証試験の結果 1000ｍの平均で 300A/cm 幅以上（@77K,自己磁場）、10m 以上

で 300A/cm 幅以上 （@77K，自己磁場）を達成でき、ガス系統及び熱処理温度に問題ない

ことが実証され、今回の目標値である 1000m 平均で 200A/cm 幅以上、10m で 300A/cm 幅

以上（＠77K,自己磁場）を達成した。 

.・長尺化の手段の一つとして RTR 方式の本焼炉を設計･製作・検討した。設計仕様を満足する温

度分布、ガス流量を得ることができ、短尺試験の結果、BaF2の生成が抑えられ、ｃ軸配向超電導層

が生成していることを確認できた。この結果、RTR方式本焼炉は設計が適正に行われ、超長尺複合

材料を作製可能な設備であることを実証でき、超長尺目標である 1000m 平均で 200A/cm 幅以上

（@77K，自己磁場）、10m 以上で 300A/cm 幅以上 （@77K，自己磁場）を達成することを

見通すことができた。 

・ホール素子の高速走査方式とデータの低雑音取得方式の開発により、従来と同等の空間分解

能（複合材料の幅方向に 40m、長手方向に 100m）で、従来システムの 200 倍の評価速度

を達成した。 

・前項の空間分解能で得られる情報と同等の情報が得られる条件で、長尺複合材料への適用が

十分に可能となる 36 m/h という評価速度を達成した。 

 

・目標に対する達成度  100% 



Ⅲ- 155 

2. イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

 

2.1 レーザ CVD 法による希尐金属利用率向上技術開発 

・液体原料供給機構を備えたレーザ CVD 装置の開発を行った。 

・Y 系複合材料成膜への適用可能性および収率向上を目的とした成膜条件の最適化を図った。 

・IBAD 線材基板上に c 軸配向 YBCO 膜を合成、Y 収率は最大 45.7%を達成した。 

・RTR 機構を備えた連続成膜用レーザ CVD 装置を設計、開発した。 

・移動基板上において Jc > 3M/cm2、Ic > 100A の高い超電導特性を達成し、イットリウム系複

合材料の連続作製法としての LCVD 法の有効性を証明した。 

 

・達成度    100% 

 

2.2  YAG レーザーPLD 法による希尐金属利用率向上技術開発 

・10 mm×10 mm 短尺基材上イットリウム系複合材料膜に関する基礎検討から、ターゲット-

基材間距離の短縮と酸素分圧の最適化で収率が向上することが明らかとなった。本検討では、

ターゲット-基板間距離 20 mm、酸素分圧 200 Pa において最高で 19%の収率を得ることが

出来た。 

・収率の増加に対して超電導特性は単調に低下したが、ターゲット組成の最適化で、高い収率

を維持しながら Tc = 88.2 K、Jc = 1.8 MA/cm2(@77 K、自己磁場)を得ることが出来た。 

・蒸着面積を増加させ収率をさらに向上させるために、マルチターン YAG レーザ PLD 装置を

導入し、酸素分圧の最適化(160 Pa)によって、56.1%の収率を得た。 

・マルチターン YAG レーザ PLD 装置において収率 40%の条件（酸素分圧 80 Pa）では、Tc = 

88.2 K、Jc = 1.4 MA/cm2(@77 K、自己磁場)が得られた。 

・静止系の膜厚分布から予想した膜厚分布と移動系で実測した膜厚分布は同じ傾向であったこ

とから、移動系においても 40%以上の収率を見込むことが出来た。 

・IBAD 基材上にイットリウム系超電導膜を静止状態にて複数位置で成膜し、断面の微細組織

観察を高分解能 SEM、EDS マッピングを用いて実施した。中心レーンでは、YBCO ほぼ単

相の均一な微細組織が観察され、膜厚は 0.85µm であったのに対し、隣接レーンでは、YBCO

結晶中に多数の高 Cu 濃度の粒子が存在し、その膜厚も 0.49µm であった。また、組織・組

成に関しても成膜位置による違いが見られた。 

・2 倍波 YAG レーザ PLD 法を用いてイットリウム系超電導膜を作製した結果、2 軸配向し、

Tc = 89.0 K、Jc = 1.4 MA/cm2(@77 K、自己磁場)を示した。しかし、Ba と Cu が過剰な膜組

成であった。 

 

・達成度    ＞100% 
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3. イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

 

3.1 回転機適正構造の概念設計 

 ・磁場、温度、応力の 3 要素を考慮した連成シミュレータを開発した。 

・同シミュレータを用い、イットリウム系複合材料を使った代表的な界磁巻線コイルの成立性

を確認した。 

・500kW 機回転機の詳細設計を行い、レアメタル(RM)使用量に関して、同じ出力の永久磁石

回転機に較べて 1/130 の削減効果があることが分かった。 

 

・目標に対する達成度 ＞100％ 

 

3.2  界磁巻線および冷却要素技術開発 

・イットリウム系複合材料を使った 1)平傘型、2)菱形傘型、および 3)鞍型傘型形状の界磁巻

線モデルコイルを試作し、40-50Kで冷凍機冷却し、複合材料の各温度の Ic-Bと比較して、

ほぼ励磁率 100%の結果を得た。 

・界磁巻線の安定性検討のため、イットリウム系複合材料の交流損失を測定し、これを代表

的な単純矩形、菱形傘型、鞍型傘型形状の界磁巻線とそれを用いた500kW回転機の全交流

損失を計算した。その結果、超電導コイルの全イットリウム系複合材料にわたる発熱量は

高々10W 程度であり、回転機の全体損失(2.5kW 以上)に比べると、非常に小さかった。す

なわち、界磁巻線で発生する電機子変動磁界による交流損失は無視できることがわかっ

た。 

・500kW 級回転機を模したモデルロータ部と冷却系からなる回転試験装置及び液体 Ne サー

モサイフォン冷却試験機を試作した。 

・同装置を用いて冷却試験を行い、回転系での液体 Ne と SUS304 界面での沸騰熱伝達係数を

求め、1330±260W/m2/K の値を得た。回転数 400～1200rpm での試験を行ったが、依存性

は見られなかった。  

 

・目標に対する達成度 ＞100％ 

 

 

^ 
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以下には、各項目の成果を下表にまとめる。 

 

超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

300 A/cm 幅

（@77K, 自己磁

場）の特性を有

し、1 km を超え

る超長尺線材作

製を見通す。 

・1km 長複合材料を作製

し、平均 Ic が 200A/cm 幅

以上（@77 K, 自己磁場）

であることを実証する。 

・同条件で作製した 10m

長以上の複合材料で Ic が

300A/cm 幅（@77 K, 自

己磁場）以上を実証する。 

エキシマレー

ザ PLD 法に

よる複合材料

作製プロセス

開発 

達成度 ＞100% 

・1050m長線材―平均

Ic=534A/cm幅 

・10m長―Ic=300A/cm幅以上 

TFA-MOD 法

による複合材

料作製プロセ

ス開発 

達成度100% 

・1000m長パッチ線材―平均

Ic≧300A/cm幅 

・10m長―Ic=300A/cm幅以上 

イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

超電導層の連続

形成プロセスに

おいて原材料収

率 40％以上を見

通す。 

・全成膜領域に対し、静止

成膜により原材料収率

40%以上を実証する。 

・成膜領域の一部を通過す

る移動成膜により、静止

成膜結果から予想される

成膜量を実証する。 

ﾚｰｻﾞ CVD 法

による希尐金

属利用率向上

技術開発 

達成度 100% 

・原料収率 45.7% 

・超電導特性 

 Jc>3MA/cm2, Ic >100A/cm幅 

YAG ﾚ ｰ ｻ ﾞ

PLD 法によ

る希尐金属利

用率向上技術

開発 

達成度 ＞100% 

・原料収率 56.1% 

・超電導特性 

 Jc>1.4MA/cm2 

イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

最終目標 具体的目標値 小項目 成果 

500 kW 級-1000 

rpm 級の大容量

回転機の概念設

計により、イッ

トリウム複合材

料による大型回

転機の優位性を

見通す。 

・磁場―応力―伝熱を連成

した回転機評価用ｼﾐｭﾚｰﾀ

を開発する。 

・上記ｼﾐｭﾚｰﾀを用いた総合

評価により傘型コイル利

用回転機で従来の永久磁

石回転機に比べ希尐希土

類元素使用量が1/10とな

る成立性を示す。 

回転機適正構

造の概念設計 

達成度 ＞100% 

・500kW機設計検討で希尐金属

使用量が従来の1/130に低減でき

ることを示した 。 

・磁場、温度、応力の3要素を連

成させた解析シミュレータを開

発し、上記設計機を評価し成立性

を確認した。 

 



Ⅲ- 158 

傘型界磁巻線の

試作とその熱的、

電磁気的、機械的

特性評価および

サーモサイフォ

ン式冷却試験と

その冷却特性評

価により、500 

kW 級-1000 rpm

級回転機の設計

に資する。 

・傘型界磁巻線工程等にお

ける加工务化を抑制し、

巻線状態での特性で複合

材料 Ic の 70%以上を得る

ことを実証する。 

・Ne を用いたサーモサイ

フォン式冷却装置におい

て高速回転時の回転数と

冷却能力の関係を明らか

にし、回転機の冷却設計

を可能にする。 

界磁巻線およ

び冷却要素技

術開発 

達成度 ＞100% 

・エッジワイズ歪、段差歪などの

Y系の課題を克服し、务化なくY

系傘型界磁モデルコイルの製作

に成功し、回転機設計の見通しを

得た。 

・液体Neを用い、高速回転時に

30K冷却と界面の熱伝達係数h

を得て、冷却設計の見通しを得

た。 
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Ⅲ-４ 成果の意義 

 以下に各研究項目の成果の意義をまとめる。 

 

1. 超長尺イットリウム系複合材料における希尐金属使用量低減技術開発 

本項目では、回転機に用いられている永久磁石に含まれる Dy や Nd などの希土類希尐金属

を削減するための高温超電導電磁石を実現するために必要な 1km を超える単長を有する複合

材料作製技術の開発を行い、前項でまとめた通り設定された目標を大きく上回る成果を達成し

た。本プロジェクト開始時には、臨界電流(Ic)と長さ(L)の積では世界最高レベルの技術レベル

を有していたものの、内訳として 500m より長い材料を作製することは困難であり、むしろ臨

界電流(Ic)の高特性で補っていた。しかしながら、本プロジェクトの成果において得られた 1km

以上の長さで 500A/cm を超える Icを得たことにより、従来のレベルを大きく凌駕する技術レ

ベルに到達し、世界最高レベルの技術を確立したことになる。図 4-1 には、イットリウム系複

合材料の技術開発レベルを示す Ic -L マップ上における本項成果の位置付けを示す。 

また、本技術開発において 1km を超える複合材料を作製するための基板から評価までの一連

の装置とともにその技術を実証したことは、今後の長尺線材量産化の基盤技術を整えたことに

なる。 

図 4-1 Ic -L マップ上における本項成果の位置付け 

 

2. イットリウム系複合材料の製造工程における希尐金属利用率等の効率向上技術開発 

本項目では、上述の超長尺材料開発を行ったプロセスに比べて長尺実績は劣るものの、より原料収率が

高く、希尐金属利用率等の効率向上が見込めるプロセスとしてレーザCVD法及びYAGレーザPLD法
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を選択し、高原料収率の実証を目指した開発を行った。結果として、前項でまとめた通り設定された

目標を大きく上回る成果を達成した。高原料収率値として得られた 56%は、従来実績値（～

30%）に比べて約 2 倍の値を示しており、これは希尐金属使用量をさらに半減できる可能性を

示していることを意味する。 

更に、本項目で開発したレーザ CVD 法は、元来レーザ照射による反応促進効果を利用する

ことから、原料収率の増大とともに高速化が期待できるプロセスである。一方、YAG レーザ

PLD 法は、熱源としてレーザが YAG レーザで前項の開発で用いているエキシマレーザに比べ

て非常に安価に導入可能な装置であると共に、稼働に際して必要とするユーテリィリティも電

機だけでメンテナンスも不要であるなどの特長をもつ。これらは何れも低コスト化を期待でき

る要素であり、本プロジェクトにおいてこれらのプロセスの有効性を実証したことは将来の低

コスト複合材料への可能性を示したことにもなる。 

 

3. イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

本項目では、高性能で超長尺のイットリウム系複合材料が実現できたことを想定して、高温

超電導回転機実用化促進を目的として、同材料の諸特性に適合した回転機の概念設計を行うこ

とにより、希土類希尐金属使用量の低減効果の定量化を行うと共に、この回転機を実現するに

あたって鍵となる要素技術として、コイル化技術と冷却技術を選択し、その実現性を検証した。

結果として、従来実績である単純レーストラック型コイルを用いた回転機に比べて占積率の向

上が図られる傘型コイルを導入した概念設計を行い、強度、発生磁場、伝熱等の成立性を確認

すると共に、同回転機において同等の永久磁石回転機に比べて希土類希尐金属使用量が 1/130

になることを証明した。さらに、小型ながら傘型コイルを試作し、劣化なく磁場発生が可能で

あることを確認し、サーモサイフォン型冷却装置での冷却能力を確認したことは、上記の概念

設計による回転機の実現性を確認したことになる。また、高温超電導材料を用いた回転機にお

いて希土類希尐金属使用量を低減させる技術は世界的なトレンド（図 4-2 参照）ではあるもの

の、その使用量低減効果を定量的に評価したのは世界でも初めてであり、世界の技術開発を先

取りした成果であると考えられる。この定量評価結果を受けて、具体的な希土類希尐金属の削

減量を試算してみた。信越化学工業(株)の美濃和氏のレポート（2011.1 金属資源レポート p56 

レアメタルシリーズ「希土類磁石から見たレアメタルと磁石応用の今後」）によると図 4-3 に

示す通り、2010 年で日本国内の Nd 系永久磁石の製造重量は 14,000t 程度であり、2005 年か

らの増加率は約 11%/年である。この増加率が維持されると仮定して 2020 年の国内製造重量を

予測すると約 40,000t となる。また Nd 系永久磁石の歩留まりが 65%程度であることを考える

と原料投入量は約 61,500 t と見積もることができる。ここで、図 4-4 に示す Nd 系永久磁石の

用途別比率(25%）に従ってモータ用の Nd 系永久磁石用投入量を求めると約 15,400t になる。

Nd 系永久磁石の希土類重量比率(～26.6%)より希土類(Nd および Dy)重量を算出すると、約

4,100t となる。2020 年におけるイットリウム系超電導電磁石回転機の置き換え率は明らかで

はないが、これを 25%と仮定し、置き換えによる希土類使用量低減効果(1/130)による希土類
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削減量は約 1,000t となり、これは 2005 年の Nd と Dy の年間輸入総量（約 4,000t）の 1/4 に

相当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 2011 年 10月に米国ワシントン DC で行われる EU-Japan-US Workshop on Critical 

Materials R&D におけるセッション構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 ネオジウム磁石の国内製造重量推移（出典：2011.1 金属資源レポート p56 レアメ

タルシリーズ「希土類磁石から見たレアメタルと磁石応用の今後」） 
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図 4-4 ネオジウム磁石の用途別比率（出典：2011.1 金属資源レポート p56 レアメタルシ

リーズ「希土類磁石から見たレアメタルと磁石応用の今後」） 
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Ⅳ. 実用化の見通しについて 

 

本プロジェクトの中核的役割を果たした産業用超電導線材・機器技術研究組合は、組合員の

協同による超電導技術を利用した次世代の産業用機器及び当該機器に用いる線材の技術開発

に関する試験研究その他組合員の技術水準の向上を図るための事業を行うことを目的として、

平成 21 年 9 月 24 日に設立された技術研究組合である。本組合は、（株）フジクラ、昭和電線

ケーブルシステム（株）、（財）国際超電導産業技術研究センター（ISTEC）により構成され、

平成 21 年 4 月 22 日に創設された新たな研究開発パートナーシップ制度（技術研究組合制度）

に基づき設立したもので、同制度により研究組合自身が株式会社等に組織変更して、研究成果

をそのまま共同で実用化できるようになるとともに、新設分割により会社を設立して、研究成

果が得られたものから順次実用化することができることになった。本プロジェクトでは、効率

的な永久磁石モータの代表的な大型モータ規模である 500kW 級モータをイットリウム系複合

材料で代替する場合に必要とされる、300A/cm 幅（@77k, 自己磁場）の臨界電流(Ic)を有し、

かつ尐なくとも単長 1km 程度を実現する見通しがつくとともに、500 kW 級-1000 rpm 級の大

容量回転機に対し、イットリウム複合材料による大型回転機の優位性を見通すことができたこ

とを受けて幾つかの実用化のシナリオが考えられている。一つは、組合の発展系による会社組

織により実用化するもので、組合構成メンバーである線材メーカを中心とした、超長尺イット

リウム系複合材料の実用化である。 

組合構成メンバーであるフジクラは、超長尺イットリウム系複合材料のキーテクノロジーと

いえる結晶粒配向中間層作製技術である IBAD 法を開発し、その後、長尺線材化・高性能化・

低コスト化の可能性を鑑み、IBAD／PLD 法を選択し、研究開発を進めてきた。同社は、いち

早く長尺化、高特性化に成功し、「超電導応用基盤技術研究開発（第Ⅱ期）」プロジェクトにお

いては、Ic値で 350A/cm 幅 (@77K, 自己磁場)、502m を得るに至った。続いて「イットリウ

ム系超電導電力機器技術開発プロジェクト」においては、歩留り改善、長さ方向の均質性改善

に取り組んだ結果、100～300m 長の超電導線材に対して 70％を超える歩留りで製作できる目

処が立つようになった。既に平成 20 年には小型ではあるが、超電導線製造装置の自社設備と

して導入し、実用化のための足がかりとして平成 21 年度より超電導線材の販売も開始し、イ

ットリウム系超電導線材の機器応用を検討している研究機関等へ販売・提供している。本プロ

ジェクト内では、上記技術の発展系として、ホットウォール型エキシマレーザ PLD 装置の改

良により、超長尺イットリウム系複合材料の製造に成功した。この手法は、高速で安定した成

膜条件を特徴としていることから、今後製造条件のさらなる検討を進め、線材の良品単長を改

善や歩留改善によるコストダウンを図っていくことで、低コスト・安定製造技術レベルの向上

が期待できることより実用化がより促進されると考えられる。さらに、本プロジェクトで見通

しを得た超電導回転機市場への線材供給事業以外にも、1km 超える長尺線材は汎用性を有して

いることより大きな市場を獲得していくことも視野に入ってきたと言える。 

同様に、本研究組合の構成機関で線材メーカである、昭和電線ケーブルシステム(株)におい

ては、平成 11 年より新エネルギー・産業技術開発機構（NEDO）の委託研究である「超電導
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応用基盤技術研究開発（第Ⅰ期）」に参画し、国際超電導産業技術研究センター (ISTEC)と共

同で TFA-MOD 法によるイットリウム系複合材料の線材開発に着手した。続く平成 15 年から

は「超電導応用基盤技術研究開発（第Ⅱ期）」においても、イットリウム系複合材料の長尺線

材作製に適したバッチ式大型本焼炉の開発を行い、長さ 500m、1cm 幅で 310A(@77K, 自己磁

場)の特性を有する線材の作製に成功した。バッチ式熱処理の特長は、作製する線材を電気炉に

設置して一括の熱処理を行うため、短時間で線材を作製することが可能であり、工業生産性に

優れていることを特長としている。本プロジェクトにおいては、これらの知見に基づいて超長

尺イットリウム系複合材料の製造に必要な装置開発を行い、鍵となる技術である、炉設計技術、

ガス制御技術等のノウハウを習得し、今回のプロジェクトにおいて平均 300A/cm 幅を有し、

1km 以上の超長尺線材作製が見通せる成果を達成することができた。今後は、既に導入した自

社設備による実用化を進めるとともにフジクラ同様に 1km 超長尺超電導線の安定製造、極低

コスト技術のレベルの向上を図ることで、低コスト・超長尺線材の用途として回転機のみなら

ず広い意味での超電導市場の形成に対し線材を供給すること実用化促進に貢献していくこと

になる。 

一方、希尐金属利用率等の効率向上技術開発及び超電導回転機要素技術の実用化に関しては、

組合構成機関である(財)国際超電導産業技術研究センター(ISTEC)が中心となった展開が考え

られる。同財団は、過去 20 年以上に渡り超電導技術の開発にあたり、単独あるいは共同研究

体を組織し、広い範囲にわたり多くの成果を挙げている。それぞれの共同研究体においては、

研究の遂行のみでなく、研究体の中枢として研究方針・内容などの策定を行い、自身の成果を

挙げるのみではなく、マネジメント機能も発揮し、共同研究体としての成果も出している。当

財団では、エンドユーザーをはじめとする多くの会員企業との連携により実用化に繋げていく

ことが考えられる。具体的には、希尐金属利用率等の効率向上技術を大学と共に線材作製プロ

セス開発を推し進め、核となるプロセス技術を線材メーカへ移管することで実用化に貢献する。

また、一方で、超電導回転機の実用化に関しては、継続的な研究開発を経て実用化に向かうも

のと考えている。本プロジェクトにおいては、概念設計による超電導回転機の有用性を証明す

ると共に要素技術によりそのキーテクノロジーの実現性の確認を行ったところである。ここで、

イットリウム系超電導回転機が希土類の使用量削減に効果的なだけでなく、容積及び重量低減

にも有効であることを定量的に示したことで、今後の開発の意義を与えることになり、実用化

を促進したと考えられる。今後は、これらの概念を統合し、実際に超電導回転機の試作、実証

を行っていくことになる。経済産業省による技術戦略マップによれば、産業用電動機、舶用モ

ータ等で 2011 年ごろには超電導回転機が世の中に出現することになっている。米国では、Bi

系超電導線材を用いて早くから回転機の研究開発が継続しており、この技術戦略マップに大き

く遅れることなく高温超電導大型回転機が出現し、長尺イットリウム系超電導線材を用いた回

転機も数年後には続いて現れるものと考えられる。一方、日本においては、米国に対し数年の

遅れをとることになるが、その時期は継続した研究開発の規模に強く依存し、例えば国家プロ

ジェクト等で精力的に開発を実施することにより実用機導入が促進されるが、民間の自力開発

に依る場合は、東日本大震災後の経済状況等も勘案すると、長期間を要することも考えられる。
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現在のところ、本プロジェクトの後継プロジェクトの位置付けではないものの、開発ロードの

中では不可避な実用規模コイルの試作（レトロフィット型電磁石の試作）を主眼とした「希尐

金属代替・削減技術実用化開発助成事業（イットリウム系超電導回転機用電磁石の開発）」が

平成 23 年 3 月から約１年間の期間で始まっている。ここでは、事業を積極的に意識した開発

グループにより助成事業（一部補助）により事業が進められている。このようにおり、大局的

には継続的な研究開発は行われている一方で、その後の展開は未だ決まっていない。しかしな

がら、顧客要求である省エネ、低コスト、小型軽量化に対応し、また近年世界的目標である

CO2削減に対しても効果があるため現状高効率・小型化が図れる永久磁石回転機が市場に出始

めていることからも、今後この分野での上記市場要求が高まり物量の拡大が期待される。一方

で、具体的な実用化の道筋としては、研究組合及びその構成機関である(財)国際超電導産業技

術研究センターが中心となってエンドユーザを含めた企業へさまざまな方策で普及啓蒙活動

を行い、組合参画も含めた開発体制構築を図り、上記の継続研究開発を推進し、超電導市場の

開拓、拡大に努めるとともに、より実用的な段階の開発を強者連合で実施することにより実用

化へつなげる見通しが得られている。 

 



 

 

 

 

 

 

 

ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







































 

 

 

 

 

 

 

環境安心イノベーションプログラム基本計画 
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平成２１・０３・２４産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

環境安心イノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民

生活を実現するため、革新的な技術開発や低炭素社会の構築等を通じた地球全体での温

室効果ガスの排出削減、廃棄物の発生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リ

ユース）、原材料としての再利用（リサイクル）推進による循環型社会の形成、バイオ

テクノロジーを活用した環境に優しい製造プロセスや循環型産業システムの創造、化学

物質のリスクの総合的な評価及びリスクを適切に管理する社会システムの構築を推進す

る。

２．政策的位置付け

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６

年３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進

分野である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠

な研究開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のと

おり位置付けられている。

○ 新産業創造戦略２００５（２００５年６月経済産業省）

先端的新産業分野として揚げられた戦略７分野の一つの「環境・エネルギー・機

器・サービス」及び「健康・福祉・機器・サービス」に該当し、「「技術戦略マップ」

を活用し、効果的な研究開発を促進する」ことが今後の取組として指摘されている。

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省）

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を

図ることとしている。

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

「環境と経済の両立を図るため、金融面からの環境配慮を進めるとともに、環境技

術の開発、３Ｒイニシアティブやアジア環境行動パートナーシップ構想による優れた

技術・制度の国際的な普及と標準化等に向けた取組を進める」との方針が示されてい

る。

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定）

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－社会システムの改革戦略－早急に

取り組むべき課題「環境・エネルギー等日本の科学技術力による成長と国際貢献」に

おいて、「環境・資源・エネルギー等の世界的制約となる課題の解決に貢献し、技術開

発や環境整備を通じて持続可能な産業体系・社会基盤・生活を実現することにより世

界と日本の経済成長の原動力とするエコイノベーションを実現すべきである。」との方

針が示されている。

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界

的課題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メン

テナンス技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とす

る技術、製品中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環

境に配慮したものづくり技術として位置づけられている。

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定）

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や

技術開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や
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再生資源の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の

低減を図る」との方針が示されている。

同じく、今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略のうち「環境・エネルギー

技術を中核とした経済成長－環境技術・環境ビジネスの展開」において「環境重視・

人間重視の技術革新・社会革新を図る「エコイノベーション」というコンセプトの

下、我が国の強みである「ものづくり」と「環境・省エネ」の技術力を梃子に、持続

可能な生産システムへの転換、ゼロエミッション型社会インフラ整備、環境価値を重

視した持続可能な生活の実現に向けた技術革新と社会システム改革を一体的に推進

し、その成果をＯＥＣＤ等を通じて世界に発信する。」との方針が示されている。

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会

議）

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロ

ジェクトチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するもの

である。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられ

るものである。

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表）

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

「低炭素社会を目指し、長期目標を実現するために重要な革新的技術開発の推進及

び既存先進技術の普及促進を行う。」とされている。

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書

（２００８年１月）

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再

利用技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に

抽出するための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定）

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に

取り組むこととしている。

○ ドリームＢＴジャパン（２００８年１２月ＢＴ戦略推進官民会議取りまとめ）

バイオテクノロジー（ＢＴ）を活用して、環境に優しい低炭素社会の実現と環境修

復のための技術開発と実用化支援を行うこととしている。

３．達成目標

Ⅰ．地球温暖化防止新技術

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長

期目標を達成するため、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成でき

る革新的技術を開発するとともに、低炭素社会モデル構築に向けた取り組みを推進。

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成

（「京都議定書目標達成計画」に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以

下のとおり）

【目標】

① エネルギー起源ＣＯ２： ＋１．３～２．３％

② 非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．０４％

③ メタン： ▲０．９％

添付資料1

添付資料1－4



④ 一酸化二窒素： ▲０．６％

⑤ 代替フロン等３ガス： ▲１．６％

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を

定めるものをいう（平成１７ 年４ 月閣議決定、平成１８年７月一部改定、平

成２０年３月全部改定）。

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ

「第２次循環型社会形成推進基本計画（平成２０年３月閣議決定）に基づき、２０１

５年度までに以下の目標の達成を図る。

① 資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン）

② 循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％）

③ 最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５７百万トン）

（備考）

○ 資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量)

○ 循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量)

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又

は再資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築

を図るとともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的

には、工業プロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活

用したモノ作り技術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技

術の開発等を通して、環境調和型産業の創出に資する。

Ⅳ．化学物質総合評価管理

化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体

系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基盤、事

業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、化学

物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立する

とともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。

４．研究開発内容

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術

地球温暖化対策のため、排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用

物質に変換する技術を開発し、低炭素社会の構築に資する。

（ⅰ）共通技術開発等

（１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発

①概要

二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は、現時点においては基礎的な段階に

属する研究が多く、長期的観点からの取り組みが必要不可欠。このため本事業で

は将来において実現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する革新

的な技術シーズを発掘し、実現可能性を確認した上で、基盤技術として確立する。

②事業期間

１９９９年度～２０１１年度

③実施形態

適切な研究課題等を選定して研究開発を実施。
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（２）地球環境国際研究推進事業

①概要

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国

際的な枠組みを活用し、諸外国の先進的取組との研究協力や、発展途上国への技

術普及を進めることにより、世界的な温暖化問題への取り組みを強化する。

②事業期間

２００２年度～２０１１年度

③実施形態

諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な体制を構築し実施。

（ⅱ）二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）に関する技術開発

（１) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の実用化に向け、最大の課題のひとつである

ＣＯ２分離回収コストの大幅低減を目指し、圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２

の分離用に期待されている膜分離技術の実用化のため、分子ゲート機能ＣＯ２分

離膜の高圧下におけるＣＯ２/Ｈ２選択性の向上、分離膜モジュールの大型化等に

取り組む。

②技術目標及び達成時期

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等で発生する圧力ガ

スから従来の３分の１程度（１，５００円／ｔ－ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２

を分離回収することを可能とする膜分離技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）二酸化炭素貯留隔離技術研究開発

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）（地中貯留及び海洋隔離）の実用化に向け、Ｃ

ＣＳ実施における安全性評価・社会的信頼醸成に必要な基盤技術や手法の開発に

重点的に取り組む。本事業の実施にあたっては、国内外で実施される実証事業等

と必要な連携をしながら取り組む。

また、本事業で獲得した安全性評価等に関する知見を活用し、ＣＣＳ事業を計

画する上での基礎情報である、貯留隔離ポテンシャルの調査を行う。

②技術目標及び達成時期

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境・生物影響評価、

安全性評価手法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。

③研究開発期間

フェーズ１：２０００年度～２００４年度

フェーズ２：２００５年度～２０１２年度

注）本事業は、平成２０年度までの「二酸化炭素地中貯留技術研究開発」（うち実

証試験を除く）と「二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」を統

合したもの。

(参考：「二酸化炭素海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」の研究開発期間)

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度

フェーズ２：２００２年度～２００６年度

フェーズ３：２００７年度～２０１１年度※

※当初単独事業として２０１１年度まで実施する予定であったが、２００９年度
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より地中貯留技術研究開発と事業統合。海底下帯水層への地中貯留等に係る、

安全性評価・環境影響評価等にこれまでの成果を活用する。

（３）二酸化炭素削減技術実証試験委託費

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術の実用化に向けた実証試験を行う。具体

的には、火力発電所等の大規模発生源から分離回収したＣＯ２を年間約１０万ト

ン規模で地下帯水層（地下１，０００ｍ程度）等へ貯留する技術を実証するとと

もに、長期挙動予測可能な二酸化炭素挙動予測シミュレーション技術、モニタリ

ング技術等の基盤技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１５年度までに、ＣＣＳ技術の本格導入となる、１００万トン／年規模で

の地中貯留を実現すために必要な基盤技術を確立する。

③研究開発期間

２００８年度（補正）～２０１３年度

（ⅲ）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（ⅳ）大規模植林

（１）バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発

①概要

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により実施し、

これら原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

事業４年目までに、未利用の不良環境地でも生育できる高セルロース樹木を遺

伝子技術により開発し、実証植林を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

Ⅰ－２．脱フロン等技術

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）

を開発する。

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エ

ネルギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための

技術開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフ
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ロン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を２０１２年頃を目途に

開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び

運輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、

安全性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開

発する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ

（ⅰ）金属資源等３Ｒ対策

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲）

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現

（省エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、

タンタル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８

０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）希土類金属等回収技術研究開発

①概要

今後、普及拡大が見込まれる製品の製造工程において排出されるレアアースを

含む不要物など技術的・経済的に抽出が困難なレアアース含有物について、レア

アース等有用金属のリサイクル技術の研究開発を行う。

具体的には、液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスの製造工程等で使

用された低品位状態のレアアースについて高品位化し再利用するための技術開発

を実施する。

②技術目標及び達成時期

液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスなどの精密な表面処理が必要な

製品の研磨に使用されているセリウム等のレアアースを含有する研磨剤について、
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研磨廃滓中のレアアース成分と不純物の分離に新たな低温での化学的・物理的プ

ロセスを確立・導入（具体的には低温での効率的な化学処理や、研磨剤成分では

なく不純物を物理的に分離する回収プロセスに変更する等）することでレアアー

ス回収プロセスの低コスト化及びエネルギー使用合理化を目標とする。

③研究開発期間

２００８年度（補正）～２０１２年度

（３）希少金属代替材料開発プロジェクト（再掲）

①概要

希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在

性・代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は

川下の経済成長の制約要因となりうるリスクを伴っている。近年、「コンピュータに

よる材料設計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来

できなかった、「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶

粒界、界面の制御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こう

した最先端技術を用いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発す

る。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以

下の低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機

能評価のためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立

することを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも

維持することを前提とする。

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ） ：現状から５０％以上低減

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ） ：現状から３０％以上低減

・超硬工具向けタングステン（Ｗ） ：現状から３０％以上低減

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（ⅱ）水資源制約克服

（１）環境調和型水循環プラント実証事業（運営費交付金）

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を活用し、省水型・環境

調和型の水循環システムを開発するとともに、海外展開等を支援する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに省水型・環境調和型の水循環システムを確立し、以降、国

内外の水不足が深刻な地域へ当該水循環システムを順次普及させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（２）環境調和型水循環技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：
従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を５０％以上削減。

添付資料1

添付資料1－9



� 省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発：
従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を３０％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：
従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを８０％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：
従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを５０％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを５０％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発

（ⅰ）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金）

①概要

現在の化学工業プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省

エネルギー・低環境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的

には、工業原料の生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム

情報に基づき解析するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群

の発現を統一的に制御する技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

（ii)植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発

①概要

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、

省エネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク

質等の高付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質

を高効率に高生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工

環境下での高効率な栽培技術の開発を一体的に進める。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率

的に高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定

かつ均一に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工

環境下において確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲）

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高
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性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲）

①概要

食料と競合しないセルロース系バイオマスからバイオ燃料を製造する革新的技術

の開発を軸に、バイオ燃料生産に有用な遺伝子組み換えによる植物・微生物の開発

等、バイオ燃料のコスト競争力強化に資するバイオリファイナリーの一環として、

ブタノール、プロピレン等の製造技術の実用化を目指した開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従

来技術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤

技術を開発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を

行う。さらに、プロパノール等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製

造の実用化を目指した技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野

の融合・連携を図る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１３年度

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金）

①概要

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択

の際に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスク

トレードオフ解析手法を構築する。
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②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイク

ルに応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態

解析手法を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法

を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金）(再掲)

①概要

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価

手法、暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理

手法を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を

開発し、ナノ粒子のリスク評価及び管理の考え方の提言を行う。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、in silico や類推等を用いた予
測・評価を可能とするため、既知の毒性情報を整備したデータベースを基に、より

的確に効率よく毒性を評価可能とする有害性評価支援システムを構築する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情

報が搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、

及び対象とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手

法を開発する。さらに、それらを統合して毒性判断に必要な情報を効率的に抽出す

る有害性評価支援システムを構築する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質に

よるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培
養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いた in vitro 系簡易有害性予測手
法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現

データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を

適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒

性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験

に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成さ

せる。また、標準的な試験プロトコールを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度
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Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発

アスベスト含有建材等回収・処理等技術開発事業（運営費交付金）

①概要

今後、大量の排出が予測されるアスベスト含有建材等の廃棄物を対象として、そ

のアスベスト含有状況について簡易かつ確実な探知・分析を可能とし、安全性、信

頼性の高い回収・処理を実現する関連機器・システムの技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、アスベスト含有製品の使用時、解体・回収・廃棄時におい

てオンサイト方式で検出感度０．１ｗｔ％超レベルに検出できる計測技術を確立し、

アスベストを含む建材等の回収・除去現場におけるアスベストの飛散及びばく露を

最小化し、回収・除去の安全性及び信頼性等を確保する技術を確立する。また、ア

スベスト含有廃棄物の無害化処理における安全性、効率性に優れた技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

Ⅴ．その他

エコイノベーション推進・革新的温暖化対策技術発掘・実証プログラム（運営費交付

金）

①概要

エコイノベーション（環境重視・人間重視の技術革新・社会革新）の創出および、

低炭素社会の構築のため、それに資するテーマを公募し、その実現可能性調査や地

域実証試験を実施する。発掘された技術シーズや実証された有望な社会システムモ

デルは広く国民に示し、民間におけるエコイノベーション推進や低炭素社会構築に

関する研究や取組を加速させる。

①技術目標及び達成時期

ＦＳ結果や実証モデルから生み出された公的機関の実施する研究開発件数や民間

主導の取り組みモデル件数を事業のアウトカムとしてモニタリングする。

また、ＯＥＣＤにおいて、エコイノベーション・ロードマップとともに、その進

捗を測る指標の２０１０年を目処にした作成が検討されているところ。こうした指

標を参考とし、エコイノベーションが進展する度合いの数値化を可能にした上で調

査段階でこれらの指標を設定し国際比較を行う。

②研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

【導入普及促進】

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場

化対策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状

況等に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提

案、指導を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良

な事例を公開する。

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況

等）を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情

報提供手法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率

先購入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策
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を適切に反映するようにしていく。

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るととも

に、それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民と

リスクコミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。

○ 公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。

【法規制・制度改革】

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等

に関して検討を行う。

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策

を網羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタ

ヘナ法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断する

ための基盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体

制を整備する。

【ガイドライン】

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している

「業種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）につい

て、３Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。

【基準・標準化】

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきもの

については、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、

その他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマ

ス利用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・

有効利用を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や

社会情勢を常に意識しながら計画的に標準化を推進する。

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ

策定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価

方法の規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するとと

もに、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施

する。

○ 石油精製物質等簡易有害性評価手法開発については、開発された簡易有害性評価手法

等を２０１４年度を目途に経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして

提案することを検討し、国際標準化を推進する。

【調達促進】

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製

品について、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。

【広報・啓発】

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行

う。

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心

として、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビ

ジネス振興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。

【知的基盤整備】

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に

資する、情報ネットワークの構築等を図る。

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品
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評価技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的

機関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情

報基盤整備を図る。

【国際協力】

○ 生物多様性条約に基づく遺伝子資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関

連企業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術

的環境整備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。

【他省庁との連携】

○ 総合化学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総

合的リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンス

ＰＴ、社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。

【プロジェクト等の間の連携】

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事

業成果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、低炭素社会モデ

ルの構築に資する効果的なＣＯ２固定化・有効利用システムの実現を図る。

○ 植物機能を活用したモノ作り基盤技術開発に係る２つのプロジェクト間での、遺伝子

高発現技術やモデル植物での基盤技術及び実用作物への技術展開に関する情報交換を推

進する。

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交

付金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う

対応を行う。

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や

社会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施す

べき技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。

７．改訂履歴

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本

計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計

画制定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・

２７工総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プロ

グラム基本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画

制定。化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４

号）は、廃止。

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

４・０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局

第１３号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０

２・２５産局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・

２５産局第７号）は、廃止。

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・
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０７産局第６号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第８号）は、廃止。

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

６・０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局

第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第３号）は、廃止。

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第

１号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・

２５産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５

産局第１０号）は、廃止。

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

８・０３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第

１０号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局弟３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・

３１産局第１１号）は、廃止。

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温

暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログ

ラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム

創造プログラム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理

プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。

（９）平成２１年４月１日付け制定。環境安心イノベーションプログラム基本計画（平成１

９・０３・２５産局第７号）は、廃止。
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希少金属代替材料開発プロジェクト基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｐ０８０２３ 

 

（ナノテク・部材イノベーションプログラム・環境安心イノベーションプログラム） 

「希少金属代替材料開発プロジェクト」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

新エネルギー部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界を勝ち抜

いていくために、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・加工との水平連携）による研

究開発の推進により、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な高品質・高性能の部

品・部材をタイムリーに提供し、又は提案することができる部材の基盤技術を確立することを目的と

した「ナノテク・部材イノベーションプログラム」、及び環境・資源制約を克服し循環型経済システ

ムを構築することを目的とした「環境安心イノベーションプログラム」の一環として本プロジェクト

を実施する。 

希少金属は、我が国産業分野を支える高付加価値な部材の原料であり、近年その需要が拡大してい

る。しかし、途上国における著しい需要の拡大や、そもそも他の金属と比較して、金属自体が希少で

あり、代替性も著しく低く、その偏在性ゆえに特定の産出国への依存度が高いこと等から、我が国の

中長期的な安定供給確保に対する懸念が生じている。これに対する具体的な対策として、平成１８年

６月、資源エネルギー庁から報告された「非鉄金属資源の安定供給確保に向けた戦略」において、①

探鉱開発の推進、②リサイクルの推進、③代替材料の開発、④備蓄、等が整理され、現在それぞれに

おける具体的な対策が進められている。 

本研究開発は、この総合的な対策の一部として非鉄金属資源の代替材料及び使用量低減技術の確立

を目的としている。 

なお、平成１８年３月２８日に閣議決定された「第３期科学技術基本計画」では、「ナノテク・材

料分野」を「重点推進４分野」の一つとして位置づけ、これに優先的に資源配分することとしている。

本研究開発は、同分野に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資源問題解決の決定打となる

希少資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものであり、文部科学省の元素戦略プロジェクトと

連携し基礎から実用化までの間隙のない支援体制を確立して行うもので、我が国の科学技術力の向上

という観点からも極めて意義が高いものである。 

 

（２）研究開発の目標 

最終目標では、以下希少金属元素の使用原単位（一製品当たり）について現状と比較して以下

の低減が見込まれる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評価のた

めにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立する。また、製品の機能

や製造コストは少なくとも現状と同等を維持することを前提とする。 

対象元素 使用原単位の低減目標値 最終目標年度 

透明電極向けインジウム（In） 現状から５０％以上低減 平成２３年度末 

 
希土類磁石向けジスプロシウム（Dy） 

現状から３０％以上低減 

現状から１００％低減（代替） 平成２７年度末 
希土類磁石向けネオジム（Nd） 

超硬工具向けタングステン（W） 現状から３０％以上低減 平成２３年度末 

排ガス浄化向け白金族（Pt） 現状から５０％以上低減 

平成２５年度末 
精密研磨向けセリウム（Ce） 現状から３０％以上低減 

蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム

（Tb・Eu） 

現状から８０％以上低減 

 

排ガス浄化向けセリウム（Ce） 現状から３０％以上低減 平成２３年度末 
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（３）研究開発内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研究 

開発を実施する。なお、研究開発項目⑩については、委託者選定後に具体的に設定する。 

［委託事業］ 

①透明電極向けインジウム使用量低減技術開発 

②透明電極向けインジウム代替材料開発 

③希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発 

④超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発 

⑤超硬工具向けタングステン代替材料開発 

⑥排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑦精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑧蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑨Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発 

⑩排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向けインジウムを代替す

るグラフェンの開発 

本研究開発項目は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官 

の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事業として実施

する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

研究開発項目①～⑤は、経済産業省により、企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等（委託先

から再委託された研究開発実施者を含む）から公募によって研究開発実施者が決定され、共同研究契

約等を締結する研究体が構築され、平成１９年度より委託により実施されている。平成２０年度より、

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」という。）が本事業を運営・

管理するに当たっては、外部有識者から構成される技術評価委員会等を設置し、平成１９年度の進捗

状況を踏まえた事業内容・計画及び実施体制の妥当性についての審議に基づいた評価を行った上で委

託して実施する。研究開発項目⑥～⑩はＮＥＤＯが単独ないし複数の原則、本邦の企業、大学等の研

究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研

究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限りでは

ない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構築し委託

して実施する。 

また、各研究体の有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推進を図

る観点から、各研究体には研究開発責任者（テーマリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り

結集して効果的な研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者と密接な関

係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な

運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等における外部有識者の

意見を運営管理に反映させるほか、四半期に一回程度、研究開発責任者等を通じてプロジェクトの進

捗について報告を受けること等を行う。 

また、本研究開発プロジェクトは、文部科学省の元素戦略プロジェクトと研究開発推進にあたり、

お互いの研究開発成果・課題等について議論する。さらに、得られた研究開発成果については、合同

シンポジウム等により積極的に公開する。 

 

３．研究開発の実施期間 

研究開発項目①～⑤については、平成２０年度から平成２３年度までの４年間とする。平成１９年

度に経済産業省が実施した「希少金属代替材料開発プロジェクト」事業について、平成２０年度より

ＮＥＤＯの事業として実施するものである。 

研究開発項目⑥～⑧については、平成２１年度から平成２５年度までの５年間とする。 
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研究開発項目⑨－１及び⑨－２については、平成２１年度から平成２２年度までの約１年間とする。 

研究開発項目⑩については、平成２２年度から平成２３年度までの約１年間とする。 

研究開発項目⑨－３については、平成２３年度から２７年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに

将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価として、研究開発項目①～⑤

については、中間評価を平成２１年度、事後評価を平成２４年度に、研究開発項目⑥～⑧については、

中間評価を平成２３年度、事後評価を平成２６年度に、研究開発項目⑨－１及び⑨－２については、

事後評価を平成２３年度に、研究開発項目⑩については、事後評価を平成２４年度に、研究開発項目

⑨－３については、中間評価を平成２５年度、事後評価を平成２８年度に実施する。また、中間評価

結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期

については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて前倒しす

る等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

  研究開発成果については、ＮＥＤＯ、実施者ともサンプル提供等普及に努めるものとする。 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携  

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は標準化等との連携を図るため、必要

に応じてデータベースへのデータの提供、標準案の提案等を積極的に行う。  

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、すべて

委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、

政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該

研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直し

を弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第２号に

基づき実施する。 

 

（４）その他 

本研究によって得られたあらゆる知的財産、また本研究の過程又は成果に基づき開発したプログラ

ム、サンプル若しくは装置などの成果物について、本プロジェクト外（国内外）への供試・開示につ

いては、事前に研究開発責任者とＮＥＤＯに連絡する。その際に、ＮＥＤＯが申請書の提出を求めた

場合は、これに応じ速やかに提出する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２０年３月 制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開発の目的」

の記載を改訂。 

（３）平成２１年３月、新鉱種追加により改訂。 

（４）平成２１年１２月 

   ・研究開発項目⑥～⑧の委託者決定に伴う詳細目標と事業実施内容の確定による改訂。 

・「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成２１年度補正予算（第２号））」係る研究開 
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発項目⑨の追加。 

（５）平成２２年３月、研究開発項目⑦-2 目標の細分化に伴い改訂。 

（６）平成２２年６月、採択条件等反映のため、研究開発項目⑨-1 および⑨-2 の最終目標等を改訂。 

（７）平成２２年１２月、「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策（平成２２年度補正予算（第 

１号））」係る研究開発項目⑩の追加。 

（８）平成２３年７月 

・研究開発項目⑨－１の後続テーマとして研究開発項目⑨－３を追加 
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（別紙） 研究開発計画 

 

研究開発項目①「透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現行のＦＰＤ用ＩＴＯターゲットは抵抗値、可視光領域での光透過性、良好なエッチング特性、

アルカリ溶液での安定性の観点から In2O3-90wt%＋SnO2-10wt%の組成比が主に利用されている。し

たがって、ＩＴＯ製造における In 原単位を 40%以上低減するために、従来のＩＴＯ組成の In2O3
量を 40%以上低減しても従来同等の導電性、エッチング性を維持する新規組成の開発を行う必要が

ある。SnO2成分が増加すると抵抗率の上昇（高抵抗化）、難エッチング等の課題が予想されるため、

抵抗率の上昇を解決する手段として低電圧スパッタ技術の導入、第４元素の添加を実施する。また、

難エッチングの課題には H2O 添加法の導入と第４元素の添加等を実施する。また、その後大型ター

ゲットの作製と工業化技術の開発を行うためには、第一原理計算による組成の適正化とそれらを基

にした小型装置による省 In 組成のＩＴＯ膜の実験的立証が必要である。 

また、In 量の使用原単位を 10%以上改善するため、インジウムの使用効率をほぼ 100%に高める

ことができ、さらに真空装置を使わず、エッチング工程が不要でエネルギー削減が可能なＩＴＯナ

ノインクを使用した直接基板に描画する方法を開発する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「スパッタリング法における透明電極向けインジウム使用量低減化技術開発」 

第４元素を添加することにより、ＩＴＯ中の In 量を削減する新規組成ＩＴＯの開発を行い、かつ

別途薄膜化技術を開発し、従来のＩＴＯ組成で現状の薄膜のトータル厚さを削減する。これらの研究

開発によりＩＴＯ中の In 使用原単位の 40％以上の削減を目標とする。 

 

１）新規ターゲット組成並びにその大型ターゲット焼成技術の開発 

 (a)新規ターゲット組成開発 

第一原理計算プログラムにより、超大規模シミュレーションをおこない、安定構造、状態密度、

電荷密度分布等の解析を行う。得られた結果を用い、新組成ＩＴＯ薄膜をコンビナトリアル実験手

法により作製し、低抵抗、エッチング性、光透過度、高屈折率を向上した新規ターゲットを開発す

る。 

計算機を用いた第一原理計算による手法とコンビナトリアル手法を用いた実験的検証の組み合

わせにより、効率的に新規組成の省 In 組成のＩＴＯ薄膜の開発を行う。基本的に第４元素は、で

きるだけ資源的に問題がないものを実施することとする。 

 

 (b)新規ターゲット組成のスパッタプロセスでの支援技術開発 

当初、新組成が確定するまでは、SnO2 含有量を増やしたＩＴＯターゲット（SnO2 含有量が

Max.50wt%）を作製し、基板上への成膜と薄膜評価を進める。第４元素を添加した新規組成を受け、

本プロセスで薄膜測定を行い、プロセスの効果を明らかにする。 

 

 (c)新規ターゲットの開発（新規組成ターゲットの工業化技術開発） 

ターゲットの大型化の問題点として、割れ、反り、低密度化がある。これらを解決するために、

新規組成ターゲットの工業化技術開発を行う。 

 

２）透明電極膜の薄膜化スパッタ技術開発 

１）の第４添加元素含有新組成の検討をするのと並行して、薄膜化（現状のＩＴＯ膜構成よりも

薄い膜厚）スパッタ技術による In の省資源化を目指す。 

 

（２）「非スパッタリング法による透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

ＩＴＯナノインク塗布法の導入により、装置内壁付着とエッチングでロスしている分をなくし、従

来ターゲットとして大量に循環していた In の削減を目指す。これらにより、製造工程で使用してい

る In 使用原単位の 10％を削減する。 

１）インクジェット法塗布用ナノインク開発 

現在広く実施されている液相法により得られるＩＴＯ粒子は一次粒子径 10～50nm の凝集粒子で、
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その粉末抵抗値は～0.1Ωcm である。インクジェット法にて薄膜（膜厚＜200nm）、低表面粗さ（Ra

＜10nm）の要求を達成するためにインク化工程で強力な分散処理を行うが、完全に分散することは

出来ず、歩留まりも悪く、さらにＩＴＯ粒子表面の酸化等により抵抗値が急激に上昇してしまうと

言った問題がある。これを解決するために、ゾル－ゲル法を主流とした、現行法を改良又は全く新

規に開発する新規単分散ＩＴＯナノ粒子合成法の開発を行い、インクジェット法に適した工業化技

術開発を実施する。 

 

２）静電塗布用ナノインク開発 

粒子合成では、大量生産の指標である、合成系の金属イオン濃度が 0.1mol/L 以上となる濃厚系

での液相反応について、特に形態制御と単分散を実現するために、単分散粒子合成の一般的手法で

ある、ゲル－ゾル法をさらに発展させて、ＩＴＯ単分散ナノ粒子合成技術の完成を目指す。また、

形態制御された比較的大型のナノ粒子（数十 nm）とその大型ナノ粒子を結合させるための数 nm の

粒子を合成し、最密充填を実現するための分布とその分布を実現するための静電塗布法を開発する。 

 

３）シミュレーション 

ナノ粒子の形状及びその集合分布を様々に変化させる事が可能なプログラムを開発する。それを

用いて、さまざまなナノ粒子形状についてのシミュレーションを行い、表面充填率とナノ粒子量と

の関係から、塗布剤の最適な充填率を決定する。得られた結果を実験にフィードバックする。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

（１）新規ターゲット組成では、小型スパッタリングの実験装置でシート抵抗 50Ω

/sq を実現する。  

薄膜化スパッタ技術開発では、ＩＴＯ膜厚を 100nm 以下で透過率 85％以上（測定

波長 550nm）を達成する。  

以上の結果から In の使用原単位を 40%以上削減できることを実験的に立証する。  

（２）ナノインクによる電導膜について、透過率 80％以上、ヘイズ 2％以下、表面

抵抗率 1000Ω/sq 以下を達成可能な塗布法の開発を目標とする。  

以上の結果から In の使用原単位を 6%以上削減できることを実験的に立証する。  

 

最終目標：平成２３年度 

（１）新規ターゲット組成では、所定の諸特性（体積抵抗率 200～250µΩcm、透過率

は波長 550nm で 85％以上、エッチング性、高屈折率）を満足する材料を開発する。

また、新規組成ターゲット作製工程の最適化を行い高密度（99.5%以上）ターゲット

の工業化技術を完成させる。  

薄膜化スパッタ技術開発では、スパッタリング法における大型ＦＰＤ用のＩＴＯ

膜の厚さを両面合せて現状値 220nm から 100nm 以下とし、シート抵抗 16Ω/sq（160µ

Ωcm）以下、透過率 85％以上（測定波長 550nm）とする製造技術を開発することを目

標値とする。  

以上の技術を確立し In の使用原単位を 40%以上削減できる工業化・製造技術を確

立する。  

（２）インクジェット法では、焼成温度 200∼300℃、膜厚<150nm(Ra<10nm)、抵抗値

<5x10-3Ωcm、透明性>96%(450∼800nm)、耐擦性>3H を満足する ITO インクの確立を目

指し、In 使用原単位削減率 10%を達成可能なインクジェット用ナノインクの開発を

目標とする。  

静電塗布法では、塗布プロセスと条件の最適化により、焼成温度 200℃以下で、

膜厚 200nm 以下、透過率 90%以上、ヘイズ 1%以下、表面抵抗 100Ω/sq 以下を目指し、

In 使用原単位削減率 10%を達成可能な塗布法の開発を目標とする。  

以上の技術を確立し In の使用原単位を１0%以上削減できる工業化・製造技術を確

立する。  

上記（１），（２）の目標達成により、現在のＩＴＯ薄膜で使用されている In 使用

原単位の 50％削減を達成する。 
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研究開発項目②「透明電極向けインジウム代替材料開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現状では、フラットパネルディスプレイ用透明電極は、ほぼ全面的にマグネトロンスパッタ製膜

にて蒸着されたＩＴＯ透明導電膜が採用されている。酸化亜鉛系材料は、その優れた光学的・電気

的特性によって、従来からＩＴＯ代替材料として最も有力な候補の一つであるが、製膜の均一性、

光学的・電気的特性、耐熱性、耐薬品性等の特性値について所定の目標値を満足する必要がある。 

したがって、酸化亜鉛系材料を対象にＩＴＯ代替材料として利用可能な材料開発を実施する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）酸化亜鉛系混晶材料による高性能透明電極用材料の開発 

酸化亜鉛の構成元素を他の様々な元素で置換した新しい混晶半導体を開発し、酸化亜鉛系材料

の電気的特性及び化学的安定性を、液晶ディスプレイ用透明電極材料として実用に耐え得る水準

にまで向上させる。  

 

（２）酸化抑制型マグネトロンスパッタ製膜技術(材料技術を含む）の開発 

１）酸化抑制型マグネトロンスパッタ製膜技術の開発 

  ・酸化抑制製膜条件の最適化 

  ・製膜初期制御技術の開発 

    

２）低酸素含有 ZnO 系焼結体ターゲットの開発 

  ・最適 ZnO 系焼結体ターゲットの開発 

 

（３）酸化亜鉛系液晶ディスプレイの開発 

１）「大型基板対応製膜技術の開発」として、大型基板（第８世代－2,160mm × 2,460mm）に対応

した製膜技術及び製膜装置の実現の見通しを得る。 

２）「透明導電膜部材（ZnO 薄膜）の開発」として、耐熱・耐湿性、耐薬品性などの実使用条件を

満足する条件にて抵抗率変化 10%以下を達成する。 

３）「大型液晶パネルの応用開発」として、大型液晶ディスプレイを試作し、ＩＴＯ透明導電膜と

同等以上の表示信頼性を確保しつつ、紫色領域・青色領域・緑色領域において、透過率最大 2 ％

増大を達成する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

スパッタ技術開発及び不純物の共添加等の材料開発により、化学的安定性、均一性に

優れる成膜技術を開発し、４インチレベルのパネル試作を実施する。 

 

最終目標：平成２３年度 

抵抗率、透過率、耐熱性、耐湿性、耐薬品性等の透明電極として使用に耐えうる諸特

性を満足し、酸化亜鉛系材料及びその成膜技術を確立する。酸化亜鉛系材料を例えば

液晶ディスプレイのカラーフィルター側の透明電極に適用することにより、インジウ

ム使用原単位の 50％以上低減を達成する。 

・抵 抗 率：4.5×10-4Ωcm 以下 

・透 過 率：可視光平均透過率 85%以上 

・耐 熱 性：抵抗変化率≦10%（230℃、大気中３０分） 

・耐 湿 性：抵抗変化率≦10%（60℃、95%、５００時間） 

・耐薬品性：可視光透過率の変化率≦2%（NaOH(5%)又は H2SO4(5%)室温 10 分浸漬） 
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研究開発項目③「希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現状の商用焼結磁石の保磁力は、理論値である異方性磁場（90kOe）の 10%程度の値に留まって

いる。これは Nd2Fe14B 主相の結晶粒界で結晶磁気異方性が小さくなるウイークポイントが存在し、

そこを起点として逆磁区が核生成するためと考えられている。よって、永久磁石の保磁力を上昇さ

せるには、（1）逆磁区の発生頻度を下げるために磁石粒子のサイズを小さくすること、及び（2）

Nd2Fe14B 相と粒界相との界面の状態を制御することが必要である。そこで、この 2点を実現するた

めの技術と指導原理を追求し、保磁力の向上を目指す。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「結晶粒の微細化・原料粉末最適化による保磁力向上技術の開発」 

 焼結磁石における結晶粒を数ミクロンサイズになるよう微細化することで、ジスプロシウム添加量

を低減しても高保磁力が得られる焼結磁石の作製プロセスを確立する。 

１）次世代焼結磁石用原料合金の研究開発 

結晶粒径と元素分布を制御することにより、高い保磁力が引き出せる原料合金を開発する。 

２）超微細結晶粒焼結磁石作製プロセスの開発 

   結晶粒径制御により高保磁力焼結磁石の作製プロセスを開発する。 

３）高保磁力磁石の焼結組織最適化に関する研究 

   Ｎｄ－ｒｉｃｈ相などの組織形態制御により焼結組織の最適化を図る。 

 

（２）「界面ナノ構造制御による保磁力向上技術の開発」 

 強磁場プロセス、薄膜プロセス、組織制御等を検討して Nd-Fe-B 系焼結磁石の界面ナノ構造を制御

し、主相界面の格子整合性を向上させてジスプロシウム添加量の低減と高保磁力の実現の指針を得る。

さらに、これらの指針をもとにジスプロシウムを磁石試料中で保磁力増加に効果的な部位に必要量の

みを添加するジスプロシウム有効活用技術を開発し、ジスプロシウム添加量の削減を図る。 

 １）強磁場を用いた界面構造制御による保磁力向上の研究 

強磁場熱処理による粒界相の結晶配向を用いて、この界面構造をより均一にして高保磁力化を

目指す。  

 ２）薄膜プロセスで制御した理想界面による保磁力向上の研究 

理想的な磁石薄膜と粒界相物質を成膜し、磁化反転のモデル実験を行うことにより、保磁力

のメカニズムを解明する。 

 ３）焼結磁石の組織制御による界面ナノ構造最適化の研究 

ジスプロシウムの拡散制御技術の検討により結晶粒表面にジスプロシウムを優先偏析させる

技術を開発する。 

 

（３）「界面構造解析と保磁力発現機構解明による指導原理の獲得」 

 Nd-Fe-B 系焼結磁石の界面ナノ構造や磁化過程の詳細な解析をすることによって、現状の保磁力が

異方性磁場（90kOe）の 10%程度の値に留まっていること、従来の研究から結晶粒を小さくしても保

磁力がある結晶粒径で急激に低減すること、などの理由を解明し、さらには計算科学を駆使すること

によって保磁力向上の指導原理を獲得する。得られた情報は上記項目（１）、（２）の製造プロセスへ

還元する。 

 １）ナノ組織解析・原子レベル元素分析による界面構造評価 

焼結磁石の粒界ナノ構造を原子レベルで解析し、粒界構造と保磁力の因果関係を解明する。 

 ２）中性子小角散乱法による平均界面構造評価と保磁力 

中性子小角散乱測定により、保磁力の起源となる磁石内部の平均界面構造を明らかにする。 

 ３）微小結晶粒子集団における磁化反転機構と制御法の研究開発 

磁化反転機構解析により保磁力の決定要因を解明する。 

 ４）希土類磁石の保磁力機構に関する理論研究 

第一原理計算に基づく微視的立場から焼結磁石の保磁力の発現機構を明らかにする。 

 

（４）「自動車用磁石への応用」 

 自動車用磁石、特にハイブリッド自動車の駆動モータは、現在ジスプロシウム添加 Nd-Fe-B 系磁石
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の大きな応用先である。本研究の遂行によって高保磁力高性能な Nd-Fe-B 系磁石を開発できれば、ジ

スプロシウム使用量の削減が最も効果的に実施できると考えられることから、例えば開発磁石の耐久

性評価、モータ適用時の磁石の最適形状設計等といった当該分野への応用について検討を行う。得ら

れた情報は、各製造プロセスへ還元するとともに更なる高性能化への指針とする。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

結晶粒径の微細化、強磁場プロセスによる界面ナノ構造制御技術等の開発により、ジ

スプロシウム使用量原単位 20%削減を達成する。 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、ジスプロシウム使用原単位を 30%以上削減可能

な技術を確立する。 

（１）結晶粒径 2μm で元素濃度分布を最適化した原料合金、並びにジスプロシウム

フリーで結晶粒径 2μm以下の焼結磁石、における量産化技術の確立。 

（２）強磁場プロセスやジスプロシウム有効活用技術の導入等によって、高保磁力化

の実現（10kOe 増加）。 

（３）内部又は界面の微細・平均構造と保磁力との相関や磁化反転機構を明らかにし、

高保磁力省ジスプロシウム磁石開発における指導原理の確立。 

（４）モータ出力密度３倍のための開発要素の明確化。 
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研究開発項目④「超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

本研究開発では超硬工具（切削工具）のタングステン使用原単位を 30%以上低減するため、切削

工具の基材部分をタングステン使用量の少ない材料に置きかえる「硬質材料のハイブリッド化」、

及び工具の刃先近傍や表面以外について炭窒化チタンを主成分とする「複合構造硬質材料化」を図

るための技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

焼き入れ鋼用切削工具向けに、炭窒化チタン系硬質材料基材に切削チップの先端部として cBN

（立方晶窒化ホウ素）を接合し、ロウ付け cBN 切削工具と同等の切削性能を達成すると同時に、接

合部には 1000℃の耐熱性をもたせる。 

 １）異種材料のソリッド接合技術及びインサート材料の開発 

切削工具の切刃部に要求される特性を有する硬質材料と基材となる材料を接合する技術を開

発する。 

 ２）ハイブリッド切削工具の実用化技術の開発 

工業化に対応するため、実用工具における被接合材及び基材の形状設計、被接合材と基材の高

精度位置決め技術等を開発する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

一般鋼及び鋳鉄用切削工具向けに、複数の硬質材料粉末を用いて粉末複合化成形した３次元ブレ

ーカ付きＭ級切削チップを開発し、超硬合金工具と同等の切削性能を達成する。 

 １）多相組織硬質材料の開発 

多成分からなる多相組織硬質材料の焼結技術等を開発し、その特性を明らかにして超硬合金工

具の機能代替を達成する。 

２）複合構造硬質切削工具の実用化技術の開発 

多相組織硬質材料に３次元ブレーカが形成可能な複合構造硬質切削工具の実用化技術を開発

する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

従来よりもタングステン使用原単位を 20%以上低減した硬質基材を開発し、先

端部 cBN との接合技術を開発する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

粉末複合化成形技術の開発により、タングステン使用原単位を 15%以上低減す

る。 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、超硬工具（切削工具）のタングステン使用原単

位を 30%以上低減する。 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

１）焼入れ鋼用 cBN 切削工具におけるタングステン使用原単位を 40%削減する。 

２）焼入れ鋼に対する高負荷連続切削試験でロウ付けチップと同等の切削性能を達

成する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

１）一般鋼又は鋳鉄用被覆超硬工具におけるタングステン使用原単位を 30%削減す  

る。 

２）３次元ブレーカつきＭ級精度の複合構造硬質工具による一般鋼の断続切削試験

で、コーティングを有する超硬合金と同等の切削性能を達成する。 
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研究開発項目⑤「超硬工具向けタングステン代替材料開発」 

 

１．研究開発の必要性 

本研究開発は、超硬工具（切削工具、耐摩耗工具）のタングステン使用原単位を３０％以上低減

するため、WC 基超硬合金に代わる硬質材料として有望な炭窒化チタン（Ti(C,N)）基サーメットに

ついて、新規サーメット基材の開発及び新規サーメットを基材とした新規コーティング技術の開発

を行い、切削工具及び耐摩耗工具に適用するサーメット及びコーティング技術を開発する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「サーメット及びコーティングの基盤研究」 

サーメットの解析技術及び設計技術の開発、及び新規サーメット材料を開発するとともに、新規

コーティング技術を開発する。具体的には以下の３項目を実施する。 

１）「サーメットの解析及び設計技術の開発」 

 組織、特性及び焼結性などに関する基盤技術を確立する。 

２）「新規サーメット材料の開発」 

サーメットの組織や焼結収縮をより均一化し材料特性を改良するために、原料粉末として従来

の単純な混合粉末ではなく、あらかじめ固溶体化した粉末を用いてサーメットを製造し、組織や

特性を評価する。 

３）「コーティング技術の開発」 

サーメット基材上への安定したコーティングを可能とするために、コーティング時の加熱温度

を低温化した新規ＣＶＤコーティング技術の開発を行う。 

 

（２）「切削工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

上記（１）の成果を活用して、切削工具としてスローアウェイ切削工具や軸物切削工具（穴あけ

ドリル）用のサーメットを対象とし、強度、靱性、熱衝撃性等の材料特性の最適化、成形・焼結プ

ロセス技術の確立、コーティング向け積層化・傾斜組成化技術の確立、切削工具向けコーティン

グ技術の確立等をおこなう。開発したサーメット及びコーティングにより切削工具を作製し、これ

により、鋼やアルミニウム合金等の総合的切削性能を達成する。 

 

（３）「耐摩耗工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

上記（１）の成果を活用して、耐摩耗工具として線引きダイス・プラグ等用の高硬度型サーメッ

ト及び製缶工具・圧粉金型等の高靭性型サーメットを対象とし、強度、靱性、熱衝撃性等の材料特

性の最適化、サーメット大型部材の成形・焼結技術の確立、被研削性・放電加工性等の改良、耐摩

耗工具向けコーティング技術の開発等をおこなう。開発したサーメット及びコーティングによりダ

イス・プラグ用及び金型用耐摩耗工具を作製し、これにより、ダイス・プラグ及び金型としての総

合的耐摩耗工具性能を達成する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

下記の各項目について技術を確立する。 

・サーメットの組織形成シミュレーション技術 

・新規固溶体粉末を用いたサーメット合成技術  

・新規コーティング技術 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、新規炭窒化チタン（Ti(C,N)）基サーメット材

料を開発することで、WC 基超硬工具（切削工具、耐摩耗工具）よりもタングステン

使用原単位を 30%以上低減する。 

（１）「サーメット及びコーティングの基盤研究」 

１）「サーメットの解析及び設計技術の開発」 

 積層体焼結(共焼結)のシミュレーション技術の確立と耐熱衝撃性や高温強度の機

構を解明する。さらに、組織形成と破壊メカニズムを解明する。また、成形体構造評

価技術を確立し、最終的に設計に必要なデータベースを構築する。 
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２）「新規サーメット材料の開発」 

下記の特性値を満足する新規サーメット材料を開発する。 

・抗 折 力：3GPa 

・破 壊靱性値：15MPa･m1/2 

・耐熱衝撃抵抗：75W･m-1/2 

３）「コーティング技術の開発」 

サーメット基材上への安定したコーティングを可能とするために、コーティング時の

加熱温度を低温化（800℃）した新規ＣＶＤコーティング技術の開発を行う。 

 

（２）「切削工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

切削工具用サーメットの成形・焼結技術、傾斜組成化技術等を確立し、下記の特性値

を達成する。 

・破壊靱性値：13MPa･m1/2 

・熱 伝 導 率：30W/m･K  

・サーメット工具による鋼等の総合的切削性能 

このことで、軽切削用スローアウェイ工具で約 70％、穴明けドリル用（軸物）切削

工具で約 70％のタングステン使用原単位の低減を実現する。 

 

（３）「耐摩耗工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

耐摩耗工具用サーメットの成形・焼結技術、研削・放電加工技術等を確立し、下記の

特性値を達成する。 

・硬さＨＶ≧1400 で破壊靭性 13MPa･m1/2以上の高硬度型サーメット 

・硬さＨＶ≧1200 で破壊靭性 15MPa･m1/2以上の高靭性型サーメット 

・サーメット工具によるダイス及び金型の総合的耐摩耗工具性能 

このことで、ダイス・プラグ用耐摩耗工具で 100％、金型用耐摩耗工具で約 94％の

タングステン使用原単位の低減を実現する。 
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研究開発項目⑥-1「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（遷移元素による白金族代替技術及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金 

族低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

白金族は、自動車排ガス触媒を中心とする各種触媒、電気電子機器等に用いられており、排ガ

ス触媒向けを中心に世界的に需要が増加している。白金の新地金生産は年間約 210ｔであり、そ

の 90％以上を南アフリカとロシアが担っている。白金の国内需要はおよそ 36ｔ、うち 27ｔが自

動車触媒向けであるが、供給の 80％を南アフリカに依存している。一方、南アフリカにおいて

は、近年設備や安全上の問題による鉱山閉鎖、電力不足による操業停止など、供給懸念が顕在化

している。 

今後、世界的な自動車需要の増加、及び特に日本・欧州を中心としたディーゼル排ガス規制の

強化により、排ガス触媒向け白金族の需要が拡大すると見込まれる白金生産の 90％を南アフリ

カとロシアが担っていることから、将来の排ガス触媒等の需要拡大に対する供給不足が発生し、

わが国の産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、自動車排ガス触媒等の白金族使用原単位を 50%以上低減するため、以下の基盤

技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ディーゼル車両の排気ガス浄化触媒中の白金族使用量を５０％以上低減す

るために、遷移元素による白金族代替技術及び白金族凝集抑制技術を軸として、白金族使用量を

低減した酸化触媒（ＤＯＣ：Diesel Oxidation Catalyst）、リーンＮＯｘトラップ触媒（ＬＮＴ：

Lean NOx Trap Catalyst）、ディーゼルパティキュレートフィルター（ＤＰＦ：Diesel Particulate 

Filter）用触媒を実現するとともに、プラズマによる触媒活性向上技術、酸化触媒とＤＰＦ用触

媒といった異なる触媒の機能統合化技術を組合せたディーゼル向け排ガス浄化触媒システムを

実現化することを目的とする。 

（１）遷移元素による白金族代替に関する研究開発 

  遷移元素化合物の活性点の活性原理を明らかにするとともに、ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦに必要な

機能を明確化し、遷移金属化合物を使った活性点候補を決定する。また、ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ

に対し、白金族使用量を減らした時に不足する機能を明確化し、遷移金属に置き換えた時の助触媒

など活性向上策を決定する。 

（２）白金族凝集抑制手段に関する研究開発 

  低温時の活性が高い白金、ロジウム、パラジウムの各最適粒子サイズ、最適担体を明確化する。

また、耐久試験後に触媒活性の低下が小さい最適粒子サイズを保てる凝集（シンタリング）抑制手

法を開発する。 

（３）ＤＰＦの反応向上要素とその実現に関する研究開発 

  ＰＭ（パティキュレート・マター）の反応モデルの決定、ＤＰＦの触媒担持モデルの構築と、Ｄ

ＰＦへの触媒担持位置の明確化を行う。また、ＤＰＦの触媒担持における制御因子、ＰＭの酸化特

性を明確化し、耐熱試験後に触媒特性が確保できる触媒担持位置を特定する。 

（４）プラズマによる活性向上に関する研究開発 

  プラズマによる触媒の反応性向上原理の解明、触媒設計指針の明確化と触媒の改良、プラズマ反 

応を受けやすい触媒構造と組成の決定を行う。 

（５）排気触媒統合化に関する研究開発 

現行の触媒システム（「ＤＯＣ」＋「ＬＮＴ」＋「ＤＰＦ」の３つの触媒からなるシステム）の

機能統合化（「ＤＯＣ＋ＤＰＦ」＋「ＬＮＴ」等からなるシステム）のために、ＤＯＣ機能の明確

化、ＰＭ浄化に対する課題の明確化、触媒システムの機能を統合化した時の課題を明らかにして、

解決方法を確立し、システムの構成を決定する。 

（６）遷移元素化合物の実触媒化、量産化に関する研究開発 

  ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦそれぞれの触媒について、実触媒化、量産化技術を確立するために、使 

用量低減に対する課題の明確化と課題の解決方法の立案、耐久試験後（触媒入口温度 700℃で 100

時間後）の特性が保たれる触媒仕様の明確化と仕様決定を行う。 

 

３．達成目標 
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  ディーゼルエンジンの排ガス浄化向け触媒の白金族使用原単位を５０％以上低減する基盤技術 

及び製造技術を開発することを目標とする。 

 中間目標：平成２３年度 

（１）遷移元素による白金族代替に関する研究開発 

・遷移元素酸化物によるＴＧ測定法（ＴＧ：Transient Grating Method 過渡回折格子法） 

を開発する 

・ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ触媒用として触媒活性の向上策を決定し耐熱性向上技術の確立を行う 

・ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ触媒用として遷移元素活性点候補を３つ以上決定する 

（２）白金族凝集抑制手段に関する研究開発 

・ＴＧを用い低温活性に最適なＰｄの最適サイズ、最適担体を明確化する 

・Ｐｔ、Ｒｈを使い最適な担体で耐久試験後の貴金属サイズを実現する 

（３）ＤＰＦの反応向上要素とその実現に関する研究開発 

・反応モデルの妥当性を検証し、ＰＭ反応モデルを決定する 

・ＤＰＦの反応性を向上させる触媒担持位置を明確にする 

・ＤＰＦの触媒担時における重要な制御因子を明らかにする 

・ＰＭの酸化特性を明らかにする 

（４）プラズマによる活性向上に関する研究開発 

・触媒に必要な機能を列挙し、試作・評価により触媒設計指針を明確にする 

・常温にて酸素共存下で十分に機能するＮＯｘ分解触媒を絞り込む 

・ハニカム、繊維等の構造やアルミナ等材料組成を検討し、プラズマに効果的な支持体構造と組

成を選定する 

（５）排気触媒統合化に関する研究開発 

・白金族、白金族代替を用いた統合化した触媒システム全体での課題を明らかにする 

・解決方策の具体案の検証を行い、耐久試験前で白金族使用量を８５％低減可能な統合化システ

ムを決定する 

（６）遷移元素化合物の実触媒化、量産化に関する研究開発 

・耐久試験前において、ＤＯＣの白金族使用量６０％低減を可能とする触媒仕様を決定する 

・耐久試験前において、ＬＮＴの白金族使用量７５％低減を可能とする触媒仕様を決定する 

・耐久試験前において、ＤＰＦの白金族使用量６５％低減を可能とする触媒仕様を決定する 

 

 最終目標：平成２５年度 

 （１）現行の触媒システム（「ＤＯＣ」＋「ＬＮＴ」＋「ＤＰＦ」の３つの触媒からなるシステム）

について、平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気

ガス基準）をクリアした、耐久試験後の触媒特性が確保できる触媒仕様を決定する。 

   ・ディーゼルシステム全体：白金族使用量５０％以上低減（自主目標７０％低減） 

     ・ＤＯＣ単体：白金族使用量５０％以上低減（自主目標６０％低減） 

     ・ＬＮＴ単体：白金族使用量５０％以上低減（自主目標７５％低減） 

     ・ＤＰＦ単体：白金族使用量５０％以上低減（自主目標６５％低減） 

 （２）触媒機能を統合化した触媒システム（「ＤＯＣ＋ＤＰＦ」＋「ＬＮＴ」等からなるシステム）

について、平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気

ガス基準）をクリアした、耐久試験後の触媒特性が確保できる触媒仕様を決定する。 

    ・ディーゼルシステム全体：白金族使用量５０％以上低減（自主目標８５％低減） 
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研究開発項目⑥-2「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

白金族は、自動車排ガス触媒を中心とする各種触媒、電気電子機器等に用いられており、排ガ

ス触媒向けを中心に世界的に需要が増加している。白金の新地金生産は年間約 210ｔであり、そ

の 90％以上を南アフリカとロシアが担っている。白金の国内需要はおよそ 36ｔ、うち 27ｔが自

動車触媒向けであるが、供給の 80％を南アフリカに依存している。一方、南アフリカにおいて

は、近年設備や安全上の問題による鉱山閉鎖、電力不足による操業停止など、供給懸念が顕在化

している。 

今後、世界的な自動車需要の増加、及び特に日本・欧州を中心としたディーゼル排ガス規制の

強化により、排ガス触媒向け白金族の需要が拡大すると見込まれる白金生産の 90％を南アフリ

カとロシアが担っていることから、将来の排ガス触媒等の需要拡大に対する供給不足が発生し、

わが国の産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、自動車排ガス触媒等の白金族使用原単位を 50%以上低減するため、以下の基盤

技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ディーゼル排ガス浄化触媒システムにおいて、大量の白金族が使用され 

ている酸化触媒（ＤＯＣ：Diesel Oxidation Catalyst）と触媒付ディーゼルパティキュレート

フィルター（ＤＰＦ：Diesel Particulate Filter）を対象とし、白金族金属の使用量を５０％

以上低減するための技術開発を実施する。基盤からプロトタイプ触媒製造までの必要な技術をシ

ームレスにバランス良く取り組むことにより、大型ディーゼル車を主たる対象として白金族金属

の使用量を低減し、かつ高い浄化性能を持つディーゼル排ガス浄化触媒システムの開発を目的と

する。 

（１）白金族使用量を低減したディーゼル酸化触媒の開発 

  ディーゼル酸化触媒を対象として、以下の検討を相互補完的に実施し、ＨＣ／ＣＯ浄化性能、 

軽油燃焼性能、ＮＯ酸化性能を有する高活性・高耐久性触媒を開発する。 

 １）触媒活性種の探索と高度設計 

 触媒活性種である白金族金属と担体、白金族金属間および添加物との相互作用を制御すること

により、協奏的な効果により高い活性・安定性を有する触媒活性種組成や構造を明らかにする。 

２）触媒種複合化技術の開発 

 触媒性能を最大限に発現させるために、複数の触媒活性種および触媒担体をナノスケールで精

密に合成し，それらを複合化する触媒調製技術の開発研究を行う。 

３）担体の設計と高度化 

 白金粒子の凝集の抑制と燃料や潤滑油ミストによる細孔閉塞を回避できる細孔構造を階層的

に多元構造化した、硫黄分に対する化学的耐性を有する担体の開発を行う。 

４）要素技術統合による実用候補触媒材料の抽出 

 各要素技術を相互補完ならびに技術統合することにより、白金族使用量低減につながる触媒設

計・合成技術を確立し、高性能な実用候補触媒の抽出を行う。 

（２）白金族代替ＤＰＦ用触媒の開発 

 触媒付ディーゼルパティキュレートフィルターを対象として、粒子状物質を直接酸化できる白 

金族代替触媒の開発を行う。具体的には、これまで高いスス燃焼性能を有することが見出されて

いる銀触媒の実用条件における活性を向上させ、白金触媒の活性へ近づけることで白金族代替銀

触媒を開発する。また、銀触媒のスス燃焼作用機構を解明するためのキャラクタリゼーションを

実施する。 

（３）触媒の部材化技術とシステム構築 

 項目（１）および（２）で開発された新触媒材料について以下の検討を実施し、部材化の観点 

から白金族金属の使用効率向上を図る。 

１）ハニカム基材へのコート技術の最適化 

 多層化、機能分離あるいは機能傾斜コート技術により、白金族使用量を低減した高性能新規酸

化触媒及び高性能の白金族代替ＤＰＦ触媒を開発する。 

２）触媒システム構築 
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 開発した酸化触媒及び触媒付ＤＰＦの実用性評価を実施し、これらを白金族低減という観点で

最も効率的に組み合わせる排ガス処理触媒システムの設計を行う。 

（４）実用触媒製造技術の確立 

 項目（１）～（３）で得られた成果を統合し、実用化のための開発として以下の検討を実施し、 

プロトタイプ触媒の試作と評価を行い、実用化の目途をつける。 

１）触媒の改良 

 確立した各要素技術のブラッシュアップを図り、抽出した有望な実用候補触媒群の実用性能改

良を実施する。 

２）触媒大量調製技術の開発 

 プロトタイプ触媒の試作に向けて有望な実用候補触媒を大量に調製するための技術開発を行

う。 

３）プロトタイプ触媒の試作・評価 

 実機サイズのハニカム及びＤＰＦにコーティングした触媒を試作し、実機を用いたベンチ評価

を行う。 

 

３．達成目標 

 ディーゼルエンジンの排ガス浄化向け触媒の白金族使用原単位を５０％以上低減する基盤技術及

び製造技術を開発することを目標とする。 

 中間目標：平成２３年度 

（１）白金族使用量を低減したディーゼル酸化触媒の開発 

・活性種・複合化・担体高度化技術：活性・安定性が高く、実用的な反応条件の変動にも対応でき

る触媒活性種を開発する。複合ナノ粒子を担体に固定化する技術を開発する。担体の長期性能改良

の指針を得るとともに、触媒活性種を効果的に担持する技術を開発する。 

・担体設計実用化技術：担体用粉末粒子の試作規模をパイロットレベルに高めて実証試験を行うと

共に、実排ガス試験用の担体用粉末を提供する。 

・触媒機能高度化技術：解明された触媒活性の制御因子に基づいた白金族使用量低減につながる触

媒設計指針を提案する。 

・複合ナノ粒子調製技術：解明された触媒成分金属の複合化に関する知見に基づき、白金族使用量

低減につながる触媒設計指針を提案する。 

・実用候補触媒の抽出：以上の技術に基づき、模擬排ガスを用いた条件で白金族使用量を従来より

４０％低減した酸化触媒を開発する。 

（２）白金族代替ＤＰＦ用触媒の開発 

・非白金族系ＤＰＦ用触媒のスス燃焼温度４００℃以下を達成し、白金族使用量を４０％低減した

ＤＰＦ触媒を開発する。 

（３）触媒の部材化技術とシステム構築 

・従来と比較して白金族使用量を１０％低減できる機能分離コート技術を開発するとともに、各研

究項目を総合した実用的なディーゼル排ガス触媒システムを提案する。 

 

 最終目標：平成２５年度 

（１）実用触媒製造技術の確立 

 平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気ガス基準）をクリ

アし、白金族使用量を５０％以上低減した触媒システムを開発する。 

・７５０℃、５０時間の耐久に耐えるディーゼル酸化触媒を開発する。 

・８００℃、５０時間の耐久に耐えるＤＰＦ用触媒を開発する。 

・プロトタイプ触媒の試作に向けて有望な実用候補触媒を大量に調製するための技術を確立する。 

・開発した触媒について、実機サイズのハニカムとＤＰＦを用いた触媒システムでトラックエンジ

ンを用いたベンチ評価を行い、課題を確認する。この課題を解決し、実用性をもった触媒システム

を開発する。 
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研究開発項目⑦-1「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（代替砥粒及び革新的研磨技術を活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

セリウムは、フラットパネルディスプレイのパネルガラス、パソコン用ハードディスクドライ

ブ内のガラスディスクの研磨材として用いられている。世界最大のレアアース供給国である中国

からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のセリウム消費国である（内需データが不明な中国

を除く）。わが国におけるセリウム需要の過半（5 割以上）は、研磨材向けの需要によって占め

られており、その消費量は平成 19 年現在 9,000ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、テレビのフラット化進行などにより、全世界でフラットパネルディスプレイの主要用途

である薄型テレビの生産拡大が見込まれること、また新興国等におけるＩＴ化進行などによりハ

ードディスクドライブの主要用途であるパソコンの生産拡大が見込まれることなどから研磨材

料向けセリウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるセリウムは、全世界における供給の 9割強を中国が担ってい

ることから、将来の研磨材料等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の産業において成

長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、研磨材料等のセリウム使用原単位を 30％以上低減するため、以下の基盤技術

及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、精密研磨向けセリウム使用原単位を３０％以上低減するために、代替砥粒の

要求特性解明と代替砥粒の開発、革新的研磨技術を活用した研磨要素技術と研磨プロセス技術開発

を行うことを目的とする。財団法人三重県産業支援センター高度部材イノベーションセンター（Ａ

ＭＩＣ）に集中研究室を設置して研究開発を実施する。 

（１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

量子分子動力学シミュレーションと実験による研磨メカニズムの解明を行うことで、研磨に対す

る詳細なメカニズム解明を迅速に進めるとともに、精密な代替砥粒の設計を実現する。 

（２）代替砥粒の研究開発 

ペロブスカイト複合酸化物と既存砥粒改良型酸化物の両開発を迅速に行い有用な代替砥粒を得

る。 

（３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

フェムト秒レーザーなどを使用したガラス研磨前処理技術の確立と砥粒による研磨速度向上技

術の確立、酸化セリウム砥粒使用量削減遊離砥粒研磨技術を確立するために電界砥粒制御技術・ト

ライボケミカル研磨技術の開発、ラジカル環境場を考える革新的融合研磨技術とその開発、研磨副

資材の研究開発を実施することにより、酸化セリウム使用量を削減する革新的な研磨メカニズムに

基づく精密研磨の要素技術を開発する。 

（４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術の開発 

（１）～（３）の研究開発を統合し、フラットパネルディスプレイのパネルガラス向け電界砥粒

制御技術融合研磨技術を導入する片面大型迅速精密研磨の開発、及びハードディスクドライブ向け

ガラスディスク用両面超精密研磨技術の開発並びに省酸化セリウム遊離砥粒研磨技術を確立する

ための電界砥粒制御技術融合研磨技術の確立を行う。 

 

３．達成目標 

精密研磨向けセリウムの使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

 （１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

・量子分子動力学シミュレーションによる酸化セリウムによる研磨プロセスの電子論的メカニ

ズムの解明及び、既存砥粒と単純ペロブスカイト酸化物をモデル材とした研磨メカニズムの

解析によるモデル材の組成・構造と研磨特性の関連性を明らかにする。 

 （２）代替砥粒の研究開発 

・既存砥粒の研磨性能の把握・改良及び、複合酸化物を用いた代替砥粒構築プロセスの開発に
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より、ラボレベルで酸化セリウム使用量の５％の代替を達成する。 

 （３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

   ・電界配置制御された砥粒とガラス試料面における摩擦摩耗による化学反応を援用する研磨技

術の創出及びガラス基板と砥粒もしくはその分散媒が活発なラジカル反応場を醸成あるい

はフェムト秒レーザーなどによるガラスの前処理の導入検討し、革新的な研磨技術を組み合

わせた高度な精密研磨要素技術として従来研磨効率の３０％向上を達成する。 

 （４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術 

・要素技術を、高速電界トライボ片面研磨技術及び革新的な前処理技術を導入する両面研磨技

術に適応することにより、ラボレベルで酸化セリウム使用量を１０％削減する精密研磨シス

テム技術を実験的に確立する。 

 

 最終目標：平成２５年度 

 （１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

   ・研磨プロセスシミュレータとコンビナトリアル計算化学手法を融合による酸化セリウム代替

砥粒の理論的最適化及び、既存砥粒と単純ペロブスカイト酸化物をモデル材とした研磨メカ

ニズムの解析による材料特性とその特性が研磨に関与する機構を明らかにする。 

 （２）代替砥粒の研究開発 

   ・代替砥粒と研磨パットの最適化及び、複合酸化物を用いた代替砥粒の開発により、ラボレベ

ルで酸化セリウム使用量の１０％代替を達成する。 

 （３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

   ・酸化セリウム代替砥粒で構成したスラリーによる高効率な研磨要素技術開発及びガラス基板

表面にフェムト秒レーザーやラジカル場を醸成しつつ研磨を試行し、要素技術として従来研

磨効率の４０％向上を達成する。 

 （４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術 

   ・要素技術開発の成果を、高速電界トライボ片面研磨技術及び革新的な前処理技術を導入する

両面研磨技術に適応し、最適化することで、ラボレベルで酸化セリウム使用量を２０％削減

する精密研磨システム技術を開発する。 
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研究開発項目⑦-2「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活用したセリウム使用量低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

セリウムは、フラットパネルディスプレイのパネルガラス、パソコン用ハードディスクドライ

ブ内のガラスディスクの研磨材として用いられている。世界最大のレアアース供給国である中国

からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のセリウム消費国である（内需データが不明な中国

を除く）。わが国におけるセリウム需要の過半（5 割以上）は、研磨材向けの需要によって占め

られており、その消費量は平成 19 年現在 9,000ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、テレビのフラット化進行などにより、全世界でフラットパネルディスプレイの主要用途

である薄型テレビの生産拡大が見込まれること、また新興国等におけるＩＴ化進行などによりハ

ードディスクドライブの主要用途であるパソコンの生産拡大が見込まれることなどから研磨材

料向けセリウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるセリウムは、全世界における供給の 9割強を中国が担ってい

ることから、将来の研磨材料等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の産業において成

長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、研磨材料等のセリウム使用原単位を 30％以上低減するため、以下の基盤技術

及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは精密研磨における酸化セリウムの使用量を３０％以上低減するため、(a)従

来と同等以上の研磨特性を有し酸化セリウムの成分比を３０％削減した研磨材を開発すること、

および(b)従来と同等の酸化セリウムの使用量で研磨能率を４０％以上向上することを目指す。

従来の遊離砥粒研磨技術では研磨能率が向上すると、それに呼応して仕上げ面粗さも悪化する。

これに対して新しい研磨技術である４ＢＯＤＹ研磨技術の複合粒子研磨法ではこうしたトレー

ドオフの関係が打破され、高い研磨能率と優れた仕上げ面粗さをともに達成することができる。

こうした観点から４ＢＯＤＹ研磨技術の４つの要素である、砥粒、メディア粒子、工具（研磨パ

ッド）、プロセス技術に注目し、それぞれに関した開発を実施することで総合的にガラス質工作

物の精密研磨における酸化セリウムの使用量低減に関する基盤技術の開発を行うことを目的と

する。 

（１）複合砥粒の研究開発 

  酸化セリウムの成分比を３０％以上削減し、従来研磨と同等以上の研磨特性を達成する無機複合

砥粒を開発する。その条件を満足する無機複合砥粒の構造や成分、化学的表面特性、幾何学的特徴

を見出す研究開発を実施する。また、コア部に有機物や空孔、シェル部に酸化セリウム（あるいは

代替酸化物）を配置したコアシェル構造を有し、かつ従来研磨と同等以上の研磨特性を達成する有

機無機複合砥粒を開発する。この際、最適な有機物の材質や機械的特性、コア部の比重等を探索す

る研究開発を実施する。 

（２）メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

研磨能率と仕上げ面粗さなど従来研磨のトレードオフの関係を打破し、従来研磨と同等以上の

仕上げ面粗さで高研磨能率を達成するため、加工域に砥粒、工具（研磨パッド）、工作物、メデ

ィア粒子の４種類の固体（４ＢＯＤＹ）が存在する立命館大学谷が新たな概念として提案した複

合粒子研磨技術の概念を適用し、その４番目の要素であるメディア粒子について、最適の物質を

探索する研究開発を実施する。メディア粒子としては親水性無機粒子と親水化処理を施した有機

粒子の適用を検討し、最適の親水化処理についても検討する。 

（３）研磨特性を向上させる研磨パッドの研究開発 

化学的作用を活性化し研磨能率を高める可能性のある新しい素材からなる研磨パッドに関する

研究開発、およびフラットパネルディスプレイ基板のように大型工作物に関しても工作物中央部の

加工域へのスラリーの侵入を容易にし、工作物全面にわたって高能率に均質な研磨を実現する新し

い構造を持った研磨パッドに関する研究開発を実施する。この際、研磨パッドに含有させる物質の

作用メカニズムの明確化、工具に要求される物理的因子を明確化し、その物質の材質や幾何学的特

性を最適化する。 

 

（４）プロセス技術の研究開発 
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水和膜の生成機能が高い軟質ガラス質工作物に対して全く砥粒を使用しない加工技術としてパ

ッドエッチング法の適用を検討するための研究開発、および水和膜の生成機能がきわめて低い

硬質の水晶に対して水晶独自の特性である圧電効果を利用し研磨中に共振状態を実現して研磨

能率を高める技術に関する研究開発を実施する。本研究項目ではそれぞれの装置開発と本技術

に適した研磨パッドの開発およびプロセス技術の確立を目指す。 

 

３．達成目標 

精密研磨向けセリウムの使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

（１）複合砥粒の研究開発 

 １）無機複合砥粒の開発 

・酸化セリウムの成分割合を３０％以上減じ、代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸

化セリウム砥粒と同等の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比が同一）を実現する無機複合砥粒

を見い出す。 

 ２）有機無機複合砥粒の開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と仕

上げ面粗さの比）の１．４倍以上の研磨特性を実現する有機無機複合砥粒を見い出し、サンプルが

提供できる状態にする。 

（２）メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

 １）有機メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と 

仕上げ面粗さの比）の１．２倍の研磨特性を実現する有機メディア粒子を見い出し、サンプルが提 

供できる状態にする。 

 ２）無機メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と仕

上げ面粗さの比）の１．４倍の研磨特性を実現する無機メディア粒子を見い出し、サンプルが提供で

きる状態にする。 

（３）研磨特性を向上させる研磨パッドの研究開発 

 １）多孔質熱硬化性樹脂研磨パッドの研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の多孔質ウレタン研磨パッドあるいはセリアパッ

ドに比較して、１．４倍以上の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比）を実現する多孔質研磨パッド

を見い出し、サンプルが提供できる状態にする。 

 ２）隙間調整型研磨パッドの研究開発 

・直径２００ｍｍのソーダガラスの工作物に対してうねりを発生させることなく均質に研磨することが可能

な研磨パッドを見い出し、サンプルが提供できる状態にする。 

（４）プロセス技術の研究開発 

 １）パッドエッチング技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウムを用いた研磨の研磨特性（研磨

能率と仕上げ面粗さの比）と同等の研磨特性を実現するパッドエッチング技術を確立する。 

 ２）共振研磨技術の研究開発 

・水晶の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比）を従来の１．１倍以上にする研磨技術を実現する。 

   

 最終目標：平成２５年度 

 （１）セリウム使用量低減に寄与する複合砥粒の開発 

・酸化セリウム使用量低減率３０％の無機複合砥粒を開発する 

・酸化セリウム使用量低減率３０％の有機無機複合砥粒を開発する 

 （２）セリウム使用量低減に寄与する複合粒子研磨法のメディア粒子の開発 

・研磨能率４０％以上向上できる有機メディア粒子を開発する 

・研磨能率４０％以上向上できる無機メディア粒子を開発する 

 （３）セリウム使用量低減に寄与する研磨パッドの開発 

・研磨能率４０％以上向上できる研磨パッドを開発する 
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・大型工作物の均一研磨を実現する 

 （４）セリウム使用量低減に寄与するプロセス技術の開発 

・軟質工作物に対して砥粒フリーの研磨技術を開発する 

・水晶の研磨能率を２０％以上向上する 
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研究開発項目⑧「蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍光体向け Tb、Eu 低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

テルビウムは、照明用三波長ランプ（蛍光灯）や液晶テレビのバックライトの蛍光体（緑色蛍

光体の付活体）として用いられている。ユウロピウムも同様に照明用三波長ランプや液晶テレビ

のバックライト用蛍光体（赤色蛍光体の付活体）として用いられている。世界最大のレアアース

供給国である中国からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のテルビウム、ユウロピウム消費

国である（内需データが不明な中国を除く）。わが国におけるテルビウム需要の過半（7～8割）

は蛍光粉向けの需要によって占められており、その消費量は平成 19 年現在 100ｔ（酸化物換算）

ほどと推計されている。また、ユウロピウム需要のほぼ全量は蛍光粉向けの需要によって占めら

れており、その消費量は平成 19 年現在 70ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、地球温暖化対策及び省エネルギー対策の進展を受けた白熱電灯から蛍光灯への切替拡大

により、全世界で照明用三波長ランプの生産拡大が見込まれること、またテレビのフラット化進

行などにより、全世界で液晶テレビのバックライトの生産拡大が見込まれることなどから蛍光粉

向けテルビウム・ユウロピウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるテルビウム・ユウロピウムは、全世界における供給の９割強

を中国が担っていることから、将来の蛍光粉等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の

産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、蛍光灯等のテルビウム・ユウロピウム使用原単位を 80％以上低減するため、

以下の基盤技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、蛍光ランプの蛍光体に含まれる Tb、Eu の使用量を８０％以上低減するた

めに蛍光ランプ用の材料及び新規製造プロセスの開発を行う。最新の高速理論計算手法、材料コ

ンビナトリアルケミストリを用いて Tb、Eu 低減型蛍光体の開発、ランプの光利用効率を高める

ガラス部材の開発を行う。また、これらの材料のランプシステムの適合性を高速で評価する基盤

技術を確立する。製造プロセスとしては、製造工程の低温化技術の開発、蛍光体種別分離再利用

技術の開発を行う。 

（１）蛍光体の Tb、Eu 使用量低減技術の開発 

本項目では、高速量子化学計算による組成設計指針を利用しつつ、融解合成および粉体流動合成

コンビナトリアルケミストリという蛍光体に適したコンビナトリアル合成を用いて、実用的なレベ

ルの発光効率を持ちTb、Euの使用を３０％低減した新規蛍光体、熱・光照射に対して安定な希土類

代替蛍光体を見出す。また、これらの新規蛍光体の量産技術の開発を行う。 

（２）ランプ部材の開発 

本項目では、ランプ中の保護膜部材として使用する発光シリカガラス粉末等の開発とランプ中で

発生した可視光を効率よく外部に取り出すためのガラス管の表面処理技術の開発を行う。これらに

よってランプ光束を向上させ、Tb、Euの使用を３０％以上低減する。また、開発されたガラスの量

産方法について検討し、適切な量産方法について目処をつける。 

（３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

本項目では項目（１）及び（２）で開発された材料についてランプでの適合性を高速で評価する

技術を開発することで材料開発を加速する。また、開発された部材の光学的特性等をシミュレーシ

ョン技術によって光利用効率等を最適化し、ランプ試作を行い、最終的な目標である蛍光ランプに

おける Tb、Eu の使用量を低減する。また製造工程における蛍光体のロスを２０％以上低減するた

めに、蛍光体塗布プロセスの低温化と蛍光体種別分離再利用技術の開発を行う。 

 

３．達成目標 

蛍光体向け Tb、Eu の使用原単位を現状から８０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発す

ることを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

 （１）蛍光体の Tb、Eu 使用量低減技術の開発 
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   ・Ｘ線構造解析シミュレーターの開発による蛍光体構造の決定、高速化量子化学計算を利用し

て蛍光体の発光効率を予測するまでの手法を確立し、少なくとも一つ実証例を示す。 

   ・ランプでの適合性、量産性に問題のない Tb、Eu の使用を２０％低減できる蛍光体の組み合

わせを提示する。 

   ・蛍光体の励起発光メカニズム、劣化メカニズムの組成依存性を明らかにする。 

この見出された蛍光体の量産技術について目途をつける。 

 （２）ランプ部材の開発 

   ・従来のガラス・蛍光体と組み合わせて１５％以上高い光束を実現できるシリカ皮膜を開発す

る。 

   ・全方位光に対して従来のガラス管より１０％以上の取り出し効率を有するガラスを開発する。 

    量産化の方法について目途をつける。 

 （３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

   ・蛍光体等の高速評価法を実際の材料に適用し、改良した上で方法論として確立する。 

   ・開発された材料を用いて実ランプ試作を行い性能試験を行い最終目標に向けての問題点を明

確にする。 

   ・各材料の光束向上への寄与を定量的に明らかにする。 

   ・ハロリン酸と３波長蛍光体の分離が可能になっていること。 

   ・１００℃程度低温化できるプロセス技術を開発する。また新材料に適用する場合の指針を得

る。 

（１）～（３）で開発された技術をあわせて Tb、Eu の使用量を４５％以上低減することを目標 

とする。 

 

 最終目標：平成２５年度 

 （１）蛍光体の Tb、Eu 使用量低減技術の開発 

   ・ランプでの適合性、量産性に問題のない Tb、Eu の使用を３０％以上低減できる蛍光体の組

み合わせを提示する。 

・この蛍光体の量産技術を確立する。 

 （２）ランプ部材の開発 

・従来のガラス・蛍光体と組み合わせて２０％以上高い光束が得られるシリカ保護膜を開発す

る。 

   ・全方位光に対して従来のガラス管より１０％以上の取り出し効率を有するガラスを開発する。 

・このガラス部材の量産方法について適切な方法を確立する。 

 （３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

   ・ランプ構成の最適化により Tb、Eu の使用を５％低減できる蛍光体の使用量低減技術を開発

する。 

   ・ランプ製造工場内で現在廃棄されている蛍光体が再利用できる技術を開発し、１０％以上の

蛍光体の使用量を低減する。 

   ・ランプ製造プロセスの改善により、蛍光体のロスを１０％程度改善する。 

 

 最終的には細管ランプなどの技術を併用し、（１）～（３）で開発された技術をあわせて従来のも

のより製造時の Tb、Eu の使用量を８０％以上低減することが可能なランプを提示する。 
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研究開発項目⑨-1「Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発」 

（Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石の研究） 

 

１．研究開発の必要性 

我が国の低炭素社会実現に必要な電気自動車等の製品においては焼結永久磁石がキーデバイ

スであり、高保持力を得るためにレアメタルを使用している。これらレアメタルは一部の外国に

供給を依存しているため研究開発項目③でジスプロシウムの使用量低減技術を開発していると

ころである。しかし昨今の世界的な環境意識の高まりから今後、これら製品の需要増加が見込ま

れるため、中長期的な視点から抜本的な対策が求められる。 

このため、我が国の強みであるナノテク技術や新素材・部材の開発力を生かし、レアメタルに 

  依存しない低炭素社会の実現を可能とする新規永久磁石の研究開発を促進する必要がある。 

 

２．研究開発の概要 

  資源枯渇に脅かされない至極ありふれた元素である鉄と窒素を主原料とすることにより脱希 

少金属化を可能とさせ、現行の Nd-Fe-B 系磁石の特性を凌駕するポテンシャルを持つ高飽和磁 

束・高磁気異方性新規磁石材料の探索を行う。鉄－窒素系化合物として窒化鉄系材料と希土類 

(R)-Fe-N に着目し、モータ用途への応用展開をにらみつつ、ナノレベルの微細構造・形成解析 

と磁気特性評価を通し、窒化鉄の所望相の合成技術指針の獲得と R-Fe-N のバルク化技術の構築 

を図る。 

 （１）「窒化鉄系材料の合成とその基礎特性把握」 

   これまで蓄積してきた窒化鉄薄膜に関する豊富な知見をもとに、これまで獲得してきたナノ粒 

子化技術を援用し、所望相である Fe16N2相が実現可能な直接合成あるいは間接合成技術の獲得を 

目指す。 

 （２）「R-Fe-N 系磁石の高性能化に向けた要素技術開発」 

   R-Fe-N 系化合物の優れた磁気特性に着目し、これらを高充填でバルク化して高性能磁石とす 

るための要素技術を開発するため、磁性粉末やバインダ材料などの材料とパルス通電焼結法、低 

温せん断圧縮法、超高圧法などのバルク化技術を検討する。また、非平衡相を作製できる薄膜法 

や超高圧を用いて新たな R-Fe 系化合物を探索する。 

 （３）「新規磁石材料の高特性化に向けた指導原理獲得」 

   アトムプローブなどの微細構造解析技術および電子顕微鏡観察によるナノ粒子の微構造観察 

技術を上記（１）項および（２）項で作製した新規磁石材料に適用し、粒子の粒径・形態や焼結 

状態、結晶配向性、組成分布等の構造情報を得て、新規磁石材料の高特性化に向け、それら構造 

的知見を合成・プロセス条件にフィードバックする。 

 （４）「モータの評価・解析」 

  新規磁石および希土類磁石を用いたモータの特性比較および新規磁石に適したモータ構造に 

関する検討で得られた知見を実証するため、実際に磁石モータを試作し、試験を行う。まずは先 

行して希土類磁石を用いたモータの試作・試験を行うことで、シミュレーションから実証試験ま 

でを一貫して行える態勢を作る。 

 

３．達成目標 

 

最終目標：平成２２年度 

 （１）窒化鉄系材料の開発 

   ・出来る限り早期に８０％以上の Fe16N2相からなる微粒子を作製し、高性能磁石化に資する基 

本特性を確認する。 

・磁石化に向けて、より保磁力を高める磁性粉末の開発指針を得る。 

 （２）R-Fe-N 系材料の開発 

・モータ用磁石としての実用を考え、保磁力２０ｋＯｅ程度を目標とする。 
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研究開発項目⑨-2「Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発」 

（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

超軽量かつ高性能な次世代モータ、発電機やMRI等の次世代医療診断機器等の実現のためには、 

高い磁場を発生させることのできるコイル（電磁石）が必要となる。 

イットリウムは光学ガラス、赤色蛍光体、自動車の排ガス処理用触媒等に利用されている稀少金

属である。イットリウムを用いた複合材料は、ジスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代

わる可能性があると期待されている。イットリウム系複合材は、次世代モータ、発電機、医療診断

機器等の実現には不可欠な材料であり、この開発を行う必要がある。   

  

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ジスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる可能性のある次世代

モータ部材を実現するイットリウム系複合材料の開発を行う。イットリウム系複合材料は高温超電

導材料であり、線材形状をしていることから界磁巻線同期回転機への適用が可能である。超電導材

料は電気抵抗が零であることから損失なく電流を流すことができる。特に、イットリウム系超電導

体（YBa2Cu3Oy）は約 90 K 以上の臨界温度（Tc）を有し、特に磁場中で高い臨界電流（Ic）特性

を示すことから、電動機等の回転機の磁場中での応用に適した材料である。しかしながら、コンパ

クトなモータを実現するためには効果的な磁場環境を作り出すことが必要であり、この条件を満た

すためには、強力な電磁力に耐え得る機械的な強度と共に接続損失低減のために単長の長い線材が

必要となる。そこで、本研究開発では、まず、必要な特性を有した超長尺イットリウム系複合材料

を作製するプロセスを開発する。並行して、更に希少金属の利用率の低減が期待できるプロセス開

発を行うと共に、イットリウム系複合材料を用いたモータに対する構造最適化のための課題を抽出

することを目的とした概念設計、巻線技術及び冷却技術等の要素技術開発を実施する。 
（１）超長尺イットリウム系複合材料における希少金属使用量低減技術開発 

本項目では、これまで国内で 500 m 長複合材料を実現できている作製プロセスを選択し、イッ 
トリウム系複合材料を用いた電磁石を実現するために必要な Icを超える高い特性を有した超長尺 
複合材料を実現するプロセス開発を行う。 

（２）イットリウム系複合材料の製造工程における希少金属利用率等の効率向上技術開発 
本項目では、研究項目（１）で選択したプロセスに比べて現状では長尺作製実績は十分ではな

いものの原理的に高い原料収率が見込まれる作製手法において複合材料プロセスの開発を行うこ

とで、イットリウム利用率向上技術の開発を行う。 
（３）イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

本項目では超長尺イットリウム系複合材料を用いたモータに対する構造最適化のための課題抽

出を目的として、磁場、応力等のシミュレータの開発とこれを用いた構造評価を行なうと共にモ

ータ開発の基軸になる傘型等異形界磁巻線、サーモサイフォン式冷却方式の要素技術の開発を並

行して行う。 
 

３．達成目標 

 

最終目標：平成２２年度 

（１）３００Ａ／ｃｍ幅（＠７７Ｋ、自己磁場）の特性を有し、１ｋｍを超える超長尺複合材料作 

製を見通す。 

（具体的目標値） 
・1km 長複合材料を作製し、平均 Icが 200A/cm 幅以上（@77 K、自己磁場）であるこ

とを実証する。 
・同条件で作製した 10m 長以上の複合材料で Icが 300A/cm 幅（@77 K、自己磁場）

以上を実証する。 
（２）超電導層の連続形成プロセスにおいて、原料収率４０％以上を見通す。 

（具体的目標値） 
・全成膜領域に対し、静止成膜により原料収率 40%以上を実証する。 
・成膜領域の一部を通過する移動成膜により、静止成膜結果から予想される成膜量を実 

 25



証する。 
（３）大容量回転機（５００ｋＷ級－１０００ｒｐｍ級）概念設計により、イットリウム系複合材 

料による大型回転機の優位性を見通す。また、傘型界磁巻線の試作とその熱的、電磁気的、 

機械的特性評価およびサーモサイフォン式冷却試験とその冷却特性評価により、５００ｋＷ 

級－１０００ｒｐｍ級回転機の設計に資する。 

（具体的目標値） 
・磁場―応力―伝熱を連成した回転機評価用シミュレータを開発する。 
・上記シミュレータを用いた総合評価により傘型コイル利用回転機で従来の永久磁石 
回転機に比べ希少希土類元素使用量が 1/10 となる成立性を示す。 

・Ne を用いたサーモサイフォン式冷却装置において高速回転時の回転数と冷却能力 
の関係を明らかにし、回転機の冷却設計を可能にする。 
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研究開発項目⑨-3  Nd-Fe-B 系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発 

 

１．研究開発の必要性 

ハイブリット自動車や電気自動車、情報家電、産業機器等のモータの高能率化においては永久

磁石がキーデバイスであり、日本で開発され最強の磁石と言われるネオジム磁石（Nd-Fe-B 系磁

石）は高保磁力を得るためにジスプロシウム（Ｄｙ）を使用しているが、ネオジム（Ｎｄ）やＤ

ｙは一部の外国に供給を依存しており、研究開発項目③でＤｙの使用量低減技術を開発している

ところである。しかし昨今の世界的な環境意識の高まりから今後、これら製品の需要増加が見込

まれるため、中長期的な視点から抜本的な対策が求められる。 

このため、我が国の強みであるナノテク技術や新素材・部材の開発力を生かし、Ｎｄ、Ｄｙに

依存しない新規永久磁石の研究開発を促進する必要がある。 

これまでにネオジム磁石そのものの代替として研究開発項目⑨－１で窒化鉄系やＲ-Fe-N 系

（Ｒは希土類元素）の磁性材料の研究開発を行ったが、実用化までには至っていない。 

従って、ネオジム磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発を行う必要がある。 

 

２．研究開発の概要 

資源枯渇に脅かされない元素を主原料とし、現行の Nd-Fe-B 系磁石と同等の性能を有する新規

磁石の開発を行う。開発にあたっては、モータ用途への応用展開をにらみつつ、ナノレベルの微

細構造・形成解析と磁気特性評価を通し、新たな磁性材料の成型技術の構築を図る。 

 

（１）さらなる磁性材料の探索 

窒化鉄（Fe16N2）以外の磁性材料で、現行の Nd-Fe-B 系磁石と同等の性能を有する磁性材料の

探索を行う。 

（２）磁石化技術の開発 

・「窒化鉄（Fe16N2）または上記２．（１）で探索された磁性材料」（以下、「新規磁性材料」 

と言う。）の大量合成に向けたスケールアップ技術の開発 

・新規磁性材料の実用化に則した成型技術の開発 

等 

（上記は例示であり、公募により優れた提案があった場合は、これ以外についても実施するものと

する。） 

 

３．達成目標 

【中間目標】 平成２５年度 

（１）さらなる磁性材料の探索 

新規磁性材料の候補を複数選定し、その材料の合成を行う。また、磁石化に向けた表面処理 

等の最適化検討に着手する。 

（２）磁石化技術の開発 

・磁石化の検討を行うために必要な量の新規磁性材料を合成する。 

・実用化に則した成型化の要素技術開発 

・新規磁性材料を簡易的に成型し、成型化技術の開発指針を獲得する。 

 

【最終目標】 平成２７年度 

（１） さらなる磁性材料の探索 

調査した全ての材料について、その物性値、磁性材料としての特性値等の情報を取得し、新規 
磁性材料の選定を終える。 

（２）磁石化技術の開発 

・選定した新規磁性材料を磁石とするための製造技術等を確立する。 

・選定した新規磁性材料を用いて製造した磁石によりモータを試作し、その性能を評価する。 

 

中間目標及び最終目標の詳細については採択者が決定した後、ＮＥＤＯ、テーマリーダー及び採 

択者との間で協議の上、当該目標の設定時期までの間において実施可能な目標を定めるものとする。 
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研究開発項目⑩-1「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向け 

インジウムを代替するグラフェンの開発」 

          （排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発） 

 

１．研究開発の必要性 

   セリウムは、フラットパネルディスプレイやハードディスク向けガラス、デジタルカメラ等の 

レンズの研磨剤、排ガス浄化用助触媒、紫外線カットガラス、蛍光体向け等の材料として用いら

れている。世界最大のレアアース供給国である中国からの輸出統計によれば、わが国は世界最大

のセリウム消費国である（内需データが不明な中国を除く）。わが国におけるセリウム需要（平

成 21 年）では、研磨材向けが約 79%、触媒向けが約 13%、紫外線カットガラス向けが約 8%にな

っており、その消費量は平成 21 年度現在約 9,300ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。排

ガス浄化向けには、中国やインドをはじめとした世界的な自動車需要の増加、ガソリン車やディ

ーゼル車の排出ガス基準値の強化への対応、白金触媒の材料コスト削減のための助触媒としての

使用量増、などにより引き続き使用量が増えることが想定される。セリウムは、この半年で、急

激な価格上昇、供給の大幅減に直面しているが、わが国が成長を期待する産業において成長を阻

害する要因として懸念され始めている。 

本研究開発は、排ガス浄化向けのセリウム使用原単位を 30％以上低減するため、以下の基盤

技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

   本プロジェクトは、自動車排ガス浄化触媒システムにおいて、助触媒としての役割をもつセリ 

ウムの使用量を 30%以上低減することを目標とする。 

（１）排ガス浄化に対するセリウムの作用原理の獲得 

（２）セリウムを代替・使用量を低減する材料の開発 

（３）セリウムの使用を低減した触媒付きフィルターの開発 

（４）触媒付きフィルター製造時のセリウムの省使用技術の開発 

（５）触媒付きフィルター製造工程内からのセリウム回収システムの開発 

（６）セリウムを使用しない排ガス浄化触媒システムの開発 

（７）セリウム回収技術の開発 

  等 

（上記は例示であり、公募により優れた提案があった場合は、（１）～（７）以外にも実施す 

るものとする。） 

 

３．達成目標 

排ガス浄化向けセリウム使用原単位を30%以上低減する基盤技術及び製造技術を開発すること 

を目標とする。 

最終目標：平成２３年度 

本研究テーマは希少金属安定供給確保に資するものとして、「円高・デフレ対応のための緊急

総合経済対策（平成２２年度補正予算（第１号））」の一環で実施するため、詳細な目標につい

ては採択者が決定した後、ＮＥＤＯ、テーマリーダー及び採択者との間で協議の上、実施期間

において実現可能な目標を定めるものとする。 
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研究開発項目⑩-2「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向け 

インジウムを代替するグラフェンの開発」 

          （透明電極向けインジウムを代替するグラフェンの開発） 

 

１．研究開発の必要性 

   インジウムは、液晶テレビやパソコンモニター等のフラットパネルディスプレイのガラス上の

透明導電用にＩＴＯ（インジウムと錫の複合酸化物）として使用されている。この用途向けの消

費量は国内消費量の約 90%を占めているが、その他にも高効率の太陽電池として注目されている

CIGS 系太陽電池や、化合物半導体、蛍光体向けなどに使われている。ここ数年、鉱山開発や、

フラットパネルディスプレイ製造工程からのリサイクル化も進んでいるが、引き続き需要の拡大

が見込まれている。 

このような中、インジウムの使用量低減技術の開発、ＺｎＯによる代替材料開発を本プロジェ

クトでは平成１９年度より行っているが、インジウムの供給不安定による影響がなく、さらに新

たな機能を備えた代替材料の開発も進められ成果が発表され始めている。グラフェン等のナノ炭

素材料を用いた透明導電フィルムの開発は、炭素というありふれた材料を用いることから材料コ

スト低減や、フレキシブル用途への展開も可能であることから、我が国の産業競争力の向上が期

待できる。一方でグラフェンをＩＴＯ代替材料として実用化するためには、諸外国との開発競争

に勝ち、透明電極開発の優位性を確保することが重要な課題となっている。 

本研究開発は、ＩＴＯ代替を実現するため、グラフェンによる透明電極の基盤技術及び製造技

術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

   本プロジェクトは、グラフェンによる透明電極の実用化に向け、以下の技術を開発することを 

   目標とする。 

（１） 透明電極用途の特性を満足するグラフェンを開発する 

（２） 透明電極用途の特性を満足するグラフェンの大量合成技術を開発する 

（３） 透明電極の使用に供する透明フィルムの製造技術（ロールtoロール製造技術等）を確立す

る 

 等 

（上記は例示であり、公募により優れた提案があった場合は、（１）～（３）以外にも実施す 

るものとする。） 

 

３．達成目標 

グラフェンによる透明電極の実用化に向け、基盤技術及び製造技術を開発することを目標とす 

る。 

最終目標：平成２３年度 

本研究テーマは希少金属安定供給確保に資するものとして、「円高・デフレ対応のための緊急

総合経済対策（平成２２年度補正予算（第１号））」の一環で実施するため、詳細な目標につい

ては採択者が決定した後、ＮＥＤＯ、テーマリーダー及び採択者との間で協議の上、実施期間

において実現可能な目標を定めるものとする。 

 

 



 

 

 

 

 

 

技術戦略マップ 

 

ナノテクノロジー分野 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

ナノテクノロジー分野 
 

 

 

 

 

 ナノテクノロジーは、物質の原子・分子レベルでの微細かつ緻密な制御により表面積効

果や量子効果など、新たな現象や効果が期待できる究極のものづくり技術である。ものづ

くり国家を標榜する我が国にとっては、ナノテクノロジーは今後の産業技術の発展を担う

キーテクノロジーとして不可欠なものであり、第 3 期科学技術基本計画（2006 年 3 月）、

イノベーション 25（2007 年 6月）等でも重要分野として位置づけられている。 

経済産業省では、世界に先駆けてナノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を実現

すること、ナノテクノロジーの活用により情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギ

ーなど、多くの産業分野に資する高機能部材を数多く開発し、我が国産業の国際競争力の

強化や解決困難な社会的課題を克服することなどを目標とした研究開発を推進している。 

また、｢新成長戦略(基本方針)｣(2009 年 12 月)においては、｢グリーン・イノベーション｣、

｢ライフ・イノベーション｣が成長戦略として挙げられており、特にナノテク等の先端技術

は、｢グリーン・イノベーション｣の推進に広く貢献できる技術として今後も注目される。 

 技術戦略マップ（ナノテクノロジー分野）は、ナノテクノロジー政策を推進する一つの

施策として、ナノテクノロジーの技術を俯瞰し、2020 年さらにはその先を見据え、応用が

期待できる出口（製品等）を意識したロードマップを策定している。 

 

 



ナノテクノロジー分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ．導入シナリオ 

（１）ナノテクノロジー分野の目標と将来実現する社会像 

経済産業省におけるナノテクノロジーの推進に当たっては、我が国の経済社会にとっ

て大きな課題である「安全・安心社会」、「環境調和型社会」等の実現のため、ナノテク

ノロジーにより“ナノテクで豊かな暮らし”“ナノテクで安全安心な社会”“ナノテクで

持続可能な社会”“ナノテクで無駄のない生産”という 4つの目標を掲げている（経済

産業省：ナノテクノロジーによる価値創造実現のための処方箋（4 つの国家目標と 7つ

の推進方策）（2005年 3 月））。 

同報告書で掲げられる、ナノテクノロジーで実現する社会像のイメージは、参考資料

１のとおりである。【添付資料１：ナノテクノロジーで実現する 2020 年の社会像】 

さらに、2008 年 3 月には、これまでのナノテクノロジーに関する取組や現在の状況

等を国内外と比較検討するとともに、前述の 4 つの目標を実現するため、今後特に重

点をおくべき技術分野とそれらの推進方策を取りまとめたところである（経済産業

省：ナノテクノロジー政策研究会報告書（2008 年 3月））。【添付資料 2：ナノテクノロ

ジー政策研究会報告書のポイント】 

2009 年 12 月 30 日に閣議決定された「新成長戦略（基本方針）」において、「グリー

ン・イノベーション」、「ライフ・イノベーション」が成長分野として挙げられている。

多くの産業分野に広く貢献するナノテクノロジーは、両分野においても重要な役割を

果たす。 

（２）研究開発の取組 

経済産業省では、世界に先駆けてナノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を実

現すること、ナノテクノロジーの活用により情報通信、ライフサイエンス、環境、エネ

ルギーなど、多くの産業分野に資する高機能部材を数多く開発し、我が国産業の国際競

争力の強化や解決困難な社会的課題を克服することなどを目標とした研究開発を推進

している。さらに、知的財産、標準化、社会受容等において国際的なリーダーシップを

発揮することを目標とした研究開発及び関連施策を推進している。 

（３）関連施策の取組 

ナノテクノロジーは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、多くの

産業分野における科学技術の進歩や課題解決に貢献する重要な技術シーズである。した

がって、ナノテクノロジーの研究開発と一体となった関連施策を実施することで、その

成果を市場に出していくことが重要である。NEDO、経済産業省等では、技術戦略マップ

を策定、毎年改訂し、ナノテクノロジー・部材分野の将来の方向性を見定めながら、合

理的かつ効果的な研究開発プロジェクトを推進している。また、技術戦略マップを活用

して、多様な連携（川上川下の垂直連携、異業種間の水平連携など）による研究開発を



促進、支援し、当該分野の技術革新を促進している。その他、主な関連施策を、以下に

示す。 

〔サンプル提供・実用化促進〕 

・NEDO では、実施する研究開発プロジェクト成果のサンプルを対象として、それらを

活用した用途の開発、実用化ないし製品化提案を有する企業とのマッチングを図ること

で、プロジェクトの事業化を促進する取組を実施している（サンプルマッチング事業）。

ナノテクノロジー分野は特にシーズ技術とユーザーニーズとの組み合わせが重要であ

り、この制度による支援が有効に機能すると期待される。 

〔基準・標準化〕 

・経済産業省では、ナノテクノロジー関連の研究開発成果を社会及び市場等に普及する

ための環境整備として、ナノテクノロジーの標準化活動（ISO/IEC、JIS）を推進してい

る。  

・欧米では、積極的な標準化活動の推進により、ビジネスモデルの構築の基盤を固めて

おり、韓国・中国も標準化活動に対する国際ビジネスの優位性を図る活動を開始してい

る。 

・これまでの標準化の主な取組は、次のとおり 

-2005年5 月にナノテクノロジーの国際標準化推進に向けてISO/TC229 が設立がされ、

「用語・命名法」、「計測・キャラクタリゼーション」、「健康・安全・環境」の 3 つの

WG が設立。うち日本は「計測・キャラクタリゼーション WG」の主査に就任。 

-2006 年 9 月にナノエレクトロニクスに関する国際標準化推進に向けて IEC/TC113 が

設立され、「JWG1:用語・命名法※」、「JWG2:計測・キャラクタリゼーション※」、「JWG3:

性能評価」の 3 つの WG が設立。うち日本は「計測・キャラクタリゼーション」の主査、

及び「性能評価」の副主査に就任。（なお、※は ISO/TC229 とのジョイント WG となっ

ている。） 

TC113 主体の WG3 において、現状産業界からの積極的な提案は見られないが、幹事国

ドイツから将来スコープ拡大の提案があり、議長国米国からはナノコンタクト規格検討

の提案があり、タスクグループが設置された。 

-2008 年 5 月には、ISO/TC229 の 4つ目の WG として、中国提案により「材料規格」が設

立。 

-上記活動の中でにおいて、我が国としては、測定法を中心とする規格の提案を実施。 

〔広報・啓発〕 

・ナノテクノロジーに関する先端技術及び製品等の世界最大の展示会である「nano 

tech」が毎年日本で開催されている。 

〔ガイドライン整備〕 

・ナノテクノロジーの産業化の推進とともに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション技術

や人の健康や環境に及ぼす影響等の潜在的な課題に関する知見を蓄積する等のナノテ



クノロジーの社会受容に対する取組を推進している。 

・経済産業省では、2006 年度から「ナノ粒子の特性評価手法開発」を開始し、工業ナ

ノ粒子のリスク評価管理手法の確立を目標としたプロジェクトを開始し、2009 年 10 月

に｢ナノ材料リスク評価書｣（中間報告書）を公表した。また、政策的対応として、2009

年 3 月に取りまとめた｢ナノマテリアル製造事業者等における安全対策のあり方研究

会｣報告書に基づき、ナノマテリアルの製造事業者等における自主的な安全対策を促進

するための情報収集・開示プログラムを実施している。 

・OECD では、2006 年 9 月、化学品委員会に工業ナノ材料作業部会（WPMN）が設置され、

代表的な 14 種の工業ナノ材料について、試験計画の合意と試験実施を目的とする「ス

ポンサーシッププログラム」が実施されている。スポンサーシッププログラム対象物質

のうち、カーボンナノチューブ（単層、多層）、フラーレンの 3物質については日本が

中心となって担当し、「ナノ粒子の特性評価手法開発」等の成果で貢献している。 

〔人材育成〕 

・独立行政法人産業技術総合研究所は、産学官連携による波及効果の高い人材育成プロ

グラムの開発を目的として実施された「製造中核人材育成事業」(経済産業省(2005～

2007 年度))において、ナノテクノロジー関連の人材育成プログラムを開発、実施を行

っている。 

（例）ナノテク製造中核人材の養成プログラム 

概要：情報家電、燃料電池、ロボット、医療機器、バイオ等の応用分野において、そ

の産業の基盤と創出を支える中堅企業を対象として、「基礎加工技能・技術、特

殊な要素技能・技術に習熟し、製造技術の高度化を図る人材」及び「豊富なナノ

加工プロセスの知識や先端機器を使いこなすノウハウ等を習熟し、製造現場の技

能・技術を統括できす人材」を育成するもの。 

・NEDO では、我が国の産業技術の発展のため、先端分野や融合分野の技術を支える人

材の育成と、人的交流の面から産学連携を促進するための「場」の形成を促進する取組

を実施している（NEDO特別講座）。具体的には、優れた成果を生み出しつつあり、大学

が技術の中核となっている研究開発プロジェクトをコアプロジェクトとし、そのプロジ

ェクトリーダーの所属大学に拠点を設置し、関連技術の人材育成、人的交流の拡大、周

辺研究の実施を行うもの。ナノテクノロジー関連の研究開発プロジェクトも複数実施し

ている。 

〔関係機関との連携〕 

・ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発、希少金属代替材料開発プロジ

ェクトにおいては、文部科学省との合同会議を設置するなど、連携しつつプロジェクト

を推進している。 

・経済産業省・文部科学省が協力のもと、2009 年 6月より産業技術総合研究所、物質・

材料研究機構、筑波大学が中核となり、茨城県つくば市において世界的なナノテク研究



拠点を形成するための「つくばイノベーションアリーナ（TIA nano）」構想が推進され

ている。ナノエレクトロニクス、カーボンナノチューブ、ナノ材料安全評価などの研究

領域、ナノデバイス実証・評価ファウンドリーなどのインフラを生かし、主要企業・大

学との連携網を広げ、産学官に開かれた融合拠点として、ナノテクの産業化と人材育成

を一体的に推進することとしている。 

（４）海外での取組 

諸外国においては、ナノテクノロジーに関する国家戦略を発表、それに基づき予算配

分等がされており、研究開発拠点形成などのインフラ整備、人材育成・教育等にも戦略

的な投資がなされている。 

〔米国〕 

・2000 年に国家ナノテクノロジー計画（NNI:National Nanotechnology Initiative）

が開始、2003 年にはこれを強化するために「21世紀ナノテクノロジー研究開発法」を

制定している。2007 年 12 月には、NNI 戦略プラン（2004 年）を改訂した新 NNI 戦略プ

ランを発表し、2008 年に PCAST（大統領科学技術諮問会議）による 3 年に 1 度の NNI

に対する評価レポートを発表した。2009 年においても NNI に従って、基礎・応用研究、

分野横断的な研究拠点の構築等を継続している。 

・ニューヨーク州オルバニーでは、州資金援助の下、IBM が中核となり、日本企業の資

金・人材協力を得た、LSI 開発を中心としたナノエレクトロニクス拠点を形成している。 

〔欧州〕 

・第 7 次欧州研究開発フレームワークプログラム（FP7：2007-2013 年）が開始され、

ナノサイエンスから新生産技術にいたるまで FP6（2001-2006）の 2 倍近くの予算が投

入される。また、各国は独自の国家計画に基づき、投資が行われている。 

・フランスでは、国立電子情報技術研究所と国立工科大学グルノーブル校が連携し、

“MINATEC”が 2006 年 6 月に開設され、ST マイクロ社等と一体となってナノテク・ナ

ノエレクトロニクス研究拠点を形成している。 

・ベルギーは、州政府の支援の下、日本を含め、世界の 500 社超が連携している世界最

大のナノテク研究所“IMEC”を擁しており、2000 年以降に規摸が倍増している。 

・また、ロシアにおいても、2007 年に 8カ年の国家科学技術計画を発表し、2008年か

らはナノテク研究インフラ整備のため、NNN（国家ナノテクノロジーネットワーク）計

画を開始した。 

〔アジア〕 

・韓国、中国、台湾、シンガポールなど、各国が基礎から産業化に至るまで、ナノテク

ノロジーの重点化を継続している。韓国では、第 2次科学技術基本計画（2008-2012）

により、重点化を図っている。 

・2004 年 5 月に「アジアナノフォーラム」がアジア 13 カ国で発足。フォーラムサミッ

トの開催、人材交流等の活動を行い、各国が推進するナノテクノロジー政策の後押しを



することを役割の一つとしている。 

・シンガポールでは、情報通信・材料工学関係の 7つの国立研究所を一カ所に集約。50

社を超える外国企業、ハーバード大等海外の大学とも連携するなど、2011 年までに約

6000 億円を投資する。 

（５）民間での取組 

ナノテクノロジービジネス推進協議会（NBCI）では、ナノテクノロジーの技術開発及

びビジネス化のための情報交流や人的交流、大企業・ベンチャー企業・ベンチャーキャ

ピタルなどの会員間でのビジネスマッチング、ナノテク各分野の情報共有および分野間

のテクノロジーマッチング、政府への要望・提言などに関わり、ナノテクノロジーによ

る我が国の産業競争力の強化と国民生活の向上を目指す取組などを実施している。具体

的には、市場の要求（出口）と技術（シーズ）のマッチングを図るためのナノテク製品

や研究開発成果の発表・展示、ビジネス化に向けた情報交換等のための国際展示会やセ

ミナーの開催、海外ベンチマーク調査、ビジネスロードマップの作成、社会受容・標準

化活動などを推進している。 

（６）改訂のポイント 

今回は、改訂を行っていない。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

ナノテクノロジーは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、多くの

産業分野における科学技術の進歩や課題解決に貢献し、産業の振興や人間の豊かな暮ら

し、安全・安心で快適な社会などを実現する重要な技術シーズである（第 3期科学技術

基本計画より）。 

技術戦略マップ 2009におけるナノテクノロジー分野の改訂に当たり、同分野のユー

ザーフレンドリー性の向上と独自の付加価値を供するため、これまでのニーズプル型

（ある出口に対してどのようなナノテクノロジーが活用されているか）から、シーズ

プッシュ型（どのようなナノテクノロジーが重要か）の観点での改訂を検討すること

とした。（※第 24 回産業構造審議会産業技術分科会研究開発小委員会資料 6より。） 

（２）重要技術の考え方 

技術戦略マップ 2009 におけるナノテクノロジー分野の改訂に当たり、有識者へのヒ

アリング及び委員会を設置することによる検討を行った。今回の改訂は、上述のとおり、

新たにシーズプッシュ型の観点での改訂を行ったところである。 

重要技術の考え方は、技術戦略マップ 2008 において重要技術として取り上げられて

いるもの、現在、経済産業省が実施している研究開発プロジェクトにおいてキーテクノ

ロジーとなっているもの、産業応用展開への波及効果が高く基盤的技術であるものを基

準として選定した。 



重要技術として位置づけた技術については、技術マップにおいて赤字で記載した。 

今後、ナノテクノロジー分野における重要技術については、随時追加を伴う改訂を

する予定である。 

（３）改訂のポイント 

技術戦略マップ 2009 におけるナノテクノロジー分野の技術マップでは、ユーザーフ

レンドリー性の向上と独自の付加価値を供するため、これまでのニーズプル型（ある出

口に対してどのようなナノテクノロジーが活用されているか）から、シーズプッシュ型

（どのようなナノテクノロジーが重要か）の観点での改訂を行った。 

技術マップ 2010 におけるナノテクノロジー分野改訂に当たっては、前年の方針を踏

襲し、以下の 6つの重要技術の追加を行った。 

グラフェン、ナノクラスター、機能性ゲル、超微細インクジェット、光触媒、メタマ

テリアル 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップにおいて重要技術として位置づけた技術について、技術ロードマップを作

成した。技術ロードマップの作成に当たっては、研究開発課題の解決のための研究開発

シナリオを、さらに、当該技術がどういった出口（製品等）に応用が期待されるかを記

載した実用化シナリオを、それぞれ時間軸上に示した。 

また、技術ロードマップと合わせて、当該技術シーズの技術解説及び研究開発課題の

概要等を記載する補足資料を、各シーズにおいて作成した。 

（２）改訂のポイント 

技術戦略マップ 2009 におけるナノテクノロジー分野の技術マップでは、次の点を改

訂した。 

 ユーザーフレンドリー性の向上と独自の付加価値を供するため、これまでのニー

ズプル型（ある出口に対してどのようなナノテクノロジーが活用されているか）か

ら、シーズプッシュ型（どのようなナノテクノロジーが重要か）の観点での改訂を

行った。 

 研究開発課題の解決のための研究開発シナリオ及び当該技術がどういった出口

（製品等）に応用が期待されるかを記載した実用化シナリオを、それぞれ時間軸上

に示した技術ロードマップを作成した。 

 重要技術については、当該技術シーズの技術解説及び研究開発課題の概要等を記

載する解説資料を作成した。 

技術戦略マップ 2010におけるナノテクノロジー分野の技術マップ改訂においては、

技術マップにおいて追加した重要技術 6件について、ロードマップを作成した。 

 



Ⅳ．その他の改訂ポイント 

○標準化シナリオの改訂 

 ISO/TC229 及び IEC/TC113 の動向等を踏まえ、改訂を行った。 

○ベンチマーキングの策定 

 ナノテクノロジー政策研究会報告書（2008 年 3 月）から、ナノテクノロジーの国

際競争力比較に該当する部分を抜粋したものを掲載した。 

 特許庁が実施する重点 8分野の特許出願状況調査（ナノテクノロジー・材料分野）

（平成 21 年 3 月）において、取り上げられているデータの一部を加工したものを

掲載した。【ナノテクノロジー分野の国際競争ポジション】 

 トムソン・ロイター社のデータベース Essential Science Indicators(2010.01.01

更新)に基づく日本の論文被引用数の分野別比較を掲載。 

 EPO PATSTAT 2009 April のデータに基づく世界と日本でのナノテクノロジー関連

特許の出願分野別割合を掲載。 

 



添付資料１

出典：ナノテクノロジーによる価値創造実現のための処方箋（４つの国家目標と７つの推進方策）（経済産業省 平成17年3月）
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○従来のシリコンン半導体を超える

次世代シリコンベース

ナノエレクトロニクス技術

○電子・光制御

ナノエレクトロニクス技術

○ナノスケールに対応した

エレクトロニクス製造技術
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ナノエレクトロニクス領域 材料領域

【エネルギー問題の克服】

○未普及なエネルギー利用を具現化する材料技術

○高効率なエネルギー利用のための革新的材料技術

【環境と調和する循環型社会の実現】

○有害物質・材料対策に資する材料技術

○希少資源・不足資源代替並びに効率的利用技術

○環境改善・保全のための材料技術

【安全・安心社会の構築】

○安全・安心社会を実現する材料・利用技術

【産業競争力の維持・強化】

○世界をリードする電子機器のための材料技術

○国際競争力のある輸送機器のための材料技術

○次世代を担う革新的材料・部材の創製技術

○生体の構造・機能などを解明す

る分子イメージング技術

○生体内の分子を操作する技術

○DDS・イメージング技術を核とした

診断・治療法

○超微細加工技術を利用した機器

○極微量物質を検出する技術

○生体に優しい高安全・高機能性

生体デバイス

○再生誘導用材料

○ナノバイオテクノロジーを

応用した食品

ナノバイオテクノロジー・

生体材料領域

【技術基盤】

○革新的ナノ計測・加工技術

○量子ビーム高度利用計測・加工・創製技術

○物性・機能発現指向のシミュレーション・デザイン技術

【推進基盤】

○ナノテクノロジーの責任ある研究開発

○ナノテクノロジー・材料分野の

人材育成と研究開発の環境整備

○「量子計算技術」「界面の機能解明・制御」「生体ナノシステムの機構解明」「強相関エレクトロニクス」の戦略的推進

ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域

ナノサイエンス・物質科学領域

重要な研究開発課題の体系

7

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ﾈｯﾄﾜｰｸ構成１３拠点と 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ関連知的ｸﾗｽﾀｰ４地域 

ナノテクノロジー政策研究会報告書のポイント 

目標とする社会の未来像と必要な技術分野 

 
４つの目標と１０の技術開発 ３つの障害と８つの推進方策 

米 NSF の研究拠点ﾈｯﾄﾜｰｸ 

○ 社会、産業からの要請が強く、しかも『True Nano』や革新的材料でなければ解決が困難な課題

○ ナノ領域特有の現象・特性を活かし、不連続な進歩や大きな産業応用により国際競争の優位を確保する課題

○ 『True Nano』や革新的材料技術によるイノベーションの創出を加速し国際競争の優位を確保する推進基盤

○ 『True Nano』や革新的材料で困難な社会的課題を解決する科学技術

①クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術

②資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術

③生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術

④イノベーション創生の中核となる革新的材料技術

○ 『True Nano』で次世代のイノベーションを起こす科学技術

⑤デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス

⑥超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術

○ 『True Nano』や革新的材料技術によるイノベーションの創出を加速する推進基盤

⑦ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発

⑧イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発

⑨ナノ領域最先端計測・加工技術

⑩X線自由電子レーザーの開発・共用

選択と集中の戦略概念

戦略重点科学技術

戦略重点科学技術の体系
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第１世代：受動的ナノ構造
a.分散と接触のナノ構造 例：ｴｱﾛｿﾞﾙ、ｺﾛｲﾄﾞ
b.ナノ構造を内包した製品 例：ｺｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾅﾉ粒子強化
ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ、ナノ構造金属、高分子、ｾﾗﾐｯｸｽ

第2世代：能動的ナノ構造
a.ﾊﾞｲｵ活用による医療 例：DDS、ﾊﾞｲｵﾃﾞﾊﾞｲｽ
b.物理化学活性 例：３次元ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ、増幅器、

ｱｸﾁｭｴｰﾀ、環境適応型構造

第3世代：ﾅﾉｼｽﾃﾑを集合したｼｽﾃﾑ
例：誘導組み立て、3次元構造と

新しい階層構造、ﾛﾎﾞｯﾄ

第4世代：分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ
例：分子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、階層構
造で新たに出現する機能
を用いた分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ

～2000

～2005

～2015-2020

～2010

第１世代：受動的ナノ構造
a.分散と接触のナノ構造 例：ｴｱﾛｿﾞﾙ、ｺﾛｲﾄﾞ
b.ナノ構造を内包した製品 例：ｺｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾅﾉ粒子強化
ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ、ナノ構造金属、高分子、ｾﾗﾐｯｸｽ

第2世代：能動的ナノ構造
a.ﾊﾞｲｵ活用による医療 例：DDS、ﾊﾞｲｵﾃﾞﾊﾞｲｽ
b.物理化学活性 例：３次元ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ、増幅器、

ｱｸﾁｭｴｰﾀ、環境適応型構造

第3世代：ﾅﾉｼｽﾃﾑを集合したｼｽﾃﾑ
例：誘導組み立て、3次元構造と

新しい階層構造、ﾛﾎﾞｯﾄ

第4世代：分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ
例：分子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、階層構
造で新たに出現する機能
を用いた分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ

第１世代：受動的ナノ構造
a.分散と接触のナノ構造 例：ｴｱﾛｿﾞﾙ、ｺﾛｲﾄﾞ
b.ナノ構造を内包した製品 例：ｺｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾅﾉ粒子強化
ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ、ナノ構造金属、高分子、ｾﾗﾐｯｸｽ

第2世代：能動的ナノ構造
a.ﾊﾞｲｵ活用による医療 例：DDS、ﾊﾞｲｵﾃﾞﾊﾞｲｽ
b.物理化学活性 例：３次元ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ、増幅器、

ｱｸﾁｭｴｰﾀ、環境適応型構造

第3世代：ﾅﾉｼｽﾃﾑを集合したｼｽﾃﾑ
例：誘導組み立て、3次元構造と

新しい階層構造、ﾛﾎﾞｯﾄ

第4世代：分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ
例：分子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、階層構
造で新たに出現する機能
を用いた分子ﾅﾉｼｽﾃﾑ

～2000

～2005

～2015-2020

～2010

「豊かな生活」・「安心・安全な社会」 
「持続可能な社会」・「無駄のない生産」 

①ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術分野 

②医療関連技術分野 

③構造ﾍﾙｽﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術分野 

④太陽電池・熱電変換関連技術分野 

⑤超電導送電技術分野 

⑥ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術分野 

⑦希少金属代替技術分野 

⑧動的計測・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術分野 

⑨ﾐﾆﾏﾙ・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ技術分野 

⑩環境ｾﾝｼﾝｸﾞ・環境浄化技術分野 

３つの超電導グローバルネットワーク

☆超電導力ネットワーク

☆マグレブ・ネットワーク

☆超電導素子ネットワーク

３つの超電導グローバルネットワーク

☆超電導力ネットワーク

☆マグレブ・ネットワーク

☆超電導素子ネットワーク

①

⑤④

③

②

①

⑤④

③

②

米国 国家ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ[NNI](2000 年) 
21 世紀ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究開発法(2003 年) 

NNI 戦略ﾌﾟﾗﾝ(2004 年) 
欧州 ﾘｽﾎﾞﾝ戦略(2000 年) 

第 7 次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ[FP7](2007 年) 

中国 国家中長期科学技術発展計画要綱(2006 年) 

韓国 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ促進法(2002 年) 
第 2 期ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ総合発展計画(2006 年)  、等 

①北海道ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出
ﾅﾉ加工・計測ﾈｯﾄﾜｰｸ

②ﾅﾉﾃｸ総合技術支援ｾﾝﾀｰによる
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援事業

⑬九州地区ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
拠点ﾈｯﾄﾜｰｸ

⑦早稲田大学ｶｽﾀﾑﾅﾉ造形支援事業

⑥電子ﾋﾞｰﾑによるﾅﾉ構造造形・観察支援
⑤超微細ﾘｿｸﾞﾗﾌｨｰ・ﾅﾉ計測拠点

⑧中部地区ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ総合支援

⑩阪大複合機能ﾅﾉﾌｧｳﾝﾀﾞﾘ

⑪放射光を利用したﾅﾉ構造・機能の計測・解析

⑨京都・先端ﾅﾉﾃｸ
総合支援ﾈｯﾄﾜｰｸ

④ﾅﾉﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
③ NIMSﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ拠点

⑫ｼﾘｺﾝﾅﾉ加工と高品質真空
利用技術に関する支援

北九州ﾋｭｰﾏﾝ
ﾃｸﾉｸﾗｽﾀｰ

京都ﾅﾉﾃｸ
ｸﾗｽﾀｰ

名古屋ﾅﾉﾃｸものづくりｸﾗｽﾀｰ

長野・上田ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽｸﾗｽﾀｰ

： ナノテクノロジーネットワーク

： ナノテク関連知的クラスター

安全安心（ＮＡＮＯ－ＳＡＦＥ）社会の実現 環境調和型（ＮＡＮＯ－ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＬＥ）社会の実現

○４つの国家目標（グランドチャレンジ）

NANO-ＬＩＦＥ
個人の生活を向上する

NANO-

PROTECTION

守られた社会を創る

NANO-RESERVATION

資源やエネルギーの「消費」
を最適化

NANO-PRODUCTION

「製造」の最適化を図る

ナノテクな
らではの社
会的便益

○７つの推進方策

３つの死の谷を乗り越える

①ソリューショ
ン型／オー
プンリソース
型経営戦略
の強化

②社会影響（安
全を含む）及
び標準化の環
境整備

③市場協創
型ロード
マッピング

④調達による
社会課題解
決プロジェクト
の創設

⑤ものづくり基
盤技術の体系
的整備と実用
化への橋渡し

⑥技術／人
材のスピン
オフ戦略

○下請け中心の受け身、
川下ニーズへのソリューション
提案型ビジネスモデルへの
転換
・自社の事業領域を超える
展開を睨んだ垂直連携、異
業種連携の強化
○用途開拓を念頭に置い
た特許獲得戦略の強化

○社会影響（安全性を
含む）に係る環境整備
・個人、NPO等多様な

主体を交えたフォーラムの
開催
・ナノ粒子の安全研究の
推進
○標準化に係る環境整
備
・国際対応強化

○市場協創型ロード
マップ策定の場の設定
・コンセンサｽ形成によ
るリスク低減と見直し
作業重視
・技術戦略マップと
NBCI市場ロードマップ

との連携
・世界に先駆けたナノ
テクロードマップ発信

○安全安心（防衛、防
犯、消防、衛生な
ど）、環境調和（省エ
ネ、新エネ）分野での、
調達官庁との連携に
よる先行需要開拓
型R&D創設

○ロードマップを活用した
共通基盤技術体系の
整備

○需要サイドからの見定め
によりテーマを絞り込んで
いく、ステージゲートやβ
サイト評価など制度的
工夫のR&D制度への活

用。

○ベンチャースピンオフ支援
・ベンチャー自身に加えて、
切り出し側へのインセン
ティブ付与（出資への優
遇等）

・特許の個人帰属の重視
○体系的人材育成、地域
クラスタ施策との連携

３つの死の谷
を越える手段

○我が国経済社会抱える課題へのナノテクでの解決

ナノテク・イノベーションサイクルの構築

⑦大学等にお
ける基盤研究
と産業社会
ニーズとの
マッチング

○大学等の基盤
研究のテーマ設
定等に産業界
が関与できる制
度設計

・総合科学技術
会議等における
ナノテク資源配
分へのロードマッ
プの活用

反映 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ政策体系図（経産省・文科省） 

総合科学技術会議 

「第３期科学技術基本計画」 
ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・材料分野 
の戦略重点体系図等 

諸外国の戦略・拠点 我が国の戦略・拠点 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰの位置づけ 

重点推進４分野 

（科学技術基本計画） 
におけるﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

の位置づけ 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰの位置づけ 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰの現状と潜在力 

ﾅﾉﾃｸの世代 

・ｼﾘｺﾝﾅﾉﾌｫﾄﾆｸｽ 
・超大容量ﾒﾓﾘﾁｯﾌﾟ 
・超格子構造熱電変換素子 
・太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ変換材料 
・ｽﾄﾚｽ計測ﾁｯﾌﾟ 
・心疾患ﾏｰｶｰｾﾝｻｰ 
等の実用化が期待される 

磁気記録装置の記憶密度の推移 
ﾅﾉ針による遺伝子操作 

液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 
に活用される 
ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 

国際開発力比較 
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2001年を基準とした伸び率

論文数の伸び率 開発予算の増加率 
技術水準の傾向 

諸外国が勢いを増す中で
日本だけが現状維持傾向 

国際競争力の強化を図るため
投資増大策や国家戦略を続発 

ナノテクは他分野の発展

に貢献する面が大きく、
成果が目に見える形とな
りにくい 

ナノテクは既に身近に使われており
２０２０年におけるナノテク関連国内
市場は約１３兆円 

先駆的な取組み例も多く
既存のリソースを体系化 

国際競争力の
維持のために

実現すべき目
標と推進すべ
き技術開発 

目標実現に立
ちはだかる障

害と、それを
乗り越えるた
めの推進方策 

最下位 

停滞 

唯一横這い 

積極的な

拠点整備 
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・ナノテク膜に
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等
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デバイスの
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次世代

半導体 等

ナノテク

  

ﾅﾉﾃｸは分野横断
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で あ る と 同 時 に

高 度 化 技 術 でも

ある 
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進
内
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の要素技術

・試作品開発

・マーケティング

・量産技術開発

・開発製品の
市場投入

・コストダウン

・販路開拓

販売生産体制整備

事業拡大戦略

商品ラインアップ

量産コストダウン

推
進
策

段
階 研究 開発 事業化 産業化

魔の川 死の谷 ダーウィンの海

研究所

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

開発センター

開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業開発部

事業化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業部

工場
企業内組織

ベンチャーファンド活用

世界水準の拠点整備

課題設定型ナノテクチャレンジ

ナノテク関連団体

社会受容への対応

経産省・文科省の連携強化

予算配分の考え方

教育・人材育成
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進
内
容

・新規技術
シーズ創出

・製品化のため
の要素技術

・試作品開発

・マーケティング

・量産技術開発

・開発製品の
市場投入

・コストダウン

・販路開拓

販売生産体制整備

事業拡大戦略

商品ラインアップ

量産コストダウン
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進
策

段
階 研究 開発 事業化 産業化

魔の川 死の谷 ダーウィンの海

段
階 研究 開発 事業化 産業化

魔の川 死の谷 ダーウィンの海

研究所

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

開発センター

開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業開発部

事業化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業部

工場
企業内組織

研究所

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

開発センター

開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業開発部

事業化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業部

工場
企業内組織

ベンチャーファンド活用

世界水準の拠点整備

課題設定型ナノテクチャレンジ

ナノテク関連団体

社会受容への対応

経産省・文科省の連携強化

予算配分の考え方

教育・人材育成

添付資料２ 



ナノテクノロジー分野の導入シナリオ

目
標

2010年 2030年2020年

民
間
で
の
取
り
組
み

研
究
開
発
の
取
り
組
み

○世界に先駆けてナノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を達成し、ナ
ノテクノロジーによる世界最先端のものづくり国家を目指す。

○ナノテクノロジーを活用し、多くの産業分野に資する高機能部材を数多く開
発し、我が国産業の国際競争力の強化や解決困難な社会的課題を克服する。

○知財、標準化等の国際的な枠組みで我が国のリーダーシップを発揮する。

・ナノテクノロジー研究開発の活性化とイノベーションの創出
・ナノテクノロジーによる既存産業の製造プロセス、製品等の高度化
・ナノテクノロジーによる高付加価値産業の立ち上げ

市場環境の整備：ナノテクノロジービジネス推進協議会（ＮＢＣＩ）
・ビジネス委員会（シーズとニーズのマッチング活動）
・テクノロジー委員会（ＮＢＣＩビジネスロードマップの作成）
・社会受容・標準化委員会（社会受容活動、国内・国際標準化活動）
・ネットワーキング活動（イベント、フォーラム、国際会議）
・政策提言、調査

革新的機能を発現するナノスケールの構造制御技術・物質の開発

ナノテクノロジーの確立に必要な共通基盤技術（加工、計測、解析など）
の開発

出口となる産業分野（情報通信、医療、エネルギー、環境など）を念頭に
置いたナノテクノロジー研究開発、高機能部材開発

国
際
競
争
力
の
強
化

知
的
基
盤
・

環
境
整
備
等

ナノ粒子の特性
評価手法開発

関
連
施
策
の
取
り
組
み

普
及
促
進
・

推
進
施
策

標準化（ISO/TC229、IEC/TC113など）に向けた取り組み
→「標準化シナリオ」参照

社会受容に向けた取り組み（ナノ粒子の特性評価手法開発など）

人材育成に向けた取り組み（製造中核人材育成事業、NEDO特別講座など）

実用化促進に向けた取り組み（NEDO-NBCIサンプルマッチング事業など）

関連機関・他省庁との連携（総合科学技術会議連携施策群など）

環
境
整
備
等

ナノテクを活用した非連続な技術革新を加速・促進する
垂直連携型・異業種異分野連携型＋ステージゲート方式研究開発の推進

「ナノテク・部材イノベーションプログラム」の推進

ナノテクチャレンジ

(～2015）※2009統合

垂直連携型
＋ステージゲート方式
（2005～）

異業種異分野連携型
＋ステージゲート方式
（2007～）



ISO
TC229

（電気・電子を
除く製品）

EU （ナノテク基本行動計画）

OECD 工業ナノ材料作業部会

材料規格 WG4 （主査：中国）

IEEE

議長：英国
幹事：英国
国内事務局：産総研

各国規格

CEN
CENELEC

EU指令

リエゾン

VAMAS

関連する国際
の動き

・ＯＥＣＤの要請により、PG５「物理化学特性と毒性に関するガイダンス」が検討中

議長：米国
幹事：ドイツ
国内事務局：JEITA

ジョイントＷＧ
(TC229リード)

2008.8 ナノテク用語ＴＳ制定

ナノテクノロジー分野の国際標準化シナリオ（2010年3月）

2005 2008 2010 2015 ・・・ 2020

・将来スコープ拡大を検討中

IEC
TC113
（電気・電子

製品）

・CEN主導のナノ・ラベリングに関するガイドライン規格に対し意見提出

議長諮問会議CAG TG1：ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ TG2：ﾅﾉｺﾝﾀｸﾄ

・ﾅﾉｺﾝﾀｸﾄの形態、性能、信頼性、評価方法、製造技術に関するTRを検討

計測とキャラクタリゼーション JWG2 （主査及び副主査：日本）

用語・命名法 JWG1（主査：カナダ）

パフォーマンス WG3 （主査：ドイツ、副主査：日本）

健康・安全・環境 WG3 （主査：米国）

用語・命名法
WG

計量とｷｬﾗｸﾀﾘ
ｾﾞｰｼｮﾝ WG

用語・命名法
WG

計量とｷｬﾗｸﾀﾘ
ｾﾞｰｼｮﾝ WG



ナノ安全
ナノ標準化

研究者の着想
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ナノバイオ
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等

ライフサイエンス分野

ＩＴ・情報通信分野

計測評価装置分野超精密製造加工分野

量子ドット、フォトニック結晶、ナノマシン、分子モーター、ナノ触媒、ナノピンセット、メタマテリアル

スピントロニクス、近接場光、ナノフルイディクス、バリスティック伝導、

量子効果材料、トンネル効果、電子干渉効果、プラズモニクス

カーボンナノチューブ（CNT）、フラーレン、グラフェン、ナノダイヤモンド、ナノホーン、

ナノ粒子、ナノポーラス材料、ナノ空間、ナノファイバー、ナノワイヤー、ナノシート、

ナノクラスター、ナノカプセル、ナノコンポジット、ナノエマルジョン、

ナノ磁性体、ナノゼオライト、ナノメタル、ナノガラス、ナノ結晶シリコン、

ナノ結晶合金、デンドリマー、ナノセラミックス、ナノ高分子、ナノコンパウンド、

ナノクリスタル、機能性ゲル、ピーポッド、光触媒

ナノプロパティ

ナノマテリアル

ナノデバイス

環境・エネルギー分野

豊かな生活 無駄のない生産持続可能な社会安心・安全な社会

触媒・塗装・材料分野

※赤字－重要技術として技術ロードマップを作成しているもの
下線のものは2010版で追加したもの

ナノテクノロジー分野の技術マップ（1/1）



 

 

 

 

 

 

技術戦略マップ 

 

超電導技術分野 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 

超電導技術分野 
 

 

 

超電導技術は、電気抵抗がゼロであるという特徴的な性質により電流が流れる際のエネ

ルギー・ロスを抑えることができることや、磁石からでる磁力線を超電導物質が跳ね返す

性質（マイスナー効果）、超電導物質内部に侵入した磁力線を捕捉してしまう性質（ピン

ニング効果）等の様々な特長を有している。1986 年に「高温超電導物質」と呼ばれる酸化

物系超電導物質が発見されたことをきっかけに、科学技術の大幅な加速進展のみならず、

エネルギー・電力分野を始め、産業・輸送分野、診断・医療分野、情報・通信分野等の幅

広い分野において、超電導技術の応用に関する期待が世界中で高まり広く研究に取り組ま

れてきたが、工業化を図るために不可欠な技術が近年出そろい始めており、超電導材料を

用いた様々な機器の開発・実証・実用化が現実のものとなりつつある。その一方では、新

しい超電導物質の発見や超電導現象の理論解明によるブレークスルーへの試みも続けられ

ており、「常温超電導物質」の発見という人類の夢に向けた試みも絶えてはいない。【参

考資料 1：超電導の性質と将来性】【参考資料 2：超電導物質の探索】 

また、京都議定書発効に伴う温暖化緩和策の一環としての省エネルギー技術の開発・導

入や各種資源の枯渇・高騰等も喫緊の課題となっており、「クールアース－エネルギー革

新技術計画」の技術テーマにも選定される等、超電導技術を早期に実用化することによっ

て、環境負荷の低減と資源の有効な利用という 2 つの目的を効率的かつ実効的に達成し、

多様な分野におけるエネルギーの効率的利用に資すること等が強く期待されている。 

 これらの状況を踏まえ、かつての「夢の超電導技術」から「21世紀のキーテクノロジー」

と呼ばれるまでに進化を遂げつつある超電導技術について、諸々の社会ニーズに対応して

いくことを念頭に中長期的な観点と早期実用化の観点から技術戦略マップを作成した。 

なお、2020年頃迄を目途に実現が期待される社会の姿についてのイメージを得るため、

【参考資料3：社会に役立つ超電導技術 2020年の社会像】を示した。 



            超電導技術分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ. 導入シナリオ 

 （１）超電導技術分野の目標と将来実現する社会像 

研究開発の戦略的な推進については、様々な社会ニーズと研究開発目標との関係を

明らかにした上で、効率的な研究開発体制を構築することが重要である。特に、超電

導技術応用機器の開発に際しては、全ての機器開発の共通基盤技術である超電導材料

の開発（線材化・バルク化・デバイス化）と機器適用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）

とを同時並行的に進め、要求仕様を相互にフィードバックさせながら、各種応用機器

を実現するためのタイムリーな技術開発を進めていくことが必要不可欠である。 

超電導技術分野は、その将来的な優位性の高さから、日米欧での熾烈な技術開発競

争がなされているところであり、また、韓国、中国も積極的な技術開発を行っている

等、海外の動向も無視できない状況にある。（【参考資料 4：世界の Y 系超電導線材開

発状況】【参考資料 5：SFQ 技術の国際評価】等）。しかし、研究開発を推進した結果

として国際的な競争力を発生させ得るに足る研究成果が得られたとしても、実用化・

事業化が行われなければ何の役にも立たない。研究開発の初期段階から将来の事業化

を想定した企業が参画すること等により、スムーズな事業化につながる方策を講じて

いくことが重要である。 

欧米においては、技術的に未成熟な段階から幾つものベンチャー企業が起業し、超

電導技術産業に係る市場を創出するべくチャレンジを繰り返してきた。我が国におい

ては、官民のリソースの選択と集中を行うことによりここまで研究開発を進めてきた

ところであるが、21 世紀における良好な環境の維持と我が国経済の持続的成長とを両

立させていくためには、超電導技術産業市場の早期創出と自律的な発展の開始に向け

た導入普及促進策等の推進や、規制緩和、標準化等を通じた新たな市場競争ルールの

導入といった関連施策を行うことにより、民間企業が市場競争の中で自ら効率的な事

業展開を図っていくための戦略的な体制作りと研究開発とを一体的に推進することが

必要である。 

前述のように、近い将来において超電導技術を適用した機器の実現が期待される分

野は、①エネルギー・電力分野（電力ケーブル、限流器、変圧器、発電機、フライホ

イール、SMES（超電導電力貯蔵装置）等）、②産業・輸送分野（舶用モータ、磁気浮上

式鉄道用マグネット、半導体引上装置、磁気分離装置等）、③診断・医療分野（MRI、

NMR、MCG（心磁計）、MEG（脳磁計）、質量分析器等）、④情報・通信分野（ルータ・ス

イッチ、SFQ コンピュータ、バンドパスフィルタ、AD コンバータ等）の 4 分野に大き

く分けることができる。分野によって求められる社会ニーズ等には異なる部分がもち

ろんあるが、共通基盤技術が成長しつつあることにより、戦略的な機器開発・導入を

図るべき時期が到来していることについては一様である。そこで、4分野それぞれにお



ける代表的かつ戦略的な機器について、開発・導入に係る想定シナリオを時系列で示

すこととした。 

 （２）関連施策の取組 

我が国経済が将来にわたって更なる発展を遂げていくためには、先導的効果を狙っ

た高度に進んだ機器の開発投入や、全ての活動の基礎となるエネルギーについて将来

顕在化することが懸念される資源制約等を総合的に考慮した、効率的なアプローチを

図っていくことが重要である。また、そのためには、①研究開発の戦略的な推進が不

可欠であるとともに、②国際的な競争力を有する研究成果の実用化・事業化の推進、

③導入普及促進策、関連産業連携策、規制緩和、標準化等の関連施策と研究開発との

一体的な推進が必要である。 

〔規制・制度改革〕 

・超電導技術の実用化を促進するため、高圧ガス保安法、電気事業法などの規制につ

いて導入促進のための規制緩和を図る必要がある。 

〔基準・標準化〕 

・超電導機器の導入に向けて、研究開発と並行して標準化の検討を進めることが重要

なテーマについて、各分野の導入シナリオに示した。（2006 年版策定時から） 

・超電導関係の国際標準化のための取組及び具体的進展状況について理解を容易にす

るため、【参考資料 6：超電導標準化マップ】を示した。（2007 年版策定時から） 

〔広報･啓発〕 

・例年春に行われている「超電導技術動向報告会」や、2007 年から冬に開催されるこ

とになった「超電導 EXPO」等の展示会を通じて、超電導技術及び超電導市場の最近

の動向について広く周知する機会の増加を図る。 

（３） 改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野及び産業・輸送分野を中心に、最新動向を踏まえた改訂を行

った。特にエネルギー・電力分野及び産業・輸送分野については、2030 年までの技

術開発及び実用化のシナリオを追加した。 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、診断・医療分野、及び情報・通信分野に

おける技術開発及び実用化のシナリオについて、最近の研究開発の進展状況に伴う

見直しを行った。 

 エネルギー・電力分野において、今後の次世代電力系統への展開の可能性も視野に

入れ、従来のエネルギー貯蔵、送配電、発電用の機器を統合する「システムインテ

グレート」という領域を追加した。 

 エネルギー・電力分野の関連施策に CO2の 25％削減目標（2020 年）を加えるととも

に、スペースの関係から一部の施策を削除した。 

 エネルギー・電力分野等における海外での取組について、米国、欧州、アジアにお

ける最新の研究開発プロジェクト等を追記した。 



Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

超電導技術は、導入シナリオで示した 4 つの分野において、効率的かつ各々の導入

目的に合致した研究開発を行うための技術指標を明確化する必要があるとの観点から

技術をカテゴライズした。また、これらと同時並行的に進めていく必要がある共通基

盤技術についても、素材・部品を供給するという観点から技術をカテゴライズした。 

  具体的には、それぞれ以下に示すような考え方に基づく分類を行っている。 

① エネルギー・電力分野 
エネルギー・電力分野の技術を、発電（創る）技術、送変配電（送る）技術、エネ

ルギー貯蔵（貯める）技術の3つに大別し、これを大分類とした。また、それぞれの

技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とした。その上

で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り組んでいく

ことが必要と考えられる主要な技術課題（大電流化、低損失化等）について、小分類

とした。 

② 産業・輸送分野 
産業・輸送分野の技術を、磁場応用（造る）技術、計測機器（測る）技術、回転機

（動かす）技術、変圧器（変える）技術の4つに大別し、これを大分類とした。また、

それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とし

た。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り

組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（小型軽量化、高磁場化、大容量

化等）について、小分類とした。 

③ 診断・医療分野 
診断・医療分野の技術を、マグネット応用（視る）技術、加速器応用（治す）技術、

高周波デバイス応用（測る）技術、SQUID応用（診る）技術の4つに大別し、これを大

分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、

これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルスト

ーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（磁場安定化技

術、高感度化等）について、小分類とした。 

④ 情報・通信分野 
情報・通信分野の技術を、コンピュータ・ネットワーク機器（判断する）技術、無

線アクセス系機器（飛ばす）技術、計測機器（測る）技術の3つに大別し、これを大

分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、

これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルスト

ーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（処理能力／ラ

ック向上、低コスト化等）について、小分類とした。 

⑤ 共通基盤技術 



共通基盤技術は、超電導材料の開発（線材化・バルク化・デバイス化）及び機器適

用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）から構成されることから、これを大分類とした。

超電導材料の開発については、それぞれを実現する製造方法やそれを加工する方法に

より技術的アプローチも異なると考えられるため、これを中分類とした。また、同じ

製造方法でも物質により性質等が異なってくることから超電導物質別の小分類、同じ

加工方法でも実現すべき形状により性質等が異なってくることから加工の要素技術

別の小分類とした。 

冷凍・冷却技術については、適用される対象の機器等により要求性能が大きく変わ

ることから、これを中分類とした。また、同じ機器でも使用される超電導物質によっ

て要求される冷却能力等が大きく異なってくることから、冷却能力・冷却手法別の小

分類とした。 

（２）重要技術の考え方 

技術マップにおいて抽出された各技術項目はいずれも不可欠であり、官民の一体的

取組みや民間の主体的な取組み等による積極的な開発が望まれるが、以下の観点から

評価されるものを重要技術と位置づけ、技術マップ中に色分けして示した。 

① 2020年頃迄を目途に、産業及び技術のブレークスルーを生み出す可能性のある技術 

② 超電導技術による実現の可能性が高く、コスト・性能等の面で競争優位性を生み出

す可能性のある技術 

③ これらの機器を実現するために不可欠な共通基盤技術 

（３）改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野を中心に、最新動向を踏まえた改訂を行っ

た。 

 エネルギー・電力分野の電力ケーブルの技術小分類について、超電導ケーブルを実

用化するために低コスト化が重要な課題であることから、「低コスト化」を重要技

術に位置づけた。 

 産業・輸送分野の「廃水磁気分離装置」について、工業廃水や自然界に放出される

排水の浄化・処理だけでなく、原料や廃棄物からの異物・有価物の磁気分離等の応

用も有望と考えられることから、より広い用語として「排水・資源循環磁気分離装

置」に修正した。また、「非接触磁気軸受回転機」を、より分かりやすく直接的な

名称である「スピンコーター」に修正した。 

 産業・輸送分野の「車載用モータ」の技術小分類（小型軽量化、高速回転、効率向

上）について、専門家の助言を得て、より適切な技術課題（小型軽量化、可変速駆

動に対して高効率、高トルク密度化）に修正した。 

 産業・輸送分野の輸送用機器の技術中分類に、今後実用化が期待される「鉄道用直

流き電」を新たに追加した。 

 診断・医療分野のマグネット応用の技術中分類に、今後実用化が期待される「細胞・



タンパク磁気分離」を新たに追加した。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップに示された各技術課題のうち、重要技術として選定されたものについて、

2020 年頃迄を目途に、中長期的視点から各技術課題に必要と考えられるマイルストー

ンを配し、4つの技術分野及び共通基盤技術のそれぞれにおけるロードマップとして示

した。 

（２）改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、共通基盤技術を中心に、全分野の技術ロ

ードマップについて、最新の動向を踏まえた多くの改訂を行った。 

 特にエネルギー・電力分野、産業・輸送分野については、従来の 2020 年までのロ

ードマップを 2030 年まで延長した。 

 エネルギー・電力分野の電力ケーブルについては、技術マップの技術小分類におい

て「低コスト化」を重要技術に位置づけたことを受けて、対応する項目・記述を技

術ロードマップに追加した。 

 共通基盤技術－線材の Bi2223 の大電流化について、最新の状況に合わせて数値を

改訂するとともに、量産ベースの数値であることを明記した。 

 共通基盤技術－線材の Y（RE）系のコストについては、技術コストからプライスま

でを含む値であることを確認した。 

 共通基盤技術－バルクの技術ロードマップについて、最新の状況を踏まえて、過年

度のローリングにおいて今後の課題とされてきた全面的な見直し・改訂を行った。 

 
Ⅳ．その他の改訂のポイント 

○ 特許の出願動向 

 超電導技術に関する特許出願動向について、【参考資料 7：超電導技術に関する国際

特許出願動向】を新たに追加した。 

 日本、中国、韓国の超電導関連の国際特許出願件数とその世界に占める割合は、2000

年代前半から後半にかけて大きく増加している。一方、米国、欧州は前半から後半

にかけて減少している。ただし直近の動きを見ると、日本は 2005 年（国際出願件

数）、2007 年（世界に占める割合）をピークに減少傾向にある一方で、米国は 2008

年に国際出願件数を大きく増加させている。 

 世界平均と比べた場合の超電導分野への力の入れ方を示す超電導特化度は、日本が

最も高く、かつ 2000 年代前半から後半にかけて上昇している。韓国も 2000 年代後

半から、超電導分野に力を入れている。 



超電導技術分野の導入シナリオ（エネルギー・電力分野） （1／4）今後10年間の基本方針：①安定供給の確保 ②環境への適合 ③市場原理の活用
エネルギー基本計画(2003.10) (３年ごとの見直し)（2007.3）

新・国家エネルギー戦略（2006.5）

超電導技術分野の導入シナリオ（エネルギー・電力分野） （1／4）

エネルギー・電力
関連政策

関

連

施

RPS法(2003）新エネルギー等電気利用目標

京都議定書発効（2005.2） CO2 削減目標 (ポスト京都議定書)

需給部会報告(2005) （2030年エネルギー需給見通）

(４年ごとの目標見直し)

（2010年エネルギー需給見通）

（2007）

Cool Earth-エネルギー革新技術計画（2008.3）

CO2：25％削減

環

多
様
化
す
る

策
環
境
整
備

導入普及促進策

規制緩和

標準化 国際標準化の推進（電気機器性能試験規格、等整備）

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置、等）

高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

人材育成 産学官連携の拡大（次世代電気技術者の創出・育成・活躍の場の提供、電気系教育環境の支援・整備等）

2005 2010 2015 2020

境
・
エ
ネ
ル
ギ

る
電
源
ニ
ー
ズ
に
対
応エネルギー Y系系統制御用

FW装置(50kWh)
実証

FW装置(50kWh)
実用化

電力品質Y系統制御用

＜導入・普及＞

＜技術開発＞

2030

システムインテ
グレート

CO2 排出削減、再生可能エネルギー大量導入に対応する次世代系統へのシフト

ギ
ー
調
和
型
社

応
す
る
高
信
頼
か
つ
高技

貯蔵

66kV級変圧器
実用化

66kV級変圧器
実証

NbTi瞬低補償用
SMES(1～10MW)導入

Y系系統制御用
SMES実用化

電力品質
維持・向上

Y系統制御用
SMESシステム実証

NbTi負荷変動補償・周波数調
整用SMESシステム実証

22kV/15kAケーブル（発
電機引出用等）実証

社
会
の
構
築

高
品
質
電
力
の
供
給

技

術

開

発

送変配電

電力用発電機実証

＜導入 普及＞

66kV級限流器
実用化

66kV級ケーブル
実用化

CO2削減
省エネルギー

6.6kV級需要家用
限流器実証

66kV級限流器
実証

＜導入・普及＞＜技術開発＞

CO 削減

AC66kV-3kA級
Ｂｉ系ケーブルシステム実証

AC66kV-5kA級/275kV-3kA級
Y系ケーブルシステム実証

NbTi発電機実証（～1999） 電力用発電機実用化

線材共
通

・運
用

発

発電

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

風力用発電機実証 風力用発電機実用化

＜導入・普及＞ CO2削減
省エネルギー＜技術開発＞

ITER用マグネットの実証(Nb系)
非化石燃料
エネルギー

＜技術開発＞ ITER運転開始

冷凍・冷却

バルク
基
盤
技
術

海
外

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

米国
SPI(発電機等)プロジェクト
ｹｰﾌﾞﾙ(Albany他)、限流器

SPEプロジェクト
Ｙ系機器（ｹｰﾌﾞﾙ、限流器)

DHS：マンハッタンケーブルプロジェクト
DOE：風力発電機(AMSC)
スマートグリッド予算でのケーブル、限流器開発
直流超電導による系統連系構想外

で
の
取
り
組
み 韓国

欧州

中国

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(smart energy network)

第6次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(HTSSMES等)
限流器プロジェクト, 風力発電機

ケーブルプロジェクト(SECRI）等

DAPAS Phase3(2007～2010年)
154kVｹｰﾌﾞﾙ,限流器,変圧器,等

DAPAS Phase2
(ｹｰﾌﾞﾙ,限流器等)

直流超電導による系統連系構想

2011年～ 1.1km超電導ケーブル
過飽和鉄心型限流器の系統実証試験

DAPAS3を延長
GENIプロジェクト（2009～2013）
済州島での154kVケーブル実証等



超電導技術分野の導入シナリオ（産業・輸送分野） （2／4）

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

環
境

導入普及促進策

規制緩和

産業・輸送
関連政策関

連

施 高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

小

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

「新産業創造戦略2005」

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置等）

2005 2010 2015 2030

10T級ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊﾟｯﾀ装置実証 10Tﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽ ﾟ ﾀ装置実用化

整
備

標準化 国際標準化の推進（SQUID製品、電気機器性能試験規格等整備）策
小
型
・
軽
量
化
、
高

世
界
を

人材育成 産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

2020

12インチ半導体引上装置普及
＜導入・普及＞

10T級ﾏｸ ﾈﾄﾛﾝｽﾊ ｯﾀ装置実証 10Tﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊ ｯﾀ装置実用化

産
業
用
機

磁場
応用

計測機器

18インチ半導体引上
装置実証 18インチ半導体引上装置実用化

＜技術開発＞

半導体・通信テスタ実用化
高分解能Ｘ線検出器実証

半導体・通信テスタ実証

高分解能Ｘ線検出器実用化＜技術開発＞

高
速
度
化
、
高
度
生
産

高度生産性

小型化

高度生産性

高信頼性
＜導入・普及＞

を
リ
ー
ド
す
る

16T磁気ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞ無
・資源循環磁気分離装置実用化

品質向上用磁気分離装置実証廃水磁気分離装置実証 廃水磁気分離装置実用化
16T磁気ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞ無

・資源循環磁気分離装置実証品質向上用磁気分離装置実用化

回転機
技

術

＜導入・普及＞

機
器

輸

計測機器
SQUID応用装置実証 SQUID応用装置実用化

Nb系電圧標準導入

産
性
等
を
通
じ
た
高

小型化
軽量化

CO2削減

高信頼性

酸化物系電圧標準実証

る
高
度
産
業
基

車載用モータ実用化

4000rpm級スピンコーター実証＜技術開発＞

数MW級産業用モータ実用化数MW級産業用モータ実証

数MW級舶用モータ実用化

4000rpm級スピンコーター実用化

数MW級舶用モータ実証

車載用モータ実証

50MW級舶用モータ実証

線材

開

発
変圧器

送
用
機
器

高
度
産
業
基
盤
の
実
現

基
盤
構
築

磁場応用

直流き電

磁気浮上式鉄道用高温超電導マグネット実証

小型化
軽量化

CO2削減

級舶用 タ実証

＜技術開発＞

鉄道用直流き電実用化

鉄道用酸化物系変圧器実用化

鉄道用直流き電実証

＜導入・普及＞
＜技術開発＞

＜技術開発＞ 鉄道用酸化物系変圧器実証
＜導入・普及＞

山梨実験線延伸
東海道バイパス(中央新幹線)
営業運転開始

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

Nb系デバイス普及 酸化物系SQUID導入・普及

線材

デバイス

バルク

共
通
基
盤
技
術

現

冷凍・冷却 小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

海
外
で
の
取
り

米国
ﾛｯｸｳｴﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1600hp産業用モータ：2004年から継続)
ﾉｰｽﾛｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（舶用モータ：2006年目途)
AMSCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(軍用、遊覧用、商用40MW級モータ：2006年目途)

欧州 舶用モータプロ
ジェクト他

誘導加熱装置
商業化(2008)

冷凍・冷却

り
組
み 韓国

DAPAS Phase3(2007～)
ﾓｰﾀ等

DAPAS Phase2
(ﾓｰﾀ等)

( )



超電導技術分野の導入シナリオ（診断・医療分野） （3／4）

「バイオテクノロジー戦略大綱」(平成14年)
「新産業創造戦略2005」

導入普及
促進策

関

連

施

診断・医療
関連政策

「新産業創造戦略2005」

早期診断の精密化、低侵襲治療等の促進策、開発における機器と薬剤の融合等

「医療機器開発ガイドライン」(2005～2007)
「革新的医薬品・医療機器創出のための５カ年計画」(2007～)

「先端医療開発特区」(2008～2012)

環

境

整

備

規制緩和

標準化 早
期
診
断

施

策
薬事法（保険収載、等）、高圧ガス保安法（遠隔監視、点検周期延伸、等）の緩和・簡素化

国際標準化の推進ならびに国内標準化の推進（超電導診断機器等設置基準規格、等）

人材育成 医工融合（医工連携の更なる推進）、産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

2005 2010 2015 2020

1.3GHz NMR実証

＜導入 普及＞
マグネット

健
康
長

断
、
精
密
診
断
、
創
薬

10T 全身型 MRI実証

1.1GHz NMR実証

10T 全身型 MRI実用化

1.1GHz NMR実用化
高度診断

創薬

1.3GHz NMR実用化＜技術開発＞

MDDS装置実証 MDDS臨床実証

1.0GHz NMR実証

加速器応用
・

高周波ﾃﾞﾊﾞｲｽ応用

＜導入・普及＞応用 長
寿
生
活
を
実

等
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

＜導入・普及＞

2 5GeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実証

高輝度放射光源装置実証 高輝度放射光源装置実用化

Nb系3T MRI普及
Nb系400MHz-1GHz NMR普及

Nb系7T MRI導入

創薬

高度診断
治療

Nb系質量分析器普及

＜技術開発＞ テラヘルツ波診断装置実証 テラヘルツ波診断装置実用化

S装置実証 S臨床実証

SQUID
応用

高周波ﾃ ﾊ ｲｽ応用

シールドレスMCG実証

＜導入・普及＞

技

術

開

実
現

る
先
進
医
療
機
器
の

2.5GeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実証

高度診断

Nb系高機能MCG実証

免疫診断装置実証

Nb系高機能MCG実用化

免疫診断装置実用化

Nb系MCG･MEG導入

＜技術開発＞

シールドレスMEG実証

重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実用化重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実証250MeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実用化

酸化物系モバイルMCG実証 酸化物系モバイルMCG実用化

デバイス

共
通
基
盤
技

バルク

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト材普及

Nb系SQUID普及 酸化物系SQUID導入 普及

発
の
実
現線材

海
外
で

米国

デバイス技
術

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系SQUID普及 酸化物系SQUID導入・普及

NSF/DMR(1972年から継続)、 NSF/MRSEC等
材料関連(1994年から継続)プロジェクト
NIH/MIT・Harvard CMR 高磁場NMR開発計画（2012年1.1ＧＨz, 2018年1.3GHz）

冷凍・冷却

の
取
り
組
み

ACCEL Instruments GmbH陽子線治療用250MeV超電導サイクロトロン開発計画（2005-2007年）

欧州
HICATプロジェクト炭素イオン回転ガントリー建設と超電導化計画（2005年）

FP7 MRIMEGプロジェクト(2008-2012年）

CEA/NEUROSPIN(2007年より運用開始） 11.7TMRI開発計画

MgB2系MRI装置実証(ASG Superconductor)



超電導技術分野の導入シナリオ（情報・通信分野） （4／4）

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）

情報通信
関連政策

高度情報通信ネットワ ク社会形成基本法（ＩＴ基本法）

関

連

IT新改革戦略(2006.1)   IT政策ロードマップ(2008.6)

京都議定書発効(2005.2) CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

「新産業創造戦略2005」

e-Japan戦略II

設計技術の共有化、チップ安定供給化、知財流通

半導体・光技術との連携、融合によるシステム構築

国際標準化の推進（高周波デバイス、デジタルデバイス評価法整備等）

導入普及促進策

関連産業連携

標準化

環
境

整

備

連

施

策
増
大
す
る

2005 2010 2015 2020

国際標準化の推進（高周波デ イ 、デジタルデ イ 評価法整備等）

＜導入・普及＞

備

高
度
情
報

る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
情10 TFLOPS／ラック10 TFLOPS／ラック

人材育成 産学官連携の拡大（ものづくりに立脚した人材の拡充、ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

コンピュータ・
ネットワーク機器

広帯域・高精度
バ タ実証

報
通
信
社
会
の

情
報
量
を
高
速
に
処

高速演算
CO2削減

＜技術開発＞

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実用化

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実証

20 Tbps ／ハーフラック
SFQルータ・スイッチ実用化

20 Tbps ／ハーフラック
SFQルータ・スイッチ実証

高速・大容量広帯域
シ バ実用化

超高機能
シ バ実用化

小型ソフトウェア
無線機実用化

SFQ/光ハイブリッド
スイッチ実証

技

術

開

無線ｱｸｾｽ系機器
・

計測機器

＜導入・普及＞200GHz高速計測器実用化

高感度受信フィルタ実験（日本）・導入（米国）

ＡＤコンバータ実証

高感度・高出力
デュプレクサ実証

の
実
現

処
理
可
能
な
情
報
通
信

高感度通信
CO2削減

＜技術開発＞

レシーバ実用化 レシーバ実用化 無線機実用化

200GHz高速計測器実証

高感度・高出力
デュプレクサ実用化

小型送受信
システム実用化

小型送受信
システム実証

発 80 GHz 140 GHz 
100万ＪＪ級回路

160 GHz 
>1000万ＪＪ級回路

Ｎｂ系SFQ
デバイス技術

酸化物系SFQ
デバイス技術

共
通
基
盤
技

信
機
器
の
創
出

80 GHz 
500ＪＪ級回路

120 GHz 
2000ＪＪ級回路

160 GHz 
2万ＪＪ級回路

バンドパス >100W耐電力
耐電力

5万ＪＪ級回路

>kW耐電力

海
外

ベンチャー企業による
800 MHz帯レシーバ開発・販売

冷凍・冷却

術

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及

バンドパス
フィルタ

>100W耐電力
>kW耐電力（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

10 W耐電力

米国

低コスト極小型冷凍機導入・普及

NSA：SFQ高性能コンピュータ
プロジェクト

>kW耐電力

で
の
取
り
組
み

欧州

Nb系デジタルレシーバ開発プロジェクト

SFQデバイス
開発プロジェクト

携帯基地局レシーバ
開発プロジェクト中国

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（S-PULSE等）



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＳＭＥＳ 101
・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化  ・大容量化  ・コイルの高性能化
・高信頼性化  ・耐高電圧化

フライホイール 102 ・大容量化　・低損失化　・総コスト低減

・高電圧化　・大電流化　・常電導転移時高抵抗化

・高速超電導復帰機構

・長尺化　・高電圧化
・大電流化　・低損失化（AC）　・短絡対策（AC）

・低コスト化

電力用
変圧器

105
・不燃化、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化　　　・Sub-cool LN2技術
・高電圧化　・大容量化　・低コスト化

同期調相機 106 発電機と共通

発電機 107 ・大容量化　・低コスト、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化

・磁場中高特性化　・大電流高強度化技術

・低損失化　・耐放射線化

重要技術

103

電力
ケーブル

104

発電
核融合用
マグネット

108

超電導技術分野の技術マップ（エネルギー・電力分野）　　　（1／5）

ニーズ

シーズ

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
和
型
社
会
の
構
築

エネルギー
貯蔵

送変配電

限流器
(ＳＮ転移型)



技術番号 技術小分類

半導体引上装置 201 ・ ウエハ大口径化

鉄鋼圧延装置 202 ・ 配列構造均一化

磁性材料調質装置 203 ・ 配列構造均一化

204 ・高磁場化（磁気シーディング無）

205 ・高磁場化　・磁場均一化

206 ・高磁場化　・大面積化

207 ・高臨界温度化　・低コスト化

・広帯域化　・多チャンネル化　・低コスト化（モジュールコスト）

・冷却技術

・出力周波数向上　・高温動作化

・高精度化

・高温動作化　・高電圧化

・低コスト化　・低周波数利用技術

・エネルギー分解能向上　・計数率向上

・小型化、低コスト化

212 ・高感度化　・小型化

213 ・低ノイズ化　・高周波化

214 ・エネルギー分解能向上　・低コスト化

・小型化、自動化　・高機能化

・測定高速化

食品・工業製品検
査

216 ・磁気シールド簡易化　・異物検出限界向上　・低コスト化

半導体検査 217 ・空間分解能向上　・測定高速化　・低コスト化

鉱物探査 218 ・探査深度　・ 環境ノイズ除去技術　・小型化

219 ・高速回転化　・高載荷力化

・高速回転、大容量化　　・小型軽量化　・効率向上

・低速回転、大容量化

・低速回転、大容量化　・小型軽量化　・効率向上

・高速回転、大容量化

222 ・小型軽量化　・可変速駆動に対して高効率　・高トルク密度化

磁場応用 223 ・信頼性向上、低コスト化

変圧器 224 ・大容量化　　・低損失化　・小型軽量化

直流き電 225 ・システム化　・省エネ

　　　＊印は、「エネルギー・電力分野」の機器と関連する技術であり、環境・エネルギー調和型社会の構築にとっても重要である。

重要技術

超電導技術分野の技術マップ（産業・輸送分野）　　　（2／5）

ニーズ
シーズ

技術大分類 技術中分類

世
界
を
リ
ー

ド
す
る
高
度
産
業
基
盤
構
築

産業用
機器

磁場応用

磁場中材料
加工処理

排水・資源循環磁気分離装置

粒子加速器

マグネトロンスパッタ装置

磁気シールド

計測機器

半導体・通信テスタ　（サンプラ） 208

電圧標準

交流 209

直流 210

Ｘ線検出器　（EDX） 211

宇宙線検出器

ミキサ

ボロメータ

ＳＱＵＩＤ
応用装置

構造物検査 215

回転機

スピンコーター＊

産業用モータ＊ 220

輸送用
機器

回転機
舶用モータ＊ 221

車載用モータ＊

磁気浮上式鉄道用マグネット

鉄道用変圧器＊

鉄道用直流き電



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＭＲＩ 301
・大口径、短軸化　・高磁場化　・線材高特性化
・磁場安定化技術

ＮＭＲ 302 ・超高磁場化　・磁場安定化技術

質量分析器 303 ・高磁場化　・高均一化

・高磁場化　・高磁気勾配化

・小型・軽量化　・低消費電力化　・ナノ磁性粒子薬剤開発

磁気誘導カテーテル 305 ・高磁場化　・高磁気勾配化

細胞・タンパク磁気分離 306 ・小型化　・短時間励減磁

高輝度放射光源
（アンジュレータ・

ウイグラー）
307 ・高輝度化　・磁石ギャップ長可変技術

テラヘルツ波
診断装置（光源）

308 ・高機能化

医療用粒子線
加速器

309 ・高機能化　・コンパクト化

ＭＲＩ／ＮＭＲ
（高周波プローブ）

310 ・高感度化　・低損失化

質量分析器
（イオン検出器）

311 ・分解能向上　・測定時間短縮　・高機能化

テラヘルツ波
診断装置（検出器）

312 ・高機能化

・システム高感度化　・高機能化（多検体処理）　・操作性向上

・低コスト化

・高感度化　・磁気シールド簡易化

マグネット
応用

超電導技術分野の技術マップ（診断・医療分野）　　　（3／5）

ニーズ
シーズ

健
康
長
寿
生
活
の
実
現

ＭＤＤＳ
（磁気誘導薬物配送）

304

加速器
応用

高周波
デバイス応用

SQUID
免疫診断装置

313

ＭＣＧ
314

・高機能システム化

・磁気シールド簡易化　・多チャンネル化

・高機能化

・低コスト化

超低磁場NMR/MRI 316 ・複合化　・新機能化　・分解能向上

重要技術

ＳＱＵＩＤ
応用

（心磁計）
314

神経磁気診断装置
（MEG(脳磁計)、脊髄・末
梢神経磁場計測装置）

315



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

・大容量化  ・方式、アーキテクチャ
・ラック当たりスループット向上

・低コスト化

・ＳＦＱプロセッサの大規模化　・高速超電導メモリ大容量化
・処理能力/ラック向上　・低消費電力化

・アーキテクチャ

・回路規模（対応量子ビット数）拡大

・回路消費電力低減　　・高速化

・方式　・帯域・ビット精度向上　・低コスト化

・モジュール小型化

・高機能化　・小型化　・モジュール低コスト化

・周波数調整技術

・耐電力特性向上　・高調波歪み低減　・送受信複合化

・低コスト化

・小型化、軽量化　・高信頼化 　・高機能化

・送受信複合化　・冷却技術

超電導アンテナ 408
・指向性、効率向上　・アレイ化　・冷却技術
・環境ノイズ影響低減技術

・帯域、ビット精度向上

・モジュール小型化、低コスト化

・方式（入力、被測定対象）　・広帯域化　・小型化、低コスト化

・高感度化

重要技術

ＳＦＱコンピュータ、
サーバ

超電導技術分野の技術マップ（情報・通信分野）　　　（4／5）

ニーズ
シーズ

ＳＦＱルータ・スイッチ

高
度
情
報
通
信
社
会
の
構
築

409

410

407

コンピュータ・
ネットワーク

機器

衛星用通信機器
 (フィルタ、マルチプレクサ）

広帯域ADコンバータ
（計測用）

高速計測機器
（サンプラ）

量子コンピュータ

計測機器

送信フィルタ

高精度・広帯域
ADコンバータ（無線用）

無線アクセス
系機器

受信フィルタ

404

401

402

406

405

403



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類
・NbTi
・Nb3Sn
・その他（Nb3Al等）

・Bi2212
・Bi2223
・MgB2

・その他
・Y(RE)系
・その他
・歪特性改善技術
・素線接続技術
・巻線技術
・絶縁技術
・コイル保護技術
・RE123系
・Bi2212系
・その他
・RE123系
・Bi系
・その他
・Nb集積回路プロセス技術
・NbN集積回路プロセス技術
・酸化物集積回路プロセス技術
・Nb系SFQデバイス
・NbN系SFQデバイス
・酸化物系SFQデバイス
・入出力インターフェイス技術
・低温実装技術
・Nbプロセス技術
・酸化物プロセス技術
・Nb系SQUID
・酸化物系SQUID
・実装技術
・MgB2薄膜技術
・RE123系薄膜技術
・バンドパスフィルタ
・アンテナ
・実装技術
・４K冷凍機
・20K～50K冷凍機
・65K冷凍機
・４K冷凍機（1～3W）
・４K冷凍機（0.1～0.5W）
・50K、70K冷凍機
・LNG冷熱利用技術
・サブクール冷却技術
・LH2冷熱利用技術

伝導冷却技術 514 ・高効率冷却技術
・薄肉断熱技術
・封止化技術
・低熱侵入化
・機械的強度
・耐高電圧化
・大電流化

重要技術

冷凍・冷却技術

電流リード技術

パワー機器用冷凍機技術

大容量冷却技術

クライオスタット技術

デバイス機器用冷凍機技術

加工熱処理法技術
（含ブロンズ法技術）

パウダーインチューブ法技術

薄膜線材技術

導体化技術

SQUID応用技術

超電導技術分野の技術マップ（共通基盤技術）　　　（5／5）

超電導線材技術

超電導バルク技術

超電導デバイス技術

高周波デバイス技術

コイル化技術

溶融凝固バルク技術

焼結バルク技術

デジタルデバイス技術

501

502

503

504

505

506

507

508

513

515

516

509

510

511

512



入力電気
エネルギー

超電導（＝抵抗ゼロ）

常電導金属(Cu等）

放散熱エネルギー
＝(電流)2ｘ抵抗エネルギー

減衰

エネルギー
ロス無し

出力電気
エネルギー

超電導の４条件（田中の基準）
以下の４条件を全てクリアして、初めて超電導体と認定される。
（東京大学の田中昭二教授が1987年に提唱した客観的条件）

結晶構造およびその物質の何が超電導体であるのか
マイスナー効果を示すか
電気抵抗が転移点付近で急激に消失するか
実験結果に十分再現性があるか

超電導状態

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120
温度 (K)

比
抵

抗
(x

1
0

-
9
Ω

m
)

Ni

Cu

Ag

常電導
(非超電導状態)

超電導 材料

（参考資料１：超電導の性質と将来性）

J

T

常電導

TC

0

Jc

HC

超電導

H

T

Jc
4.2K

77K

３つの臨界値

臨界温度（Tc)
超電導を示す温度の上限

臨界電流（Jc)
超電導を維持できる電流
の上限

臨界磁場（Hc)
超電導を維持できる磁場
の上限

J

Tc



1

系

（代表物質）

元
素
数

Tc

Hg系
（HgBa2Ca2Cu3Oｘ）

5

＞110

Tl系
（Tl2Ba2Ca2Cu3Oｘ）

5

Bi系
（ Bi2Sｒ2Ca2Cu3Oｘ）

5

＞77

Y系
（YBa2Cu3O７－ｙ）

4

Fe系

（SmFeAsO1-xFx）
５

＞20
La系

（(La0.9Sｒ0.1)2CuOy）
4

MgB2

（MgB2）
２

Nb系
（Nb3Sn、NbTi） 2 ＞4.2

臨界温度(Tc)上昇の変遷

臨
界

温
度

(
T
c
)

200019801960194019201900

0

50

100

140

[年]

Hg
Nb

Nb3Sn

La1.2Sr0.8CuOy（東京大学）

YBa2Cu3O7-y

Bi2Sr2Ca2Cu3Ox（金属材料技術研究所）

Tl2Ba2Ca2Cu3Ox

HgBa2Ca2Cu3Ox

C60

77K：液体窒素温度

4.2K：液体ヘリウム温度

La0.85Ba0.15CuOy

Nb3Ge
20K：液体水素温度

MgB2（青山学院大学）

[K]

金属系超電導体

Ｃ６０系超電導体

酸化物系超電導体

110K：液化天然ガス(LNG)温度

元素数が少ない方が
比較的製造しやすい

各種超電導線材の臨界電流密度
(九州大学 木須教授 作成)

SmFeAsO1-xFx

（中国科学院）

（参考資料２：超電導物質の探索）

LaFeAsO1-xFx

（東京工業大学）
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［エネルギー・電力分野］ ［診断・医療分野］
フライホイール

核融合炉(ITER) 磁気誘導ｶﾃｰﾃﾙ

（参考資料３）

細胞・タンパク磁気分離

ＳＭＥＳ
(MW級瞬低補償、MW級系統制御、
負荷変動補償、周波数調整）

発電機 (1-100MW)
(含風力用発電機）

ＮＭＲ

質量分析器
ＭＲＩ

医療用粒子線加速器

ＭＣＧ （心磁計）
治療

創薬

ＣＯ２削減

非化石燃料
エネルギー電力品質

維持・向上

ＭＤＤＳ（磁気誘導薬物配送）

環境・エネルギー
調和型社会の構築

健康長寿生活
を実現

変圧器 (不燃、高効率)

限流器
(電力ﾈｯﾄﾜｰｸの保護に有効）

(含風力用発電機）
神経磁気診断装置
（ＭＥＧ （脳磁計）、脊
髄・末梢神経磁場計

測装置）

SQUID免疫診断装置

早期診断、精密診断、創薬等のニーズに応える
先進医療機器の実現

多様化する電源ニーズに対応する
高信頼かつ高品質電力の供給・運用

高度
診断

省エネ
ルギー

調和型社会の構築 を実現
電力ケーブル
(高効率、大容量、国際連系、
直流データセンタ)

マグネトロンスパッタ装置

高輝度放射光源

社会に役立つ超電導技術
［2020年の社会像］

テラヘルツ波診断装置

世界をリードする
高度産業基盤構築鉄道用変圧

器（軽量化)

半導体引上装置
(20インチφ以上Si単結晶）

磁気浮上式鉄道用 小型・軽量化 高速度化 高度生産性等を通じた

高度情報通信社会
の実現

バンドパスフィルタ
（基地局電波送信・受信用）

高速計測機器

高感度
通信

増大するネットワーク 情報量を

小型化

軽量化

磁気
シールド

磁気浮上式鉄道用
マグネット

排水・資源循環磁気
分離装置

電圧標準

小型・軽量化、高速度化、高度生産性等を通じた
高度産業基盤の実現

高速度化 無線用広帯域・高精度
ADコンバータ

（基地局電波送信 受信用）

計測用広帯域ADコンバータ
ＣＯ２削減高速演算

増大するネットワーク、情報量を
高速に処理可能な情報通信機器の創出

高信頼性 高度生産性ＣＯ２削減

鉄道用直流き電

［産業・輸送分野］

半導体・通信テスタ

X線検出器(EDX)

舶用モータ

産業用モータ

電圧標準
(直流・交流）

スピンコー
ター

SQUID応用装置
(構造物検査、食品・薬品検査、
半導体検査、鉱物探査)

［情報 通信分野］

SFQサーバ

SFQルータ・スイッチ
（０．１－１Ｐｂｐｓ）

SFQコンピュータ
（１－１０ＰＦＬＯＰＳ）

車載用モータ

［産業 輸送分野］

粒子加速器、粒子検出器 宇宙線検出器、ミキサ、ボローメータ

［機器固有技術］

］［情報・通信分野］

超電導線材技術 冷凍・冷却技術超電導デバイス技術超電導バルク技術

［共通基盤技術］



参考資料４：世界のY系超電導線材開発状況
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RSFQ技術の評価 ※米ではSFQをRSFQと呼称する

（米NSA「超電導技術評価」報告書(2005.8)より抜粋）

名古屋大学がSRL標準プロセスで作製した
11,000接合からなる20GHz動作再構成可能

なデータパスを持つプロセッサ
（高性能計算機のアクセラレータとして使

用） (2008.8)

名古屋大学がSRL-ADPで作製した90GHz動作
2x2 SW (2008.10)

超電導工学研究所及び名古屋大学が
作製した自動配線ツールでレイアウトした

大規模SFQ回路(16x16 switch circuit） (2005.3)

（参考資料５：SFQ技術の国際評価）

Input SR

HF-CGOutput SR

1mm

Input SR



超電導材料

超電導部材・デバイス

超電導機器・装置

システム・
一般機器

冷凍機

協調・連携

IEC/TC90（超電導）

VAMAS(ベルサイユサミットに基づく

新材料と標準に関する国際共同研究)との連携

IEC/SB1(送電及び配電),

TC8(電力供給システム),

TC14(絶縁材料),

SC17C(高圧開閉装置及び制御装置組立品),

TC20(電力ケーブル),等

ISO/TC86(冷凍技術及び空気調和技術),

TC220(極低温容器)

（参考資料６：超電導標準化マップ）活発 将来活動

超電導材料の
性能試験方法

(13規格＋改正)

電流リードの特性
(1新規格案検討)
[2010年制定見込]

用語
(1規格)

Nb-Ti

Nb3Sn

酸化物

MgB2
未定

検討

済

臨
界
電
流

残
留
抵
抗
比

銅
比

機
械
強
度

表
面
抵
抗

臨
界
温
度

交
流
損
失

捕
捉
磁
場

規格化進捗状況
※ １性能ごとの規格ではないため、

規格数と項目数は一致していない。



添付資料(外部発表等）- 1 

研究発表・講演、文献、特許等の状況 

 

1. 研究発表・講演 

 

 産業用超電導線材・機器技術研究組合 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 査読 

H22年10月30日 

講演(招待講演) 

 International 

Workshop on Coated 

Conductors for 

Applications 

Development of High- 
Rate Laser- CVD   
System for Long- 

Length Coated 

Conductor Fabrication 

T.Izumi(ISTERA), 

Y.ShioharaISTERA),  

A.Ibi (ISTEC), A.Ito 

(Tohoku-Univ.), T. 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H22年10月5日
  

講演(招待講演)  

International Super- 

conductivity Industry 

Summit(ISIS)-19 

Challenges in 
Development of 
Coated Conductor in 

Japan 

T.Izumi (ISTERA) 無 

H23年3月4日 

(ポスター) 

元素戦略 /希尐金属代
替材料開発 第 5 回合
同ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

超軽量高性能モータ等
向イットリウム系複合
材料の開発 

T.Izumi (ISTERA) 無 

 

 東北大学 

発表年月日  発表媒体  発表タイトル  発表者  査読 

H 22年12月8日 

(国際会議･招待講演) 

International Work- 

shop on Advanced 

Materials and Tech- 

nologies for Global 

Energy and Environ- 

mental Challenges  

High-Speed Growth of  

YBa2Cu3O7-δ Film by  

Laser Chemical Vapor  

Deposition 

Takashi Goto, Pei 

Zhao, Akihiko Ito 

(Tohoku-Univ.) 

無 

H 22年5月27日 

(ポスター) 

第119回東北大学金属材
料研究所講演会  

Effects of laser power on 

(100)-oriented CeO2 and 

YBa2Cu3O7-x film 

prepared on MgO single 

crystal substrate by 

laser chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H22年9月19日 

         ～26日 

(ポスター) 

Tohoku - Novosibirsk 

Research Student 

Workshop 

High-speed growth of 

YBa2Cu3O7- film with 

high critical 
temperature on MgO 

single crystal substrate 

by laser chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H22年10月28日 

(ポスター) 

平成22年度ｾﾗﾐｯｸｽ協会
東北北海道支部研究発
表会 

Fast epitaxial growth of 

a-axis- and c-axis- 
oriented  YBa2Cu3O7- 

films on (100) LaAlO3 

substrate by laser 

chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 
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H22年11月24日 

(ポスター) 

第120回東北大学金属材
料研究所講演会 

High-speed epitaxial 

growth of (100)-oriented 

CeO2 film on r-cut 

sapphire by laser 

chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H22年12月2日 

(ポスター) 

KINKEN-WAKATE 

2010  

High-speed growth of 

YBa2Cu3O7- film with 

high critical 

temperature on (100) 

SrTiO3 single crystal 

substrate by laser 

chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H23年1月11日 

(講演) 

第49回ｾﾗﾐｯｸｽ基礎科学
討論会 

High-speed preparation 

of a-axis- and 

c-axis-oriented 

YBa2Cu3O7-δ film on 

Hastelloy C276 tape by 

laser chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H23年3月1日 

(ポスター) 

平成22年度GCOE若手
研究者研究報告会 

High-speed growth of 

YBCO films on (100) 

MgO, LaAlO3 and 

SrTiO3 single crystal 

substrates by laser CVD 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

無 

H22年11月10日 

(論文) 

Superconductor 

Science and 

Technology 23 (12) pp. 

125010 (2010). 

High-speed growth of 

YBa2Cu3O7-δ film with 

high critical 

temperature on MgO 

single crystal substrate 

by laser chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

有 

H22年2月15日 

(論文) 

Applied Surface 

Science, 257 (9) (2011) 

pp. 4317-4320. 

Fast epitaxial growth of 

a-axis- and 

c-axis-oriented 

YBa2Cu3O7-δ films on 

(100) LaAlO3 substrate 

by laser chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

有 

H23年3月15日 

(論文) 

Surface and Coatings 

Technology 205 (16) 

(2011) pp. 4079-4082 

High-speed epitaxial 

growth of (100)-oriented 

CeO2 film on r-cut 

sapphire by laser 

chemical vapor 

deposition 

Pei Zhao, Akihiko Ito, 

Rong Tu, Takashi 

Goto (Tohoku-Univ.) 

有 
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名古屋大学 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 査読 

H22年8月2日 
(ポスター) 
Applied Superconductivity  
Conference 2010 

Possibility of  Nd:YAG- 
PLD method for fabricating  
REBCO coated  conductor 

Yusuke Ichino (Nagoya 
Univ.), Yutaka Yoshida
（Nagoya Univ.), Takuya 
Yoshimura（Nagoya Univ.),  
Ikuo Ono（Nagoya Univ.), 
Yoshiaki Takai （Nagoya 
Univ.), Masateru 
Yoshizumi  (ISTERA), 
Teruo Izumi (ISTERA), 
Yuh Shihara (ISTERA) 

無 

H22年9月15日 

(講演) 

2010年秋季第71回 

応用物理学会学術講演会  

Nd:YAG-PLD法によるコー
テッドコンダクター作製プ
ロセスの検討 

一野祐亮(名大)、吉田隆
(名大)、吉村拓也(名大)、
小野郁朗(名大)、高井 吉
明(名大)、吉積正晃
(ISTERA)、和泉輝郎
(ISTERA)、 

塩原融(ISTERA) 

無 

H22年10月28日 

(ポスター) 
International 
Workshop  
on Coated 
Conductors 
for Applications 2010  

Rapid Screening of New  
Pinning Materials by 
Using  
Nd:YAG-PLD method 

Y. Ichino（Nagoya 
Univ.), Y. Yoshida
（Nagoya Univ.), T. 
Yoshimura （Nagoya 
Univ.), I. Ono（Nagoya 
Univ.), Y. Takai（Nagoya 
Univ.), M. Yoshizumi  
(ISTERA), T. Izumi  
(ISTERA),Y.Shiohara 
(ISTERA) 

無 

H22年11月1日 

講演（招待講演） 
23th International 
Symposium on 
Superconductivity2010 

Development of coated 
conductor process by 
means of Nd:YAG-PLD 
method 

Y. Ichino（Nagoya 
Univ.), Y. Yoshida
（Nagoya Univ.), T. 
Yoshimura （Nagoya 
Univ.), I. Ono（Nagoya 
Univ.), Y. Takai（Nagoya 
Univ.), M. Yoshizumi  
(ISTERA), T. Izumi  
(ISTERA), Y. Shiohara  
(ISTERA) 

無 

H22年12月1日 

(講演) 

2010年度秋季低温工学・ 

超電導学会 

インプルームNd:YAG-PLD

法による IBAD-MgO基板]

上へのYBa2Cu3Oy膜作製 

小野郁朗(名大)、一野祐亮
(名大)、吉田隆(名大)、高
井吉明(名大)、吉積正晃
(ISTERA)、和泉輝郎 

(ISTERA)、塩原融
(ISTERA) 

無 

H23年5月27日 

(論文) 
IEEE Transactions on  
Applied 
Superconductivity 

Possibility of Nd:YAG- 
PLD method for 
fabricating REBCO coated 
conductor 

Y. Ichino（Nagoya 
Univ.), Y. Yoshida
（Nagoya Univ.), T. 
Yoshimura （Nagoya 
Univ.), I. Ono（Nagoya 
Univ.), Y. Takai（Nagoya 
Univ.), M. Yoshizumi 
(ISTERA), T. Izumi  
(ISTERA), Y. Shiohara  
(ISTERA) 

有 
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九州大学 

発表年月日 発 表媒体  発 表タイ トル  発 表者  査読 

H22年10月27日 

(講演) 
The 2nd Japan-Korea 
Superconductivity  
Workshop 2010 

IMAGING OF LOCAL  
CURRENTS IN  
TFA-MOD PROCESSED  
COATED CONDUCTORS 

K. Shiohara (Kyushu 
Univ.), K. Higashikawa 
(Kyushu Univ.), T.  
Kawaguchi (Kyushu 
Univ.), M. Inoue 
(Kyushu Univ.), T. Kiss 
(Kyushu Univ.), M. 
Yoshizumi (ISTERA), 
T. Izumi (ISTERA) 

無 

H22年10月28日 

(講演) 
International Workshop 
on Coated Conductors 
for Applications 2010 

Imaging of Two- 
Dimentional Distribution 
of Hall Probe-Microscopy 

K. Shiohara (Kyushu 
Univ.), K. Higashikawa 
(Kyushu Univ.), T. 
Kawaguchi (Kyushu 
Univ.), M. Inoue 
(Kyushu Univ.), T. Kiss. 
(Kyushu Univ.), T. 
Machi  (ISTEC), 
N.Chikumoto (ISTEC),  
K. Nakao(ISTEC), K. 
Tanabe (ISTERA), 
M. Yoshizumi(ISTERA), 
T. Izumi(ISTERA), 
Y. Shioha  (ISTERA) 

無 

H22年10月31日 
(講演) 
超電導材料若手研究会 

走査型Hall素子磁気顕微鏡
によるTFA-MOD法YBCO
線材の臨界電流分布評価 

塩原敬(九大), 東川甲平
(九大), 川口鉄平(九大), 
井上昌睦(九大), 木須隆暢
(九大), 吉積正晃
(ISTERA), 和泉輝郎
(ISTERA) 

無 

H22年11月1日 

(講演) 
23rd International 
Symposium on 
Superconductivity 

MEASUREMENT OF 
LOCAL CRITICAL 
CURRENTS IN 
TFA-MOD PROCESSED 
COATED CONDUCTORS 
BY USE OF SCANNING 
HALL-PROBE 
MICROSCOPY 

K. Shiohara (Kyushu 
Univ.), K. Higashikawa 
(Kyushu Univ.), T. 
Kawaguchi (Kyushu 
Univ.), M. Inoue 
(Kyushu Univ.), T. Kiss 
(Kyushu Univ.), M. 
Yoshizumi (ISTERA), 
T. Izumi (ISTERA) 

無 

H23年5月18日 
(講演) 
2011年春季 
低温工学・超電導学会 

長尺RE-123 線材の 
面内臨界電流密度分布の 
非破壊評価に向けた 
走査型ホール素子顕微鏡 
システムの高速化 

東川甲平(九大), 今村和孝
(九大), 塩原敬(九大), 井上
昌睦(九大), 木須隆暢(九
大), 飯島康裕(ISTERA), 
斉藤隆(ISTERA), 吉積正
晃(ISTERA), 和泉輝郎
(ISTERA) 

無 

印刷中 
(論文) 
Physica C: 
Superconductivity 

MEASUREMENT OF 
LOCAL CRITICAL 
CURRENTS IN TFA- MOD 
PROCESSED COATED 
CONDUCTORS BY USE  
OF SCANNING 
HALL-PROBE MICRO- 
SCOPY 

K. Shiohara (Kyushu 
Univ.), K. Higashikawa 
(Kyushu Univ.), T.Kawa 
guchi (Kyushu Univ.),M. 
Inoue (Kyushu Univ.),T. 
Kiss  (Kyushu Univ.), 
M. Yoshizumi(ISTERA), 
T. Izumi (ISTERA) 

有 

 
 
2. 特許等 
      なし 
 
 



添付資料(外部発表等）- 5 

 

3. その他の公表 (プレス発表等) 
 

発 表年月 日  発表媒体 発表タイトル 

H22年4月14日 鉄鋼新聞 
超電導線材で「研究組合」大型設備導入長尺線材

を製造 

H22年11月1日 

     ～3日 

(パネル展示) 

23rd International  Symposium 

on Superconductivity 

Development of Yttrium-based Composite 

Material for Ultra-light and High- performance 

Motors. (Rare Metal Substitute Materials 

Development Project) 

H22年12月9日 

     ～11日 

(パネル展示) 

エコプロダクツ2010 

超軽量高性能ﾓｰﾀｰ等向ｲｯﾄﾘｳﾑ系複合材料の開発

（希尐金属代替材料開発プロジェクト） 

H23年2月1日 レアメタルニュース 

［イットリウム系超伝導線材］ 送電ケーブル開

発、ネオジム磁石代替研究線材の超長尺化，コス

トダウンなどの課題克服しライバルのビスマス系

を追撃、超伝導線材「スマートグリッド」送電ケ

ーブルの本命めざし実用化開発が加速ネオジム鉄

ボロン代替を目的に電磁石向けの研究も同時進行

中 

 
 



2-2 
 

２．分科会における説明資料 

次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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 [kL] 10,978 79,045 

 [GW]* 520 600 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 
プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 プロジェクトの説明 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 

 

評価の目的は「技術評価実施規程」において。 

● 業務の高度化等の自己改革を促進する 

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 

としている。 

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 

２．評価者 

 

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 

● 産業界の専門家、有識者 

● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 

これらに基づき、分科会委員名簿にある６名を選任した。 

なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 

３．評価対象 

 

平成２１年度に開始された「希尐金属代替材料開発プロジェクト／Nd-Fe-B

系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発／超軽量高

性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発」プロジェクトを評価対象と
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した。 

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 

４．評価方法 

 

分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 

５．評価項目・評価基準 

 

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 

プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 「ナノテク・部材イノベーションプログラム」および「環境安心イノベーションプ

ログラム」の下で、当該施策・制度の目標達成のために寄与しているか。または、

補正予算による事業の場合、その目的に合致しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、Ｎ

ＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較において

十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動

向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分を含む）

となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環境が整備

されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われる体制とな

っているか。 
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・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）

に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏かつ適

切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の揺らぎと

なっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確になって

いるか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、品種

登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適

切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
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・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーンを明確に

しているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通しは立っているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるものか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波及

効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（事後評価） 

２０１０．３．２６ 

【事後評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 

標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が

標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 

 

ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの事

後評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
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・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 
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・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ

ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 

 

＊基礎的・基盤的研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 

 

＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい
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るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 

評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 



 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２４年３月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 三上  強 

 担当 室井 和幸 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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